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は じ め に

　我が国は、人口急減や少子化、超高齢化、都市間競争の激化等のグローバリゼーションの進展、
巨大災害の切迫、インフラの老朽化、地球環境問題、ICT の劇的な進歩等の技術革新の進展など、
多様かつ重大な課題に直面している。

　これらの我が国が直面する課題に対し、交通の分野で政府を挙げて取り組むため、2013年11月27
日に交通政策基本法が成立し、同年12月４日に公布・施行された（平成25年法律第92号）。そして、
同法第15条の規定に基づき、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、2020年度ま
でを計画期間とする初めての「交通政策基本計画」が、2015年２月13日に閣議決定された。

　同法第14条においては、政府は、毎年、交通の動向及び政府が交通に関して講じた施策に関する
報告並びに講じようとする施策についての文書（以下「交通政策白書」という。）を国会に提出し
なければならないこととされており、2015年６月９日に、初の交通政策白書が閣議決定、国会報告
された。この交通政策白書は同法に基づく三度目の白書となる。

　第Ⅰ部「交通の動向」においては、昨年の白書同様、できる限り多くのデータを用い、交通の各
分野における利用状況や整備状況について今日の動向を横断的に整理し、背景事情等について分析
を行った。
　第Ⅱ部においては、我が国におけて働く高齢者や障害者が増加するとともに、外出頻度も高くなっ
ており、社会参加が拡大していること、また、様々な国・地域からの訪日外国人旅行者が増加して
いること、更に、昨年の駅ホームにおける視覚障害者の転落事故や2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会の開催等も踏まえた対応が必要になっていること等にかんがみ、交通分野のユ
ニバーサルデザイン化の背景等を踏まえつつ、その進捗状況、先進的な取組事例及び今後の課題に
ついて明らかにした。
　そして、第Ⅲ部及び第Ⅳ部においては、交通政策基本計画に掲げられた施策ごとに、2016年度に
講じた施策及び2017年度に講じようとする施策を整理した。これらは、交通政策基本計画の進捗状
況のフォローアップとしての意義を有するものであり、同計画に掲げられた数値指標の達成状況も
含め、可能な限り詳細に記述することとした。

　我が国が直面する経済面・社会面の大きな変化に的確に対応し、将来にわたって国民生活の向上
と我が国の発展をしっかりと支える交通体系を構築していくために、今後、交通政策基本法の示す
交通政策の基本的な方向性を十分に踏まえた上で、引き続き、交通政策基本計画を着実に実施して
いくことが必要となる。そして、計画の実現に当たっては、交通政策基本法に示されているとおり、
国、自治体、交通関連事業者、交通施設管理者、利用者、地域住民等の幅広い関係者が、十分な連
携・協働の下に取り組んでいく必要がある。本白書がこれらの取組を円滑かつ的確に進捗させるた
めの一助になることを強く期待するものである。





（１）我が国の経済社会の動向

ａ．人口構成

　我が国の総人口は2008年に約1.28億人となった後に減少傾向にあり、2053年には１億人程度、
2065年には約8,800万人になると推測されており、本格的な人口減少社会を迎えている。
　少子化、高齢化の進展により、2065年には総人口の38.4％が65歳以上になると見込まれており、
生産年齢人口は2015年の58.6％まで減少すると予測されている。

第Ⅰ部　平成28（2016）年度交通の動向

第１章　交通サービスの状況

第１節　総論

図表1-1　人口減少・少子高齢化の推移・予測

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（中位推計）から国土交通省総合政策局作成
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　人口減少は、三大都市圏・地方圏ともに今後も進展していくが、地方圏において特に顕著であり、
2040年には2010年時点より２割程度減少すると予測されている。

　2005年に1.26まで低下していた合計特殊出生率はその後上昇に転じ、2015年には1.45となったも
のの、人口置換水準といわれる2.07にはまだ開きがある状態となっている。都道府県別にみると、
東京都と北海道が特に低い。

図表1-2　三大都市圏と地方圏の人口増減率

注： 三大都市圏：首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
　　　　　　　　中部圏： 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
　　　　　　　　近畿圏： 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　地方圏： 三大都市圏以外
資料： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-3　合計特殊出生率（全国）の推移（左）と都道府県の合計特殊出生率（右：2015年）

資料： 厚生労働省「人口動態統計」から国土交通省総合政策局作成
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資料： 厚生労働省「人口動態統計」から国土交通省総合政策局作成
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　高齢化率は、三大都市圏・地方圏ともに上昇し続けるが、地方圏が三大都市圏を一貫して上回っ
て推移すると予測されている。
　今後の高齢人口を指数（2010年＝100）でみると、地方圏では2025年頃にピークを迎える一方、
大都市圏ではその後も上昇すると見込まれている。特に東京圏で上昇が顕著であり、その他の都市
圏や地方圏を大きく上回ると予測されている。

　2016年における三大都市圏の転入・転出超過数をみると、三大都市圏全体では約10.6万人の転入
超過であり、内訳としては、東京圏は約11.8万人の転入超過（1996年以降21年連続の転入超過）、
名古屋圏は約0.2万人の転出超過（2013年以降４年連続の転出超過）、大阪圏は約0.9万人の転出超過
（2013年以降４年連続の転出超過）となっている。

ｂ．経済情勢

　我が国の国内総生産は、2011年を境に増加が続いており、2015年時点は537兆円となっている。

図表1-4　高齢人口（左：2010年＝100）と高齢化率（右）の推移

注： 「高齢人口」とは65歳以上の人口であり、「高齢化率」とは総人口に占める65歳以上人口の割合。
資料： 2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」の中位推計、2045年及び2050年は国土

交通省国土政策局による試算値から国土交通省国土政策局作成
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図表1-5　国内総生産（名目GDP）の推移

資料：内閣府「国民経済計算」（平成23年基準）から国土交通省総合政策局作成
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　我が国の国内総生産をドルベースみると、2013年から円安ドル高が進んだことに伴い、2012年の
約6.2兆ドルから減少して2015年時点では約4.4兆ドルであり、アメリカ、中国に次いで世界第３位、
世界に占める比率は約5.9％となっている。

　また、我が国の一人当たり国内総生産は、2015年時点で34,522ドル（419万円）であり、OECD
加盟国の中では第20位となっている。
（内閣府「国民経済計算」より）

図表1-6　各国の名目GDPの国際比較
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 13,094 13,856 14,478 14,719 14,419 14,964 15,518 16,155 16,692 17,393 18,037
 2,286 2,752 3,552 4,598 5,110 6,101 7,573 8,561 9,607 10,482 11,008
 4,758 4,530 4,515 5,038 5,233 5,700 6,157 6,202 5,154 4,853 4,384
 2,861 3,002 3,440 3,753 3,418 3,417 3,758 3,544 3,753 3,879 3,364
 2,508 2,678 3,063 2,876 2,367 2,430 2,609 2,646 2,720 2,999 2,858
 2,204 2,325 2,663 2,924 2,694 2,647 2,863 2,681 2,809 2,839 2,419
 834 949 1,201 1,187 1,324 1,657 1,823 1,829 1,863 2,042 2,095
 1,853 1,943 2,203 2,391 2,185 2,125 2,276 2,073 2,131 2,150 1,822
 892 1,108 1,397 1,696 1,667 2,209 2,615 2,461 2,466 2,417 1,775
 1,169 1,316 1,465 1,549 1,371 1,614 1,789 1,824 1,843 1,793 1,553
 898 1,012 1,123 1,002 902 1,095 1,203 1,223 1,306 1,411 1,378
 764 990 1,300 1,661 1,223 1,525 2,034 2,154 2,232 2,053 1,331

注１：中国は香港及びマカオを含まない。
注２：2014暦年における、円の対米ドルレートは105.8（円／ドル）
　　　2015暦年における、円の対米ドルレートは121.0（円／ドル）
資料：内閣府「国民経済計算」（平成23年基準）から国土交通省総合政策局作成
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　我が国の交通事業の就業者数は、2016年時点で339万人であり、我が国の就業者数の約5.2%を占
めている。

　交通事業の就業者数の推移をみると、2011年以降、全産業の就業者数が増加する中で、ゆるやか
に減少していたが、2016年はわずかに増加した。

図表1-9　産業別の就業者数（2016年）

図表1-10　全産業と運輸業・郵便業の就業者数の推移

資料： 総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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資料：総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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　就業者の平均年齢を産業別に比較してみると、交通事業は、鉱業・採石業・砂利採取業に次いで
高い46.2歳となっている。

　また、年齢別にみると、交通事業は、35～54歳と55～64歳の就業者数の割合が高めである一方、
15～34歳の就業者の割合が低い。

図表1-11　産業別平均年齢（2016年）

注１：企業規模10人以上の民営事業所。常用労働者における一般労働者（短時間労働者を除く）を対象とした。
注２：調査産業計のデータを「全産業」とした。
資料：厚生労働省「平成28年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-12　産業別年齢階層別就業者数の構成割合（2016年）

注：nは万人単位。年齢不詳を除く。鉱業、採石業、砂利採取業については、計算が出来ないため昨年の結果を採用。
資料：総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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　労働者不足感は産業全体で高まりつつあるが、交通事業のD.I.値（労働者が「不足」する事業所
の割合－労働者が「過剰」な事業所の割合）は、近年、産業全体より高く、かつ、ほぼ一貫して上
昇してきており、労働力不足感が大きくなっている。

　交通事業の労働生産性水準は、建設業、農林水産業、宿泊・飲食サービス業と近い水準であり、
全産業平均の69％程度となっている。

図表1-13　常用労働者の過不足判断D.I.の推移

資料：厚生労働省「労働経済動向調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-14　経済活動別労働生産性水準（名目GDP）の比較（2015年）

注：不動産業を除く。
資料：内閣府「国民経済計算」（平成23年基準）から国土交通省総合政策局作成
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　産業全体では就業者に占める女性の割合が43.5％であるのに対し、交通事業では19.5％と低くなっ
ている。

図表1-15　産業別男女別就業者構成割合（2016年）

注：nは万人単位。
資料：総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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b．交通事業の業種別の比較

　交通事業に含まれる主な業種に係る事業者数・営業収入は、次のとおりである。

　交通事業に含まれる主な業種別の就業者数をみると、トラックが最も多く166万人であり、交通
事業全体の約半数を占めている。また、タクシー38万人、鉄道22万人、倉庫業20万人と続いている。

図表1-16　交通事業における主な事業の事業者数・営業収入
区分 事業者数（者） 営業収入（億円）

旅客鉄道事業 200（2016年） 68,729（2014年度）

貨物鉄道事業 12（2016年） 1,406（2014年度）

乗合バス事業 2,217（2015年度） 9,698（2014年度）

貸切バス事業 4,508（2015年度） 4,799（2014年度）

タクシー事業 51,979（2015年度） 16,345（2015年度）

トラック事業 62,176（2015年度） 145,449（2014年度）

旅客船事業 956（2014年度） 2,893（2014年度）

内航海運事業 3,510（2015年度） 8,448（2014年度）

外航海運事業 192（2014年度） 50,736（2014年度）

港湾運送事業 868（2015年度） 10,736（2015年度）

航空事業 17（2015年度） 35,354（2015年度）

注１：貨物鉄道事業は、JR貨物の営業収入及び従業員数
注２：航空事業は、日本の主要航空会社の合計
資料：鉄道統計年報、自動車局調べ、海事局調べ、港湾局調べ、航空局調べ等から国土交通省総合政策局作成

図表1-17　交通事業における主な事業の従業者数（2014年）

注：各事業の値は、日本標準産業分類（小分類）別の結果を以下の区分により集計したもの。
　　「トラック」：一般貨物自動車運送業、特定貨物自動車運送業、貨物軽自動車運送業
　　「タクシー」：一般乗用旅客自動車運送業
　　「鉄道」：鉄道業
　　「倉庫業」：倉庫業、冷蔵倉庫業
　　「乗合バス」：一般乗合旅客自動車運送業
　　「貨物利用運送」：集配利用運送業、貨物運送取扱業
　　「港湾運送業」：港湾運送業
　　「貸切バス」：一般貸切旅客自動車運送業　
　　「航空」：航空運送業
　　「内航海運」：沿海海運業
　　「外航海運」：外航海運業
資料：総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」から国土交通省総合政策局作成
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　交通事業における代表的な職種である運転手の有効求人倍率をみると、特に自動車運転手が高く
なっており、かつ、ここ数年急速に高くなってきている。

　交通事業に含まれる主な業種の就業者に占める女性の割合は、産業全体の43.5％より低いものが
多く、鉄道業と道路旅客運送業では10％を下回っているが、航空運輸業では50％となっている。

図表1-18　職業別有効求人倍率（パートタイムを除く常用）の推移）

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-19　産業別男女別就業者構成割合（2016年）

注： nは万人単位。
資料： 総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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（３）旅客交通の概況

a．国内旅客輸送

　我が国の国内の旅客輸送量（輸送人員ベース（自家用車によるものを除く。））は、1991年をピー
クに2004年まで減少した後、緩やかな増加に転じたが、2008年のリーマンショックを境に再び減少
に転じ、東日本大震災が発生した2011年を境に再びゆるやかな増加に転じている。
　2015年度のモード毎の分担率は、鉄道が約80％、乗合バスが約14％を占める。

　2011年度以降の国内旅客輸送量の変動を交通モード別にみると、鉄道は緩やかな増加傾向にあり、
乗合バス及び旅客船は下げ止まり、航空は東日本大震災等の影響による落ち込みから回復し、全体
では緩やかに増加している。一方で、タクシーは長期にわたり減少が続いている。

図表1-20　国内旅客輸送量の推移

資料：「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「海事レポート」、「航空輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-21　国内旅客輸送量の推移（2005年度を100とした場合の動き）

資料：「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「海事レポート」、「航空輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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　自家用車による国内の旅客輸送量は、近年は高いレベルでほぼ横ばいである。

b．国際旅客輸送

　我が国における国際航空旅客輸送量は、訪日外国人旅行者数の顕著な増加を反映して、2012年度
以降急増している。空港別にみると、2015年度は関西国際空港の伸びが著しい。

図表1-23　国際航空旅客輸送量の推移

資料： 「空港管理状況調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-22　国内旅客輸送量の推移（自家用車）

資料：「自動車輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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　アジアの主要５空港における国際航空旅客輸送の2007年から2015年までの間の年平均増加率を比
べると、首都圏の成田国際空港・東京国際空港は2.3％と最下位であるが、2014年から2015年の増
加率は8.0％と３位、輸送量では４位となっている。

図表1-24　国内主要空港及びアジア主要空港の国際線旅客輸送の推移

資料： 「ACI Worldwide Traffic Report」から国土交通省航空局作成
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（４）物流の概況

a．国内貨物輸送

　我が国の国内貨物輸送量（トンベース）は、長期的には漸減傾向にある。
　2015年度のモード毎の分担率は、営業用と自家用をあわせたトラックが約91％を占める。

　2011年度以降の国内貨物輸送量の変動を交通モード別にみると、海運、鉄道、航空は安定的に推
移しているが、トラックが緩やかに減少しているため、全体も緩やかに減少している。

図表1-26　国内貨物輸送量の推移（2005年度を100とした場合の動き）

資料： 「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「内航船舶輸送統計」、「航空輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-25　国内貨物輸送量の推移

資料：「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「内航船舶輸送統計」、「航空輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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　貨物輸送量を輸送した距離を加味したトンキロベースでみると、トラックドライバー不足等を背
景として、2011年以降トラックの分担率が減少に転じる一方で、内航海運の分担率は2010年度から、
鉄道貨物の分担率は2011年度から、それぞれわずかながら上昇している。

　製造業者、卸売業者等から出荷される貨物を対象とした物流センサス（主に法人から法人の荷動
きを捉えた調査）によると、国内貨物輸送の流動ロットは、小口化が進んできていたが、2015年調
査で若干の増加に転じた。他方で、物流件数は、増加してきていたが、2015年調査で減少に転じた。

図表1-27　国内貨物輸送の輸送機関分担率の推移（トンキロベース）

資料： 「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「内航船舶輸送統計」、「航空輸送統計」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-28　流動ロット（左）と物流件数（流動ロット規模別：右）の推移

資料： 国土交通省「全国貨物純流動調査（物流センサス）」
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b．国際貨物輸送

　我が国の国際貨物輸送は、リーマンショック等の影響による落ち込みの後、回復している。

　外航海運によるコンテナ輸送については、世界のコンテナ荷動き量が年々増加傾向にあるが、東
アジア・東南アジア地域の経済成長やグローバル化の進展により、アジア地域の取扱個数の伸びが
目立っている。

図表1-29　 国際貨物輸送量の推移（2005年/年度を100とした場合の動き）（左図） 
2015年における国際貨物輸送量の分担率（右図）

資料： 「空港管理状況調書」、「日本出入航空貨物路線別取扱実績」、「港湾統計」から国土交通省総合政策局作成
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※航空の2016年度前期は速報値を使用。また海運は2016年4-8月の値を使用。
※航空は年度、海運は暦年で集計。

外航海運（125,343 万㌧）, 
99.7%

国際航空貨物（320万㌧）, 
0.3%

図表1-30　世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱個数の推移

注： 外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はContainerisation Internationalで収集される主要な港湾の合計値であり、全てを網
羅するものではない。

　　 　なお、日本の全てのコンテナ取扱港湾における取扱個数（外内貿計）は、1,655万TEU（2003年）から2,178万TEU（2014年）に、
10年間で1.3倍に増加している。（港湾統計より）

資料： 「THE WORLD BANK Container port traffic (TEU: 20 foot equivalent units)」から国土交通省港湾局作成
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　アジアの中では、上海港、シンガポール港等が取扱量を伸ばし、世界トップクラスの取扱量となっ
ている中、我が国港湾の取扱量は長らく横ばいが続いており、この10年でアジアの主要港との差が
拡大している。

　国際航空貨物輸送についても、アジア太平洋地域の伸びが著しい。

図表1-31　アジアの主要港のコンテナ取扱貨物量の推移

図表1-32　世界の国際航空貨物輸送の動向

資料：国内港湾：港湾統計より国土交通省港湾局作成
　　　海外港湾は「Containerization International yearbook」、「Lloyd's List」から国土交通省港湾局作成
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　世界の主な空港の2006年以降の国際航空貨物取扱量の推移をみると、ドバイ空港（UAE）の取
扱量の伸びが顕著であるが、浦東空港（上海）、チェック・ラップ・コック空港（香港）、台北・桃
園空港(台湾）などアジアの主要空港も取扱量を伸ばしている。一方で、成田国際空港の取扱量は、
ここ５年程度ほぼ横ばいで推移しており、2015年／2006年の比較では9.1％減となっている。

図表1-33　世界の国際貨物取扱量上位空港

注： （　）内は、2014年の順位
資料： 「Worldwide Airport Traffic Report」 （各年版 Airports Council International） 等から国土交通省航空局作成
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（１）総論

　我が国の鉄道による旅客輸送状況は、1990年代前半まで大きく伸びたが、1990年代後半に入って
からは概ね安定的に推移してきているが、最近の動きとしては、輸送人員は2011年度、輸送人キロ
は2009年度を境にゆるやかに増加している。
　2014年度の鉄道旅客輸送は、旅客輸送人員合計で対前年度比増減なしの236.8億人、旅客輸送人
キロ合計では対前年度比0.3％減の4,130.3億人キロとなっている。

第２節　鉄道サービスの状況

図表1-34　鉄道旅客輸送人員の推移

図表1-35　鉄道旅客輸送人キロの推移

注１：地方交通とは、JR、大手民鉄及び公営以外を指す。
注２：2004年度以降の大手民鉄には東京地下鉄（旧交通営団）を含む。
注３：地方交通には、準大手、モノレール、新交通システム、鋼索鉄道及び無軌条電車を含む。
資料：「鉄道統計年報」から国土交通省鉄道局作成
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注２： 2004年度以降の大手民鉄には東京地下鉄（旧交通営団）を含む。
注３： 地方交通には、準大手、モノレール、新交通システム、鋼索鉄道及び無軌条電車を含む。
資料： 「鉄道統計年報」から国土交通省鉄道局作成
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　我が国の鉄軌道事業者数については、212事業者となっており、その内訳は下記のとおりである
（2017年２月時点）。

　旅客の公共輸送機関分担率は、輸送人員ベースで約８割を、輸送人キロベースで約７割を鉄道が
占めているが、その内訳としては、輸送人員ベースではJRが30.4％、民鉄が48.8％、輸送人キロベー
スではJRが45.0％、民鉄が26.9％となっている。

　鉄道駅、鉄道車両のバリアフリー化（ホームドアの整備を含む。）については、第Ⅱ部（Ｐ97・
Ｐ98、Ｐ104～Ｐ110）を参照。

図表1-36　鉄軌道事業者数一覧

資料： 「数字で見る鉄道」から国土交通省鉄道局作成

旅客鉄道（200社）

貨物鉄道（12社）

JR（６社）

大手民鉄（16社）

準大手（５社）

公営（12社）

中小民鉄等（161社）

JR貨物

その他貨物鉄道（11社）

全国の鉄軌道事業者（212社）

（2017年２月現在）

私鉄（182社）

図表1-37　旅客公共輸送機関別分担率（2014年度）

資料： 「数字で見る鉄道」から国土交通省鉄道局作成
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（２）幹線・都市鉄道

　我が国の新幹線旅客輸送量の推移については、1964年の東海道新幹線の開業以降着実に増加し、
1970年代後半からの運賃・料金の値上げ、2008年のリーマンショックの影響により一時的に減少し
たものの、それ以外は、ほぼ一貫して増加してきており、2014年度時点で約3.75億人となっている。
　幹線鉄道旅客流動量（JR及び私鉄の輸送人員のうち、都道府県をまたぐもの）の状況については、
1970年代以降、概ね横ばいである。

図表1-38　新幹線旅客輸送量の推移

資料： 「数字で見る鉄道」等から国土交通省鉄道局作成
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図表1-39　幹線鉄道旅客輸送量の推移

注： 都道府県内々及び三大都市圏内々を除く、定期外のみ。
資料： 「旅客地域流動調査」から国土交通省鉄道局作成
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　三大都市圏における主要区間の通勤・通学時の混雑率は、ここ10年程度は、輸送人員が横ばい又
は若干減少しているため、低下傾向にあるが、一部の路線では混雑率が180％を超えるなど依然と
して高い水準にある。

図表1-41　混雑率180％を超える区間

図表1-40　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移

資料： 運輸政策研究機構「都市交通年報」等から国土交通省鉄道局作成
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図表1-42　混雑率の目安

資料： 国土交通省鉄道局作成

100％ 150％ 180％ 200％ 250％

定員乗車（座席に
つくか、吊革につ
かまるか、ドア付
近の柱につかまる
ことができる）。

電車がゆれるたび
に体が斜めになっ
て身動きができ
ず、手も動かせな
い。

体がふれあい相当
圧迫感があるが、
週刊誌程度なら何
とか読める。

折りたたむなど無
理をすれば新聞を
読める。

広げて楽に新聞を
読める。

事業者名 路線名 区間 時間帯 混雑率
（％） 事業者名 路線名 区間 時間帯 混雑率

（％）
JR東日本 東海道線 川崎→品川 7:39～8:39 182 JR東日本 南武線 武蔵中原→武蔵小杉 7:30～8:30 190

横須賀線 武蔵小杉→西大井 7:26～8:26 193 埼京線 板橋→池袋 7:50～8:50 183
中央快速線 中野→新宿 7:55～8:55 188 東京地下鉄 東西線 木場→門前仲町 7:50～8:50 199
京浜東北線 大井町→品川 7:37～8:37 182 小田急電鉄 小田原線 世田谷代田→下北沢 7:46～8:48 191
総武快速線 新小岩→錦糸町 7:37～8:34 180 東京急行電鉄 田園都市線 池尻大橋→渋谷 7:50～8:50 184
総武緩行線 錦糸町→両国 7:37～8:34 199 東京都 日暮里・舎人ライナー 赤土小学校前→西日暮里 7:30～8:30 183

資料：国土交通省鉄道局作成
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　また、乗継利便性の向上やターミナル駅の混雑緩和等のため、複数の鉄道会社間で相互に相手の
路線に乗り入れる相互直通運転の実施が図られている。
　東京圏においては、現在、東京都心部の地下鉄のうち、銀座線、丸ノ内線及び大江戸線を除く全
ての路線で郊外鉄道との直通運転が実施されており、現在、東京圏の相互直通路線延長は約880キ
ロメートルで、東京圏の鉄道総延長の約36％を占めている。

（３）地域鉄道

　地域鉄道の輸送人員については、1991年度をピークに、2002年度頃まで逓減傾向であったが、そ
の後、横ばいの状態が続き、2011年度からはわずかであるが増加傾向が見られるものの、1987年度
と2015年度を比較すると約14％の減少となっている。

図表1-43　相互直通運転の現状

資料： 国土交通省鉄道局作成

36％36％
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図表1-44　地域鉄道の輸送人員の推移

注：1988年度以降に開業した事業者を除く70社
資料：「鉄道統計年報」等から国土交通省鉄道局作成
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　また、経営状況についても、輸送人員の減少等に伴い、事業者の74％が経常収支赤字（2015年度）と
厳しい状態に置かれている。そのような状況の中、車両やトンネル、橋りょうの老朽化による更新費
用の確保をはじめ、高齢化社会の進展に伴うバリアフリー化への対応など、多くの問題を抱えている。

図表1-46　地域鉄道の鉄道車両の車齢（2015年度末実績）

図表1-45　地域鉄道の鉄軌道部門社員数の推移

注：1988年度以降に開業した事業者を除く70社
資料：「鉄道統計年報」等から国土交通省鉄道局作成
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資料：国土交通省鉄道局作成
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図表1-47　地域鉄道の施設の現状（トンネル・橋りょうの経過年数）（2015年度末実績）

注：地域鉄道事業者（96社）を対象
資料：国土交通省鉄道局作成

不明
１年～10年
11年～20年
21年～30年
31年～40年
41年～50年
51年～60年
61年～70年
71年～80年
81年～90年

91年～100年
101年～110年

111年以上

0 25020015010050

トンネルの経過年数別施設数

不明
１年～10年
11年～20年
21年～30年
31年～40年
41年～50年
51年～60年
61年～70年
71年～80年
81年～90年

91年～100年
101年～110年

111年以上

0 3,0002,0001,000

橋りょうの経過年数別施設数

第
Ⅰ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
の
動
向

第１章交通サービスの状況

交通政策白書 27



（４）貨物鉄道

　鉄道貨物輸送は、道路網整備に伴うトラック輸送の著しい伸びとともに、1980年代前半まで輸送
量が大きく減少した。我が国における鉄道貨物輸送の体系は、コンテナ輸送と車扱輸送の２つに大
別することができるが、車扱については、コンテナ輸送への転換等により1990年頃まで急激に輸送
量が減少したものの、コンテナ輸送は1980年代末期から伸びを見せ、その後はほぼ横ばいの状態が
続いていた。2008年のリーマンショックや2011年の東日本大震災の影響により輸送量が減少したが、
近年は、トラックドライバーの不足等を背景に、モーダルシフトが進んでおり、コンテナ輸送量が
緩やかに増加している。

　物資別輸送量については、コンテナ輸送においては工業品の割合が多く、車扱輸送においては石
油の割合が多くなっており、各物資の輸送量に占める割合は近年あまり変化していない。

図表1-48　JR貨物輸送トンキロの推移

資料： 「数字で見る鉄道」等から国土交通省鉄道局作成
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図表1-49　貨物主要物資別輸送量の推移

資料： 国土交通省鉄道局作成
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（１）総論

　我が国の自動車運送事業の輸送人員は、2015年度でバスが約46億人、タクシーが約14億2,220万
人となっている。バスの輸送人員は1980年代後半まで一貫して減少したが、近年は下げ止まってい
る。タクシーの輸送人員は、長期的に減少傾向にある。他方、貨物輸送量は、営業用トラックが約
28億9,537万トン（2015年度）となっており、1980年代後半まで急激に上昇し、その後は長期的に
ほぼ横ばいで推移し、近年はやや減少傾向にある。
　我が国の自動車運送事業等の事業者数については、トラックが約6.2万、バスが約0.7万、タクシー
約5.3万、自動車整備が約7.3万となっているが、近年、タクシーは輸送人員が減少する中で、事業
者数も減少している。また、事業者数の９割以上が中小事業者であり、経営者・従業員の高齢化が
進展している。

第３節　自動車交通サービスの状況

図表1-50　各事業者の規模等
＜各事業者の規模等＞

事業者数
営業収入

（整備事業及び販売
業においては売上高）

従業員数

トラック事業※1 6.2万
（2015年度）

14.5兆
（2014年度）

約188万
（2015年度）

バス事業※2 0.7万
（2015年度）

1.4兆
（2014年度）

約18万
（2014年度）

タクシー事業※3 5.2万
（2015年度）

1.6兆
（2015年度）

約34万
（2015年度）

整備事業※4 7.3万
（2016年度）

5.4兆
（2016年度）

約54万
（2016年度）

自動車販売業※5 1.1万
（2014年度）

17.3兆
（2014年度）

約35万
（2014年度）

資料：※１～※３　国土交通省自動車局作成
　　　※４　 （一社）日本自動車整備振興会連合会「平成28年度版自動車

整備白書」から国土交通省自動車局作成
　　　※５　 （一社）日本自動車整備振興会連合会及び（一社）日本中古

自動車販売協会連合会調べから国土交通省自動車局作成

＜中小事業者割合＞

トラック
バス タクシー

（個人タク
シーを除く）

自動車 
整備乗合バス

事業者数 62,176 6,680 2,192 16,096 73,371

中小事業 
者数

62,095
（※1）

6,457
（※2）

2,095
（※2）

15,946
（※3）

71,877
（※4）

中小事業 
者数の割合 99% 97% 96% 99% 98%

注：※１　資本金1億円以下の事業者数
　　※２　資本金1億円以下の事業者（個人タクシーを除く）数
　　※３　従業員数が300人以下の事業者数
資料： （一社）日本自動車整備振興会連合会「平成28年度版自動車整

備白書」等から国土交通省自動車局作成

図表1-51　自動車関連事業者数の推移

資料： （一社）日本自動車販売協会連合会調べ、（一社）日本中古自動車販売協会連合会調べ、（一社）日本自動車整備振興会連合会「自動車
整備白書」等から国土交通省自動車局作成

20152014 （年度）201320122011201020092008200720062005200420032002
0

80,000
（事業者数）

70,000
60,000
50,000
40,000
30,000
20,000
10,000

トラック事業者数 バス事業者数 タクシー事業者数 整備事業者数 ディーラー事業者数
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　ヒト・モノの輸送を担っている自動車運送事業等は、我が国経済及び地域の移動手段の確保を支
える重要な社会基盤産業である。
　しかしながら、自動車運送事業等の就業構造をみると、総じて中高年層の男性に依存した状態で
あり、女性の比率はわずか２％程度に留まっている。また、全産業平均と比べ、労働時間は長く、
年間所得額は低くなっている。こうした状況の背景として、不規則な就業形態、長時間拘束、力仕
事などの過酷な労働環境により、若年層や女性から敬遠されてきたことに加え、経営者においても、
高等学校等の新卒者に対する戦略的なリクルート活動や、女性を含めた従業者の労働環境の改善に
ついて十分な対応がとられてこなかったこと等が挙げられる。

図表1-52　自動車運送事業における労働者の平均年齢の推移

注：調査産業計のデータを「全産業平均」としている。
資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、（一社）日本自動車整備振興会連合会「自動車整備白書」から国土交通省自動車局作成

20152014 （年）20132012201120102009200820072006200520042003
39

50
49

（年齢）

48
47
46
45
44
43
42
41
40

大型トラック 普通・小型トラック バス 自動車整備 全産業平均

図表1-53　自動車運送事業等の就業構造

注１：自動車整備の女性比率は２級自動車整備士における比率
注２： 全産業平均の「平均年齢」は、「平成28年賃金構造基本統計調査」、「労働時間」、「年間所得額」は、厚生労働省「平成28年賃金構造基本統計

調査」の調査産業計の値から国土交通省自動車局が作成
注３：労働時間＝「賃金構造基本統計調査」中「所定内実労働時間数＋超過実労働時間数」から国土交通省自動車局が推計した値
　　　所定内実労働時間数＝ 事業所の就業規則などで定められた６月の所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間に実際に労働した時間

数
　　　超過実労働時間数＝所定内実労働時間以外に実際に労働した時間数及び所定休日において実際に労働した時間数
注４：年間所得額＝ 「賃金構造基本統計調査」中「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」から国土交通省自動車局が推

計した値
　　　きまって支給する現金給与額＝ ６月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆

勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む
　　　年間賞与その他特別給与額＝調査年前年１月から12月までの１年間における賞与、期末手当等特別給与額
資料： 総務省「労働力調査」、厚生労働省「平成28年賃金構造基本統計調査」、日本バス協会「日本のバス事業」、全国ハイヤー・タクシー連合会「ハ

イヤー・タクシー年鑑」、(一社)日本自動車整備振興会連合会「自動車整備白書」から国土交通省自動車局作成

バス タクシー トラック 自動車整備 全産業平均
運転者・
整備要員数

13万人
（2015年度）

32万人
（2015年度）

83万人
（2016年）

40万人
（2016年）

―

女性比率 1.5％
（2014年度）

2.5％
（2014年度）

2.4％
（2016年）

1.3％
（2015年）

43.5％
（2016年）

平均年齢 49.9歳
（2016年）

58.7歳
（2016年）

47.5歳
（2016年）

44.3歳
（2016年）

42.2歳
（2016年）

労働時間 210時間
（2016年）

193時間
（2016年）

217時間
（2016年）

189時間
（2016年）

177時間
（2016年）

年間所得額 449万円
（2016年）

332万円
（2016年）

447万円
（2016年）

417万円
（2016年）

490万円
（2016年）
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（２）バス

ａ．乗合バス

①　一般路線バス
　一般路線バスの輸送人員及び営業収入は、中心市街地の空洞化等の都市構造の変化やモータリ
ゼーションの進展等に伴う自家用自動車の普及等により地方部を中心に減少を続けてきた。ここ数
年においては、大都市部において若干の増加がみられるものの、地方部においては、依然として輸
送人員の減少が続いている。

図表1-54　一般路線バスの輸送人員、営業収入の推移

注１：各数値データは、乗合バスの保有車両数が30以上のバス事業者のデータを採用。
注２：三大都市圏とは、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、岐阜、大阪、京都、兵庫の集計値である。
資料：国土交通省自動車局作成

2014 2015

2,577

7,1197,119 7,2107,210

1,3321,332

2,628

1,3271,327

（年度）2013201220112010200920082007200620052004
6,000

10,000
（億円） （百万人）

9,500

9,000

8,500

8,000

7,500

7,000

6,500

0

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500
7,7807,780 7,6707,670 7,5517,551 7,5557,555 7,4567,456 7,1807,180 7,1427,142 7,1467,146 7,1377,137 7,1507,150

1,560 1,524 1,496 1,486 1,459 1,3811,381 1,3681,368 1,3461,346 1,3501,350 1,3581,358

2,550 2,537

2,563
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2,555

2,485 2,474

2,4932,493

2,477

2,5492,549

営業収入 三大都市圏輸送人員 その他地域輸送人員
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人
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営
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収
入
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　地方における一般路線バス事業者の経営状況は厳しく、一般路線バス事業者の約65％が赤字事業
者となっている。これに伴い、一般路線バスの路線廃止が続いているほか、一般路線バス事業者の
経営破綻も各地で起きている。

　バス利用者の利便性等を向上させるため、交通系ICカードやバスロケーションシステム（無線
通信やGPSなどを利用してバスの走行位置をバス停等で表示し、バス待ち客の利便を向上するシス
テム）の導入が全国で進められている。

図表1-55　厳しい経営状況にある一般路線バス事業者の現状

資料：国土交通省自動車局作成

廃止路線キロ

2011年度

2012年度

2013年度

2014年度

842km

902km

1,143km

1,590km

2015年度 1,312km

計 5,789km

乗合バスの路線廃止状況
（高速バスを除く、代替・変更がない完全廃止のもの）

1999年以降の法的整理等の事例
民事再生法

会社更生法

その他

産業活力再生特別措置法関係

産業再生機構支援

産業競争力強化法関係

黒字事業者
35.1％

赤字事業者
64.9％

乗合バス事業者の収支状況（2015年度）

○大分バス（株）（私的整理）
○常磐交通自動車（株）（特別清算）
○中国バス（株）（私的整理）
○会津乗合自動車（株）（企業再生支援機構）
○井笠鉄道（株）（破産）
○熊本バス（株）（地域経済活性化支援機構）

○北海道旅客鉄道（株）（JR北海道バス（株））
○箱根登山鉄道（株）
○いわさきコーポレーション
○立山黒部貫光（株）
○国際興業（株）
○（株）日立電鉄バス他４社
○アルピコグループ松本電鉄他３社

○土佐電気鉄道（株）・高知県交通（株）

○東陽バス（株）　○那覇交通（株）
○北都交通（株）　○富士交通（株）
○琉球バス（株）　○茨城交通（株）
○岩手県北自動車（株）

○京都交通（株）　○水間鉄道（株）
○福島交通（株）

○九州産業交通（株）　○関東自動車（株）
○宮崎交通（株）

図表1-56　「バスロケーションシステムが導入された系統数」及び「ICカード事業者数」

資料： 国土交通省自動車局作成

20152014
（年度）

20132012201120102009200820072006
3,942 4,683
18 19

32
53
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147
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172
178 178 177 182

201

4,901
7,067

8,349 9,054 9,336

（系統数）

バスロケーションシステムが導入された系統数 ICカード事業者数

（事業者数）
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②　高速バス
　高速バスはきめ細やかなネットワークと低運賃や各種の運賃割引等を強みとして高速道路の延長
等も背景に着実に輸送人員を増加させ、地域間交流を支えるとともに、近年では外国人旅行者によ
る利用も広がりつつある。（他の交通機関との運賃比較については、図表1-101を参照）

③　BRT（バス高速輸送システム）
　BRT（Bus Rapid Transit：バス高速輸送システム）とは、連節バス、PTPS（公共車両優先システム）、
バス専用道、バス専用通行帯等を組み合わせることで、定時性の確保、速達性の向上や輸送能力の
増大を可能とする機能を備えたバスシステムのことであり、現在、国内17箇所で導入されている。

図表1-57　高速バスの輸送人員及び系統数の推移

資料： 国土交通省自動車局作成
20132012

108,615109,862

4,7784,778
5,2295,229

（年度）2011201020092008200720062005200420032002200120001999199819971996

57,69057,690

1,4201,420

0

120,000
（千人） （本）

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

輸送人員（千人） 運行系統数（本）

59,705
66,691 66,064 69,687

76,95576,955
84,355

79,048

99,179101,351
109,920

85,596 83,464

105,820103,853103,737

1,4831,483

1,5891,589
1,5321,532

1,6171,617
1,6381,638

1,5301,530
1,5921,592

1,7301,730
2,0102,010

3,0773,077
3,4513,451

4,0494,049
4,2634,263

4,7224,722
4,8184,818

図表1-58　BRTの全国の導入状況

資料： 国土交通省自動車局作成

青森青森

岩手岩手

宮城宮城
山形山形

新潟新潟

福島福島

栃木栃木

茨城茨城

千葉千葉

沖縄沖縄

埼玉埼玉
東京東京

神奈川神奈川
山梨山梨

長野長野

富山富山

静岡静岡

岐阜岐阜

石川石川

福井福井

愛知愛知
三重三重

滋賀滋賀京都京都

兵庫兵庫

鳥取鳥取

岡山岡山

島根島根

広島広島山口山口

北海道北海道

大阪大阪
奈良奈良

和歌山和歌山
徳島徳島

香川香川愛媛愛媛
高知高知

大分大分

宮崎宮崎
鹿児島鹿児島

熊本熊本

福岡福岡佐賀佐賀
長崎長崎

群馬群馬

秋田秋田

③西日本鉄道
（福岡市） ⑮神姫バス

（三田市）

①南海りんかんバス（株）
（高野山）

⑰近江鉄道
（草津市）

⑯新潟交通
（新潟市）

⑩岐阜乗合自動車
（岐阜市） ⑫東日本旅客鉄道

（気仙沼線）

②ジェイアールバス関東
（白河市）

⑬東日本旅客鉄道
（大船渡線）

⑭日立電鉄交通サービス
（日立市）

⑨関鉄グリーンバス
（石岡市・小美玉市）

⑤京成バス
（千葉市）

⑦⑧⑪神奈川中央交通
（藤沢市、厚木市、町田市）⑥名古屋ガイドウェイバス（名古屋市）

※高架専用軌道を含む

④名古屋市交通局、名鉄バス（名古屋市）
※センター走行のバス専用レーン含む

連節バス導入

専用道等導入

凡例：導入箇所：17
（うち連節バス導入箇所　８箇所）
（うち専用道等導入箇所　９箇所）

（2017.4.1現在）
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④　乗合バス事業従事者
　バス事業の運転者数については、ここ数年は事業者数の増加等に伴い増加しているが、バス事業
の運転者は、中高年層の男性に依存しており、将来的には地域の足を支える生活路線を現行の水準
で維持していくことも困難となる事態が危惧されるに至っている。

　なお、乗合バス事業においては、輸送人員の減少等による収入減を人件費削減によりカバーして
きた結果、民間のバス事業従事者の年収は全産業男性平均を大きく下回っているが、近年では運転
者確保のために人件費を増加させる事業者もみられるようになっている。

図表1-60　バス事業（運輸部門）の年間所得の状況

注１： バスの保有車両数が30以上のバス事業者のデータを採用。
注２：調査産業計（男子）のデータを「全産業（男子）」とした。
注３： 年間所得＝ 「賃金構造基本統計調査」中「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」から国土

交通省自動車局作成
　　　きまって支給する現金給与額＝ 各年６月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、

基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。
　　　年間賞与その他特別給与額＝ 調査年前年１月から12月までの１年間における賞与、期末手当等特別給与額
資料： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」及び「国土交通省自動車局調べ」から国土交通省自動車局作成

2014 2015
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20132012201120102009200820072006200520042003200220012000
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400

900
（万円）

800

700

600
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全産業（男子）
民営バス
公営バス

図表1-59　乗合バス運転者数の推移

資料： 国土交通省自動車局作成
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ｂ．貸切バス

　貸切バス事業については、2000年２月の規制緩和後、低廉で多様なバスツアーが催行されるなど、
利用者へのサービスの向上が図られる一方で、事業者数の増加に伴い競争は激化している。また、
団体旅行の小口化、旅行商品の低価格化等により運送収入は減少傾向だったが、安全コストが適切
に反映された新運賃・料金制度の導入や訪日外国人旅行者の増加等により、増加に転じており、貸
切バス事業を取り巻く環境は、改善しつつある。
　また、2016年1月15日、長野県軽井沢町の国道18号線碓氷バイパス入山峠付近において、貸切バ
ス（乗員乗客41名）が反対車線を越えて道路右側に転落、乗員乗客15名（乗客13名・乗員２名）が
死亡、乗客26名が重軽傷を負う重大な事故が発生した。二度とこのような悲惨な事故を起こさない
よう、徹底的な再発防止策について検討するため、有識者からなる「軽井沢スキーバス事故対策検
討委員会」において、2016年６月３日に「安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な
対策」をとりまとめ、再発防止策を明示した。
　具体的には、貸切バス事業者が安全に事業を遂行する能力を有するかどうか５年ごとにチェック
する貸切バス事業許可に係る更新制の導入、事業の許可や運行管理者の資格者証の交付に対する欠
格事由の拡充、監査機能の強化と自主的改善の促進に向けて民間指定機関が巡回指導等を行うため
の負担金制度の創設、輸送の安全確保命令に従わないバス事業者に対する法定刑の強化、法人重科
の創設等の措置を講ずることとした。
　引き続き、来年度に向けて、「安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」を
着実に実行していく。

図表1-61　貸切バスの事業者数、輸送人員、車両数、営業収入の推移

注：2012年度の実働日車当たり営業収入については調査対象事業者が異なっているためデータ上記載していない。
資料：「日本バス協会調べ」等から国土交通省自動車局作成
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（３）タクシー

　タクシー事業については、バブル崩壊後、長期的に需要が減少傾向にあり、近年、他の輸送モー
ドの旅客需要が回復している中、減少が続いている。
　2002年の規制緩和以降、事業者の新規参入によるタクシー車両の増加等により、地域によっては、
収益基盤の悪化や運転者の労働条件の悪化、それに伴う安全性やサービスの質の低下などの問題が
生じていた。
　このような状況を踏まえ、運転者の労働条件の改善やタクシーのサービス水準の向上等を実現す
るために2009年10月に施行された「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法」が、2013年の第185回臨時国会において、議員立法により改正され、
2014年１月に施行された。
　こうした取組により、近年、車両数は減少傾向にあり、その結果、日車営収は増加傾向にあるが、
引き続き輸送人員は減少傾向にあり、依然として厳しい事業環境となっている。
　輸送人員の減少の要因としては、法人利用の減少、自家用車の普及、大都市部を中心に鉄道やバ
スなどの競合する交通手段の整備のほか、他の交通機関と比較した運賃や料金の割高感の影響を受
けていると考えられる。
　2017年１月30日より、訪日外国人や高齢者をはじめとした利用者の需要の喚起を図るため、東京
地区におけるタクシー初乗り運賃の引き下げを行った。

図表1-62　タクシーの輸送人員、運送収入、車両数、日車営収の推移

※日車営収：実働１日１車当たりの運送収入
資料： 国土交通省自動車局作成
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　また、タクシー運転者（男性）の年間所得平均の推移をみると、全産業労働者の年間所得平均に
比べて、かなり低い水準にある。

図表1-63　タクシー運転者の年間所得の推移（男性）

注１： 年間所得＝「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」により国土交通省が推計した値
　　　きまって支給する現金給与額＝ 各年6月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基

本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。
　　　年間賞与その他特別給与額＝ 調査年前年1月から12月までの1年間における賞与、期末手当等特別給与額
注２： 10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所に雇用される一般労働者（短時間労働者を除く）について集計したもの
注３：調査産業計のデータを「全産業」とした。
資料： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から国土交通省自動車局作成

20162015 （年）20142013201220112010200920082007200620052004200320022001
200

700
（万円）

600

500

400

300

タクシー運転者（万円） 全産業（万円）

566 555 548 543 552 555 555 550 530530 523523 527527 530530 524524 536536 548 549

334334 325325 315 308 302
329329 343

326326
281 278 291 296 298 302 310

332

第
Ⅰ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
の
動
向

第１章交通サービスの状況

交通政策白書 37



（４）コミュニティバス・デマンド交通

　人口減少や少子高齢化に伴い地域の生活交通の維持が困難となる中で、地域の足を確保する手段
として、コミュニティバス（交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に計
画し運行するバス）やデマンド交通（利用者の要望に応じて、機動的にルートを迂回したり、利用
希望のある地点まで送迎するバスや乗合タクシー等）の導入が進んでいる。
　2015年度には、全国で1,260市町村においてコミュニティバス、362市町村においてデマンドタク
シーが導入されている。

（５）マイカー

　我が国の自家用乗用車の保有台数については、モータリゼーションの進展に伴い、1960年代後半
から2005年にかけて急激に増加した（人口増加と比べて自家用車の増加が非常に顕著である）。そ
の後は長期にわたり微増の傾向にあり、2015年３月末時点で6,000万台を超えた。また、乗用車世
帯保有率は2015年時点で約８割となっており、世帯当たりの普及台数については1996年に１世帯に
１台時代を迎えた。なお、マイカーの保有率は、地方部ほど高く、都市部ほど低い傾向にある。こ
のため、地方部を中心に、地域公共交通の位置づけが相対的に低下している状況を招いている。
　保有車種については、低価格で維持費も安い軽乗用車の保有台数が1990年代に入って以降一貫し
て増加してきている。全乗用車の保有台数における軽乗用車の割合は2015年時点で３割を超えてお
り、スモール化志向が進展している。
　また、乗用車複数保有率は2015年時点で約４割となっているが、各世帯における複数保有の組み
合わせでは、軽乗用車同士、軽乗用車と小型乗用車の組み合わせが増加傾向にある一方、普通乗用
車と軽乗用車との組み合わせは減少傾向にある。

図表1-64　コミュニティバスの導入状況

資料： 国土交通省総合政策局作成
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図表1-65　 デマンド型乗合タクシー導入
市町村数の推移

注１：乗合タクシー： 乗車定員11人未満の車両で行う乗合の旅
客運送サービスをいう。

注２：導入市町村数は、団地型・過疎型の運行形態の合計。
注３：いわゆる「自家用有償運送」は含んでいない。
資料：国土交通省総合政策局作成
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図表1-66　乗用車の保有台数と軽乗用車の割合

資料： （一社）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数の推移」、（一社）全国軽自動車協会連合会「軽三・四輪車および全自動車保
有台数の年別車種別推移」から国土交通省自動車局作成
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図表1-67　都道府県別のマイカーの世帯当たり普及台数

資料： （一社）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数の推移」から国土交通省総合政策局作成
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　自家用乗用車ユーザー層については、引き続き、高齢層の割合が高くなっているとともに、女性
（特に既婚女性）の割合が大幅に増加してきている。

　自家用乗用車の使用用途については、近年「買物・用足し」の割合が増加してきているが、これ
は前述の乗用車ユーザー層における女性（特に既婚女性）の割合の増加の影響もあると考えられる。
低価格で維持費も安い軽乗用車のニーズが高まっていることも考慮すると、自家用乗用車について
は、レジャー目的ではなく、生活のための移動手段としての位置付けが高まってきているといえる。

図表1-68　主運転者性別・未既婚（左）と主運転者年齢（右）

図表1-69　主運転者の主使用用途

資料： （一社）日本自動車工業会「乗用車市場動向調査」
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　75歳以上の自動車等（自動車、自動二輪車及び原動機付自転車）の運転者による死亡事故件数は、
近年、横ばいで推移しているが、死亡事故件数全体が減少傾向にあるため、その占める割合は増加
している。
　また、運転免許証の自主返納件数は増加傾向にある。
　さらに、2017年３月12日に施行された改正道路交通法により、高齢運転者の交通事故防止対策の
推進を目的として、加齢による認知機能の低下に着目した臨時認知機能検査制度や臨時高齢者講習
制度の新設、その他制度の見直し等が行われたところであり、認知機能検査の結果等により医師の
診断を受けて認知症と判断された場合は、施行前と同様、運転免許の取消し又は停止の措置がとら
れることとなる。
　今後の我が国の高齢化の進展とそれに伴う高齢者数の増加の中で、運転免許証の自主返納や行政
処分によって、運転をすることができない高齢者が増加することが予測され、その移動手段の確保
の必要性が高まっている。

図表1-70　75歳以上の自動車等による死亡事故件数等の推移

資料： 警察庁調べ
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図表1-71　運転免許証の自主返納件数の推移

資料：警察庁調べ
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（６）トラック

　トラックによる貨物輸送量（トン数）については、1980年代後半まで急激に上昇したものの、そ
の後はしばらくほぼ横ばいで推移し、近年は、重量が大きい砂利・砂・石材の減少等により国内全
体の貨物輸送量が減少等していることを背景として、やや減少傾向にある。

　一方、インターネット通販市場などの拡大により、宅配便取扱個数は増加傾向にある。インター
ネット通販をはじめとする電子商取引（ＥＣ１）市場は、2015年には全体で13.8兆円規模、物販系
分野で7.2兆円規模まで拡大しており、これに伴い、宅配便の取扱件数は2010年度から2015年度の
５年間で約5.3億個増加（対前年度比16％増）。このように、対消費者向けの貨物輸送が増えている
中で、国土交通省が宅配事業者主要３社に対して2014年12月に行った調査によると、宅配便取扱件
数の約２割について再配達が発生しており、これにより山手線の内側の2.5倍のスギ林の年間吸収
量に相当する二酸化炭素（約42万トン）の発生や、年間約９万人分の労働力に相当する労働時間（約
1.8億時間）の発生等の大きな社会的損失が生じている。

図表1-72　営業用トラックの輸送トン数の推移

注： 軽自動車は除く。
資料： 「自動車輸送統計年報」から国土交通省自動車局作成
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図表1-73　主要品目別トラック輸送量

資料： 「自動車輸送統計年報」から国土交通省総合政策局作成
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　貨物自動車運送事業者数は長期にわたり増加していたが、2008年度以降は新規参入事業者数と退
出事業者数が拮抗するようになり、2012年度から４年連続で退出等事業者が新規参入事業者数をや
や上回っている。事業者数は約62,000者とほぼ横ばいで推移している。

図表1-74　EC市場と宅配便取扱実績

注：2007年度からは郵便事業（株）、日本郵便（株）の取扱個数も計上
資料：「宅配便等取扱実績について」から国土交通省総合政策局作成
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図表1-75　貨物自動車運送事業者数の推移

注： 退出等事業者数には、合併、譲渡により消滅した者を含む。
資料： 国土交通省自動車局作成
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　また、トラックドライバーの年齢構成は、全産業より高い水準にあり、大型・普通を問わず高齢
化が進んできている。

（７）自動車整備

　自動車整備事業においては、事業者数、工場数ともに増加傾向にあるが、従業員数10人以下の企
業が約８割を占めるなど、ほとんどが中小零細企業となっている。

図表1-76　トラックドライバーの平均年齢の推移（大型、普通･小型）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より国土交通省物流政策課作成
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図表1-77　年間整備売上高等の推移

注： 工場数、保有台数、総売上は各年６月時点。
資料： （一社）日本自動車整備振興会連合会「自動車整備白書」等から国土交通省自動車局作成
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　自動車の安全・環境性能を使用過程において維持するためには、自動車の使用者が適切に点検整
備を実施できるよう、自動車の整備について高度な技能と知識を備えた人材の確保が必要である。
しかしながら、現在、整備士を養成する専門学校への進学者が過去10年で半減するなど、自動車整
備士を目指す若者が大きく減少する一方で、整備要員の高齢化が進展しており、近い将来、クルマ
社会の安全・安心を支える自動車整備業の人材の不足が顕在化するおそれが高い。

図表1-78　従業員規模別事業者数（2016年６月）

図表1-79　自動車整備士技能検定試験の合格者数と整備要員の平均年齢

資料： （一社）日本自動車整備振興会連合会「自動車整備白書」等から国土交通省自動車局作成
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　　　うち指定工場数 約3.0万人
●整備関係従業員数 約54万人
　　　うち整備要員数 約40万人

資料： （一社）日本自動車整備振興会連合会「自動車整備白書」
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（１）総論

　我が国においては、貿易の99％を海上輸送が占め、国内貨物輸送の44%（産業基幹物資の約８割）
を海上輸送に依存しており、海運は我が国の国民経済を支える基盤となっている。

（２）外航海運

ａ．貨物輸送

　2015年の外航海運は、米国における緩やかな景気回復、燃料油価格の低下等が見られたものの、
新興国の景気減速と船舶の過剰供給による運賃市況の低迷により全体としては厳しい事業環境と
なった。
　2015年のアジア域内の我が国発着コンテナ貨物の荷動き量は、輸出入ともに全体で前年を下回り、
合計で3,975千TEU（対前年比約0.8％減）となった。このうち、日中間の荷動き量が全体の５割弱
を占めている。

第４節　海上交通サービスの状況

図表1-80　海事産業の構造及び規模（2016年度末時点）

資料： 国土交通省海事局及び港湾局作成

労働者数：5.1万人
産業規模：1.1兆円
事業者数：900事業者
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沿岸荷役量… 928百万トン
はしけ運送量…  15百万トン
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船積み・船卸し
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1,000事業者

造船業
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日本商船隊向け
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船隊の86％を
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※2015年度末時点

内航　2.7万人
外航　日本人　0.2万人、外国人　5.6万人

（独）海技教育機構※…座学（８校　定員470人）
　　　　　　　　　　乗船実習（練習船５隻）
  商船系大学・高専…座学（７校　定員360人）
　　　　　　※2016. 4（独）航海訓練所と統合   

船　　　員

船員の育成
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　2015年の我が国商船隊の船腹量は、2,561隻（対前年比５隻減）となった。我が国商船隊のうち
日本籍船は197隻（対前年比13隻増）であり、我が国商船隊に占める割合は7.7％となっている。また、
外国用船については2,364隻（対前年比18隻減）となっている。
　我が国商船隊を船籍国別に見ていくと、パナマ籍船が1,570隻（我が国商船隊に占めるシェア
61.3％）となっており、いわゆる便宜置籍船が大部分を占めている。

ｂ．旅客輸送・クルーズ

　日本発着の外航旅客定期航路事業は、日韓、日中、日露間の航路があるが、2015年の日本人と外
国人を合わせた利用者数は117.9万人（対前年比15.4％増）となっている。そのうち日韓航路の利用
者が97.7％を占め、外航旅客定期航路の利用者の大部分を占めている。

図表1-83　日本商船隊の構成の変化

注：2015年６月末日現在
資料：国土交通省海事局作成

20152014201320122011201020092008200720062005200419941989198019781972
0

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

（隻数）

655655 1,2901,290 1,3291,329

1,4701,470
1,7101,710

1,7971,797 1,9141,914 2,1282,128 2,2142,214
2,5552,555 2,4282,428

2,6232,623 2,6722,672 2,6982,698
2,4502,450 2,3822,382 2,3642,364

1,5801,580

1,2041,204 1,1761,176

532532
280280 9999 9595 9595 9292 9898 107107 119119 136136 150150 159159 184184 197197

2,235
2,494 2,505

2,002 1,990 2,009
2,223 2,306

2,653
2,535

2,742 2,808
2,609 2,566 2,561

1,8961,896

2,848
（千重量トン）
180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
（年）

日本籍船隻数
外国用船隻数

日本籍船重量トン
外国用船重量トン

図表1-84　日本発着の外航旅客定期航路事業の利用者数

資料： 国土交通省海事局作成
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　2014年の世界のクルーズ人口（各国におけるクルーズ船の乗客数）は、1990年の約5.2倍（約2,400
万人）に増加したが、我が国のクルーズ人口は約23万人と、クルーズ先進国である米国（約1,350
万人）と比較すると極めて少ない数値にとどまっており、世界全体の約１％を占めるに過ぎない。
　また、2015年の我が国のクルーズ人口は約22万人（対前年比4.5％減）となり、そのうち、外航
クルーズ船の日本人の利用者は、約13万人（同3.0％減）となった。

ｃ．船員

　外航日本人船員は、ピーク時の約57,000人から大きく減少したが、近年その数は横ばい傾向にあ
り、2015年時点で約2,200人となっている。また、我が国外航商船隊船員の９割以上がフィリピン
人をはじめとするアジア人船員となっている。

図表1-85　外航クルーズ船の日本人乗客数推移

資料： 国土交通省海事局作成
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図表1-86　外航日本人船員数の推移

資料： 国土交通省海事局作成
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（３）内航海運

ａ．貨物輸送

　2015年度の内航貨物輸送量は、トンキロベースでは対前年度比で１％減少している。

　主要品目別（トンベース）では、2014年度の砂利・砂・石材は対前年度比で7.1％増加している
ものの、その他の品目については、石油製品は対前年度比8.1%減、鉄鋼は同1.3％減、石灰石は同2.7％
減、セメントは同4.9％減、石炭は同1.8％減と減少傾向となっている。

　国内の海上貨物輸送を担う内航海運業者数は、2016年４月１日時点で3,510事業者（うち、休止
事業者470者）であり、そのうち99.6％は、中小企業となっている。
　2014年度の内航海運業者の経営状況を見てみると、営業損益及び経常損益については、それぞれ
営業利益率2.9％、経常利益率2.6％となっている。

図表1-88　内航貨物輸送量の推移

注：調査方法が1974年度から変更になったため、1970年度の輸送実績は、これとの接続を考慮して算出した推計値である。
資料：「内航船舶輸送統計年報」等から国土交通省海事局作成
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図表1-89　主要品目別輸送量の推移

資料： 「内航船舶輸送統計年報」から国土交通省海事局作成
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ｂ．旅客輸送

　国内旅客輸送の現状については、輸送人員及び輸送人キロともに2011年の東日本大震災以降は漸
増傾向が続いており、2015年度の輸送人員は8,794万人、輸送人キロは31億3,845万人キロとなっている。

　旅客船事業は、2016年４月１日時点で、952事業者（対前年比１事業者減）によって経営され、
これに就航している船舶は2,223隻（対前年比３隻減）となっている。
　旅客船事業全体の経営状況を見てみると、2014年度では、航路数は1,160航路（対前年度比14航
路減）であり、営業収入は約2,744億円（対前年度比約41億円増）となっている。営業損益及び経
常損益については、２期連続の黒字となり、経常収支率は101.1％となっている。

図表1-90　内航旅客輸送量の推移

注１： 端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
注２：一般旅客定期航路事業： 旅客定期航路事業（旅客船（13人以上の旅客定員を有する船舶。以下同じ。）により、人の運送をする定期航路事業（一定の航路に

船舶を就航させて一定の日程表に従って運送する旨を公示して行う船舶運航事業。以下同じ。）。以下同じ。）のうち、乗合旅客や貸
切旅客（特定旅客（特定の者の需要に応じ、特定の範囲の旅客。以下同じ。）以外の旅客）の運送を行うもの。

　　　特定旅客定期航路事業：旅客定期航路事業のうち、特定旅客の運送を行うもの。
　　　旅客不定期航路事業　： 不定期航路事業（定期航路事業以外の船舶運航事業。）のうち、一定の航路に旅客船を就航させて人の運送を行うもの。
資料： 国土交通省海事局作成
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図表1-91　旅客航路事業の収支状況の推移（航路損益）

注： 経営実態調査で報告のあった航路の航路損益を集計したものである。
資料： 国土交通省海事局作成
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　離島航路については、島と島、島と本土を結ぶ離島住民の足及び生活物資等の輸送手段として重
要な役割を果たしている。過疎化等の進行から利用者数は年々減少傾向をたどり、離島航路を運航
する事業者の経営状況は一段と厳しい状況にある。
　2015年度末時点の離島航路数は292航路（うち国庫補助航路121航路）、就航船舶は548隻（約20万
総トン）である。
　231の離島航路事業のほぼ1/3を公営又は第３セクターの事業者が運営している。2014年度の経常
収支率は93.5％となっている。

ｃ．船員

　内航船員は、2015年時点で約27,000人となっている。近年、50歳以上の高齢船員の割合が減少し、
30歳未満の若年船員の割合が増加する傾向にあるが、依然として高齢船員が48.9%と高い割合を占
めている。

図表1-92　内航船員数、30歳未満と50歳以上の割合の推移

資料： 国土交通省海事局作成
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（１）総論

　我が国航空企業の輸送実績については、国内・国際共に2000年代後半より減少に転じたものの、
2011年を底に増加に転じ、特に近年の訪日外国人旅行者の急増等により、国内・国際合計の旅客数
において過去最高を更新している。

第５節　航空サービスの状況

図表1-93　航空旅客の推移（本邦社）
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資料：「航空輸送統計年報」から国土交通省航空局作成
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（２）国際航空

　国際旅客は、リーマンショック等の影響により落ち込んでいたが、2011年度を底に、訪日外国人
旅行者の急増等により大幅に増加しており、2015年度は、7,940万人（対前年度比約15.4％増）と過
去最高を更新している。
　国際線利用者の56％は首都圏２空港、22％は関西国際空港の利用者である。

　また、世界の航空旅客輸送量予測（2016年～2035年）については、全世界で増加することが予想
されているが、その中でもアジア/太平洋地域、中東地域及び中南米地域での需要の伸びが大きい
と見込まれている。

図表1-94　国際航空旅客輸送の動向

注：関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。
資料：「空港管理状況調書」から国土交通省航空局作成
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図表1-95　世界の航空旅客需要予測（2016年～2035年）

資料： （一財）日本航空機開発協会「民間航空機に関する市場予測」から国土交通省航空局作成
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　我が国の国際航空貨物輸送量は、長年増加傾向にあったが、リーマンショック等の影響による落
ち込みを経て、最近は落ち込み前の水準を回復している。

　世界の航空貨物輸送量予測（2016年～2035年）については、全世界で増加することが予想されて
おり、その中でもアジア/太平洋地域及び中東地域の伸びが大きいと見込まれている。
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図表1-96　国際航空貨物輸送の動向

注１：関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における貨物量を示す。
注２：中部国際空港開港以前は、名古屋空港における貨物量を示す。
資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」から国土交通省航空局作成

図表1-97　世界の航空貨物輸送量予測（2016年～2035年）

資料： （一財）日本航空機開発協会「民間航空機に関する市場予測」から国土交通省航空局作成
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（３）国内航空

　国内旅客はリーマンショック等の影響により落ち込んでいたが、2011年度を底に、後述するＬＣＣ
の参入による需要増等を受けて2012年度より増加に転じており、2015年度は9,606万人（対前年度
比0.9％増）となった。
　また、国内線の利用者の約６割は東京国際空港の利用者である。

　我が国の国内航空貨物輸送量は、貨物輸送全体が減少傾向にある中で堅調に増加してきたが、機
材小型化や路線撤退等に伴い、2008年度をピークに減少した。その後、東京国際空港における航空
貨物の取扱量増加の影響等により2012年度から回復に転じたが、最近はほぼ横ばいぎみである。

　なお、国内航空運送事業は、2016年度末時点で、67事業者２によって経営されており、このうち
国内定期便を運航する航空運送事業者は、22事業者となっている。

図表1-98　国内航空旅客輸送の動向

資料： 「航空輸送統計年報」から国土交通省航空局作成
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図表1-99　国内航空貨物輸送の動向

資料： 「航空輸送統計年報」から国土交通省航空局作成
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2015年度
取扱量合計
918千トン

羽田便の取扱貨物
634千トン（69.1％）

2 休止事業者を除き、ヘリコプターのみを使用する事業者を含む。
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（４）LCC

　LCC３については、2012年３月に就航開始した本邦初のLCCであるピーチアビエーションに続き、
同年７月にはジェットスター・ジャパン、８月にはエアアジア・ジャパン（現バニラ・エア）、
2014年８月には春秋航空日本が運航を開始した。
　LCCは、人口減少・少子高齢化の本格化で伸び悩みが予測される国内航空市場において、これま
でに顕在しなかった旅客需要を開拓し、新たな成長をもたらすポテンシャルを有している。また、
アジア地域等をはじめとする海外からの訪日旅行を新たに喚起し、我が国の国際航空市場の成長に
大きく貢献することが期待されている。
　我が国のLCC旅客数は、国内線・国際線共に一貫して増加傾向にあるが、国際的にみるとLCCの
シェアは依然として低く、更なる拡大が期待される。

図表1-100　我が国のLCC旅客数の推移

※2016年7月時点のデータによる集計
資料： 国土交通省航空局作成
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410410291291156156110110666644441818
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5.25.2
3.23.22.22.2

図表1-101　国内LCCと他の交通機関との運賃比較

注１：運賃は、2017年3月13日（月）の片道運賃。
注２：首都圏：成田国際空港、東京国際空港、JR東京駅
　　　大阪：関西国際空港、大阪国際空港、JR新大阪駅。
資料：各航空会社、JR、バス会社のHPから国土交通省総合政策局作成

首都圏　－　那覇

LCC

その他航空
10,090 34,770

13,290 49,290
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000（円）

首都圏　－　札幌

LCC

その他航空
5,570 22,370

13,290 40,190
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000（円）

首都圏　－　福岡

LCC

新幹線

バス

その他航空
12,370 23,370

13,290 43,890

19,850 22,950

9,000 20,000
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000（円）

首都圏　－　大阪

LCC

新幹線

バス

その他航空
4,370 15,870

13,290 27,890

10,300 14,450

4,000 18,000
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000（円）

3 Low Cost Carrierの略。低コストかつ高頻度の運航を行うことで低運賃の航空サービスを提供する航空会社。
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図表1-102　世界のLCCシェアの現状

注１：北東アジア：日本、韓国、中国、台湾、モンゴル
注２：FSA: Full Service Airline
資料：「CAPA Centre for Aviation HP」及び「MRIデータ」から国土交通省航空局作成

32

41

88 11

5353

1919

3434

9

2626
3131

5 3

32

5

21

77

北米 西欧 中・東欧 北東
アジア

東南
アジア

中東 中南米アフリカ
0

60
（％）

50

30
40

10
20

2007 2016

地域別LCCシェア（座席数）
※地域内の座席数シェア

L
C
C
シ
ェ
ア

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 20162015
0

160

0
5
10
15

25
20

35
30

（千万） （％）

140

100
120

40
60

20

80

FSA LCC LCCシェア

欧州におけるLCC市場の成長

座
席
数

L
C
C
シ
ェ
ア

第
Ⅰ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
の
動
向

第１章 交通サービスの状況

交通政策白書58



（５）航空機操縦士等

ａ．航空機操縦士

　我が国の航空業界においては、急速に事業を拡大しているLCCや構造的に操縦士を確保すること
が困難な地域航空会社において、短期的な操縦士不足に直面しているところであり、特にLCCでは
60歳以上のベテラン機長の割合が高くなっており、これらベテラン機長が数年のうちに退職するこ
と等により、今後さらに操縦士不足が深刻となることが見込まれる。

　また、今後、国際線を中心として航空需要の増大が見込まれていることや、我が国の主要航空会
社において、現在主力となっている40代の操縦士が15～20年後（2030年頃）に大量に退職する時代
を迎えるため、新たな操縦士が安定的に供給されなければ、大手航空会社を含めて、中長期的に深
刻な操縦士不足となる恐れがある。

図表1-103　我が国LCC操縦士の年齢構成

資料： 国土交通省航空局作成
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操縦士数　：457人
　　　機長：238人
　副操縦士：219人

（2016年１月１日現在）（2016年１月１日現在）

（LCC４社（APJ、JJP、VNL、SJO）の年齢構成）
機長 副操縦士

図表1-104　我が国主要航空会社操縦士の年齢構成

資料： 国土交通省航空局作成
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操縦士数：6,151人
　　　機長：3,646人
　副操縦士：2,505人主要航空会社：

　JAL、JTA、JEX、JAC、ANA、
   AKX、AJX、NCA、SKY、ADO、
   SFJ、SNA、APJ、JJP、VNL、SJO 将来

山の位置がシフト
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ｂ．航空機整備士

　整備士の需要は、全体としては航空専門学校や自社養成による供給で十分にまかなわれてきてい
るが、中長期的には航空需要の増大等により整備士需要が増大すると見込まれる。

図表1-105　航空機整備士数の推移

資料： 「数字で見る航空」から国土交通省航空局作成
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ｃ．航空管制官

　航空需要の着実な伸びを受け、我が国の管制空域の航空管制延べ取扱機数は過去15年で約1.5倍
と増加傾向にある。我が国の航空管制官の数もこれに伴い増加してきたが、近年は横ばい傾向にあ
り、システム高度化や業務効率化で需要拡大に対応してきたものの、限界に達している。
　我が国が取り扱う航空交通量は今後も継続的に増加し、2025年頃には国内空域の現行の管制処理
能力を超過すると見込まれている。このため、管制処理能力の向上や災害時等のバックアップ体制
の拡大等を図ることを目的として、国内の航空路空域等の抜本的な再編に着手している。

図表1-106　航空管制延べ取扱機数と航空管制官定員の推移

注１： 航空管制延べ取扱機数とは、各管制機関において取り扱った航空機の数である。
注２： 航空管制延べ取扱機数は暦年のデータ、航空管制官定員は年度末の定員である。
資料： 国土交通省航空局作成
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　我が国では、2020年に東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が予定されているが、
前回の東京オリンピック・パラリンピックが開催された1964年頃と比べ、新幹線や高速道路、拠点
空港などの高速交通ネットワークの整備はこの50年間で相当程度進展してきている。
　北海道新幹線（新青森―新函館北斗間）の開業（2016年３月）、新東名高速（浜松いなさJCT～
豊田東JCT）の開通（2016年２月）、東九州自動車道（椎田南IC～豊前IC）の開通（2016年４月）、
圏央道（境古河IC～つくば中央IC)の開通（2017年２月）など、更なる高速交通ネットワークの充
実が図られているところである。
　また、経済・産業等の基盤となる港湾についても着実な整備が進められており、2015年４月には、
横浜港南本牧ふ頭MC３コンテナターミナル（水深18メートル）の供用が開始された。
　今後は、個別事業ごとに、事業効果、ライフサイクルコスト等を吟味した上で、ストック効果の
発現に留意しつつ、必要なインフラ整備を推進するとともに、「賢く使う」ことにも力を入れてい
くことが必要になっている。

第２章　交通ネットワークの状況

第１節　総論
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　新幹線は、我が国の基幹的な高速輸送体系であり、地域
間の移動時間を大幅に短縮させ、地域社会の振興や経済活
性化に大きな効果をもたらす。また、新幹線は安全かつ環
境にもやさしいという優れた特性を持っている。整備新幹
線４については、2010年12月に東北新幹線（八戸・新青森
間）、2011年３月に九州新幹線鹿児島ルート（博多・新八
代間）、2015年３月に北陸新幹線（長野・金沢間）、2016年
３月に北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）が開業した。

　北陸新幹線は、開業後１年間の利用実績が、前年度の在来線時
代の約３倍に、北海道新幹線も約1.6倍となるなど、好調に推移
しており、観光交流の活発化や地域経済の活性化に貢献している。
　また、北陸新幹線及び北海道新幹線の開業に伴いＪＲから経営
分離された並行在来線の「しなの鉄道」、「えちごトキめき鉄道」、
「あいの風とやま鉄道」、「IRいしかわ鉄道」及び「道南いさり
び鉄道」においては、乗り継ぎ割引の設定や企画乗車券の発売な
ど、利用者の利便性の向上に向けた取組が行われている。

　北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線（武雄温泉・長崎
間）については、「整備新幹線の取扱いについて」（2015年１月14日政府・与党申合せ）に従い、完
成・開業に向けて着実に整備を進めている。さらに、未着工区間である北陸新幹線敦賀・大阪間に
ついては、国土交通省において概算事業費等のルート選定に係る検討に必要な項目の調査を行い、そ
れに基づき与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームにおいて議論が行われ、敦賀駅－小浜市（東
小浜）附近－京都駅－京田辺市（松井山手）附近－新大阪駅を結ぶルートとすることが決定された。
　一方、中央新幹線については、2010年３月より交通政策審議会において審議が行われ、2011年５
月に営業主体及び建設主体をJR東海、走行方式を超電導リニア方式、ルートを南アルプスルート
とすることが適当であるとの答申がとりまとめられた。これを受け、全国新幹線鉄道整備法に基づ
き、国土交通大臣が営業主体及び建設主体としてJR東海を指名し、東京・大阪間について、整備
計画の決定及びJR東海に対する建設の指示を行った。JR東海は、2014年８月に「環境影響評価法」
に基づく補正後の環境影響評価書を公告・縦覧するとともに、国土交通省に対して「中央新幹線品
川・名古屋駅間工事実施計画（その１）」を申請し、同年10月に国土交通大臣からの認可を受けた。
品川・名古屋間を2027年に開業予定としており、現在、品川駅や南アルプストンネルの工事等を進
めているところである。さらに、品川・名古屋間の工事に財政投融資を活用することにより、大阪
までの全線開業を2045年から最大８年間前倒すこととし、2016年の臨時国会において独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の改正を行い、同年11月から、同機構より、建設主体であるＪ
Ｒ東海に対して、財政融資資金の貸付けが行われているところである。

第２節　鉄道ネットワーク

北海道新幹線

北陸新幹線

4  全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）に基づき、1973年に決定された整備計画に定められている５路線
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図表1-107　全国の新幹線鉄道網の現状

資料： 国土交通省鉄道局作成
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-
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-

新幹線のネットワーク総延長
2,765km（2017年３月末）

整備新幹線とは、「全国新幹線鉄道整備法」に基づく昭和４８年の
「整備計画」により整備が行われている以下の５路線のことをいう。

〈中央新幹線の整備計画〉

建 設 線 中央新幹線
区 間 東京都・大阪市
走 行 方 式 超電導磁気浮上方式
最 高 設 計 速 度 505キロメートル/時
建設に要する費用の概算額
（車 両 費 を 含 む。） 90,300億円

そ の 他 必 要 な 事 項 主要な経過地 甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）中南部、名古屋市附近、奈
良市附近

注： 建設に要する費用の概算額には、利子を含まない。
資料： 国土交通省鉄道局作成

図表1-108　中央新幹線の概要

山梨県
（仮称）駅岐阜県

（仮称）駅

名古屋駅

品川駅

奈良市
附近
奈良市
附近大阪市

長野県
（仮称）駅

神奈川県
（仮称）駅
神奈川県

（仮称）駅

東京・大阪間※1 東京・名古屋間※2

路線延長（km） 438 286

所要時分（分） 67 40

建設費（億円） 90,300 55,235.5
※1  中央新幹線品川・名古屋間工事実施計画（その１）（H26.10.17

認可）による
※2  中央新幹線（東京都・大阪市間）調整報告書（H21.12.24）に

よる
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　都市鉄道については、運輸政策審議会（現交通政策審議会）の答申等を踏まえて整備されてきて
おり、2017年３月末時点でJR、私鉄、地下鉄の路線延長の合計は、東京圏では2,427キロメートル、
大阪圏では1,503キロメートル、名古屋圏では961キロメートルとなった。
　近年では、2009年３月に阪神電鉄なんば線が開業、2010年７月には成田新高速鉄道（成田スカイ
アクセス）が開業し、成田国際空港と東京都心間の所要時間30分台を実現した。また、2011年３月
に名古屋市営地下鉄の桜通線の野並～徳重間が延伸開業した。さらに、2013年には首都圏の大手民
鉄５社（東武鉄道・西武鉄道・東京地下鉄・東急電鉄・横浜高速鉄道）による広域的な相互直通運
転が開始し、各社沿線間や沿線から副都心への移動利便性が向上した。
　そして、2015年３月には、JR東日本の「上野東京ライン」（宇都宮線、高崎線及び常磐線を東京
駅まで乗り入れるルート）が開業し、宇都宮線及び高崎線は東海道線と相互直通運転を、常磐線は
品川駅まで直通運転を開始したことにより、乗り換えの解消による所要時間の短縮や並行する山手
線・京浜東北線の大幅な混雑緩和等、利便性向上が図られた。
　2016年４月には、交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」が取
りまとめられた。同答申では、（１）国際競争力の強化に資する都市鉄道、（２）豊かな国民生活に
資する都市鉄道、（３）まちづくりと連携した持続可能な都市鉄道、（４）駅空間の質的進化～次世
代ステーションの創造～、（５）信頼と安心の都市鉄道、（６）災害対策の強力な推進と取組の「見
える化」の６つの東京圏の都市鉄道が目指すべき姿と、これを実現する上で意義のある路線と駅に
関するプロジェクトが記載された。

図表1-109　三大都市圏の都市鉄道網の現状
【東京圏】
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【名古屋圏】

資料： 「数字で見る鉄道2015」

【大阪圏】
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　一方で、地方部を中心として、鉄軌道路線の廃止の動きも見られる。2016年度においては、12月
５日にJR北海道が留萌線の留萌駅～増毛駅間16.7㎞の営業を廃止した。また、９月30日、JR西日本
が、三江線の江津駅～三次間を2018年４月１日に廃止する旨の届出を行った。さらに、11月18日、
JR北海道は「当社単独では維持することが困難な線区について」を公表し、地域特性に応じた持
続可能な交通体系のあり方について地域との相談を開始したいとの意向を明らかにした。

図表1-110　鉄道ネットワークの廃線延長（2007年度以降累計）（km）

図表1-111　最近５年間に廃線となった路線（km）

2013 2016201520142012

0.20.2

16.716.7

（年度）20112010200920082007

91.991.9

0

350
（km）

300

250

200

150

100

50

当該年度の廃止キロ

6464

2.12.1

39.139.1

80.580.5

事業者 区間 延長（km） 廃線時期

十和田観光電鉄 十和田観光電鉄線　十和田市駅～三沢駅 14.7 24.4.1

長野電鉄 屋代線　屋代駅～須坂駅 24.4 24.4.1

ＪＲ東日本 岩泉線　茂市駅～岩泉駅 38.4 26.4.1

ＪＲ北海道 江差線　木古内駅～江差駅 42.1 26.5.12

阪堺電気軌道 上町線　住吉駅～住吉公園駅 0.2 28.1.31

ＪＲ北海道 留萌線　留萌駅～増毛駅 16.7 28.12.5

資料：国土交通省鉄道局作成

資料：国土交通省鉄道局作成
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　LRT（次世代型の軌道交通システム）は、従来の路面電車から走
行空間、車両等を向上させるとともに、道路空間、鉄道敷等の既存
インフラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力を持った、人
や環境に優しい公共交通システムである。バリアフリーや環境への
配慮、さらに中心市街地の活性化による都市・地域の再生等に寄与
するものとして、各都市で導入が検討されている。
　現在、国内では19社の軌道事業者が路面電車やLRTを運営している。

図表1-112　路面電車・LRT等の全国分布状況

資料： 国土交通省鉄道局・都市局作成

青森青森

岩手岩手

宮城宮城
山形山形

新潟新潟
福島福島

栃木栃木

茨城茨城

千葉千葉 沖縄沖縄

埼玉埼玉
東京東京

神奈川神奈川

山梨山梨

長野長野

富山富山

静岡静岡

岐阜岐阜

石川石川

福井福井

愛知愛知

三重三重

滋賀滋賀
京都京都

兵庫兵庫

鳥取鳥取

岡山岡山

島根島根

広島広島山口山口

北海道北海道

大阪大阪
奈良奈良

和歌山和歌山
徳島徳島

香川香川愛媛愛媛

高知高知

大分大分

宮崎宮崎

熊本熊本

福岡福岡佐賀佐賀
長崎長崎 群馬群馬

秋田秋田

鹿児島

凡例：

低床式車両導入事業者（15社）

LRT導入事業者（１社）

軌道事業者（19社）

（2016. 4. 1現在）

⑤富山地方鉄道
（富山市）

⑩京阪電気鉄道
（大津市） ④東京急行電鉄

（東京都）

③東京都交通局
（東京都）

⑪京福電気鉄道
（京都市）

⑦万葉線
（高岡市）

⑧福井鉄道
（福井市）

⑬岡山電気軌道
（岡山市）

①札幌市交通局
（札幌市）②函館市交通局

（函館市）

⑭広島電鉄
（広島市）⑰長崎電気軌道

（長崎市）

⑱熊本市交通局
（熊本市）

⑫阪堺電気軌道
（大阪市）

⑨豊橋鉄道
（豊橋市）

⑮とさでん交通
（高知市）⑲鹿児島市交通局

（鹿児島市）

⑯伊予鉄道
（松山市）

⑥富山ライトレール
（富山市）

富山ライトレール
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　道路ネットワークの整備は、1954年に策定された「第１次道路整備五箇年計画」以来、現在に至
るまで着実に進められてきた。例えば、高速道路等の幹線道路ネットワークの整備は、高速道路の
インターチェンジ周辺での工場の立地を促すなど、地域経済の活性化に大きく寄与するとともに、
地方部における広域的な医療サービスの享受、災害等で幹線道路が途絶した場合の広域的な迂回
ルートの確保等が可能となるなど、国民生活の質や安全の向上にも大きく貢献してきた。
　一方で、都市間移動の速達性を表す都市間連絡速度をみると、幹線道路ネットワークが未整備の
地域では遅い傾向にあり、諸外国と比較すると、我が国の都市間の速達性は全体的に低い水準にあ
る。また、欧米において高速道路は平均４車線以上であるのに対し、日本は片側１車線が３割以上
を占めている。
　最近の主な道路整備の動きとしては、2015年６月圏央道（神崎IC～大栄JCT）開通、同年７月京
都縦貫自動車道が全線開通、同年10月圏央道（桶川北本IC～白岡菖蒲IC）開通、2016年２月新東
名高速（浜松いなさJCT～豊田東JCT）開通、同年４月東九州自動車道（椎田南IC～豊前IC）開通、
2017年２月圏央道（境古河IC～つくば中央IC)開通などが挙げられる。

第３節　道路ネットワーク

図表1-113　高規格幹線道路の整備状況

総延長（km） 供用延長（km） 進捗率（%）

高規格幹線道路 約14,000 11,404 81
注： 2017年３月31日時点
資料： 国土交通省道路局作成

図表1-114　全線路線図

資料：国土交通省道路局作成

注１. 事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む
注２. 本路線図の「その他主な路線」は、地域における主な道路構想（事業中、開通区間を含む）を示した
　　 ものであり、個別の路線に関する必要性の有無や優先順位を示したものではない
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図表1-115　都市間連絡速度

資料： 国土交通省道路局作成

札幌

東京東京
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名古屋名古屋広島広島
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長崎
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松江松江
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那覇

名護

宮崎

熊本熊本
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徳島徳島

津津

京都京都
大津大津

福井福井

金沢金沢

静岡静岡

甲府甲府

長野長野

岐阜岐阜

奈良奈良

新潟

秋田

水戸

福島福島

山形山形

青森青森

盛岡盛岡
宮古

浜松

横浜横浜
千葉千葉

宇都宮宇都宮

さいたまさいたま

前橋前橋

稚内

八戸

釜石花巻花巻

相馬輪島

富山富山

松本松本

下田
館山

酒田

紋別

宇和島宇和島

延岡

いわき
郡山郡山

浜田浜田

下関下関
山口

高山高山

長岡長岡

三次三次

豊岡豊岡

帯広帯広

旭川旭川

苫小牧苫小牧

鹿嶋

気仙沼

尾鷲

〈凡例〉

都市間連絡速度：都市間の最短道路距離を最短所要時間で除したもの
対象都市：拠点都市及び一定の距離離れた人口５万人以上の都市及び主要港湾
所要時間：所要時間経路探索システム（google maps）による（但し日本は民間プローブデータの実勢速度による）

日本 ドイツ フランス イギリス 中国 韓国

61km/h平均
連絡速度 59km/h 95km/h 95km/h 79km/h 79km/h

都市間連絡速度以上　80km/h以上
　　　　〃　　　　　60～80km/h
　　　　〃　　　　　40～60km/h
　　　　〃　　　　　40km/h未満

※最短経路とH26プローブデータによる拠点
間の所要時間から算出。

図表1-116　高速道路の車線数別延長の構成比

高速道路の定義）
　　　日本：高規格幹線道路、都市高速道路地域高規格道路
　　　アメリカ：インターステート（Interstate）
　　　イギリス：モーターウェイ（Motorway）
　　　フランス：オートルート（Autoroute）
　　　ドイツ：アウトバーン（Autobahn）
　　　韓国：Expressway

出典）
　　　日本：道路交通センサス（2010）
　　　アメリカ：National Transportation Atlas Database
　　　イギリス・フランス・ドイツ：TomTom MultiNet
　　　韓国：韓国国土交通部統計（2012年末）

資料： 国土交通省道路局作成
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　また、近年では、既存の高速自動車国道の有効活用や、地域生活の充実、地域経済の活性化を推
進するため、建設・管理コストの削減が可能なスマートインターチェンジ（ETC専用インターチェ
ンジ）の導入を進めており、2017年３月末時点で、全国で96箇所が開通している。

図表1-117　スマートインターチェンジ開通箇所数

須恵

大佐

姨捨

双葉

駒寄

新井

大和

寒河江SA

小布施

水戸北

南条

鏡石

鞍ヶ池

徳光
入善

東海

三郷料金所

上河内
波志江

君津PA

泉PA

新鶴

梓川 白河中央

三本木
長岡南越路

喜舎場

土佐PA

別府
（フル化事業中）

（フル化事業中）

（フル化事業中）

湾

吉野川

府中湖

加計
金城

宮島

吉備

長者原

福島松川

豊栄

黒埼

輪厚

那須高原

友部SA

三芳

佐久平

富士川
遠州豊田

亀山PA

安宅

石岡小美玉

西仙北

宮田

佐野SA

大山高原

新津西

蓮田浜松SA

静岡ＳＡ

流杉

大潟

大和まほろば

栄

五斗蒔

湖東三山
蒲生

ひるがの高原

宇城氷川

遠州森町

今川

南相馬鹿島

府中

南砺

高岡砺波

松茂

上毛

砂川SA

夢前

新潟東

鳥の海

愛鷹

大井川焼津藤枝山之口SA

由布岳PA

八王子西

山元南

笛吹八代

駿河湾沼津

門川南

小谷城

敦賀南

名取中央

高崎玉村
三方原

成田

上里

坂戸西

長岡北

開通　96箇所※

（平成29年３月末時点）
※フル化事業中３箇所を含む

SP・PA接続型イメージ図

本線直結型イメージ図

資料：国土交通省道路局作成
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　「道の駅」は道路の沿線にあり、駐車場、トイレ
等の「休憩機能」、道路情報や地域情報の「情報発
信機能」、地域と道路利用者や地域間の交流を促進
する「地域の連携機能」の３つを併せ持つ施設で、
制度発足から20年が経過しており、全国に1,117箇
所（2017年４月21日時点）が登録されている。

図表1-118　都道府県別「道の駅」登録数

資料： 国土交通省道路局作成

：41駅～ 3箇所
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富山富山
14

32

31

34

10

9

8

1

3

（平成29年４月21日時点）

【凡例】 〈都道府県数〉

九州：128駅 中国：102駅 近畿：145駅

中部：127駅 関東：170駅
四国：85駅

北陸：78駅

東北：155駅

北海道：119駅

沖縄：８駅

トイレ

駐車場

地域振興施設
情報提供施設
休憩施設

（上）「道の駅」の施設イメージ
（右）「道の駅」のシンボルマーク
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　日本を中心とする海上物流ルートは世界各国にまたがっている。各ルートは海峡や運河等を通過
しているが、特にマラッカ・シンガポール海峡は、船舶交通が輻そうする世界有数の国際海峡であ
り、我が国にとっても輸入原油の約８割が通航する極めて重要な海峡となっている。また、2016年
６月に拡張パナマ運河（新閘門）が開通し、これまで通航できなかった大型コンテナ船やＬＮＧ船
等が通航可能となり、輸送の効率化や新たなエネルギー輸送路としての活用が期待されている。

第４節　海上交通ネットワーク

図表1-119　日本を中心とする海上物流ルート

資料：日本船主協会「SHIPPING NOW 2016-2017」

スエズ運河

アデン湾 パナマ運河

ホルムズ海峡

マラッカ・シンガポール海峡

16,596 17,148 17,483

75,061
93,755

126,619

13,660 13,481 13,874
0

20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
（隻）

2013 2014 2015 1994 2004 2012 2013 2014 2015

チョークポイントの船舶通航隻数

スエズ運河 マラッカ・シンガポール海峡 パナマ運河
（出典：スエズ運河庁） （出典：国土交通省及び日本財団による調査） （出典：パナマ運河庁）

生活物資の輸入経路（穀物・羊毛・綿花・木材等）
エネルギー資源の輸入経路（石油・石炭・LNG・LPG等）
工業原料の輸入経路（鉄鉱石・原料炭・銅鉱石・ニッケル鉱石等）
国際定期航路（製品等の輸入航路）
ランドブリッジ・サービス

凡　例
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　我が国の基幹航路については、欧州航路は、シンガポール周辺、香港周辺、上海周辺まではほと
んどの航路が寄港するが、それ以北では寄港地が分散する。また、北米航路は、航路数が多く、地
理的条件から日本周辺を航行している。

　我が国の2016年度末時点の港湾数は、港湾法上の国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾で125
港となっている。近年の主な港湾整備の動きとしては、横浜港本牧ふ頭Ｄ４コンテナターミナル（水
深16メートル）供用開始（2014年９月）、横浜港南本牧ふ頭ＭＣ３コンテナターミナル（水深18メー
トル）供用開始（2015年４月）などが挙げられ、2017年４月に横浜港において北米基幹航路が新規
開設するなど、海上交通ネットワークの充実に向けた取組が着実に進められてきている。

図表1-120　我が国の基幹航路の現状（欧州航路・北米航路）

神戸神戸
名古屋名古屋

清水清水

横浜
東京東京

Vung TauVung Tau

Singapore
Tanjung Pelepas 

Port Kelang

Cai MepCai Mep

南沙南沙
赤湾赤湾
蛇口蛇口
深圳深圳 香港香港

塩田塩田厦門厦門

高雄高雄

台北

蔚山蔚山

寧波寧波
上海上海

青島青島

新港新港

大連大連 光陽光陽 山山

2M Al l i ance
AE1 / Shogun Service
AE10 / Silk Express
AE2 / Swan Service
AE5 / Albatros Service
AE6 / Lion Service

CKYHE Al l i ance
CEM / NE5
NE2
NE3
NE6
NE7

O3 Al l i ance
FAL1 / AEX3 / AEC2
FAL23 / AEX7, 4 / AEC8
FAL8 / AEX1 / AEC1

G6 Al l i ance
Loop 1
Loop 4
Loop 5
Loop 7

北米

南アジア、中東、南アジア、中東、
ヨーロッパ

欧州航路

資料：「2016年版国際輸送ハンドブック」から国土交通省港湾局作成

NOWCO-A / PN1
PSW-3 / JAS

CALCO B
CALCO C 
CALCO E 

Westwood (Senwa Maritime)

ZCP

TP2
TP6
TP8
TP9
TP10
TP12
TP11

TP1
TP3
TP18

MD1 / CPM / MAP
AWE4 / NUE2 / AWK
AWE8 / AUE
AWE3 / AWY
CEN
GME

CPS
TPS
HTW
TPN
NUE
PSW-2
CMEX
YPN

PEX3 / AAE2
Yangtse / AAC3 / ACS / AWS1
Columbus Loop (PNW) / ANW1 / AUC1（PNW)
Columbus Loop (US East Coast) / AAE1 / AUC1
Pearl River Express / AAS2 / AWS4

EX1
SVS / Z7W
SE3
PA2
CC2
CC4
SC1
SC2
SE2
NYX

AZX
PA1
JPX
NP1
NP2
NP3

SingaporeSingapore
Tanjung Pelepas Tanjung Pelepas 

Port KelangPort Kelang

Cai MepCai Mep
Vung TauVung Tau

Laem ChabangLaem Chabang南沙南沙
赤湾赤湾
蛇口蛇口
大 湾大 湾

香港香港

塩田塩田
厦門厦門

高雄高雄 台北台北
基隆基隆

福州福州
寧波寧波

洋山港洋山港
上海上海

連雲港連雲港 青島青島

新港新港
大連大連
光陽光陽 山山

VostchnnyVostchnny

那覇那覇

博多博多
神戸神戸
大阪大阪

名古屋名古屋
清水清水
横浜横浜
東京東京

常陸那珂常陸那珂

仙台仙台
苫小牧苫小牧

南アジア、
中東、
ヨーロッパ

南アジア、
中東、
ヨーロッパ

中米中米

ハワイハワイ

北米北米

オーストラリアオーストラリア

北米航路

山山

G6 Alliance

O3  Alliance

CKYHE  Alliance

2M  Alliance

KL/MOL

KL他

Westwood

Zim

第
Ⅰ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
の
動
向

第２章 交通ネットワークの状況

交通政策白書74



　一方、周辺アジア諸国において、コンテナ船の大型化等へ対応したコスト競争力の高い港湾整備
が進展しており、国際基幹航路の我が国への寄港便数減少などにより、我が国港湾を取り巻く状況
は厳しい状況に置かれている。

図表1-122　コンテナターミナル規模の国際比較
上海港 山港

山新港

バース延長：5,850m
最大水深：17.5m
ガントリークレーン：60基
（23～25列×60基）

バース延長：2,190m　
最大水深：18m
ガントリークレーン：19基　
（24列×4基、22列×6基、20列
×3基、18列×3基、16列×3基）

バース延長：6,850m
最大水深：18m
ガントリークレーン：65基
（24列×47基、
 22 列×18基）

ポートアイランド地区
横浜港

南本牧ふ頭

-18m -17m -16m

-17m
-17m

-16m

-17.5m

-16m

-16m

-18m
-16m

神戸港
本牧ふ頭

-16m

-16m
-16m

-

六甲アイランド地区

-16m

0 500 1,000m

Ⅰ期

Ⅱ期

Ⅲ期

バース延長：1,850m
最大水深：18m（暫定）
ガントリークレーン：22基
最大列数：23列

バース延長：7,900m
最大水深：16m
ガントリークレーン：90基
最大列数：23列

シンガポール港

バース延長：2,750m　
最大水深：16m
ガントリークレーン：16基
(22列×11基、18列×2基、16列×3基)

洋山コンテナターミナルⅠ～Ⅲ期 Pasir Panjang Terminal 

資料： 「2016年版国際輸送ハンドブック」等から国土交通省港湾局作成

図表1-121　全国の港湾一覧

資料： 国土交通省港湾局作成
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図表1-124　我が国港湾とアジア主要港との欧米基幹航路寄港便数の比較

注：寄港便数は当該年の11月の値
資料：「国際輸送ハンドブック」から国土交通省港湾局作成
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香港 シンガポール 上海 釜山 京浜 伊勢湾 阪神

4242
5858
4040

3333

2828

1919

1616
99

1717
2222

77

2929

3636
3434
4141

2222

3535
3636
4141
4242 4141

4242
3636
2828
2222

17171616
1212
101099

3434

2828
2020
121288

3434
2828
3030
1818

99

2525

1010

3838
2828
3737
2626
1919

2222

1414 88 88
2121
2121
1919

4040

1818
99101088 66 66

3939

55
1111

44 44 22 22
2222
22 66 44 44 22 22

99
22

1111
44 44 22 22

88
11

アジア主要港に寄港する基幹航
路の便数は増加または横ばい

我が国に寄港する基
幹航路の便数は減少

2016年
京浜港
24便

2016年
伊勢湾
10便

2016年
阪神港
9便

欧州航路 北米航路

ここでの「基幹航路」は、北米航路、
欧州航路を指す。

国名 港湾名 水深16ｍ以上の岸壁
2015年コンテナ取扱個数

〔左列：万TEU、右列：順位〕

日本

東京 1 バース※１ 462.9 29位
横浜 6 バース 278.7 54位
名古屋 2 バース 263.1 58位
大阪 1 バース※２ 222.2 72位
神戸 6 バース 270.7 57位

韓国
釜山 21 バース 1,946.9 6位
光陽 8 バース 232.7 67位

中国 上海 16 バース 3,653.7 1位
シンガポール シンガポール 21 バース※３ 3,092.2 2位
オランダ ロッテルダム 6,700 ｍ ※４ 1,223.5 11位

ドイツ
ハンブルク 4 バース 882.1 17位
ブレーマーハーフェン 15 バース※３ 530.0 25位

フランス ルアーブル 6 バース 256.0 62位
イギリス フェリクストゥ 2 バース 398.0 35位

アメリカ
ロサンゼルス 13 バース※３ 816.0 19位
ロングビーチ 4 バース 719.2 20位

※１：供用は2017年12月を予定     ※２：岸壁水深15mで暫定供用中
※３：最大水深は16mだが、16m未満のバースが含まれている可能性がある ※４：バース数が不明なため、バース延長を記載している
資料：「CONTAINERISATION INTERNATIONAL」等から国土交通省港湾局作成

図表1-123　大水深コンテナターミナルの水深比較（2016年３月末時点）
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　2016年３月にとりまとめられた「明日の日本を支える観光ビジョン」において、「訪日クルーズ
旅客数を2020年に500万人」という目標が掲げられたことを受け、クルーズ船の受入環境の改善等
に向けた取組を進めている。2016年の訪日クルーズ旅客数は前年比79％増の199.2万人に達した。
また、外国船社が運航するクルーズ船の我が国港湾への寄港回数は、中国からのクルーズ船の寄港
増加や外国船社が運航する日本発着クルーズ船の増加などから1,444回（速報値）となり、日本船社
が運航するクルーズ船を含めると過去最高の2,018回（速報値）となった。さらに、クルーズ船が寄
港した港湾の数は、全国で123港に及んでおり、外国船社が運航する10万トン（２千人～４千人超
乗り）以上の大型クルーズ船の寄港は前年（304回）の約1.8倍に増加し、532回（速報値）となった。
　今後とも、クルーズ船の受入環境の改善等を推進し、クルーズ船の寄港を活かした地方の創生を
図ることとしている。

図表1-125　アジア主要港のコンテナ取扱個数と世界の港湾ランキングの推移

注１：数値はいずれも外内貿を含む。
注２：ランキングにおける（　）内は2014年の順位。
資料：「CONTAINERISATION　INTERNATIONAL　Yearbook」から国土交通省港湾局作成

【アジア主要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】

港湾取扱コンテナ個数
（単位：万TEU）
港湾取扱コンテナ個数
（単位：万TEU）

2015年（上段）2015年（上段）
1984年（下段）1984年（下段）

1984年 2015年（速報値）
（単位：万TEU）

取扱量 取扱量港　名 港　名
ロッテルダム
ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ
香港
神戸
高雄
シンガポール
アントワープ
基隆
ロングビーチ
横浜

255 上海 3,654
226 シンガポール 3,092
211 深圳 2,420
183

香港
2,062

178
寧波

2,011
155 釜山 1,947
125 広州 1,762
123 青島 1,751
114 ドバイ 1,559

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

12

110

105

1（1）
2（2）
3（3）
4（5）
5（4）
6（6）
7（7）
8（8）
9（9）

10（10） 天津 1,410

釜山

15 92東京

31 42大阪

29（29） 東京 463

54（52） 横浜 279

57（59）

名古屋

271

58（56）

神戸

263

72（60） 大阪 222

…
…

…
…

…

…
…

…
…

京浜港※

742
203

京浜港※

742
203

阪神港※

493
224

阪神港※

493
224

寧波
2,062
―

寧波
2,062
―

香港
2,011
211

香港
2,011
211

シンガポール
3,092
155

シンガポール
3,092
155

広州
1,762
―

広州
1,762
―

深圳
2,420
―

深圳
2,420
―

上海
3,654
11

上海
3,654
11

青島
1,751
―

青島
1,751
―天津

1,410
―

天津
1,410
― 釜山

1,947
105

釜山
1,947
105

※京浜港は東京港・横浜港、
　阪神港は大阪港・神戸港。

TEU （twenty-foot equivalent unit）：
国際標準規格（ISO規格）の
20フィート・コンテナを１とし、
40フィート・コンテナを２として
計算する単位。

図表1-126　クルーズ船による外国人入国者数（概数）

注：１回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、各港で重複して計上するのではなく１人の入国として計上。
資料：法務省入国管理局集計による外国人入国者数の概数（乗員除く）から国土交通省港湾局作成

2020（年）2016
（速報値）

2014 20152013

（目標）
500万人
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図表1-127　我が国港湾へのクルーズ船の寄港回数

注）2016年の値は、港湾管理者からの聞き取りによる速報値であり、今後、変動する可能性がある
資料： 国土交通省港湾局作成

2016
（速報値）

2014 20152013201220112010
0

2,500

2,000

1,500

1,000

500

（回）

（年）

日本船社が運航するクルーズ船の寄港回数
外国船社が運航するクルーズ船の寄港回数

591591
631631

629629
628628

551551

489489

574574

929929
808808

1,1051,105
1,0011,001

1,2041,204

1,4541,454

2,0182,018

338338
177177

476476 373373
653653

965965
1,4441,444

図表1-128　クルーズ船の寄港する港湾（2016年）

資料： 国土交通省港湾局作成
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出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成
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　また、地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまちづ
くりを促進するため、住民参加による地域振興の取組が継続的に行われる施設を、国土交通省港湾
局長が「みなとオアシス」として認定・登録している（2017年３月31日時点、93箇所）。

図表1-129　全国のみなとオアシス

資料： 国土交通省港湾局作成
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　我が国においては、2016年度末時点で、全国で97の空港が存在している。近年の主な空港整備の
動きとしては、中部国際空港（セントレア）の開港（2005年２月）、関西国際空港第２滑走路（4,000
メートル・24時間）供用開始（2007年８月）、成田国際空港第２滑走路（2,500メートル）供用開始（2009
年10月）、東京国際空港Ｄ滑走路・国際線地区運用開始（2010年10月）、関西国際空港第２ターミナ
ル（国内線）（LCC専用ターミナル）供用開始（2012年10月）、東京国際空港Ｃ滑走路3,360メート
ル化（2014年12月）、成田国際空港第３旅客ターミナル（LCCターミナル）整備完了（2015年３月）、
関西国際空港第２ターミナル（国際線）（LCC専用ターミナル）供用開始（2017年１月）などが挙
げられ、航空ネットワークの充実に向けて着実に整備が進められてきた。その結果として、我が国
の全人口のうち、最寄りの空港までのアクセス所要時間が２時間以内となっている割合はほぼ
100％となっており、配置的な側面からは「整備」が概成している。
　その上で、東アジア地域における空港整備の進展による空港間競争の激化をはじめ、空港利用者
のニーズの多様化や高質化等に伴い、我が国の空港政策は「整備」から「運営」へ方針をシフトし、
人口減少・少子高齢化時代の中で、更なる効率的な空港運営が求められている。
　こうした中、2013年６月に成立した「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律
（民活空港運営法）」等を活用し、地域の実情を踏まえつつ民間の能力の活用等を通じた空港経営
改革を推進し、空港を活用した内外の交流人口拡大等による地域活性化を図っていくこととしてい
る。関西国際空港及び大阪国際空港については2016年４月から運営委託を開始しており、仙台空港
については2016年７月からのコンセッション方式による運営委託を開始した。

第５節　航空ネットワーク

図表1-130　我が国の空港分布図
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　我が国最大の都市圏にある首都圏空港は、日本の経済活動に不可欠な社会基盤として機能してい
る。具体的には、国内線旅客数の約66％、国際線旅客数の約56％、国際航空貨物の約69％が首都圏
空港を利用しており、日本経済の一層の発展や、訪日外国人旅行者の更なる増加への貢献が期待さ
れている。
　首都圏空港と諸外国の主要空港との比較については、我が国は年間合計発着枠の75万回化の達成
により、容量面では、アジア諸国の主要空港トップクラスとなっているが、欧米の主要空港では年
間合計発着枠が100万回を超えているところもある。我が国では、現在、東京国際空港の飛行経路
の見直し等による首都圏空港の機能強化を進めている。
　また、国際線就航都市数は、2016年度時点で100都市（首都圏周辺の空港（静岡、茨城）の実績
を含む。）となっており、これは他のアジアの主要空港においては、ソウル（136都市）、香港（140
都市）、シンガポール（125都市）、北京（109都市）よりも少ない現状にある。
　関西国際空港と中部国際空港の国際線就航都市数は、2016年度時点で、それぞれ61都市、32都市
であり、我が国の国際ゲートウェイの一翼として機能している。

図表1-131　諸外国の主要空港との比較

注１：発着回数、旅客数は2015年のデータ
注２：就航都市数は2016年10月30日～11月5日で、定期旅客便の直行便が就航している都市数
資料：国土交通省航空局作成
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国内国内

111

（142）（142）

154154

ロンドン（5）
ヒースロー・スタンステッド・ルートン
ガドウィック・シティ
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（国際321、国内15）
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（79）（79）

95
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（国際236、国内30）

121

（44）（44）
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ラガーディア
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（国際121、国内96）

都市名（空港数）
対象空港
就航都市数
（国際、国内）

47
（54）（54）

61

フランクフルト（1）
フランクフルト国際
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（国際211、国内14）

38
（31）（31）

41

ミュンヘン（1）
ミュンヘン
181都市
（国際165、国内16）

63

（19）（19）

90

北京（2）
北京首都、南苑
245都市
（国際109、国内136）

47
（53）（53）

72

ソウル（2）
仁川、金浦
143都市
（国際136、国内７）

41
（77）（77）

77

ドバイ（1）
ドバイ
210都市
（国際209、国内１）

35
（55）（55）

55

シンガポール（1）
チャンギ国際
125都市
（国際125、国内０）

42
（68）（68）

68

香港（1）
香港国際（チェクラップコク）
140都市
（国際140、国内０）

71

（25）（25）

99

上海（2）
浦東、虹橋
203都市
（国際87、国内116）

75（※）

（43）（43）

113113

東京（2）
成田、羽田
148都市
（国際100、国内48）

総発着回数
［万回/年］

※平成28年度時点の空港処理能力

※乗り継ぎ客は含まず

総旅客数
［百万人/年］
（国際旅客数※）

（※）

※南苑はデータなし
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　一方、地方空港間を結ぶ地方航空ネットワークについては、2015年度は36路線となっている。な
お、離島住民の日常生活や観光の推進等において重要な役割を果たしている離島航空路はほぼ横ば
いで推移している（2016年度54路線【うち国庫補助路線16路線】）。

図表1-132　国内航空分野における離島航空路の路線図（2017年３月時点）

資料： 国土交通省航空局作成
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　我が国の持続的な経済発展のためには、アジアなど、海外の旺盛な経済成長を取り込む必要があ
り、本邦航空企業が、世界的な航空自由化に伴うアライアンス間競争の進展、コードシェアの多様
化といった競争環境の変化に対応し、世界の航空企業に伍して競争を行うために、自由な経営判断
による柔軟な運航を可能とする枠組みを作る必要があることから、オープンスカイを推進している。
なお、我が国は60の国・地域と航空協定を締結しており、実際に我が国に路線が就航している割合
は約66％、オープンスカイについては、2017年１月末時点で31の国・地域と合意しており、日本発
着総旅客数における95％の割合を占めている。

図表1-133　我が国のオープンスカイ合意国（2017年１月時点）

資料： 国土交通省航空局作成

オープンスカイ合意国（2017年1月時点）

ASEAN加盟国

31ヶ国・地域と合意
日本発着旅客数（平成27年度）　7,119万人
日本発着総旅客数における割合　95％
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　我が国では2012年にLCC事業が開始された。2017年１月時点で、ピーチアビエーションは国内14
路線・国際12路線、ジェットスター・ジャパンは国内16路線・国際８路線、バニラ・エアは国内３
路線・国際７路線、春秋航空日本は国内４路線・国際４路線へネットワークを展開している。

図表1-135　我が国のLCC事業の概要（2017年４月時点）

資料： 国土交通省航空局作成

会 社 名 Peach Aviation（株）
・ANA ホールディングス
　38.7%
・First Eastern-Aviation 
　Holding Limited 33.3%
・産業革新機構 28.0%

バニラ・エア（株）
・ANA ホールディングス
　100%

ジェットスター・ジャパン（株） 春秋航空日本（株） エアアジア・ジャパン（株）

主要株主

・カンタスグループ
　33.3%
・JAL　33.3%
・三菱商事　16.7%
・東京センチュリーリース
　16.7%
※比率は議決権ベース

・春秋航空股份有限公司
　33.0%　他

・Air Asia Investment　33.0%
・楽天　18.0%
・ノエビアホールディングス　18.0%
・アルペン　18.0%
・フィンテックグローバル
　トレーディング　13.0%　他
※比率は議決権ベース

拠点空港 関西国際空港、那覇空港、
仙台空港 （2017 年度中）、
新千歳空港 （2018 年度中）

エアバスA320型機
（180席）

成田国際空港 成田国際空港
関西国際空港 成田国際空港 中部国際空港

使用機材 エアバスA320型機
（180席）

エアバスA320型機
（180席）

ボーイング737型機
（189席）

エアバスA320型機
（180席）

運航開始 平成24年３月１日 平成25年12月20日 平成24年７月３日 平成26年８月１日 就航予定時期見直し中

運航路線

（国内線）
関西＝新千歳、仙台、成田、
　　　松山、福岡、長崎、
　　　宮﨑、鹿児島、那覇、
　　   新石垣
成田＝新千歳、福岡、那覇
那覇＝福岡　計 14路線
（国際線）
羽田＝桃園、仁川、浦東
関西＝仁川、釜山、桃園、 
　　　高雄、香港、浦東
那覇＝桃園、香港、仁川、
　　　バンコク
　　　　　　計 13 路線

（国内線）
成田＝新千歳、函館、関西、
　　　奄美、 那覇
関西＝函館、奄美

 計７路線
（国際線）
成田＝桃園、高雄、香港、
　　　ホーチミン（桃園
　　　経由）、セブ
関西＝桃園
那覇＝桃園
 計７路線

（国内線）
成田＝新千歳、関西、高松、
　　   松山、福岡、大分、   
　　　熊本、 鹿児島、那覇
関西＝新千歳、福岡、那覇
中部＝新千歳、福岡、
　　　鹿児島、那覇
　　　　　　　　計16路線
（国際線）
成田＝香港、桃園、マニラ

浦東（H29.6.2）
関西＝香港、桃園、マニラ
中部＝桃園、マニラ

計８路線

（国内線）
成田＝新千歳、関西
　　　広島、佐賀

 計４路線

（国際線）
成田＝武漢、重慶、天津、
　　　ハルビン

 計４路線

（国内線）
中部＝新千歳（予定）

（国際線）
中部＝台北（予定）

事業形態
の 特 徴

ANAから独立した事業運営 JALから独立した事業運営 エアアジアグループによる
再参入

ANAの連結子会社。連携・
調整が図られる事業運営

春秋航空（中国）のネット
ワークを活かした事業運営

図表1-134　本邦LCC就航状況一覧

資料： 国土交通省航空局作成

成田-札幌
成田-関西
成田-福岡
成田-那覇
成田-大分
成田-熊本
成田-鹿児島
成田-高松
成田-松山
成田-奄美
成田-広島
成田-佐賀
関西-札幌
関西-那覇
関西-福岡
関西-宮崎
関西-鹿児島
関西-松山
関西-新石垣
関西-仙台
関西-長崎
中部-札幌
中部-鹿児島
中部-那覇
中部-福岡
福岡-那覇

羽田-桃園
羽田-仁川
羽田-浦東
成田-香港
成田-桃園
成田-高雄
成田-マニラ

成田-ホーチミン （桃園経由）
成田-セブ
成田-武漢
成田-重慶
成田-天津
成田-ハルビン
関西-桃園
関西-香港
関西-釜山
関西-高雄
関西-仁川
関西-マニラ
関西-浦東
中部-桃園
中部-マニラ
那覇-香港
那覇-仁川
那覇-桃園

APJ JJP VNL SJOSJO国内 国際

（路線数） （14） （16） （3） （4）
2017年１月時点

（路線数）

APJ JJP VNL SJOSJO

※APJ：ピ－チ・アビエーション,  JJP：ジェットスター・ジャパン,  VNL：バニラ・エア,  SJO：春秋航空日本

（4）（7）（8）（12）
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図表1-136　我が国へのLCCの就航状況

資料： 国土交通省航空局作成

（2017.２月上旬）定期便 （15社）
国・地域 航空会社 乗入年月日 日本就航路線 備考

韓国 

済州航空 09年3月20日 仁川＝成田・関西・中部・新千歳・福岡・那覇　金浦＝関西
釜山＝成田・関西・福岡・那覇

エアプサン 10年3月29日 釜山＝成田・関西・新千歳・福岡　大邱＝関西・新千歳・福岡 アシアナ航空46%出資
ジンエアー 11年7月15日 仁川＝成田・関西・新千歳・福岡・那覇・北九州　釜山＝関西・北九州・那覇 大韓航空100%出資
イースター航空 11年5月5日 仁川＝成田・関西・福岡・那覇　釜山＝関西

ティーウェイ航空 11年12月20日 仁川＝成田・関西・新千歳・福岡・大分・佐賀・那覇
大邱＝成田・福岡　大邱＝関西＝グアム

エアソウル 16年10月7日 仁川＝静岡・米子・広島・山口宇部・高松・長崎 アシアナ航空100%出資

中国 春秋航空 12年6月23日

上海(浦東)＝羽田・関西・新千歳・茨城・高松・佐賀
蘭州=上海(浦東)=関西　銀川=常州=中部　鄭州=揚州=関西
重慶-関西-天津　天津-関西-重慶　青島-関西-重慶　重慶-関西-青島
武漢or汕頭-関西-天津　天津-関西-武漢or淮安　青島-関西-武漢or汕頭
淮安-関西-青島　鄭州-揚州-関西-福州　福州-関西-長春　長春-関西-揚州-鄭州
福州-関西-西安　西安-関西-揚州-鄭州　寧波-中部-貴陽　貴陽-中部-上海(浦東)
上海(浦東)-中部-石家荘-フフホト　フフホト-石家荘-中部-上海(浦東)　フフホト-石家荘
-中部-寧波
銀川-常州-中部-ハルビン　ハルビン-中部-合肥　合肥-中部-常州-銀川

香港 香港快運航空 13年11月8日 香港＝羽田・成田・関西・中部・広島・高松・福岡・鹿児島・石垣　

台湾 タイガーエア台湾 15年4月2日 台北(桃園)＝羽田・成田・関西・中部・函館・仙台・岡山・福岡・那覇
高雄＝成田・関西

シンガポール 

ジェットスター･
アジア航空 10年7月5日 シンガポール＝台北(桃園)＝関西　シンガポール＝マニラ＝関西 カンタスグループ49%出

資

スクート 12年10月29日
シンガポール＝台北(桃園)＝新千歳　シンガポール＝台北(桃園)＝成田
シンガポール＝ドンムアン＝成田　シンガポール＝ドンムアン＝関西
シンガポール＝高雄＝関西　

シンガポール航空100%
出資

マレーシア エアアジアX 10年12月9日 クアラルンプール＝羽田・関西・新千歳 エアアジア16%出資
フィリピン セブパシフィック航空 08年11月20日 マニラ＝成田・関西・中部・福岡　セブ＝成田
タイ タイエアアジアＸ 14年 9月 1日 ドンムアン＝成田・関西 エアアジアX49％出資

オーストラリア ジェットスター航空 07年 3月25日 ケアンズ＝成田・関西　ゴールドコースト＝成田　メルボルン＝成田 カンタスグループ100%
出資

第
Ⅰ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
の
動
向

第２章交通ネットワークの状況

交通政策白書 85



　我が国は、世界に前例のない早さで高齢化が進み、世界最高水準の高齢化率となり、世界のどの
国もこれまで経験したことのない超高齢社会を迎えている。一方で、急速な少子化も進展しており、
我が国の将来の社会経済に多大な影響を及ぼす。こうした中で、少子高齢化する社会への対応が求
められている。
　また、障害者の権利及び尊厳に関する国際的な議論の高まりから、2006年12月、国連総会におい
て、障害者に関する初めての国際約束となる障害者の権利に関する条約が採択され、2008年5月に
発効した。2016年３月１日現在、同条約の締約国（地域や機関を含む。）数は162となっている。我
が国も2014年１月に同条約を締結したところである。
　さらに、年齢や障害の有無等にかかわりなく、すべての人がお互いの人権や尊厳を大切にし支え
合い、誰もが生き生きとした人生を享受することのできる共生社会を実現することが必要である。

　我が国としてあるべき共生社会を目指す中では、まず、高齢者、障害者、乳幼児連れ、外国人な
どが社会生活を行う上での物理的な障壁（バリア）をはじめ、社会的、制度的及び心理的な障壁も
含めて現に存在するものを除去すること（「バリアフリー」という考え方）が重要である。
　加えて、そもそも、施設や製品等について、すべての人が使いやすいものになるよう設計開発の
段階からデザインすること（「ユニバーサルデザイン」という考え方）も必要不可欠である。
　このように、単にバリアを除去するだけでなく、すべての人が使いやすいユニバーサルデザイン
の考えを取り入れることが求められている。

　交通分野においても、共生社会の実現に向けて、高齢者、障害者、乳幼児連れ、訪日外国人旅行
者等に関する動向を踏まえ、誰もが自由かつ安全・安心に移動できる環境づくりに向け、ハード・
ソフトの両面において、公共交通機関や歩行空間に関するバリアフリー化やユニバーサルデザイン
化に向けた取組を進めていくことが重要である。
　あわせて、交通分野のバリアフリー化やユニバーサルデザイン化は、高齢者、障害者等の外出を
促進し、健康の増進につながることも期待される。

　以上を踏まえて、本章では、高齢者、障害者等の現況についてデータをもとに概観した上で、交
通分野に関連する事項を中心に、近年におけるユニバーサルデザイン関連法令等の整備の経緯を概
観する。

第Ⅱ部　交通分野のユニバーサルデザイン化

第１章　背景と経緯
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（１）高齢者等の状況

　高齢者数が増加し、高齢化率が上昇する中で、働く高齢者が増加するとともに、高齢者の外出頻
度が高まっており、高齢者の外出手段として公共交通が利用されることも多い。

ａ．高齢者数及び高齢化率

　我が国の総人口は、2015年10月１日現在、１億2,709万人となっている。65歳以上の高齢者人口は、
3,347万人となり、総人口に占める割合（高齢化率）は26.6％となり、年々高くなってきている。
　総人口が減少する中で高齢者が増加することにより高齢化率は上昇を続け、2036年に33.3％で３
人に１人が高齢者となり、高齢者人口が減少に転じた後も65歳到達者数が出生数を上回ることから
高齢化率は上昇を続け、2065年には38.4％に達すると推計されている。特に、75歳以上の後期高齢
者については、第１次ベビーブーム世代が後期高齢者となる2025年に17.8％に達し、人数、人口比
率ともに上昇する見込みとされている。

第１節　高齢者、障害者等の現況

図表2-1　高齢者数及び高齢化率の推移
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注　：1950年～2015年までの総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている
資料： 2015年までは総務省「国勢調査」、2020年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年４月推計）」

の出生中位・死亡仮定による推計結果
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b．高齢者の就業者数

　65歳以上の高齢者の就業者数は、ここ数年急速に上昇してきており、2016年には770万人と過去
最多となっている。また、15歳以上の就業者総数に占める高齢者の割合についても、同様に急速な
上昇傾向にあり、2016年には11.9％と過去最も高くなっている。

c．高齢者の外出頻度

　65歳以上の高齢者の１人あたりトリップ数をみると、三大都市圏では増加傾向、地方都市圏では
2005年を境に増加となっており、高齢者の移動回数が高くなっている。また、三大都市圏における
高齢者の移動時の代表輸送機関の分担率（平日）についてみると、自動車が高くなる傾向がある一
方で、鉄道･バスの分担率の合計値も2005年から2010年にかけて17.8％から19.3％に上昇している。

図表2-2　高齢者の就業者数の推移

図表2-3　高齢者の１人あたり
トリップ数の推移

図表2-4　三大都市圏における高齢者の
代表交通手段分担率（平日）

資料：総務省統計局「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成

注： 「1人あたりトリップ数」とは、ある人が１日のうちで
目的をもって動く回数である。

資料： 国土交通省都市局「都市における人の動き-平成22年
全国都市交通特性調査集計結果から-」より国土交通
省総合政策局作成

資料： 国土交通省都市局「都市における人の動き-平成22年全国都市交通特
性調査集計結果から-」より国土交通省総合政策局作成
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　また、2014年においては、高齢者のうち、40％がほぼ毎日外出し、週に１回以上外出する人の合
計は90％を超えている。さらに、外出手段としてバス・電車を利用する高齢者は５割を超え、タク
シーを利用する高齢者も３割を超えている。

d．少子化の状況

　我が国の年間の出生数は、1984年には150万人を割り込み、1991年以降は増加と減少を繰り返し
ながら、緩やかな減少傾向となっている。また、合計特殊出生率をみると、2005年には過去最低で
ある1.26まで落ち込み、その後近年はゆるやかな上昇傾向が続いており、2015年は1.45となった。

図表2-7　少子化の状況

資料：厚生労働省「人口動態統計」

図表2-5　高齢者の外出頻度
（2014年）

図表2-6　高齢者の主な外出手段（2014年）

資料（左右）：内閣府「平成26年度　高齢者の日常生活に関する意識調査」
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（２）障害者の状況

　障害者数が増加する中で、働く障害者が増加し、障害者の外出頻度が高くなっているが、そうし
た中で、昨年の駅ホームにおける視覚障害者の転落事故の発生等、障害者の外出時の安全確保も課
題となっている。

a．障害者数

　身体障害者数は、2011年は約386万人となっている。高齢化が進展する中で65歳以上の身体障害
者が大幅に増加していることが、総数の増加をもたらしている。また、知的障害者及び精神障害者
数も増加してきている。

図表2-8　身体障害児・者（在宅）数の推移

注　：昭和55年は身体障害児（0～17歳）に係る調査を行っていない。
資料： 厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（昭和45年,55年,62年,平成3年,8年,13年,18年）、厚生労働省「生活の

しづらさに関する調査」（平成23年）

図表2-9　知的障害児・者（在宅）数の推移 図表2-10　精神障害者（外来）数の推移
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資料： 厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成7年,12年,17年）、
厚生労働省「生活のしづらさに関する調査」（平成23年）

資料： 厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援護局障害保健
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b．障害者の就業者数

　民間企業において雇用されている障害者の数及び実雇用率は増加傾向にあり、2016年でそれぞれ
約47万人、1.92となっている。

c．障害者の外出頻度

　障害者の外出状況をみると、毎日外出する人は20.3％、週１回以上外出する人は65.9％、月１回
以上外出する人は81.9％となっている。

図表2-11　雇用されている障害者の数及び実雇用率の推移

図表2-12　障害者の外出頻度（2011年）

資料：厚生労働省「平成28年障害者雇用状況の集計結果」より国土交通省総合政策局作成

資料： 厚生労働省「平成23年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態
調査）」結果より国土交通省総合政策局作成
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d．障害者の外出時における安全の状況

　2015年度における鉄道駅のホームからの転落件数（健常者の方の転落を含む）は3,518件であり、
このうち視覚障害者の転落件数は94件（2.7％）となっている。

（３）訪日外国人旅行者の状況

　我が国を訪れる外国人旅行者数は、2016年は前年比22％増の2,404万人となった。５年前の2011
年の622万人と比べると3.9倍と急激に増加している。
　2016年の訪日外国人の国籍・地域別の人数は、上から順に、中国637万人、韓国509万人、台湾
417万人、香港184万人、米国124万人、タイ90万人となっている。

図表2-13　ホームからの転落件数の推移

資料：国土交通省鉄道局
注）ホームからの転落件数は、プラットホームから転落したが列車等と接触しなかった件数である。
注）ホームからの転落件数は、鉄軌道事業者が把握している件数である。
注）自殺等故意にホームから線路に降りたものは含まれない。
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図表2-14　訪日外国人旅行者等数の推移 図表2-15　国籍・地域別の
訪日外国人旅行者等数（2016年）

資料：日本政府観光局(JNTO)
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　また、訪日外国人旅行者が旅行中困ったこととして、「施設等のスタッフとのコミュニケーショ
ンが取れない」（32.9％）、「多言語表示の少なさ・わかりにくさ」（23.6％）が上位に挙げられており、
様々な国・地域から日本を訪れる外国人が増加している中、言葉のバリアフリーを進めることも必
要となっている。

（４）小括

　以上のように、高齢者や障害者が増加し、また、積極的に外出している中、交通分野においても、
日常生活や社会生活を営むに当たって必要不可欠な移動を安全かつ円滑に行うことができるような
環境を整えることが必要である。また、訪日外国人旅行者等の増加に対応し、言葉の壁を超えたコ
ミュニケーションや情報提供を可能とする環境整備も必要となっている。さらに、社会全体で少子
化対策を進めるため、子育てしやすい環境づくりも必要である。このように、我が国における社会
情勢の変化に対応するため、交通分野のユニバーサルデザイン化を図ることが求められている。

図表2-16　訪日外国人旅行者が旅行中に困ったこと（上位５項目・複数回答）

資料：観光庁「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート」（2016年度）
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　第１節で概観した社会情勢の変化に対応して、政府としては、高齢社会対策基本法や少子化対策
基本法、障害者関連法において、施策の基本的な考え方の枠組みを明らかにするととともに、交通
分野におけるバリアフリー化を進めるため、バリアフリー法、更には交通政策基本法を制定し、交
通分野のユニバーサルデザイン化に向けての具体的な制度を整備してきている。

（１）高齢社会対策基本法及び少子化社会対策基本法

　国民一人一人が生涯にわたって安心して生きがいを持って過ごすことができる社会を目指して、
あるべき高齢社会の姿を明らかにするとともに、高齢社会対策の基本的方向性を示すことによって、
高齢社会対策を総合的に推進するため、1995年11月、高齢社会対策基本法（平成７年法律第129号）
が制定された。同法では、「公正で活力ある社会」「地域社会が自立と連帯の精神に立脚して形成さ
れる社会」「豊かな社会」が構築されることを基本理念として、高齢社会対策は行わなければなら
ないと規定しているが、その具体的施策の一つとして、高齢者の円滑な利用に配慮した公共的施設
の整備や高齢者の交通事故等から保護することなど、生活環境についても国が講ずべき施策を規定
している。
　同法に基づき、高齢社会対策会議（会長：内閣総理大臣）において、政府が推進すべき高齢社会
対策の指針としてとりまとめた高齢社会対策大綱では、ユニバーサルデザインに配慮したまちづく
りの総合的推進の観点から、公共交通機関のバリアフリー化、歩行空間の形成、道路交通環境の整
備に関する取組について掲げられているほか、高齢者の交通安全の確保の観点から、歩行者、自転
車、自動車が適切に分離された空間の整備や、高齢化に対応した車両等への対応等に関する取組に
ついても掲げられている。
　一方、急速な少子化の進展にも長期的な視点に立って的確に対応するため、少子化社会における
施策の基本理念を明らかにし、関係施策を総合的に推進するため、2003年７月、少子化社会対策基
本法（平成15年法律第133号）が制定された。同法に基づき、政府は少子化社会対策大綱を定める
こととしており、同大綱では、妊娠中の人や子供連れで外出する際に生じる様々な支障を取り除き、
外出しやすい環境を整備することが重要であり、ベビーカーマークの普及など、妊娠中や子育て時
のバリアフリー化を進めることとしている。

（２）障害者関連法

　障害者の権利に関する条約の締結に先立ち、国内法の整備をはじめとする諸改革を進めるべきと
の障害当事者等の意見も踏まえ、政府は、集中的に国内制度改革を進めていくこととした。これを
受け、障害者基本法（昭和45年法律第84号）の改正（2011年８月）、障害者差別解消法（平成25年
法律第65号）の制定（2013年６月）等が行われた。
　障害者基本法の改正では、生活を営む上で妨げとなる社会的障壁を取り除くことにより、障害者
が障害のない者と等しく機会の均等が確保されるという障害者権利条約の理念に沿った規定を盛り
込むこととした。同法に基づく障害者基本計画では、障害者の自立と社会参加を支援し、誰もが快
適で暮らしやすい生活環境の整備を推進するため、公共交通機関のバリアフリー化等が掲げられて
いる。
　また、障害者差別解消法については、改正障害者基本法における差別の禁止に関する基本原則の
具体化を図るために制定された。これにより、交通事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理
由とする不当な差別的取扱いが禁止されるとともに、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合
理的な配慮をするように努めなければならないこととされた。

第２節　関連法令等の整備の進展
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（３）交通分野におけるバリアフリー・ユニバーサルデザイン化施策の展開

a．交通バリアフリー法

　高齢者、身体障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性にかんがみ、
2000年11月、高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交
通バリアフリー法）が施行された。
　この法律に基づき、国土交通大臣をはじめとする主務大臣が策定した基本方針の下、旅客施設の
新設、大改良及び車両等の新規導入に際して、移動等円滑化基準に適合させることが義務付けられ、
既存の旅客施設、車両等についても、基準適合への努力義務が課された。また、2010年までに１日
当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の原則として全ての鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船
ターミナル及び航空旅客ターミナルについて、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、身
体障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化を実現するという目標を定めた。さらに、街の中
心として多くの人々が集まる鉄道駅等の旅客施設を中心とした重点整備地区において、市町村が作
成する基本構想に即して、旅客施設、周辺の道路、駅前広場等の一体的なバリアフリー化を進める
制度を設けた。

b．バリアフリー法

　2006年12月には、一体的・総合的なバリアフリー施策を推進するため、従前の交通バリアフリー
法と高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（ハートビル
法）を統合・拡充する形で、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法
律第91号）（バリアフリー法）が制定された。同法では、主務大臣による基本方針の策定や移動等
円滑化基準への適合義務といった基本的な枠組みは維持された一方で、その対象は、身体障害者だ
けでなく知的障害者等を含むすべての障害者に拡大され、バリアフリー化が必要な施設等として、
従来の建築物や公共交通機関のみならず、道路や路外駐車場なども新たに加えられた。また、重点
整備地区の要件について、旅客施設を含まない地域にまで拡充された。さらに、心のバリアフリー
の促進、高齢者や障害者等関係者の参画による段階的な発展を目指すスパイラルアップの導入等の
施策が新たに盛り込まれた。
　なお、バリアフリー法の制定に先立っては、2005年７月、国土交通省において、社会資本整備・
公共交通分野におけるユニバーサルデザインの考え方を踏まえた施策展開について「ユニバーサル
デザイン政策大綱」がとりまとめられ、その中で、交通バリアフリー法とハートビル法の一体化に
向けた法制度を構築することとされていた。
　2011年３月には、基本方針に掲げられる具体的な施策目標について見直しが行われ、2020年まで
に、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の鉄軌道駅等について新たにバリアフリー化を
実現することとされた。

c．バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱

　高齢者、障害者などを含むすべての人が安全で快適な社会生活を送れるよう、ハード、ソフト両
面のバリアフリー・ユニバーサルデザインを効果的かつ総合的に推進するため、2008年３月、関係
閣僚会議において、政府の基本的な方針として、バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱が
決定された。
　同要綱においては、基本的な取組として、「『心のバリアフリー』の推進」、「生活環境」、「教育・
文化」、「雇用・就業」、「製品」及び「情報」の６つの分野ごとに基本方針、関連施策の目標や達成
期間を掲げ、当該施策を推進することとされた。
　交通分野については、「生活環境」に関する取組の一環として、バリアフリー法に基づく基本方
針で定められた移動等円滑化の目標の達成及び達成後の継続的な取組を推進することとされ、具体
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的には、旅客施設の移動等円滑化基準への適合の促進、ＬＲＴの整備やノンステップバス等の導入
の促進、移動等円滑化基準を踏まえた駐車場などの整備の実施、幅の広い歩行空間の設置、音響信
号機等の設置等の促進等について行うこととされた。

d．交通政策基本法及び交通政策基本計画

　交通政策の推進に当たって、我が国を取り巻く環境の変化を見据えつつ、社会資本の整備と密接
に連携しながら、長期的な観点で計画的な取組を進める枠組みを構築するため、2013年12月に、交
通政策基本法（平成25年法律第92号）が制定された。同法は、基本理念の一つとして、近年の急速
な少子高齢化の進展その他の社会経済情勢の変化に対応しつつ、交通の機能の確保及び向上を図る
べきことを掲げるとともに、国の施策の一つとして、高齢者、障害者、乳幼児連れ等の円滑な移動
のための施策を講ずることを定めている。
　また、同法に基づき定められた交通政策基本計画（2015年２月閣議決定）は、交通関係施策の基
本的方針の一つとして、豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現を掲げ、2020年の東京オリ
ンピック・パラリンピックの開催や我が国が超高齢化社会を迎えることを考えると、「どこでも、
だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえながら、すべての
人が社会活動に参画できる社会を目指して、身近で利用しやすい交通手段の確保や交通バリアフ
リーの充実に向けた取組を進めることが求められていると指摘している。また、当該基本的方針の
下で目指すべき目標の一つとして、バリアフリーをより一層身近なものにすることを定めており、
この目標に向けた達成状況を評価するための数値指標として、バリアフリー法に基づき2011年３月
に改訂された基本方針に定められた整備目標等を取り入れている。

e．ユニバーサルデザイン2020行動計画

　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会には、世界中から障害のある人も含めあらゆ
る人が集う。とりわけ、パラリンピックでは、障害のある選手たちが繰り広げるパフォーマンスを
直に目にすることができる。この大会は、共生社会の実現に向けて社会の在り方を大きく変える絶
好の機会である。
　こうしたことを踏まえて、2017年２月に、関係閣僚会議において、「ユニバーサルデザイン2020
行動計画」が策定された。この行動計画には、ユニバーサルデザインの街づくりと心のバリアフリー
の観点から、交通分野の施策も多数盛り込まれている（第４章参照）。

f．交通分野のユニバーサルデザイン化に関連する国の支援

　国は、公共交通機関のバリアフリー化を推進するため、旅客施設（鉄軌道駅・バスターミナル・
旅客船ターミナル・航空旅客ターミナル）のバリアフリー化（段差解消や障害者用トイレ、鉄軌道
のホームドアの整備等）、ノンステップバス・リフト付きバス・福祉タクシーの導入に取り組む交
通事業者等に対して、補助金を交付するなどの支援を行っている。
　また、旅客施設の周辺などで面的なバリアフリー化を推進するため、バリアフリー法に基づいて
策定された基本構想等に従って、屋外のスロープ・エレベーター等の整備、自由通路・駐車場等の
公共的空間の整備を行う地方公共団体等に対して、交付金を交付するなどの支援を行っている。
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　第２章では、各種のデータをもとに、車両等のバリアフリー化、旅客施設等のバリアフリー化及
び心のバリアフリーの進捗状況を見ていく。その上で、第１章も踏まえつつ、見えてきた課題を整
理する。

（１）鉄軌道車両

　公共交通移動等円滑化基準に適合した鉄軌道車両数は、2015年度末現在で34,140両、適合率は
65.2％であり、2010年度末の49.5％から５年間で15.7ポイント上昇している。交通政策基本計画に
おいては、2020年度までに適合率を約70％とすることを目標としている。ＪＲ、大手民鉄、東京地
下鉄・公営及び中小民鉄の４つのカテゴリに分けると、最も高い東京地下鉄・公営の適合率は
91.0％、最も低い中小民鉄は43.9％となっている。

第２章　進捗状況

第１節　車両等のバリアフリー化の進捗状況

図表2-17　公共交通移動等円滑化基準に適合した鉄軌道車両の導入状況の推移
（左図：全体の状況　右図：事業者別の状況）

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成
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○鉄軌道車両における主な移動等円滑化基準
・ 視覚情報及び聴覚情報を提供する設備を備えること。
・ 車いすスペースを設置すること。
・ トイレは、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構
造とすること。

・ 連結部にはプラットホーム上の旅客の転落を防止する
ための措置を講ずること。

・車両番号などを文字及び点字で表示すること。 資料： 公共交通機関の車両等に関する移動等円
滑化整備ガイドライン（国土交通省）

＜車椅子スペース＞
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　利用者による鉄軌道車両におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識
については、「進んでいる」（「十分に進んだ」及び「まあまあ進んだ」の合計）と回答した割合が
32.5％となり車両等の中では高いが、「進んでいない」と回答した割合も47.9％となっている。

　一方で、実際に鉄道車両を利用した障害者からは、法令に基づく基準を満たしている場合であっ
ても円滑な移動に困難が生じた事例、更なる改善が望ましい箇所等についての指摘も多く寄せられ
た。

図表2-18　鉄軌道車両におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

図表2-19　鉄道車両におけるバリアフリーの状況に関する視覚障害者･車椅子利用者の実感の例

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

（注） 65歳～79歳の
回答結果

（注） 上記は、視覚障害者及び車椅子利用者がモニターとなって首都圏空港から都内主要ターミナル駅まで鉄道を利用した際に表明した意見
の中から、バリアフリー法に基づく移動等円滑化基準に合致しているものの、バリアフリー整備ガイドライン（国土交通省）で推奨さ
れる基準には合致していない又はその状態（音量、情報内容等）に問題がある設備等に関する主なものを抜粋した。

資料：国土交通省「オリンピック･パラリンピックを見据えたバリアフリー化の推進に関する調査研究　報告書」（2016年7月）

○視覚障害者（弱視者・全盲者）：
・ 車内放送の音量が聞き取りやすく、安心して目的駅で降りられた車両もある一方、聞き取りにくい車
両もある。

・どちら側のドアが開くかの音声案内がない車両がある。

○車椅子利用者：
・ 案内表示のディスプレイの位置が高く、見づらい。
・ （車両内の多機能トイレについて）便器周りは狭く着座できない人もいるだろう。車イスはトイレ内で
回転できない。

どちらともいえない, 
8.7%

どちらともいえない, 
8.7%

ほとんど進んでいない, 
9.3%

ほとんど進んでいない, 
9.3%

利用しないのでわからない, 
10.8%

利用しないのでわからない, 
10.8%

まあまあ進んだ, 
30.4%

まあまあ進んだ, 
30.4%

あまり進んでない, 
38.6%

あまり進んでない, 
38.6%

十分進んだ, 2.1%十分進んだ, 2.1%
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（２）乗合バス

a．ノンステップバス

　ノンステップバスの車両数は、2015年度末現在で22,665両、適合率は50.1％であり、2010年度末
の27.9％から５年間で22.2ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、平成32年度まで
に適合率を約70％とすることを目標としている。地域別に適合率を見ると、三大都市圏で65.8％で
ある一方で、その他地域では32.5％であり、また、都道府県別では、最も高いところが90％を越え
る一方で、10％前後のところもいくつかあるなど、地域ごとにばらつきがある。

図表2-21　都道府県別のノンステップバスの適合率（2015年度末時点）

注：「ノンステップバス」は床面の地上面からの高さが概ね30cm以下であって、バリアフリー法の移動円滑化基準に適合するバスをいう。
資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

図表2-20　全国のノンステップバスの導入台数と適合率の推移

資料： 公共交通機関の車両等に関する移動等円滑
化整備ガイドライン（国土交通省）
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b．スロープ又はリフト付きバス

　スロープ又はリフト付きバスの車両数は、2015年度末現在で895両、適合率は5.9％であり、2010
年度末の3.0％から５年間で2.9ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020年度ま
でに適合率を約25％とすることを目標としている。

　一方、利用者によるバスにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識
については、「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）と
するものが全体の55.5％を占める。

図表2-22　全国のスロープ又はリフト付きバスの導入台数と適合率の推移

○バスにおける主な移動等円滑化基準
・視覚情報及び聴覚情報を提供する設備を備えること。
・車いすスペースを設置すること。
・低床バスとすること。
・筆談用具を設け、筆談用具があることを表示すること。
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資料： 公共交通機関の車両等に関する移動等円滑化整備ガ
イドライン（国土交通省）

注： 「スロープ又はリフト付バス」は、中扉に設けられたスロープ又はリ
フトを使って、主に車椅子使用者の乗降を円滑に行うことができるも
のであって、バリアフリー法の移動円滑化基準に適合するバスをいう。

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

＜リフト付きバス＞

図表2-23　バスにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料： 内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）
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（注） 65歳～79歳の
回答結果
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（３）旅客船

　移動等円滑化基準に適合した旅客船数は、2015年度末現在で238隻、適合率は36.6％であり、
2010年度末の18.1％から５年間で18.5ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020
年度までに適合率を約50％とすることを目標としている。

　一方、利用者による旅客船におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意
識については、「利用しないのでわからない」とする人が、半数以上を占める一方で、利用する人
の約７割が「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）とし
ている。

図表2-24　公共交通移動等円滑化基準に適合した旅客船数と適合率の推移

○船舶における主な移動等円滑化基準
・視覚情報及び聴覚情報を提供する設備を備えること。
・車いすスペースを設置すること。
・トイレには、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造とすること。
・バリアフリー化された客席を設置すること。
・ 客席からトイレ、食堂などの船内設備へ通ずる経路について、エレベーターの設置等により、移動可能な構
造とすること。
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資料：旅客船バリアフリーガイドライン（国土交通省）

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

＜バリアフリー客席＞

図表2-25　船舶におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料： 内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）
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（４）航空機

　移動円滑化基準に適合した航空機数は、2015年度末現在で571機、適合率は96.3％であり、2010
年度末の81.4％から５年間で14.9ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020年度
末までに適合率を100％とすることを目標としている。

　利用者よる航空機におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識は、「進
んでいる」（「十分進んだ」及び「まあまあ進んだ」の合計）（31.8％）及び「進んでいない」（「あ
まり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）（31.6％）と回答した割合がそれぞれ
ほぼ同じ数値を示しており、車両等の中では実感として最もバリアフリー化が進んでいる。

図表2-27　航空機におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料： 内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

図表2-26　公共交通移動等円滑化基準に適合した航空機数と適合率の推移

○航空機における移動等円滑化基準
・視覚情報及び聴覚情報を提供する設備を備えること。
・通路側座席の半数以上に可動式ひじ掛けを装着すること（客席30以上の航空機）
・トイレは、車椅子利用者の円滑な利用に適した構造とすること（通路が2以上の航空機）
・機内で利用できる車いすを備え付けること（客席60以上の航空機）

資料： 公共交通機関の車両等に関する移動等円滑
化整備ガイドライン（国土交通省）

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

＜車椅子利用者が利用可能なトイレ＞（％）
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（５）タクシー

　福祉タクシー（いわゆるユニバーサルデザインタクシーも含まれる。）の車両数は、2015年度末
現在で15,026台であり、2010年度末の12,256台から５年間で2,770台増加している。交通政策基本計
画においては、2020年度末までに約28,000台とすることを目標としている。

　利用者によるタクシーにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識に
ついては、車両関係の中で（鉄軌道車両、バス、旅客船、航空機、タクシー）、「進んでいる」（「十
分に進んだ」及び「まあまあ進んだ」の合計）と回答した割合が10.2％と最も低い。

図表2-28　福祉タクシー車両の導入状況の推移

○福祉タクシー車両における主な移動等円滑化基準
・車いす等対応車（乗降を円滑にする設備、車いす用具を備えるスペースの設置、筆談用具の設置）

資料： 公共交通機関の車両等に関する移動等円滑化整備ガイド
ライン（国土交通省）

資料：　移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

＜ユニバーサルデザインタクシー＞
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図表2-29　タクシーにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料： 内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）
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　１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船ター
ミナル及び空港）の段差解消率は、2015年度末現在で86.1％であり、2010年度末の77.9％から５年
間で8.2ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020年度末までに約100％とするこ
とを目標としている。
　同旅客施設における視覚障害者誘導用ブロックの整備率は、2015年度末現在で93.6％であり、
2010年度末の91.8％から５年間で1.8ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020年
度末までに約100％とすることを目標としている。
　同旅客施設における障害者用トイレの整備率は、2015年度末現在で83.0％であり、2010年度末の
75.0％から５年間で８ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、2020年度末までに約
100％とすることを目標としている。
　なお、2011年３月31日より前は、交通バリアフリー法に基づき、１日当たりの平均的な利用者数
が5,000人以上の旅客施設についてそれらの目標が定められていた。2006年度から2015年度までに
係るそれらの目標に係る数値も、下の折れ線グラフにあわせて表示している。

第２節　旅客施設等（交通結節点等）のバリアフリー化の進捗状況

○旅客施設における主な移動等円滑化基準
・ 段差解消：公共用通路と車両等の乗降口との経路であって、高齢者、障害者等の円滑な通行に適するものを、
乗降場ごとに一以上設置

・視覚障害者誘導ブロック：線状ブロック及び点状ブロックを適切に組み合わせて床面に敷設したもの
・障害者用トイレ：トイレの構造等を音・点字等で表示したもの

図表2-30　旅客施設（交通結節点等）のバリアフリー化の進捗状況

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成
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（１）鉄軌道駅

a．段差解消、視覚障害者誘導用点字ブロック、障害者対応トイレ

　１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の鉄軌道駅について、2015年度末現在、段差が解
消されているものは3,045駅で、段差解消率は86.0％である。
　視覚障害者誘導用ブロックが整備されているものは3,320駅で、整備率は93.7％である。障害者用
トイレが整備されているものは2,754駅で、整備率は83.0％である。

　利用者による鉄軌道駅におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識に
ついては、「進んでいる」（「十分進んだ」及び「まあまあ進んだ」の合計）（42.1％）と回答した割
合が「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）（40.2％）
と回答した割合を超えており、他の旅客施設と比較して、進んでいる実感が高い。

図表2-31　段差解消の進捗状況

図表2-33　障害者用トイレ設置の進捗状況

図表2-32　視覚障害者誘導用ブロック設置の進捗状況
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注：図表２-31～33に関しては１日当たりの平均利用者数が3,000人以上の駅数を対象。
資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

資料： 公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化
整備ガイドライン（国土交通省）

＜段差解消のためのスロープ＞

【参考：地域別の鉄軌道駅（利用者3,000人以上／日）の各設備の進捗状況】※2015年度末時点
　段差解消率　　　　　　　　　　：三大都市圏：約89％　その他地域：約78％
　視覚障害者誘導用ブロック設置率：三大都市圏：約97％　その他地域：約86％
　障害者用トイレ設置率　　　　　：三大都市圏：約86％　その他地域：約72％
　（三大都市圏とは、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、岐阜、大阪、京都、兵庫の各都府県をいう。）
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　一方で、実際に鉄道駅を利用した障害者からは、法令に基づく基準を満たしている場合であって
も円滑な移動に困難が生じた事例、更なる改善が望ましい箇所等についての指摘も多く寄せられた。

図表2-35　鉄道駅におけるバリアフリーの状況に関する視覚障害者･車椅子利用者の実感の例

○視覚障害者（弱視者・全盲者）：
（改札外通路、券売機等）
　・入口サインはコントラストがはっきりせず分かりにくい。路線のカラーを背景色にしない方が良い。
　・券売機によっては音声案内がないものがある。
　・誘導ブロックが敷設されている券売機はＩＣカードチャージ専用機であった。
　・触知図の音声案内の音が小さく気付かなかった。
（改札口）
　・改札端に有人改札があると思い移動したところ、ガラス張りとなっていたため、入口が分からずガラスに衝突してしまった。
　・ 工事中の改札口に点状ブロックも音声案内なく、工事中と分からなかった。一方、点状ブロックが敷設されていても拡幅改札

や有人改札と勘違いする。
　・吊り下げサインが蛍光灯に近すぎ、反射して見えない。
　・トイレへの案内サインが途中で途切れ、戸惑った。
（改札内通路）
　・乗換のための案内サインが床面や壁面等視認しやすい箇所に設置されている。・エレベーターが大型化されている。
　・トイレ等目的地の方向が分かっても距離がわからないと途中で不安になる。
　・トイレの音声案内は近づかないと聞こえない。遠方からはどちらにトイレがあるのかわからない。
　・天井が高いと音での方向の判断が難しい。
（階段）
　・階段手すりに行先等の点字案内がついており、安心して利用することができた。
　・ 大きな踊り場にて誘導用ブロックがなかったためまっすぐ進んだが壁にぶつかった。この経路は踊り場から右に90度曲がるルー

トであった。このような大きな踊り場には誘導用ブロックが欲しい。
（ホーム）
　・壁面案内サインの位置が高くて見にくいため、背伸びをして文字確認をする必要があった。
　・電光掲示板が黒地に赤文字で点滅しており分かりにくかった。
（トイレ）
　・入口にトイレ内の構造の点字案内がついており、安心して利用することができた。
　・入口上部にある吊り下げ型のサインは、構内が薄暗く、文字が小さく見づらい。
　・音声案内の音が小さく聞き取りにくい。
　・自動センサー式の洗浄装置は手をかざす位置が分からない。点字案内がない。

○車椅子利用者：
（券売機等）
　・角度の関係で券売機画面が黒くなってしまい見えない。
　・運賃表、時刻表が高い位置にあり、見えない。
　・車いすマークが高い位置にあり、分かりづらい。
　・エレベーター前が狭く人通りが多く、移動しづらい。
（多機能トイレ）
　・流すボタンが遠く使いづらく感じた。
　・洗面台が車いすにぶつかり、使いづらい。

図表2-34　鉄軌道駅におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

（注） 視覚障害者及び車椅子利用者がモニターとなって都内主要ター
ミナル駅を利用した際に表明した意見の中から、バリアフリー
法に基づく移動等円滑化基準に合致しているものの、バリア
フリー整備ガイドライン（国土交通省）で推奨される基準に
は合致していない又はその状態（音量、情報内容等）に問題
がある設備等に関する主なものを抜粋した。

資料： 国土交通省「オリンピック･パラリンピックを見据えたバリア
フリー化の推進に関する調査研究　報告書」（2016年7月）

どちらともいえない, 
7.4%

どちらともいえない, 
7.4%

ほとんど進んでいない, 
7.1%

ほとんど進んでいない, 
7.1%

利用しないので
わからない, 10.4%
利用しないので
わからない, 10.4%

まあまあ進んだ, 
39.4%

まあまあ進んだ, 
39.4%

あまり進んでない, 
33.1%

あまり進んでない, 
33.1%

十分進んだ, 2.7%十分進んだ, 2.7%

（注） 65歳～79歳の
回答結果
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b．駅ホームの転落防止対策

　2016年８月15日、東京地下鉄銀座線青山一丁目駅において、盲導犬を連れてホーム上を歩いてい
た視覚障害のある人が線路内に転落し、亡くなられる事故が発生した。また、同年10月16日にも、
近畿日本鉄道大阪線河内国分駅において、視覚障害のある人が線路内に転落し、亡くなられる事故
が起こる等、駅ホームからの転落事故が発生している。
　鉄道は、年間延べ230億人以上が利用し、我が国の経済、社会を支える欠くことのできない公共
交通機関であり、その輸送の安全確保は、交通機関として最大の使命であることから、国土交通省
は、2016年８月26日に「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」を開催し、ハード・ソフト
両面からの転落防止に係る総合的な安全対策の検討を行ってきた。2016年12月の中間とりまとめに
おいては、ハード対策として、10万人以上の駅について、車両の扉位置が一定している、ホーム幅
を確保できる等の整備条件を満たしている場合、原則として2020年度までにホームドアを整備する
こととした。また、整備条件を満たしていない場合については、新しいタイプのホームドア（コラ
ム１②参照）により対応する場合は、概ね５年を目途に整備又は整備に着手すること等とした。10
万人未満の駅についても、駅の状況等を勘案した上で、10万人以上と同程度に優先的な整備が必要
と認められる場合に整備することとした。こうした取組により、交通政策基本計画において、2020
年度に約800駅としている整備目標について、できる限りの前倒しを図ることとなった。
　2015年度末現在、ホームドアの設置駅数は665駅であり、引き続き整備が進んできているが、１
日の平均的な利用者数が比較的多い駅について見てみると、10万人以上の駅では260駅中82駅、
１万人以上の駅では2,131駅中445駅、３千人以上の駅では3,542駅中611駅となっており、更なる取
組が必要な状況となっている。
　また、同中間とりまとめにおいては、１万人以上の駅に2018年度までに内方線付き点状ブロック
を整備することとしたほか、主なソフト対策として、ホームドア未整備駅における駅員等による視
覚障害のある人への誘導案内の実施、視覚障害のある人が明確に気づく声かけをはじめとした駅員
等による対応の強化、旅客による声かけや誘導案内の促進等、心のバリアフリーの理解促進等、駅
における盲導犬訓練等への協力についても盛り込まれた。

図表2-36　「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」中間とりまとめ概要（2016年12月）
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資料：「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」中間とりまとめ（国土交通省鉄道局）より国土交通省総合政策局作成
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図表2-37　ホームドア設置駅数の推移

図表2-38　ホームドアの設置状況

資料：国土交通省鉄道局作成

資料：国土交通省鉄道局作成

＜ホームドアの整備イメージ＞
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【コラム１：ホームドアに関する鉄道事業者の取組事例】

＜①最近のホームドアの導入事例（予定を含む。）＞

　駅ホームにおける更なる安全性の向上を図るため、鉄道事業者においてホームドアの導入に向けた検討が
引き続き行われている。最近では、前述のホームにおける転落事故や国土交通省の中間とりまとめも踏まえ、
以下のとおり、主な鉄道事業者においてホームドア導入に向けた取組結果又は今後の方針が示されている。

（2017年４月末現在）

主要鉄道事業者における最近のホームドアの導入に関する取組の概要
鉄道事業者 件　名 概　要 出典

小田急電鉄 小田急線６駅にホームドアを設置

新宿駅急行ホーム（４・５番ホーム）のほか、小田急線代々木八幡駅から梅ヶ
丘駅の６駅計14ホームにおいて、2020年度までの使用開始を目標にホーム
ドアを設置する。また、ホームと車両の間隔の大きい代々木八幡駅では、ホー
ムドアの使用開始にあわせて、可動ステップ（乗降時の踏み外しや転落を防
止するため、列車到着時に床面かステップが張り出し、隙間を少なくする設
備）を導入し、さらなる安全性の向上を図る。

2016/10/27
プレスリリース

京成電鉄 日暮里駅にホームドアを設置

2017年度中の使用開始を目標に、会社としては初となるホームドアを日暮
里駅（３階ホーム）に設置。また、京成上野駅及び日暮里駅（１階ホーム）
においては固定柵を設置。このほか、空港第２ビル駅及び成田空港駅のホー
ムドア設置についても、今後、両駅の施設所有者である成田空港高速鉄道（株）
と調整を進めていく。

2016/11/15
プレスリリース

阪急電鉄 十三駅における可動式ホーム柵の
設置

十三駅における３号線ホーム（宝塚本線　宝塚方面行）、４号線ホーム（宝
塚本線　梅田方面行）、５号線ホーム（京都本線　河原町方面行）の各ホー
ムに、2019年春頃までに可動式ホーム柵を設置。

2016/12/１
プレスリリース

ＪＲ東海
（在来線） 在来線ホーム可動柵の開発等

開口部の幅が４ｍ強の可動柵を試作し、動作試験を行った後、2018年初よ
り東海道本線の金山駅において実証試験を行う予定。これにより、金山駅と
刈谷駅の東海道本線ホームに可動柵を設置することを目指す。

2016/12/14
プレスリリース

相模鉄道 横浜駅２番線ホームドア運用開始 横浜駅で2016年３月６日より運用開始している３番線に引き続き、２番線
のホームドアを2016年12月20日より運用開始。

2016/12/15
プレスリリース

近畿日本鉄道 大阪阿部野橋駅に可動式ホーム柵
を設置

大阪阿部野橋駅の一部ホームにおいて、2018年度中を目途に可動式ホーム柵
を設置。これに先立ち、2017年度中に同駅ホームの一部において、可動式ホー
ム柵を試験設置し実用上の課題を検証する。今後も、各駅の状況を勘案しな
がら、技術的に設置可能な駅から順次整備することを目指して検討していく。

2016/12/15
プレスリリース

京浜急行電鉄 2020年度までにホームドアを京
急線主要５駅に設置

2010年に会社初となるホームドアを羽田空港国際線ターミナル駅に設置し
ているほか、2016年10月からは、これまで課題であったドア数やドア位置
などが異なる車両が運行する路線に対応するホームドアの実証実験を三浦海
岸駅にて開始するなど、他駅での導入検討を進めてきたところ。今後、
2020年度までに、京急蒲田駅、京急川崎駅、横浜駅、上大岡駅、羽田空港
国内線ターミナル駅の５駅において、ホームドアの設置を進めていく。

2016/12/22
プレスリリース

ＪＲ東日本
駅ホームの更なる安全性向上に向
けた取組
（計30駅のホームドア整備完了
時期を前倒し）

2020年度末までに山手線４駅、京浜東北・根岸線27駅、総武快速線新小岩
駅及び中央緩行線千駄ケ谷・信濃町駅の計34駅にホームドアを整備する計
画で進めていたが、整備時期を前倒しすることとし、具体的には、京浜東北
線蕨駅を含め2020年度末までに整備予定としていた34駅のうち30駅につい
て、施工計画の見直しや工事着手時期の前倒し等により、2019年度末まで
の整備完了を目指す。
※同年３月14日付のプレスリリースにおいて、王子駅・御徒町駅の京浜東
北線ホームドア工事に着手（使用開始予定：2018年度中）した旨を発表

2017/２/１
プレスリリース

京王電鉄 １日の利用者数が10万人以上の
駅へホームドアを整備

１日の利用者数が10万人を超える駅へのホームドア整備を進める。これま
でに、京王線新宿駅をはじめ５駅にホームドアを設置しているが、今後、新
線新宿駅（2018年度使用開始予定）、渋谷駅（2019年度使用開始予定）、下
北沢駅（2021年度使用開始予定）、明大前駅（連続立体交差事業に係る駅部
工事の進捗にあわせて使用開始時期を検討）へのホームドア整備を進める。

2017/2/2・3/14
プレスリリース

西武鉄道 主要６駅にホームドアを整備

池袋駅において、ホームドアの整備を進めており、2017年度末に完了する
予定。引き続き、１日あたりの乗降人数10万人以上の駅（将来の想定含む。）
について、2020年度を目途ととし、ホームドアの整備を計画している。こ
れにより、計６駅（池袋駅（整備中）、練馬駅、西武新宿駅、高田馬場駅、
所沢駅、国分寺駅）にホームドアが整備される。

2017/２/３
プレスリリース

ＪＲ西日本 京橋駅２番のりばで可動式ホーム
柵を使用開始

学研都市線（片町線）京橋駅２番のりば（木津駅方面）の可動式ホーム柵に
ついて、2017年２月25日から供用開始。

2017/２/16
プレスリリース

相模鉄道 横浜駅１番線ホームドアの運用開
始

横浜駅１番線のホームドアを2017年２月21日より運用開始。これをもって、
横浜駅全てのホーム（１番線～３番線）へのホームドアの設置が完了。

2017/２/16
プレスリリース

ＪＲ東海
（新幹線）

東海道新幹線 新横浜駅４番線
ホームへの可動柵設置完了

東海道新幹線で利用者の多い「のぞみ」停車駅を対象に可動柵の設置を進め
ているところ。新横浜駅では、２番線ホーム（上り）、３番線ホーム（下り）
に続き、2017年３月10日より、４番線ホーム（下り）での可動柵の使用を
開始。来年度には、品川駅23番線ホーム（下り）及び新横浜駅１番線ホー
ム（上り）への設置を予定している。

2017/２/23
プレスリリース

東京メトロ 銀座線浅草駅ホームドア使用開始
日が決定

東京メトロでは、全駅へのホームドア設置を進めているところ。銀座線浅草
駅のホームドアについて、2017年３月25日（土）より設置を開始し、６月
24日（土）より使用を開始。これにより、東京メトロにおけるホームドア
設置駅は全179駅中86駅になり、設置率は48％となる。銀座線では、2018
年９月末までに全駅（大規模改良工事を行っている渋谷駅、新橋駅渋谷方面
行ホームを除く）へのホームドア設置を予定している。

2017/２/28
プレスリリース
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主要鉄道事業者における最近のホームドアの導入に関する取組の概要
鉄道事業者 件　名 概　要 出典

ＪＲ西日本 大阪駅6番・7番のりばで可動式
ホーム柵を使用開始

ＪＲ神戸線大阪駅６番のりば及びＪＲ京都線７番のりばにおいて、それぞれ
2017年4月22日及び５月27日より可動式ホーム柵を使用開始。

2017/3/22・
4/10
プレスリリース

小田急電鉄
愛甲石田駅上りホームでの「昇降
バー式ホーム柵」の実証実験を実
施

（株）高見沢サイバネティックスが開発を進めてきた「昇降バー式ホーム柵」
の実証実験に協力し、2017年夏頃から小田急小田原線愛甲石田駅において
実証実験を実施予定。

2017/3/28
プレスリリース

京阪電鉄 京橋駅においてホームドアの整備
に着手

2017年度から2019年度にかけて異なる扉位置にも適合できる新型ホームド
アの検討を進め、2020年度を目途に、京橋駅での試行整備を目指し、その
後の十分な検証等を経て、同駅１・２番線（京都方面行きホーム）において
本整備を進める。

2017/3/30
プレスリリース

資料： 各鉄道事業者（国土交通省「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」委員）の報道発表資料より国土交通省総合政策局作成

＜②新型ホームドアの開発＞
　ホームドアの導入に当たっては、車両ドア位置の相違、車両停止精度、１駅（上下２線分）当たり数億円
から十数億円程度にも及ぶという高額な設置コスト等が課題とされており、こうした課題を解決するため、
新型ホームドアの技術開発が進められている。
　国土交通省では、2016年12月、これまでの技術開発過程等で蓄積された知見・ノウハウをまとめた「新型ホー
ムドア導入検討の手引き」を作成し、鉄道事業者等に周知するとともに、2017年１月には、コスト低減等に
よる一層のホームドアの普及促進のため、「新型ホームドアに関する技術ワーキンググループ」を開催し、
新型ホームドアに関する技術情報などについて情報共有を行っている。
　新型ホームドアには様々なタイプがあるが、2017年３月現在、ＪＲ西日本高槻駅等において昇降ロープ式
ホーム柵（支柱伸縮型）が実用化されているほか、次図に掲げるように、鉄道事業者において実証実験等が
実施又は予定されている。

新型ホームドア一覧
昇降ロープ式ホーム柵

（支柱伸縮型）
昇降ロープ式
ホームドア 昇降バー式ホーム柵 戸袋移動型ホーム柵

※ ＪＲ西日本六甲道駅及び高槻
駅で実用化済。今後、三ノ宮
駅及び京都駅に設置予定

※ 近鉄大阪阿部野橋駅で2017年
度に一部試験設置により検証
のうえ2018年度目途に本設置
を予定

※ ＪＲ東日本拝島駅で試行導入
中。2017年夏頃～2018年3月
小田急愛甲石田駅で乗務員等
からの視認性改良型を実証実
験予定

※ 西武鉄道新所沢駅で実証実験
済

マルチドア対応
ホームドア スマートホームドア® 大開口ホーム柵 軽量型ホームドア

※ 京急電鉄三浦海岸駅で実証実
験中

※ ＪＲ東日本町田駅で試行導入
中

※ 東京メトロ九段下駅で実証実
験中

※ 2017年秋以降JR九州九大学研
都市駅で実証実験予定

注： 上記一覧表は、2017年３月現在の情報をもとにとりまとめたものであるが、今後の技術開発の進展等に伴い見直されることに注意が
必要である。

資料：新型ホームドア導入検討の手引き（2016年12月国土交通省鉄道局）等
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（２）バスターミナル

　１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上のバスターミナルについて、2015年度末現在、段
差が解消されているものは43施設で、段差解消率は89.6％である。視覚障害者誘導用ブロックが整
備されているものは41施設で、整備率は85.4％である。障害者用トイレが整備されているものは27
施設で、整備率は67.5％である。

図表2-39　段差解消の進捗状況

図表2-41　障害者用トイレ設置の進捗状況

図表2-40　視覚障害者誘導用ブロック設置の進捗状況

注：図表２-39～41に関しては１日当たりの平均利用者数が3,000人以上の駅数を対象。
資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

【参考：地域別のバスターミナル（利用者3,000人以上／日）の各設備の進捗状況】※2015年度末時点
　段差解消率　　　　　　　　　　：三大都市圏：約92％　その他地域：約89％
　視覚障害者誘導用ブロック設置率：三大都市圏：約85％　その他地域：約86％
　障害者用トイレ設置率　　　　　：三大都市圏：約78％　その他地域：約65％
　（三大都市圏とは、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、岐阜、大阪、京都、兵庫の各都府県をいう。）
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　利用者によるバスターミナルにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する
意識については、「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）
とするものが全体の64.6％を占める。

（３）旅客船ターミナル

　１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客船ターミナルについて、2015年度末現在、
段差が解消されているものは14施設で、段差解消率は100％である。視覚障害者誘導用ブロックが
整備されているものは10施設で、整備率は71.4％である。障害者用トイレが整備されているものは
11施設で、整備率は91.7％である。

図表2-43　段差解消の進捗状況

図表2-45　障害者用トイレ設置の進捗状況

図表2-44　視覚障害者誘導用ブロック設置の進捗状況

注： 図表２-43～45に関しては１日当たりの平均利用者数が3,000人以上の
駅数を対象。

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成

図表2-42　バスターミナルにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）
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資料： 公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑
化整備ガイドライン（国土交通省）

＜旅客船ターミナルにおけるタラップ＞
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　旅客船ターミナルにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する利用者の意
識については、「利用しないのでわからない」とする人が半数近くを占める一方で、利用する人の約６
割が、「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）としている。

（４）空港

　１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の空港について、2015年度末現在、段差が解消さ
れているものは30施設で、段差解消率は85.7％である。視覚障害者誘導用ブロックが整備されてい
るものは35施設で、整備率は100％である。障害者用トイレが整備されているものも35施設で、整
備率は100％である。

図表2-46　旅客船ターミナルにおけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

図表2-47　段差解消の進捗状況

図表2-49　障害者用トイレ設置の進捗状況

図表2-48　視覚障害者誘導用ブロック設置の進捗状況

資料： 公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑
化整備ガイドライン（国土交通省）

＜車椅子昇降装置の付いたタラップ＞

（％）

2010 2011 2012 2013 2014 2015（年度）

（箇所）

0

10

20

40

5

15

35

適合率
移動等円滑化基準に適合しているターミナルの数

0

20

40

60

80

100

2424 2525
2828 2828 2929 3030

92.392.3 89.3
84.8 84.8 85.3 85.7

（％）

2010 2011 2012 2013 2014 2015（年度）

（箇所）

0

10

20

40

5

15

35

適合率
移動等円滑化基準に適合しているターミナルの数

0

20

40

60

80

100

2525 2727 3232 3131
3434 3535

96.296.2 96.4 97.0 93.9
100.0 100.0

（％）

2010 2011 2012 2013 2014 2015（年度）

（箇所）

0

10

20

40

5

15

35

適合率
移動等円滑化基準に適合しているターミナルの数

0

20

40

60

80

100

2626 2828 3333 3333 3434 3535

100.0100.0100.0100.0100.0 100.0

注： 図表２-47～49に関しては１日当たりの平均利用者数が3,000人以上の
駅数を対象。

資料：移動等円滑化実績等報告書により国土交通省総合政策局作成
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　利用者による空港におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識につい
ては、「進んでいる」（「十分進んだ」及び「まあまあ進んだ」の合計）（42.7％）が「進んでいない」
（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）（24.0％）を大幅に超えており、
他の旅客施設と比較して、最も進んでいる実感が高い。

　一方で、実際に空港を利用した障害者からは、法令に基づく基準を満たしている場合であっても
円滑な移動に困難が生じた事例、更なる改善が望ましい箇所等についての指摘も多く寄せられた。

図表2-50　空港におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

図表2-51　空港におけるバリアフリーの状況に関する視覚障害者･車椅子利用者の実感の例

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

【参考：地域別の空港（利用者3,000人以上／日）の各設備の進捗状況】※2015年度末時点
　段差解消率　　　　　　　　　　：三大都市圏：100％　その他地域： 約79％
　視覚障害者誘導用ブロック設置率：三大都市圏：100％　その他地域：100％
　障害者用トイレ設置率　　　　　：三大都市圏：100％　その他地域：100％
　（三大都市圏とは、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、岐阜、大阪、京都、兵庫の各都府県をいう。）

注： 視覚障害者及び車椅子利用者がモニターとなって首都圏空港を利用した際に表明した意見の中から、バリアフリー法に基づく移動等円滑化基準
に合致しているものの、バリアフリー整備ガイドライン（国土交通省）で推奨される基準には合致していない又はその状態（音量、情報内容等）
に問題がある設備等に関する主なものを抜粋した。

資料：国土交通省「オリンピック･パラリンピックを見据えたバリアフリー化の推進に関する調査研究　報告書」（2016年7月）

○視覚障害者（弱視者・全盲者）：
　・誘導ブロックは床と同化して見える。
　・案内サインのある案内板の色が周辺の色と同化して見つけくい。
　・サインは縦長ではなく、目線の高さで横長で掲示された方が分かりやすい。
　・エスカレーターの床の矢印や進入禁止マークは大きくしてほしい。
　・エスカレーターの音声案内で上りか下りか判断できなかった。
　・一部、音声案内が流れておらず危険。また流れていても聞き取れない音声案内もあった。
　・ガラス壁であることを示すライン（120cm高）がないため衝突する可能性があり怖く感じた。
　・金属製の誘導用ブロックは滑りやすく危険。
　・ガラス壁に貼られた案内サインは見えづらい。
　・ 触知案内図に設置されているボタンが、係員呼び出しボタンか、インターフォンで通話できるのか、点字の説明で

はわからなかった。
　・ＬＥＤライトの点々が大き過ぎて潰れて分からない。
　・タクシー乗り場のサインは低い位置にある方が良い。

○車椅子利用者：
　・ 到着口側から見えるところにインフォメーションの案内がなかった。到着ロビーの左右の出入口の内左側出口から

出ると案内がなくインフォメーションカウンターが分かりづらい。
　・エレベーターを降りてからの案内が乏しく、鉄道駅まで何mなのか分からない。
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（５）道路

　特定道路（駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路のうち、多数の高齢者、障害者等の移
動が通常徒歩で行われる道路の区間として、国土交通大臣が指定したもの）の移動等円滑化基準へ
の適合率は2015年度末で86％であり、2013年度の83％から２年間で３ポイント上昇している。交通
政策基本計画においては、2020年度までに100％とすることを目標としている。
　他方で、2,861の主要鉄道駅からユニバーサルデザイン化された歩行空間によって到達可能な生
活関連施設（主要鉄道駅から半径500mの範囲にあるもの）の割合は、平均42％であり、約半数の
駅で30％以下となっている。

（６）歩道等歩行空間

　利用者による歩道等歩行空間（ここでは、公共空間のうち、歩道をはじめとした歩行者が移動す
る空間全般を想定）におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識につい
ては、「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）とする人
が全体の64.5％を占めている。

図表2-52　特定道路のバリアフリー化率の推移 図表２-53　全国の主要な駅周辺の到達率

（利用者 3,000 人以上の駅、2,816 駅）

9%9%

11%11%

24%24%

49%49%

7%7%

到達率30％以下
到達率30～50％
到達率50～70％
到達率70～90％
到達率90％以上

到達率30％以下
到達率30～50％
到達率50～70％
到達率70～90％
到達率90％以上

年度 バリアフリー化率
2013年度 83％
2014年度 85％
2015年度 86％

注１： 主要鉄道駅とは利用者数3,000人以上の駅
注２： ユニバーサルデザイン化された歩行空間とは歩道等の有効幅員の確

保、段差、勾配の改善・平坦性の確保、視覚障害者誘導ブロックの
設置されている歩行空間

注３： 到達率とはユニバーサルデザイン化された歩行空間で到達可能な生
活関連施設（主要鉄道駅からの半径500mの範囲）の割合

資料：国土交通省道路局調べ

図表2-54　歩道等歩行空間におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）
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（７）路外駐車場

　特定路外駐車場（道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であって一般公共の用に
供されるもののうち、自動車の駐車の用に供する部分の面積の合計が500平方メートル以上であり、
かつ、その利用について駐車料金を徴収するもの）の移動等円滑化基準への適合率は2016年度で
58％であり、2013年度の51％から４年間で７ポイント上昇している。交通政策基本計画においては、
2020年度までに約70％とすることを目標としている。

　利用者による駐車場におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識につ
いては、「進んでいない」（「あまり進んでいない」及び「ほとんど進んでいない」の合計）とする
人が59.5％と半数以上を占めている。

図表2-56　公共の駐車場におけるバリアフリー・ユニバーサルデザインの進捗状況に対する意識

資料：内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査報告書」（2015年度）

図表2-55　特定路外駐車場のバリアフリー化率の推移 ＜車椅子使用者向けスペース＞

資料：　国土交通省都市局調べ
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（８）信号機等

　主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等のバリアフリー化率は、2015年度
で約99％であり、2014年度の約98％から１年間で約１ポイント上昇している。社会資本整備重点計
画においては、2020年度までに100％とすることを目標としている。

（９）エスコートゾーン

　横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンの整備箇所数
は、2015年度で2,094か所であり、2014年度の2,014か所から１年間で80か所増加している。

（10）バリアフリー化の重点的・一体的な推進に関する基本構想

　地域における高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保するためには、高齢者、
障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、建築物等の生活関連施設及びこれら
の間の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施設について、一体的にバリアフリー化が図
られていることが重要である。バリアフリー法においては、市町村は、そうした生活関連施設の所
在地を含む重点整備地区の重点的かつ一体的なバリアフリー化を進めるため、関係する施設設置管
理者、高齢者、障害者等と協議等を行いつつ、当該バリアフリー化に関する基本構想を定めること
ができる。基本構想は、2001年度以降順次作成が進められており、2016年12月末までの16年間で、
291市町村により累計で477（純累計で435）の基本構想が作成されている。ただし、全国の市町村
数と比較すると、約２割の市町村でしか基本構想が未だ作成されておらず、１日平均3,000人以上
の利用がある旅客施設を抱える市町村に限っても約半数程度の策定状況である。また、個別施設ご
とにバリアフリー化がばらばらに進んでおり、連携が必要との指摘もみられる。

図表2-58　エスコートゾーンの整備状況の推移 ＜エスコートゾーン＞

資料：警察庁調べ
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図表2-57　信号機等のバリアフリー化率の推移 ＜音響式信号機＞

資料：警察庁調べ
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資料：基本構想作成ガイドブック（国土交通省総合政策局）

図表2-59　基本構想の策定件数の進捗状況

資料：国土交通省総合政策局作成
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　「心のバリアフリー」とは、様々な心身の特性や考え方をすべての人々が相互に理解を深めよう
とコミュニケーションをとり、支え合うことであり、そのためには一人一人が具体的な行動を起こ
し、継続することが必要である。
　交通分野においては、交通事業者と障害者を含む利用者との間、また、利用者相互間において心
のバリアフリーが進むことが望まれている。
　利用者としての障害者は、安心して鉄道やバスを利用するために必要なサービスや対応として、
「窓口や乗り場に係員がいること」（65.2％）や「係員の対応が適切であること」（61.4％）といっ
た人的対応による移動支援をとりわけ重要と捉えている。

　一般の利用者の意識や行動に着目し、外出時において車椅子利用者や視覚障害者を手助けしてい
るかどうかを見ると、手助けしている人（「つねに手助けをしている」及び「できるだけ手助けを
している」の合計）は全体の56.7％である一方、行動に移せず手助けをしない人も40.1％と約４割
にのぼっている。手助けをしない理由は、「かえって相手の迷惑になる」、「対応方法がわからない」
が上位を占めている。

第３節　心のバリアフリーの進捗状況

図表2-60　安心して鉄道やバスを利用するために必要なサービスや対応

注： 本調査は、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）在住の一般利用者、高齢者（70歳以上）及び障害者を対象に実施
資料： （公財）交通エコロジー・モビリティ財団「オリンピック・パラリンピック開催に向けた移動と交通に関する基礎調査」結果よ

り国土交通省総合政策局作成

資料：内閣府「平成18年　インターネットによるバリアフリー化に関する意識調査報告書」より国土交通省総合政策局作成
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　また、2015年３月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」においてベビーカーマークの普及啓
発が盛り込まれ、2020年までにベビーカーマーク認知度を50％にすることとされているが、関連調
査では、ベビーカーマークについて「見たことがあり、意味まで知っていた」と回答した人が
17.0％～24.9％、「見たことはないが、意味は知っていた」又は「見たことはあるが、意味は知らな
かった」が合わせて21.1％～27.7％である一方で、「見たことはないし、意味も知らなかった」と回
答した人が45.9％～54.3％と高い割合を占めた。
　さらに、駅、建築物等の多機能トイレにおいて、車椅子使用者などの障害者だけでなく、高齢者、
子ども連れなどによる利用が集中して、車椅子使用者のうち約94％が多機能トイレで待たされた経
験があると回答している。

　地域においては、交通事業者、障害者団体、学校、福祉施設、ＮＰＯ、地方運輸局等の多様な主
体がお互いに連携しながら、一般の交通利用者、小学校の生徒等を対象に、環境が障壁（バリア）
となりうること、バリアフリー化の重要性等について考えてもらうため、疑似体験、介助体験、バ
リアフリー化された施設の体験等の機会を提供するべく、バリアフリー教室を開催してきている。
　国土交通省が把握しているバリアフリー教室の各年度における開催回数及び参加人数の合計は下
のグラフのとおりであり、2001年度から2015年度までの15年間の開催回数は累計で2,154回、参加
人数は累計で118,008人となったが、バリアフリー教室に参加できる人数には限りがある。

資料： 「多様な利用者に配慮したトイレの
整備方策に関する調査研究報告書
のとりまとめ」（2012年国土交通省）

資料：国土交通省総合政策局作成

資料：国土交通省総合政策局作成

図表2-63　多機能トイレ
で待たされた経験

図表2-64　ベビーカーマーク認知度
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図表2-65　バリアフリー教室開催回数及び参加人数の推移
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　障害者のニーズを踏まえ、交通モードにかかわらず、幅広い交通事業者及び旅客施設管理者にお
いて、乗務員や施設の係員等に対して接遇の向上を図るための様々な取組を行っており、特に、鉄
道事業者を中心に、民間資格の取得を奨励している例がみられる。その中には、資格取得費用を会
社側が負担する、管理職にも取得させる、有資格者が他の社員にも教育して接遇レベルの底上げを
図る等の取組を行っている事業者もある。

　以上のとおり、心のバリアフリーを推進するための取組は行われてきており、交通事業者や一般
の利用者にも心のバリアフリーが一定程度根付いてきているが、必ずしも十分浸透していないとこ
ろである。
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　2016年12月でバリアフリー法の施行から10年を迎えたところであるが、この間にも、高齢者や障
害者の数が増加し、積極的に外出していること等を踏まえれば、今後に向けて、ハード面・ソフト
面の両面において、ユニバーサルデザイン化を一層強力に進め、高齢者、障害者等を含め誰もが自
由かつ安全・安心して移動できる環境を整えていくことが必要である。そうしたことも踏まえつつ、
各種のデータをもとに、車両等のバリアフリー化、旅客施設等のバリアフリー化、心のバリアフリー
の進捗状況を見てきたが、ここでは、進捗状況等から見えてきた課題を整理してみることとする。

　誰もが自由かつ安全・安心に移動できる環境を整えていくためには、まずはハード面の整備が一
層進捗することが重要である。
　交通分野のハード面として最も重要な車両等及び旅客施設等のバリアフリー化については、全般
を通じて、移動円滑化基準への適合率に関する客観的なデータが、これまでバリアフリー化が着実
に一定程度進捗してきたことを示しているが、障害者を含む利用者の意識からは、利用者が十分満
足するほどにはバリアフリー化が進捗していないことを示している。また、ノンステップバスの導
入や鉄軌道駅の段差解消においてみられるように、利用者の多い施設について整備してきた結果、
三大都市圏に比べると地方部での取組が遅れがちである。以上を踏まえると、地方部も含めた「よ
り利用しやすいハード面のバリアフリー化の推進」を図る必要がある。

　また、誰もが自由かつ安全・安心して移動できるようにするためには、車両等や旅客施設等がバ
リアフリー化されるだけでなく、地域の生活関連施設、道路等を含めた面的なバリアフリー化が進
むことが重要である。バリアフリー法において、その実現を図るための基本構想制度が整備されて
いるが、地域において基本構想の策定はあまり進んでおらず、個別施設ごとにバリアフリー化がバ
ラバラに進んでいるとの指摘もある。以上を踏まえると、「地域の面的なユニバーサルデザイン化
の推進」をより一層進める必要がある。

　これらのハード面や地域の面的なバリアフリー化を進めるに当たっては、例えば、実際に車両や
旅客施設を利用した障害者からは、それらが法令に基づく基準を満たしている場合であっても、円
滑な移動に困難が生じた事例、更なる改善が望ましい箇所等についての具体的な指摘が多く寄せら
れていることに留意する必要がある。このため、個別の車両や旅客施設を含め、都市や生活環境を
設計していくに当たり、ユニバーサルデザインの考え方に立脚して、実際に利用する障害者を含む
多様な人々が満足できるよう、ハードの整備に係る計画の段階から障害者等が参加するプロセスを
導入することにも留意する必要がある。

　さらに、ハード面の整備を補完するものとして、ソフト面のバリアフリー化も重要である。交通
分野のソフト面で重要なのは、高齢者、障害者等が公共交通機関を利用する際に接する交通事業者
等や一般利用者の心のバリアフリーである。差別解消法の徹底及び事業者によるサービス水準の向
上や障害者が参加することによる研修の充実、さらには国民に対する啓発活動の強化等を通じ、「心
のバリアフリーの推進」を図る必要がある。

　加えて、多様な言語を母国語とする外国人が多く日本を訪れ、国内を旅行するようになる中で、
外国人が旅行中に困ったこととして、施設等のスタッフとのコミュニケーションがとれない、多言
語表示の少なさ・わかりにくさが挙げられている。以上を踏まえると、「言葉のバリアフリーの推進」
を図ることが必要である。

第４節　進捗状況等から見えてきた課題
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第２章 進捗状況



　ユニバーサルデザイン化を進めるためには、既に存在する障壁（バリア）を除去するのみにとど
まらず、都市や生活環境を整備するに当たって、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず、
誰もが利用しやすいものを作るという考え方に立って設計していくことが必要である。そのために
は、より利用者の視点に立った改善への取組や関係者が一体となった取組を進めていく必要がある。
　前章第４節で整理したように、交通分野におけるユニバーサルデザイン化の進捗状況、バリアフ
リー法の施行後10年の動き等を踏まえると、計画段階からの障害当事者の参加にも留意した「より
利用しやすいハード面のバリアフリー化の推進」及び「地域の面的なユニバーサルデザイン化の推
進」に取り組むとともに、「心のバリアフリーの推進」及び「言葉のバリアフリーの推進」にも取
り組む必要がある。また、誰もが自由かつ安全に移動できる環境の整備を図る上で、必要な情報を
わかりやすく提供するためにＩＣＴを有効に活用することが欠かせなくなっており、加えて、「Ｉ
ＣＴを活用した情報の提供」も進める必要がある。
　これらの５つの課題を考慮しつつ、この章では、今後に向けて関係者が取り組む上での参考とな
る優れた事例を取り上げる。

（１）より利用しやすいハード面のバリアフリー化の推進

○障害当事者参加による地下鉄の車両と駅のバリアフリー化
　仙台市交通局では、2015年12月に新たに開業した地下鉄東西線の整
備に当たり、計画段階から様々な障害者団体との意見交換会を実施し、
また、車両と模擬プラットホームの実物大のモックアップを活用して
障害者に乗降のしやすさや車椅子スペース等について体験してもらう
など、障害当事者の参加のもと意見聴取を行い、車両及び駅舎の双方
のバリアフリー設備の設計等に反映させている。
　その結果、プラットホームと車両床の高さの差を１cm程度とし、
更にホーム縁端に合成樹脂製の隙間調整材を設置し、段差を２cm、
隙間を３cm程度に抑えることにより、駅係員の介助無しに車椅子利
用者が車両に乗降できるようになった。さらに、障害者団体から1列
車につき複数の車椅子スペースを設置してほしいという要望や、ベ
ビーカーの利用が拡大していることも踏まえ、全ての車両にフリース
ペースを設置している。モックアップによる意見聴取時の要望を踏ま
え、二段手すりに加え、縦手すりを設置するなど工夫も行った。
　駅舎については、ホームの一番狭い部分でも1.5mの幅を確保し、
車椅子と歩行者がすれ違うことができるようにし、また、全ての自動
改札口が90cmの幅で統一されており、車椅子利用者だけでなく、
ベビーカーやキャリーバッグ利用者にも利用しやすくした。さら
に、各トイレには、複数の多機能トイレを設置し、使用中の待ち
時間解消を図るほか、右まひ・左まひのそれぞれの障害に対応し
て、手すりの位置等を左右対称に設置している。

第３章　交通分野のユニバーサルデザイン化を進めるために

車椅子利用者単独で車両に乗降する様子

障害者団体と交通局との意見交換会

左勝手・右勝手の両方が設置された多機能トイレ

第
Ⅱ
部
交
通
分
野
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
化

第３章交通分野のユニバーサルデザイン化を進めるために

交通政策白書 123



○車椅子利用者がストレスなく搭乗可能なエレベーター機能付き搭乗橋アダプターの導入
　通常、他機種と比べてドアの位置が低く、ＰＢＢ
（パッセンジャーボーディングブリッジ(搭乗橋)）
をドアに装着できない機種（プロペラ機等）では、
乗客は空港ターミナルビルと航空機との間をバスか
徒歩で移動し、機内へは階段等で乗り込む必要があ
る。ＡＮＡグループでは、ターミナルのＰＢＢと航
空機を接続するためのアダプターを開発、導入して
おり、今回開発したアダプターを活用することで、
車椅子利用者はストレスなく、また、雨・風・雪に
さらされることがなく搭乗することが可能となる。
アダプターには昇降式のエレベーター機能を設置しており、フルフラットの状態で車椅子ごとの搭
乗が可能となり、障害のない人同様にスムーズな搭乗・降機が可能となった。

○金属探知機に反応せず機内の座席まで移動可能な樹脂製車椅子の導入
　ＡＮＡグループでは、保安検査場で金属探知機に
反応せず、かつ飛行機の座席まで乗ったまま移動で
きる「樹脂製車椅子morph（モルフ）」を開発、導入
した。空港で樹脂製の車椅子を採用するのは全国で
初めてである。また、樹脂製であるため、金属の「冷
たい」印象を払しょくし、温かみのある丸みを帯び
たデザイン、配色が実現できている点は利用者から
も好評である。

○ パーキングパーミット制度による身障者用駐車場の適切な運営
　ユニバーサルデザイン2020行動計画では、ユニバーサルデザインの街
づくりに当たって、バリアフリー化された駐車場の確保への配慮の必要
性が掲げられている。
　佐賀県では、公共施設やショッピングセンターなどの身障者用駐車場
に障害のない人が駐車しているために、障害のある人が駐車できない問
題が発生していることを受け、本当に身障者用駐車場を必要とする、身
体に障害があって歩行困難な人、高齢者や妊産婦などに利用証（パーキ
ングパーミット）を交付し、駐車時に掲示するとともに、施設の協力に
より車椅子使用者などのための幅広い駐車スペースを確保する「パーキ
ングパーミット制度」を2006年7月から実施している。その後、制度は
広がり、現在では36府県２市で制度が導入され、導入自治体間での利用
証の相互利用も進んでいる。
　また、制度実施後、利用者の増加に伴い、車椅子使用者から「利用者
が増えて、身障者用駐車場に駐車できないことも多くなった」との声が
あり、2009年度からは、車椅子使用者などのための幅広い駐車スペース
に加えて、車椅子使用者を除く利用証保持者のために、施設出入口に近
い通常の幅の駐車スペース（プラスワン）の確保の協力を進め、利用者
の分散化を図るなど、利用者全体の利便性の向上を図っている。

PBBアダプター

樹脂製車椅子morph（モルフ）

使用シーン

使用シーン

利用証の例

駐車スペース

駐車スペース（プラスワン）
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○ ＣＰ（Color Psychology）ライン等による駅ホームからの転落防止に向けた取組
　ＪＲ東日本、ＪＲ西日本、東武鉄道、京成電鉄、北総鉄道等の一部の
駅においては、ホームからの旅客の転落を防止することを目的として、
ホーム先端部分に「ＣＰ（Color Psychology（色彩心理学））ライン」と
呼ばれる赤色やオレンジ色の塗装を施し、ホーム上の旅客に対してホー
ム端部の注意喚起を行っている。また、東京メトロの一部の駅において
も、旅客等への注意喚起のため、ホーム先端に縞模様のシート（スレッ
ドライン）を設置している。

（２）地域の面的なユニバーサルデザイン化の推進

○駅前広場のバス乗り場再編とユニバーサルデザインタクシー乗り場の整備
　川崎市は、川崎駅周辺の回遊性・
利便性の向上やバリアフリー化の促
進等を図るため、2004年に学識者、
市民、公共交通事業者及び商業者等
から構成する「川崎駅周辺総合整備
計画策定協議会」を設置し、総合整
備計画を策定した。
　ＪＲ川崎駅東口駅前広場の再編整
備に当たっては、身体障害者、聴覚
障害者、視覚障害者等を交えた「ま
ち歩き点検」を実施し、改善点や要望等を聴取するなど、多角的な
視点からの議論を行い、ユニバーサルデザインに配慮した駅前広場
の再整備を行った。
　その結果、同駅前広場では、利用者が地上を通って直接バス乗り
場や市街地へ行けるように、７箇所あったバス島を方面別に２箇所
に集約し、新たな歩行者空間を創出するとともに、地上部と地下街
を結ぶエスカレーターやエレベーターを増設し、駅周辺地区全体の回遊性にも配慮しながら、バリ
アフリー化の行き届いた安心・安全なゆとりある空間を創出した。この中で、全国初となるユニバー
サルデザインタクシー専用の乗り場を整備するとともに、ユニバーサルデザインタクシーを購入す
る事業者への補助制度を創設した。

○商業施設と交通ターミナルの一体的な再開発
　静岡鉄道株式会社は、2002年に静岡市が
策定した「静岡駅周辺地区交通バリアフ
リー基本構想」を踏まえ、老朽化した商業
施設と鉄道・バスターミナルを一体として
再開発事業を行った。事業の推進にあたっ
ては、地域の障害者団体等と「新静岡セノ
バ・バリアフリー推進協議会」を設立し、
商業施設及び交通施設全体に関して意見交
換を重ね、その際に出た意見やアドバイス
を的確に事業計画に反映した。
　その結果、従前は敷地内をバスターミナルが貫通していたため、鉄道駅やバス停を利用する人は
地下を経由して移動する必要があったが、再開発の実施により地上部のみの移動が可能となり、バ
スと鉄道の相互乗り継ぎが円滑化したほか、歩行者回遊性が向上し、中心市街地の活性化にもつな
がった。また、静岡市も当該再開発事業の完成（2011年10月）に合わせ、再開発敷地周辺の電線類

資料：ＪＲ東日本提供

＜ＣＰラインの施工イメージ＞

川崎駅東口駅前広場再編整備事業（主な取組み） バス島の集約とバリアフリー化

ユニバーサルデザインタクシー専用乗り場

黄色と濃いグレーを組み合わせ
た視覚障害者誘導用ブロック

バスターミナルの車路側に
設置されたベンチ

再開発事業の全体計画
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の地中化を行った。このように、交通事業者と地方公共団体が相互に連携することで、より広範囲
かつ効果的なバリアフリー化を実現した。

○関係者の継続的な連携協働によるスパイラルアップ
　高槻市においては、2003年に、官民協働でバ
リアフリー基本構想（旧構想）を策定したが、
それ以降も、毎年度、交通事業者、市民、学識
経験者、行政等の多様な主体が一堂に会する「バ
リアフリー基本構想継続協議会」を開催し、連
携した取組を継続してきた。2006年にバリアフ
リー法が施行されてからは、新構想「高槻市バ
リアフリー基本構想」を策定し、一体的かつ継
続的にスパイラルアップを行ってきた。
　こうした関係者の継続的な連携協働体制を背
景として、鉄道側では、ＪＲ西日本が新型の昇
降式ホーム柵を第１号として実用導入する（Ｐ
108参照）とともに、新ホームの西端にスロー
プでアクセスできる新たな改札口を整備して複
数のバリアフリールートを確保した。
　一方、市側においては、ハード面では、新た
な改札前で既存道路を歩行者専用道路化するな
ど歩行空間を整備するとともに、電車の発車時
刻を示す電光掲示板の市有地への設置、信号に
視認性の高いＬＥＤ付音響装置の併設、歩行者
用案内標識サインや音声案内装置の設置等、ニーズに合致した整備を推進している。ソフト面では、
公共施設だけでなく飲食・商業施設も対象とし、道路のバリア情報、入口幅段差の有無、トイレ情
報等を具体的に掲載した「高槻駅周辺『おでかけＭＡＰ』」を作成・配布している。

（３）心のバリアフリーの推進

○遠隔手話通訳サービス等を活用した聴覚障害者に対する接遇の向上
　鳥取県では、全国で初めて「鳥取県手話言語
条例」を制定し、手話の普及について、公共交
通、福祉、教育、文化、スポーツ等の分野で、
幅広い者との連携により多面的な活動を行って
いる。
　公共交通の分野では、県が交通事業者と連携
し、主要な駅、バスターミナル、自治体窓口等
（2017年４月現在、ＪＲ鳥取駅、倉吉駅、米子
駅、鳥取バスターミナル、倉吉バスプラザ、米
子バスターミナル、県立図書館、県庁総合受付、県障がい福祉課の９カ
所）に配置したタブレット型端末を用い、遠隔手話通訳サービスや音声
文字変換システムを活用して、聴覚障害者と窓口職員のコミュニケー
ションを実施している。遠隔手話通訳サービスにより、短時間の用事や
急に必要に迫られた場面など、手話通訳者の派遣を頼みにくい場面でも、
タブレット型端末のテレビ電話機能を通じて手話を利用できるように
なった。また、音声文字変換システムにより、窓口職員の声を文字に変
換してタブレット型端末の画面に表示できるようになった。

JR高槻駅と周辺施設の面的整備

「おでかけMAP」（左）
施設ごとのバリア情報（上）

遠隔手話通訳サービスのイメージ

音声文字変換システムを活用した文
字でのやりとり
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　この取組を契機に、ＪＲ西日本米子支社職員による手話研修の実施や、ＪＲ鳥取駅・ＪＲ倉吉駅
においては、毎朝の点呼時に手話を10覚えるなどの自主的な取組も始まった。また、2017年４月現
在、ＪＲ米子駅においては、毎朝の点呼時に手話による挨拶を実施している。
　上記のほか、ANAグループでは、2016年４月より、全国８空港（新千歳、羽田、成田、中部、
伊丹、関西、福岡及び那覇）において、また、名古屋鉄道株式会社では、同年５月より、名鉄名古
屋駅、名鉄名古屋駅サービスセンター及び中部国際空港駅において、タブレット端末を利用した即
時翻訳サービスとなる遠隔手話サービスに対応している。

○映像や対面での接遇の向上
　阪急電鉄株式会社では、要員効率化を
図りつつ、多様な駅利用者のニーズに対
応したきめ細かい案内サービスを提供す
るため、主要駅からの他駅監視システム
の導入とあわせて、テレビ電話機能付き
の「駅係員よびだしインターホン」を全
駅に設置している。当該インターホンは、
呼び出しボタンを押すだけの簡単な操作
のみでの利用を可能としているほか、聴
覚障害者に対しては筆談でのコミュニケーションを可能としている。

○乗務員の接遇・介助技術の向上
　ユニバーサルドライバー研修推進実行委員会
（全国ハイヤー・タクシー連合会、全国福祉輸送
サービス協会）では、今後のタクシー事業におけ
るユニバーサルデザインタクシーの普及を展望し
たときに、タクシー乗務員による高齢者や障害者
等への接遇や介助技術の向上を図るソフト面の充
実が必要であるとして、2011年10月からユニバー
サルドライバー研修を実施し、全国への普及・推
進を図っている。
　同実行委員会で実施している研修は１日７時間
で、研修内容は、タクシー事業にとってのユニバー
サル社会、高齢者や障害者の特徴や接遇のポイン
トに関する講義、乗務中の経験を共有するための
グループディスカッション、タクシーへの車椅子
利用者の乗車方法に関する映像、車椅子を使用し
た実習など、多岐に渡っている。
　また、研修修了者には「修了証」を発行するとともに、安心して業務に取り組むことができるよ
う低廉な「賠償責任保険」制度を創設し、加入を推奨している。
　さらに、ユニバーサルドライバー研修の推進と全国への普及・定着を図るため、研修講師の養成
講座を開設している。2017年３月末までに31,416人５ が受講している。

駅係員への教育訓練

研修の案内

ユニバーサルデザインタクシー車
両への乗車（研修DVDより）

研修会の様子

グループディスカッション

駅係員による介助の様子筆談対応の様子

駅係員よびだしイン
ターホン

地図を活用した案内の様子

5 ユニバーサルドライバー研修推進実行委員会ホームページ（http://ud-kensyu.or.jp/2015/07/20.html）
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○ピクトグラムと多言語によるコミュニケーション
　ＡＮＡグループでは、アナウンス等での情報が聞き取れず、イレギュ
ラー発生時に不安に感じている耳や言葉に障害のある人、外国人等に対
して、文字と内容を容易に理解できるピクトグラムの活用と多言語対応
により、空港、機内で係員とのコミュニケーションをサポートするツー
ルとして、「電子版コミュニケーション支援ボード」を開発、導入した。
現在、約9,000台のタブレット端末を空港、機内で活用し、サービスを
提供している。

○子育てタクシー
　一般社団法人全国子育てタクシー協会は、地域で子育て支援の取組を
行うタクシー事業者を会員とする全国レベルの団体として、「子育てド
ライバー養成講座」や「子育てタクシー補償制度」を立ち上げるととも
に、地域の子育て支援団体との協働により、子育て家庭が安心して利用
できるタクシーの普及を図っている。
　「子育てドライバー養成講座」は、チャイルドシート、ベビーカーの
操作や妊産婦体験などの「実技」と、子育てタクシーが求められる背景、
子育てタクシーとしての心がけ等の「座学」を組み合わせた講習、小児
救急看護認定看護師会の全面協力による小児の応急手当法などの講習か
らなる。この養成講座と合わせて半日の保育実習を終了したドライバー
のみ「子育てタクシー」の運転が認められる。
　「子育てタクシー補償制度」は、子育てタクシーのサービス内容、特
に子どもだけを送迎する際などに配慮し、通常の自動車保険ではカバー
できない傷害事故、所持物損壊、人格権侵害等をカバーする。協会加盟
事業者に対し、登録ドライバーに加入させることを義務付けている。
　「地域の子育て支援団体との協働」により、地域のタクシー事業者は
その地域のニーズや子育てに関する情報を共有するとともに、研修会を
年２回開催して、サービスの向上を図っている。
　子育てタクシーは、2015年８月末現在、28都道府県の133社、ドライバー
は1,630 人にまで拡大している。

○「しょうがい者・こうれい者観光案内所」を活用したユニバーサルツーリズム
　特定非営利活動法人バリアフリーネットワーク会議は、那覇空港
内に障害者、高齢者等の沖縄旅行をサポートするワンストップ相談
窓口となる「しょうがい者・こうれい者観光案内所」を設置し、沖
縄のバリアフリー対応の観光地等の情報提供や、車椅子、ベビーカー
等の貸出を実施している。
　また、旅行への同行や入浴、食事等の介助を行う観光ケアサポー
ターを派遣するとともに、琉球大学と連携し、観光ケアサポーター
を育成する講座を開設し、人材育成にも努めている。
　さらに、2013年には国際通りにも「しょうがい者・こうれい者観
光案内所」を設置し、同様のサービスのほか、一時保育や荷物の一時預かりなどのサービスも行っ
ている。
　これらのほか、障害者がホテルなどの観光施設で災害にあった際の避難方法をまとめた「逃げる
バリアフリーマニュアル」、沖縄県内のバリアフリーに対応した観光施設の紹介や実際に障害のあ
る人が施設に行った際の体験レポートをまとめた「そらくる沖縄」、沖縄の公園のバリアフリー化
のあり方をまとめた「沖縄ユニバーサル公園等建設指針」などの編集・出版を行っている。

使用シーン

子育てタクシードライバー登録証

ベビーカー開閉のお手伝い

運転前の安全確認

「しょうがい者・こうれい者観光案内所」（那
覇空港内）
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○学校向け教材の開発
　公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団では、交通バリアフ
リーを切り口として、共生社会を目指すために誰もが共に生きること
のできる社会とはどういうものなのかを考えてもらうことを目的とし
て、中学生の総合学習の教材等として、障害者の映像を交えたエピソー
ド、街や駅、乗り物がバリアフリーになるための具体的事例などを内
容とする「バリアフリー学習プログラム」を同財団のウェブサイトや
冊子により公開している。また、同財団のウェブサイトにおいては、
遊びながら交通バリアフリーの基礎知識について学ぶことができる学
習教材「みんなで考える交通バリアフリー」も公開している。

（４）言葉のバリアフリーの推進

○ 音声翻訳機能付タブレット端末等、専門スタッフの配置、会話研修等を通じた多言語案内の水準
の底上げ
　交通モードにかかわらず、多くの交通事業者や旅客施設管理者において、多様化する訪日外国人旅
行者からの問い合わせに臨機応変に対応するため、音声翻訳アプリケーションを搭載したタブレット
端末を旅客施設に設置、係員に携行させる等により、その場での迅速かつ的確な多言語による案内を
図っている。一部の事業者では、旅客施設の係員と外国人旅行者がコールセンターの通訳スタッフを
介して三者間通話を行うことにより、多言語による案内を可能としている事例もある。また、多言語
でも案内できる係員を旅客施設に配置する等により、よりきめ細かい案内を行っている事例もある。
さらに、旅客施設の係員を中心に、英語等多言語による会話研修等を行っている事例もある。

図表2-65　多言語案内の水準の底上げに向けた各交通事業者等の取組事例
＜タブレット端末・通訳スタッフを介した三者間通話等の活用＞
○鉄道：
　 東京地下鉄（株）、小田急電鉄（株）、京王電鉄（株）、京浜急行電鉄（株）、西武鉄道（株）、東京都交通局、東武鉄道（株）、
東海旅客鉄道（株）、名古屋鉄道（株）、大阪市交通局、福岡市交通局　等

○バスターミナル：
　博多バスターミナル（株）　等
○航空・空港：
　 日本航空（株）、（株）ＡＩＲＤＯ、東京国際空港ターミナル（株）、北海道空港（株）　等
※上記のほか、乗合バス、旅客船においても、同様の取組がみられる。
＜多言語案内ができる専門スタッフの配置＞
　 東京地下鉄（株）（英語、中国語で案内ができるスタッフの配置）、小田急電鉄（株）（英語、中国語、韓国語で案内が
できるスタッフの配置）、横浜市交通局（英語で案内ができるステーションアテンダントの配置）、西武鉄道（株）（ス
タッフによる英語・中国語での案内業務）、大阪市交通局（一部の駅で、中国語で案内できる通訳職員を配置）、京
浜急行電鉄（株）（羽田空港国際線ターミナル駅にインフォメーションセンターを開設し、常時英語・中国語・韓国
語で案内、品川駅に多言語対応可能なコンシェルジュを時間限定で配置）
＜多言語による会話研修等の実施＞
○鉄道：
　 東京地下鉄（株）（英語、中国語）、小田急電鉄（株）（英語）、京王電鉄（株）（英語）、京浜急行電鉄（株）（英語）、 
東武鉄道（株）（英語）、東京急行電鉄（株）（英語）、西武鉄道（株）（英語）

○バスターミナル：
　九州産交ランドマーク（株）（中国語、韓国語）
○タクシー：
　京王自動車（株）（英語）
○空港：
　東京国際空港ターミナル（株）（英語・中国語）
○旅客船：
　太平洋フェリー（株）（英語）

注：事業者名が公表可能なもののみを掲載
注： 主要交通事業者等に対し、言葉のバリアフリーについての先進的な取組を質問（自由記述）したところ、関連する回答を行った事業者名を記

載している。
資料：国土交通省総合政策局による主要交通事業者等向けアンケート結果（165者中101者回答）

バリアフリー学習プログラム
出典　http://www.bfed.jp/
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○多言語による停留所名・目的地検索機能を導入した新型自動券売機
　京浜急行バス株式会社では、2016年12月より、羽田空港及
び横浜駅東口バスターミナルにおいて、乗車券購入時におけ
る自動券売機での停留所名や目的地の検索に当たって、ピン
イン（中国語での発音をアルファベットで表記したもの）を
利用した中国語検索、子音と母音の組み合わせでハングルに
対応した韓国語検索を可能とする新型自動券売機を導入し、
訪日外国人旅行者の使いやすさを向上させている。また、カ
ラー画面表示を白黒表示に切り替える機能を設け、色の違い
が見分けにくい利用者が使いやすくなるようバリアフリーへ
の対応にも配慮している。当該自動券売機は、停留所名のほ
か、方面、主要停留所による３つの検索方法を用意しており、より簡単に乗車券を購入できるよう
にしている。
資料： 京浜急行バス株式会社ホームページ（http://www.keikyu.co.jp/file.jsp?assets/pdf/company/news/2016/20161130HP_16168YM.pdf）

○「バスタ新宿」における言葉のバリアフリー化
　2016年4月に開業した国内最大規模の高速バスターミナル「バスタ新
宿」では、デジタルサイネージを利用した方面別のバス案内を英語、中
国語及び韓国語で随時情報提供するとともに、乗り場をナンバリング及
びカラーリングし、外国人にも理解しやすい環境を整備しているほか、
自動券売機においても、多言語対応の機器を導入している。
　加えて、高速バス等の案内を行うインフォメーションカウンターを設
置しており、日本語、英語は常時対応（中国語は不定期対応）している。
さらに、全国の観光地情報も提供するため、英語、中国語及び韓国語に
対応した東京観光情報センターを設置し、観光情報も提供している。ま
た、併設しているタブレット端末では10言語にも対応している。
資料：バスタ新宿ホームページ（http://shinjuku-busterminal.co.jp/）

(５) ＩＣＴを活用した情報提供の充実

○ インターネット等による公共交通機関のバリアフリー情報の提供サービス「らくらくおでかけ
ネット」
　公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団では、全国の交通事業者、交通施設管理者等から
提供を受けたバリアフリーに
関する情報をもとに、公共交
通機関（鉄軌道駅、バスター
ミナル、空港ターミナル、旅
客船ターミナル）のバリアフ
リー情報をインターネットや
携帯端末により提供してい
る。また、駅・ターミナル情
報については一部英語版での
提供も行っている。

資料：「らくらくおでかけネット」（http://www.ecomo-rakuraku.jp/rakuraku/index/）

東京観光情報センター バスタ新宿

発車便案内表示板
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○ 高齢者、障害者等向けの外出に必要な情報を集約したポータルサイト「とうきょうユニバーサル
デザインナビ」
　公益財団法人東京都福祉保健財団では、段差の無いルートや「だ
れでもトイレ」の場所等、各施設や事業者のホームページに掲載さ
れているユニバーサルデザインに関する情報について、鉄道、バス
等交通手段別、デパート、公園等スポット別、区市町村別などによ
り閲覧できるポータルサイトを運営している。音声読み上げ、色や
文字サイズの変更、ルビ振りの機能を搭載するなど、アクセシビリ
ティを確保した、わかりやすいサイトとなっているほか、外国人の
利用にも配慮して、外国語対応（英語、中国語、韓国語等）してい
るホームページを検索できる機能を搭載している。

○音のユニバーサルデザイン化支援システム「おもてなしガイド」
　ヤマハ株式会社では、近年の訪日外国人旅行客の増加
を背景に、既存の日本語によるアナウンス音声を多言語
化された音声や文字で受け取ることができるスマート
フォン向けアプリケーション「おもてなしガイド」を開
発した。アプリケーション利用時のインターネット接続
は必要なく、訪日外国人旅行者にとって利便性の向上が図られる。また、日本語が分からない人だ
けでなく、お年寄りや耳の聞こえない人々にも、異常時を含めて適切な情報を提供することも可能
になる。成田空港や関西空港、東海道新幹線の一部駅をはじめ、各地の様々な交通機関、商業施設
などで実験が行われている。
資料： 「おもてなしガイド」ホームページ（http://omotenashiguide.jp）

資料： 「とうきょうユニバーサルデザ
インナビ」（http://www.udnavi.
tokyo）
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【コラム２：2012年ロンドンオリンピック・パラリンピック競技大会における取組事例】

＜①ロンドン大会における交通分野のユニバーサルデザイン化に向けた先進的な取組事例＞

○ ウエブによるバリアフリー経路等に関する情報提供「Journey Planner」と「Spectator Journey Planner」
　「Journey Planner」は、2012年ロンドンオリン
ピック・パラリンピック競技大会（以下「ロンド
ン大会」という。）開催期間中のほか、現在もロ
ンドン交通局が提供している乗換検索システム
で、インターネットや携帯電話を通して、起点か
ら終点までの地下鉄、バス、徒歩を含めた経路情
報の検索を行うことができる。また、オプション
で「エレベーターを使用しなければ移動できな
い」、「乗換が最も少ないルート」等の条件を加え
て検索することも可能である。
　このシステムでは、リアルタイムの運行状況の提供、地図等も示しているほか、ソーシャルメディアを活
用しており、ツイッターなどによる情報提供も行っている。さらに、「Direct Enquiries」というアクセシビ
リティ情報提供サイトと連携しており、例えば、駅の入口からホームまでの距離、階段の段数、エレベーター
の位置、それぞれの場所の写真を確認することができ、自分で移動可能か判断することができる。
　「Spectator Journey Planner」は、競技観戦のチケット購入者向けに大会期間中特設されたもので、大会期
間中の交通事情を考慮した経路検索のほか、施設の予約等も可能にするものであった。

○アシスタンスサービスの予約システム「National Booking System」
　障害者が異なる事業者間で鉄道を利用する際に受けることができる介助サービ
スについて、以前は事業者間の電話連絡等で対応していたが、ロンドン大会開催
に合わせて、介助サービスの予約を一元管理し、関係事業者に情報提供できる
「National Booking System」の導入が行われた。このシステムにより、大会中
に13,000人の障害のある乗客のための予約サポートが可能となった。
　なお、介助にあたっては、利用者は右の写真のような待ち合わせポイントで駅
スタッフと待ち合わせを行う。

○８台の車椅子が乗車できるバス
　英国内最大手のコーチ会社であるNational Express社は、英国のパ
ラリンピック選手のチームがポルトガルでトレーニングキャンプを行
うときの移動手段として改装したバスをロンドン大会で提供した。
　車両は、空港内でよく利用されるエアポートバスを利用し８台分の
車椅子が乗車できるよう座席をはずして改装したもので、一般車道も
通行可能なサイズであった。乗降りが便利で選手からは好評であった。

＜②ロンドン大会をレガシーとした更なるユニバーサルデザイン化の取組＞

　上記のとおり、ロンドン大会では交通分野においても先進的な取組が行われたが、大会を契機として、大
会後もロンドン市のイニシアチブのもとで引き続き交通分野のユニバーサルデザイン化を推進することと
し、2012年12月、ロンドン市は、2020年までのロンドン市内の地下鉄やバスをはじめとした公共交通機関の
バリアフリー化に向けた事業計画（「Your Accessible Transport Network」）を策定、交通利用者向けに公
表している。2015年には前年の取組状況の進捗等を踏まえ、同計画の見直しを行なう等、フォローアップも
行っている。
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Your Accessible Transport Network （2012年12月・ロンドン交通局）概　要
○バリアフリーに関する情報提供の推進

～2013年夏

2014年

・地下鉄におけるバリアフリー関係の案内表示の見直し
・段差解消情報が掲載された鉄道路線図や運行情報アプリの開発
・ツイッターによるバリアフリー情報の発信　等
・「Journey Planner」の更新　等

○バリアフリー整備の推進
2013年

2014年以降
2016年又は2017年
2020年又は2021年

・全ての地下鉄駅における点字ブロックの整備
・地下鉄駅への80以上の拡幅改札口の導入
・順次、地下鉄駅やバス停の段差解消等に向けた整備を実施
・95％のバス停でバリアフリー基準への適合を実施
・車椅子利用等による追加的な移動時間を４分の１削減　等

○交通従事者等による接遇の向上
2013年

2016年

・地下鉄の現場スタッフ向けの新たなトレーニングの実施
・バス運転手向けの新たなトレーニングＤＶＤの導入
・タクシーでの接遇教育に関するタクシー業界への働きかけを実施
・タクシーでの接遇状況に関する街頭調査の実施　等
・ ロンドン自治区の９割において障害者等向けの移動相談（バリアフリー経
路の助言等）を実施

○普及啓発の推進
2013年 ・地域交流イベントを通じたバリアフリー化に関する取組の広報

・ 「Dial-a-Ride」（公共交通機関を利用できない障害者向けのロンドン交通局
による送迎サービス）に携わる戦略的な人材確保策の実施

・バリアフリーの進捗に関する情報のメール配信を実施　等
資料：ロンドン交通局ホームページ（http://content.tfl.gov.uk/your-accessible-transport-network.pdf）より国土交通省総合政策局作成
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　バリアフリー法の施行から2016年12月で10年が経過し、交通分野のユニバーサルデザイン化は一
定程度進捗したが、高齢者や障害者は増加しており、訪日外国人旅行者も急増し今後も大幅な増加
が見込まれるなど、なお一層、ユニバーサルデザインへの取組が求められている。

　2020年には東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京大会」という。）が開催され、
世界中から障害のある人も含めあらゆる人が集う。とりわけ、パラリンピックでは、障害のある選
手たちが繰り広げるパフォーマンスを直に目にすることができる。東京大会は、共生社会や一億総
活躍社会の実現に向けて社会の在り方を大きく変える絶好の機会であるとともに、成熟社会におけ
る先進的な取組を世界に示す契機である。ロンドン大会等の事例も参考にしつつ、その後のレガシー
の創出も期待されている。
　東京大会の開催時における鉄道やバスによる移動に関する期待についてみると、高齢者は、「情
報提供や案内サインが良くなる」（61.7％）こと、「駅や車両のバリアフリー化が進む」（51.3％）こ
とへの期待が特に高い。他方、障害者は、「駅や車両のバリアフリー化が進む」（51.6％）ことに次
いで、「係員やスタッフの接遇サービスが向上する」（47.8％）ことへの期待が高くなっている。

図表2-67　東京大会開催時における鉄道・バス移動に期待すること

　2020年の東京大会に向けて、2017年２月に、関係閣僚会議において、「ユニバーサルデザイン
2020行動計画」が策定された。この行動計画では、ユニバーサルデザインの街づくりに向けて、よ
り一層、強力かつ総合的に、国、地方公共団体、民間が一体となって取組を進めていく必要がある
ことが指摘されている。交通分野においては、①東京大会に向けた重点的なバリアフリー化の観点
から、競技会場周辺エリア、主要鉄道駅・ターミナル、成田や羽田をはじめとした空港等における
バリアフリー化等を図るとともに、②全国各地における高い水準のユニバーサルデザインの推進の
観点から、バリアフリー水準の底上げを図るための交通バリアフリー基準・ガイドラインの改正、
駅ホームにおけるハード・ソフト両面からの総合的な転落防止対策の推進、観光地のバリアフリー
化等に取り組んでいくこととされている。
　また、行動計画では、様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めよう
とコミュニケーションをとり支え合い、そのために一人一人が具体的な行動を起こし継続すること
（心のバリアフリー）の重要性が指摘されている。交通分野においては、必要なサービス水準の確

第４章　今後に向けて
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注：本調査は、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）在住の一般利用者、高齢者（70歳以上）及び障害者を対象に実施
資料： （公財）交通エコロジー・モビリティ財団「オリンピック・パラリンピック開催に向けた移動と交通に関する基礎調査」結果よ

り国土交通省総合政策局作成
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保のための交通事業者向け接遇ガイドラインの策定・展開、交通事業者の行う研修の充実などに取
り組んでいくこととされている。

　今後に向けて、行動計画を着実に実行に移すとともに、施行から10年を経過したバリアフリー法
の施行状況や関連施策の進捗状況を点検しつつ、更なるユニバーサルデザインの推進に向けて、関
係者が一体となって取組を進めていくことが必要である。
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　第Ⅲ部においては、交通政策基本計画に盛り込まれた各施策について、2016年度における進捗状
況を記載する。なお、「交通政策基本計画における記載」については、「これまでの取組を更に推進
していくもの」は 、「取組内容を今後新たに検討するもの」は の枠で囲っている。
　また、「交通政策基本計画における記載」において、数値指標については、2015年９月の社会資
本整備重点計画の改訂等により見直されたものは、見直し後の数値指標を併せて記載することとし
た（見直し後の数値指標は「★」で記載。なお、数値指標の基準時について記載のないものは、
2015年度から指標となる数値を起算している。）。
　「数値指標の状況」については、進捗状況が把握できているものについてのみ掲載することとし
ており、社会資本整備重点計画の改訂等により見直された数値指標は、見直し後の数値指標の進渉
状況を掲載している。

（１）地域公共交通ネットワークの再構築

【交通政策基本計画における記載】
○ 居住や医療・福祉、商業等の各種機能の立地について都市全体の観点からコンパクト化され、各地
域がネットワークで結ばれた「コンパクト＋ネットワーク」の形成に資するため、2014年に改正さ
れた「都市再生特別措置法」等及び「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき、「立
地適正化計画」及び「地域公共交通網形成計画」を作成する自治体を総合的に支援する体制を構築し、
それらの計画の着実な策定を促し成功例の積み上げにつなげる。

　　　　［１］　改正法に基づく地域公共交通網形成計画の策定総数
 【2013年度　―　 　2020年度　100件】

　2014年度に改正された都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）及び地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づく立地適正化計画及び地域公共交通網形成計画
等の作成を支援した。
　コンパクト＋ネットワークの形成に向けた地方公共団体の取組が、医療・福祉、住宅、公共施設
再編、国公有財産の最適利用等の様々な関係施策との連携による総合的な取組として推進されるよ
う、関係府省庁で構成する「コンパクトシティ形成支援チーム」（事務局：国土交通省）を通じ、
現場ニーズに即した支援施策の充実、モデル都市の形成・横展開、取組成果の「見える化」等に取
り組んでいる。
　2016年度においては、地方公共団体向けの説明会やブロック別相談会等を通じて把握した現場の
ニーズ等を踏まえ、必要な支援施策の充実を図るとともに、支援施策の全体を一覧できる支援施策
集を改訂して、地方公共団体に情報提供した。また、コンパクト＋ネットワークの実現に資するプ
ロジェクト単位の好事例をまとめた「先行的取組事例集」を公表するとともに、都市の規模やまち
づくりの重点テーマに応じたモデル都市の形成に向けてコンサルティングを行った。さらに、コン
パクトシティの効果を表す指標の一つとなりうる歩行量に関するガイドラインを作成・公表したほ
か、行政・民間事業者等による最適な施設立地等を促進するための人の属性ごとの行動データの把
握に関する手引きを作成した。

第Ⅲ部　平成28（2016）年度交通に関して講じた施策

第１章　豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

第１節　 自治体中心に、コンパクトシティ化等まちづくり施策と連携し、
地域交通ネットワークを再構築する
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　これらの支援に加え、「立地適正化計画作成
の手引き」を改訂し、自治体の計画作成を総合
的に支援した。2016年度末時点において、348
都市が立地適正化計画の作成について具体的な
取組を行っており、そのうち、100都市が立地
適正化計画を作成・公表済みとなった。
　また、地域における地域公共交通ネットワー
クの再構築の取組を支援するため、地方公共団
体の職員向けの研修や地方運輸局による能動的
なサポートを行ったほか、地域公共交通確保維
持改善事業において、地域公共交通網形成計画
等の作成に要する経費の支援をするとともに、
国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に
基づいて実施される事業に対し、補助要件の緩
和・補助対象の拡大等の特例措置を講じるなど
の支援内容の充実を行った。
　これらの支援策を講じたことにより、各地において計画作成が進められており、2016年度におい
て181件の地域公共交通網形成計画が作成された。また、12件の地域公共交通再編実施計画につい
て国土交通大臣の認定を行い、まちづくりなどと連携したバス路線の抜本的な見直しなど、地域公
共交通ネットワークを具体的に再編する取組の実現の後押しを行っている。

【交通政策基本計画における記載】
○ その際、自治体と民間事業者の役割分担を明確にした上で、公有民営方式やデマンド交通、教育、社
会福祉施策との連携など多様な手法・交通手段を活用し、駐車場の適正配置等とも組み合わせながら、
それぞれの地域における徒歩や自転車も含めたベストミックスを実現することを目指す。

　　　　［２］鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定件数
 【2013年度　４件　 　2020年度　10件】
　　　　［３］デマンド交通の導入数 【2013年度　311市町村　 　2020年度　700市町村】

　地域の特性に応じたベストミックスによる効率的で持続可能な地域公共交通ネットワークの実現
を促進するため、地域公共交通確保維持改善事業において、2014年11月に改正された地域公共交通
の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）の枠組みを活用した地域公共交通ネットワー
クの再編に対する支援内容を充実させ、地方の路線バスで車両小型化とサービス改善やデマンド交
通化を一体で行う取組に対して、①ゾーンバスの支線系統等へ小型車両を導入する場合の補助対象
化、②路線バスからデマンド型運行へ転換する場合のセダン型車両の補助対象化、③車両の購入時
一括補助化等の措置を講じた。
　また、地方交付税についても、2015年度に引き続き、地方バス路線や自家用有償運送の運行維持
等に関し必要な措置を講じた。
　これらに加え、地域において多様な交通モードが組み合わさった持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成が進むよう、地方公共団体の職員向けの研修の実施、地方運輸局における能動的なサ
ポートなどにより、地方公共団体が地域公共交通ネットワークを再構築する取組を支援した。
　鉄道については、2008年に地域公共交通活性化再生法が改正されて鉄道事業再構築事業が創設さ
れて以降、同事業を実施するための鉄道事業再構築実施計画が、2015年度までに６件作成され、国
土交通大臣の認定を受けており、同計画の策定を検討している自治体及び事業者に対して助言を

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［１］改正法に基づく地域公共交通網形成計画の策定総数　273件

岐阜市における地域公共交通ネットワーク再構築のイメージ

幹線・支線
への分割

岐阜駅を通過する
非効率な長大路線の見直し

公共交通沿線
への居住の誘導

乗継ぎ拠点の
整備

コミュニティ
交通の導入

第
Ⅲ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策

第１章豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

交通政策白書 137



行っている。2016年度には新たに２件の同計画が策定され、国土交通大臣の認定を受けるとともに、
その他の地域においても具体的な実施計画の策定に向けた関係者の合意が形成されつつある。
　また、利用者が少なく鉄道の特性が発揮できていないことや、活性化の取組を行ってきたものの
引き続き厳しい利用状況であったことから、2018年４月１日にＪＲ西日本が廃止する旨の届出を
行った三江線について、鉄道廃止後の三江線沿線地域における公共交通ネットワークを再構築する
ため、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づく地域公共交通
網形成計画の策定に向けて2016年11月から開催されている三江線沿線地域公共交通活性化協議会へ
参画するとともに、廃止後の代替交通機関の確保等を目的とした協議会を開催している。
　旅客船については、一般旅客定期航路事業からデマンド運航事業への転換等による利用者の利便
性向上・事業者の経営改善を図るため、2016年10月に地域公共交通再編実施計画の認定を行い、デ
マンド運航への転換を行った航路事業者の長崎県五島市（浦～前島航路及び富江～黒島航路）に対
して運営費補助による支援を行った。
　このほか、駐車場の配置適正化について、全国駐車場政策担当者会議等の自治体を対象とした説
明会において、各種制度の周知や取組事例等を紹介するとともに、「都市再生特別措置法に基づく
駐車施設の配置適正化に関する手引き」等に基づき、自治体への技術的助言を実施することや、自
治体と駐車場の配置適正化の実現に向けた意見交換を行うことにより、駐車場の配置適正化を促進
するとともに、社会資本整備総合交付金等を活用し、自治体による駐車場整備等に対する支援を行っ
た。

（２）まちづくりと連携した鉄道駅の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道駅が、交通結節機能に加え、駅空間の有効活用により多くの人が集まる都市の拠点としての機能
を発揮し、効果的なまちづくりと一体になって、住民にとって利用しやすい公共交通ネットワークを
実現するため、まちづくりと相互に連携した駅の設置・総合的な改善や駅機能の高度化を推進する。

　鉄道駅は、交通結節機能に加え、多くの人が集まる都市の拠
点としての機能が求められており、鉄道利用者の安全性や利便
性の向上を図るために、鉄道駅の改良（バリアフリー化、ホー
ム・コンコースの拡幅等）と都市側事業（自由通路の設置、土
地区画整理事業等）とを一体的に行い、駅機能を総合的に改善
したほか、既存の鉄道駅の改良にあわせて保育施設等の生活支
援機能との一体的な整備を進めることにより、地域にとって利
用しやすい鉄道駅空間の高度化を推進した。
　また、幹線鉄道等活性化事業費補助により、まちづくりと連携した新駅の設置に対する支援を行っ
た。さらに、街路事業促進協議会等において自治体を対象として交通結節点整備事業等を紹介する
普及啓発活動を実施するとともに、社会資本整備総合交付金等の活用により、自治体による駅自由
通路や駅前広場の整備等、交通結節点整備に対する支援を行った。

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［２］鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定件数　８件

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［３］デマンド交通の導入数　362市町村

JR関内駅の整備イメージ
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（３）条件不利地域における生活交通ネットワークの確保・維持

【交通政策基本計画における記載】
○ 過疎地や離島などの条件不利地域について、それぞれの地域の特性や実情に応じた最適な生活交通
ネットワークを確保・維持するため、「小さな拠点」の形成等の施策との連携や多様な関係者の連携
による交通基盤の構築に向けた取組を支援する。

　　　　［４］航路、航空路が確保されている有人離島の割合
①航路　　【2012年度　100％　 　2020年度　100％】
②航空路　【2012年度　100％　 　2020年度　100％】

　過疎地や離島をはじめとした条件不利地域における地域公共交通ネットワークの確保・維持を図
るため、2014年11月に改正された地域公共交通活性化再生法の枠組みを活用した地域公共交通ネッ
トワークの再編として、地方の路線バスで車両小型化とサービス改善やデマンド交通化を一体で行
う場合の補助対象車両の拡大や車両購入時の一括補助化等の支援内容の充実を図りながら、引き続
き、地域公共交通確保維持改善事業により、地方路線バス、自家用有償旅客運送等の運行に必要な
支援を実施した。さらに、離島住民が日常生活を行う上で必要不可欠な離島航路・航空路の確保・
維持を図るため、地域公共交通確保維持改善事業において、航路・航空路事業者に対して運営費補
助による支援を行った。
　地方交付税についても、2015年度に引き続き、地方バス路線や自家用有償運送の運行維持等に関
し必要な措置を講じた。

（４）地域公共交通事業の基盤強化

【交通政策基本計画における記載】
○ 厳しい経営状況にある事業者が中長期的にサービス提供を維持できるようにするため、生産性向上や
人材確保も含め、鉄道事業やバス事業、旅客船事業等の基盤強化策を検討する。

　地域鉄道や路線バス、タクシー、旅客船、そしてフェリーなど、地域における生活の足としての
交通サービスを提供する交通事業者は、国際交通や幹線交通を担う大手の事業者と比べると、必ず
しも盤石の経営基盤を有しているとは言い切れない状況にある。例えば、2015年度には、地域鉄道
事業者の約74％、乗合バス事業者の約65％において、経常収支が赤字となった。
　地域鉄道については、安全な鉄道輸送の確保のため、地域公共交通確保維持改善事業等により、
安全性の向上に資する設備の更新等への支援を行った。
　バス事業については、運転者確保に向け、引き続き作成した手引書の展開・普及促進を行うとと
もに、地方運輸局等による高等学校訪問を行い、魅力のＰＲ等を行った。
　タクシー事業については、「タクシー革新プラン2016～選ばれるタクシー～」を踏まえ、女性の
新規就労・定着に向け、女性ドライバーの採用に向けた取組や子育て中の女性が働き続けることの
できる環境整備を行っている事業者を支援・ＰＲのため、2016年6月に「女性ドライバー応援企業」
認定制度を創設した。
　旅客船事業者については、基盤強化を図るため、船舶共有建造制度や船舶の特別償却、買換特例
及び地球温暖化対策税の還付措置等の税制特例措置により、船舶建造等に対する支援を行った。ま
た、旅客航路の観光利用を促進するため、「船旅活性化協議会」の議論を受けて、旅客船とセット
で楽しめる全国各地のサイクリングコースをＰＲするとともに、訪日外国人旅行者受入環境整備緊

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［４］航路、航空路が確保されている有人離島の割合　　　　　　①航路　　100％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②航空路　  96％
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急対策事業等により、訪日外国人旅行者を含む観光客が利用しやすい環境整備への支援を行った。

（５）過疎地物流の確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 過疎地域等において日常の買い物等が困難な状況に置かれる者への対応や宅配ネットワークの維持
のため、「小さな拠点」の形成等の施策との連携を図りつつ、貨客混載や自治体、NPO法人等関係者
との連携など過疎地物流の確保策を検討する。

　少子高齢化等を背景として過疎化が進みつつある地域では物流の効率が低下する一方、車を運転
しない者の増加に伴い、日用品の宅配等の生活支援サービス等のニーズが高まっている。
　このような課題に対応するため、2016年５月に「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法
律」（平成17年法律第85号）を改正し、過疎地域等における地域内配送の共同化等を促進した。
　また、「地域を支える持続可能な物流システムのあり方に関する検討会」の報告を踏まえ、2015
年度に実施したモデル事業から得られた課題や対応策等について実践的なノウハウの蓄積・普及を
図った。

（６）支援の多様化

【交通政策基本計画における記載】
○ 持続可能な地域交通ネットワークの構築のため、公共交通空白地域を中心としてNPO法人や住民団
体等の様々な主体の活用を検討するとともに、交通分野に関係する様々な資金の活用等支援の多様化
を検討する。

　地域公共交通の活性化・再生に関する取組については、これまで地
域公共交通確保維持改善事業等の補助制度や地方財政措置を中心とし
て自治体を支援してきたが、地域のニーズにきめ細やかに対応する上
で、地域公共交通ネットワークの再構築を図る事業について産投出資
も活用できるようにするため、2015年８月26日に施行された「地域公
共交通の活性化及び再生に関する法律及び独立行政法人鉄道建設・運
輸施設整備支援機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第28号）
に基づく認定を受けた地域公共交通ネットワークの再構築を図る事業に対する鉄道・運輸機構を通
じた出資等の制度について、引き続き活用の検討を進めた。

NPO法人によって運行される「魚津市民
バス」（富山県魚津市）
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（１）バス交通の利便性向上とLRT、BRT等の導入

【交通政策基本計画における記載】
○ コンパクトシティ化などの都市構造転換等に併せ、自家用車から公共交通機関への転換による道路交
通の円滑化を促進するため、バス交通の利便性向上を図るとともに、道路交通を補完・代替する公共
交通機関であるLRT・BRT等の導入を推進する。

　　　［５］　LRTの導入割合（低床式路面電車の導入割合）
 【2013年度　24.6％　 　2020年度　35％】

　前節（１）の取組を推進することにより、コンパクトシティの形成と合わせた地域公共交通ネッ
トワークの再構築を各地域で実現していくに当たっては、その根幹となる地域内幹線交通の確保と
利便性向上により、当該地域全体としての交通の円滑化・効率化を図ることが不可欠となる。

　ＬＲＴは、従来の路面電車よりも走行空間、車両等を向上させる
とともに、道路空間、鉄道敷等の既存インフラも有効活用すること
で、高い速達性、定時性、輸送力を持った、人や環境に優しい公共
交通システムである。バリアフリーや環境への配慮、さらに中心市
街地の活性化による都市・地域の再生等に寄与するものとして、各
都市で導入が検討されている。
　こうしたＬＲＴの導入やＩＴシステム等の高度化に向けた取組を
地域公共交通確保維持改善事業、社会資本整備総合交付金、都市・
地域交通戦略推進事業等により総合的に支援した。鹿児島市交通局

等においては、低床式路面電車（ＬＲＶ６）の導入が進められるとともに、福井鉄道及びえちぜん
鉄道における路面電車と鉄道の相互乗り入れ整備が進め
られるなど、各都市で公共交通ネットワークの再構築等
が進められた。
　ＢＲＴは、連節バス、公共車両優先システム（ＰＴＰ
Ｓ７）、バス専用道、バス専用通行帯等を組み合わせる
ことで、速達性・定時性の確保や輸送能力の増大が可能
となる高次の機能を備えたバスシステムであり、2016年
度末時点で、全国で17箇所に導入されている。
　また、個別の交通実態等を勘案しつつ、バスや路面電
車の定時運行を確保するための交通規制の見直しや公共
車両優先システム（ＰＴＰＳ）、バス専用通行帯等の整
備を行うなど、関係機関・団体等と連携して、公共交通
機関の定時性・利便性の向上に資する取組を推進した。

第２節　地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開を後押しする

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［５］　LRTの導入割合（低床式路面電車の導入割合）　27％

鹿児島市交通局

公共車両優先システム（PTPS）

6 Light Rail Vehicleの略
7 Public Transportation Priority Systemsの略
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（２）コミュニティバスやデマンド交通の効果的な導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 人口減少や少子高齢化に伴い地域の生活交通の維持が困難となる中で、生活交通ネットワークを確
保・維持するため、民間事業者のバス路線の再編等による活性化、コミュニティバスやデマンド交通
の効果的な導入を促進する。

　地域公共交通網形成計画の策定の進捗に伴い、コミュニティバスや乗合タクシーを効果的に導入
する取組が進んでいる。岐阜市では、ダイヤ、運賃、停留所位置の決定など、住民が経営感覚を持っ
て運営するコミュニティバスの導入地区が広がっている。また、近年、高齢運転者による重大な交
通死亡事故の相次ぐ発生や、高齢運転者の交通安全対策を強化する道路交通法等の施行を踏まえ、
2017年３月に「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」を開催し、高齢者が安心して移動できる
環境の整備に向けた検討を開始した。
　地域公共交通ネットワークの確保･維持や再構築の取組については、本章第１節（１）及び（３）
並びに第２節（１）に同じ。

（３）自転車の利用環境の創出

【交通政策基本計画における記載】
○ 自転車の利用環境を創出するため、安全確保施策と連携しつつ、駐輪場・自転車道等の整備、コミュ
ニティサイクルの活用・普及、サイクルトレイン等の普及、各種マーク制度（BAAマーク、SBAAマー
ク等）の普及など、自転車の活用に向けた取組を推進する。

　　　　［６］コミュニティサイクルの導入数 【2013年度　54市町村　 　2020年度　100市町村】

　クリーンかつエネルギー効率の高い持続可能な都市内交通体系の実現に向け、自転車の役割と位
置づけを明確にしつつ、交通状況に応じて、歩行者・自転車・自動車の適切な分離を図り、歩行者
と自転車の事故等への対策を講じるなど、安全で快適な自転車利用環境を創出する必要がある。
　このことから、自転車ネットワーク計画の作成やその整備を促進するため、国土交通省と警察庁
は共同で有識者による検討委員会での検討を進め、2016年７月に「安全で快適な自転車利用環境創
出ガイドライン」を改定し、その周知を図るとともに技術的助言等を実施した。また、2016年12月
には、自転車活用推進法（平成28年法律第113号）が公布されたところであり、車道通行を基本と
する自転車通行空間の整備やコミュニティサイクルの導入支援等、安全で快適な自転車利用環境の
創出に関する取組を推進した。
　路上駐輪等への対策としては、これまでと同様、社会資本整備総合交付金等により、地方公共団
体による自転車等駐車場の整備等に対する支援を実施するとともに、地域において自転車を共有・
共用するシステムとして、相互利用可能な複数のサイクルポートからなる、自転車による面的な都
市交通システムであるコミュニティサイクルの普及を推進した。コンパクトシティの形成等まちづ
くりの観点からの自転車等駐車場整備等を推進するため、「自転車等駐車場の整備のあり方に関す
るガイドライン」を改訂し、地方公共団体へ周知を図った。加えて、全国コミュニティサイクル担
当者会議等において、自転車の利用環境の整備やコミュニティサイクルの取組事例の紹介等を行う
ことにより、自転車の活用に関する取組の促進を図った。
　また、自転車の利用環境整備という点では、自宅から乗り、鉄道駅併設の自転車駐車場等に止め
て、公共交通機関に乗車するといった地域内のみでの利用にとどまらず、自転車をそのまま乗せる
ことができるサイクルトレインを活用して、降車駅からも自転車を利用できる環境を整えることで、
通勤、通学、さらには買い物などの際の利便性を高める上で有効である。このため、サイクルトレ
インの現状について把握するため、その実施状況について調査を実施するとともに、ベストプラク
ティスの共有を図った。
　さらに、安全性向上と環境負荷物質使用削減による環境に優しい自転車供給を目的として、一般
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社団法人自転車協会による業界自主基準である自転車安全基準を基にした「ＢＡＡ８マーク」やス
ポーツ車を対象とした「ＳＢＡＡ９マーク」普及を促進した。

（４）超小型モビリティの普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 高齢者を含むあらゆる世代に新たな地域の手軽な足を提供し、生活・移動の質の向上をもたらすため、
新たな交通手段である「超小型モビリティ」の普及を推進する。

　超小型モビリティは、高齢者を含むあらゆる世代に対して新たな地域の交通手段を提供し、生活・
移動の質の向上をもたらす、少子高齢化時代の「新たなカテゴリー」の乗物である。
　超小型モビリティの導入補助を通じ、自治体・事業者等が実施する優れた取組について重点的に
支援を行うなど、その普及を推進した。具体的には、超小型モビリティの認知度を高めるために業
務用車両として導入した沖縄県那覇市の事例、観光用車両として活用していた超小型モビリティを
増車した徳島県三好市の事例などがある。また、2015年度に開催したシンポジウムに引き続き、超
小型モビリティの将来のあり方等について意見交換を行うため、2016年12月、関係省庁、自治体、
メーカー、有識者等からなる「地域と共生する超小型モビリティ勉強会」を開催した。

（５）レンタカーの活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関を補完するものとして自動車を効率的に保有・利用するため、レンタカーの更なる利便
性の向上や、レンタカーを活用したカーシェアリングの活用を検討する。

　レンタカーは、国民のライフスタイルの変化、企業活動におけるコスト意識の高まり等により「自
動車を保有することから、必要な時に利用する」というニーズの変化・多様化に対応し、レジャー、
観光、ビジネス、福祉等、様々な場面で重要な役割を果たしている。
　レンタカー型カーシェアリングとは、会員制により特定の借受人に対して、自家用自動車を貸し
渡すことをいい、利用者である会員は、自ら自動車を所有せず、必要な時に自動車を借りることと
なり、日常の比較的短時間の利用を中心に、ビジネス、買い物、セカンドカー的な使用がなされて
いる。
　例えば、公共交通機関を補完するような短時間・短区間の利用という選択肢を増やすべく、ワン
ウェイ方式10によるレンタカー型カーシェアリングについて、より幅広く実施･利用がなされるよ
う手続きや取扱いについて検討を行うとともに、公共交通機関を補完するレンタカーの貸渡し・返
却を行う場所に係る多様かつ柔軟な取扱いについて検討を行った。
　さらに、カーシェアリング等の新たな交通モードについて、道路空間を有効活用しながら、公共
交通との連携を強化させる取組として、東京都千代田区では、地下鉄大手町駅に近接した箇所に、
我が国では初となる道路上のカーシェアリングステーションを設置の上、公共交通の利用促進の可
能性を検証する社会実験を実施した。

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［６］コミュニティサイクルの導入数　87市町村

8 Bicycle Association Approved（自転車協会認証）の略
9 Sports Bicycle Association Approvedの略
10 貸渡車両が他の路外駐車場等に返還され、必ずしも「使用の本拠の位置」である無人の配置事務所に返還されない形態
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（６）バスフロート船の開発など海と陸のシームレスな輸送サービスの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ また、特に高齢化が進む離島航路の周辺における住民の日常の交通手段の確保や観光旅客需要喚起に
よる地域の活性化のため、陸上の交通機関と旅客船との乗り継ぎの負担を軽減する海陸連結型バス交
通システム（バスフロート船）の開発、旅客船におけるデマンド交通の効果的な活用、本土側のアク
セス交通の向上等によるシームレスな輸送サービスの実現を検討する。

　2015年度に策定された海陸連結型バス交通システム（バスフロート船）の安全要件（安全管理規
程の策定指針）に基づき、適切に審査を実施した。また、バスフロート船化に向けたフェリー事業
者からの相談に適切に対応した。そのほかに、バスフロート船の普及促進を図るため、交通運輸技
術フォーラム等で導入効果の説明を行った。
　旅客船について、一般旅客定期航路事業からデマンド運航事業への転換による利用者の利便性向
上・事業者の経営改善を図るため、2016年10月に地域公共交通再編実施計画を策定し、デマンド運
航への転換を行った航路事業者の長崎県五島市（浦～前島航路及び富江～黒島航路）に対して運営
費補助による支援を行った。

バスフロート船の実証実験風景
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（１）現行の整備目標等の着実な実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき2011年に改訂された「移動等
円滑化の促進に関する基本方針」に定められた現行の整備目標等を着実に実現する。

　　　　［７］車両のバリアフリー化
　　　　　　　①鉄軌道車両　　　　　　　　　　　 【2013年度　60％　 　2020年度　 約70％】
　　　　　　　②ノンステップバス　　　　　　　　 【2013年度　44％　 　2020年度　 約70％】
　　　　　　　③リフト付きバス等　　　　　　　　 【2013年度　 ４％　 　2020年度　 約25％】
　　　　　　　④旅客船　　　　　　　　　　　　　 【2013年度　29％　 　2020年度 　約50％】
　　　　　　　⑤航空機　　　　　　　　　　　　　 【2013年度　93％　 　2020年度　　100％】
　　　　　　　⑥福祉タクシー車両　　　　 【2013年度　13,978台　 　2020年度　 約28,000台】
　　　　［８］旅客施設等のバリアフリー化
　　　　　　　①段差解消率　　【2013年度　鉄軌道駅　　　　　 83％　 　2020年度　約100％】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バスターミナル　　 82％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旅客船ターミナル　 88％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　航空旅客ターミナル 85％

　　　　　　　②視覚障害者誘導用ブロックの整備率
　　　　　　　　　　　　　 【2013年度　鉄軌道駅　　　　　　　 93％　 　2020年度 約100％】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 バスターミナル　　　　 80％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 旅客船ターミナル　　　 69％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 航空旅客ターミナル　　 94％
　　　　　　　③障害者対応トイレの設置率
　　　　　　　　　　　　　 【2013年度　鉄軌道駅　　　　　　　 80％　 　2020年度 約100％】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 バスターミナル　　　　 63％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 旅客船ターミナル　　　 71％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 航空旅客ターミナル　　100％
　　　　　　　④特定道路におけるバリアフリー化率【2013年度　 83％　 　2020年度 約100％】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　★【2013年度　 83％　 　2020年度　 100％】
　　　　　　　⑤特定路外駐車場におけるバリアフリー化率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【2012年度　 51％　 　2020年度　約70％】
　　　　　　　⑥主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等のバリアフリー化率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【2013年度 約98％　 　2016年度　 100％】
　　　　　　　★主要な生活関連経路における信号機等のバリアフリー化率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【2014年度 約98％　 　2020年度　 100％】

　交通分野におけるバリアフリー化については、バリアフリー法に基づく「移動等円滑化の促進に
関する基本方針」（以下この項において「基本方針」という。）を踏まえ、地域公共交通確保維持改
善事業等による支援を通じて取組を推進している。基本方針では、2020年までに１日の乗降客数が
平均3,000人以上の旅客施設については、原則すべてにおいて段差解消、視覚障害者誘導用ブロッ
クの整備及び障害者対応トイレの設置を達成する等の目標を掲げているが、交通政策基本計画にお
いても、当該目標の着実な実現又はより早期での実現を目指すこととしている。
　全モード共通的な取組として、公共交通事業者等が施設及び車両等を整備する際に整備すべき内
容を示した、バリアフリー法に基づく「移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及
び設備に関する基準を定める省令」、及び「公共交通機関の移動等円滑化整備ガイドライン（旅客
施設編、車両等編）」については、公共交通分野のバリアフリー水準の底上げを図るため、「移動等
円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準等検討委員会」を開催し、

第３節　バリアフリーをより一層身近なものにする
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検討を開始した。今年度に具体の改正作業を進めることとしている。また、視覚障害者・聴覚障害
者など情報の取得に制約のある方が公共交通機関を利用する上で必要な情報をわかりやすく提供す
る、「情報バリアフリー」を推進する取組としては、ＩＣＴ等の新技術を活用した情報提供・案内サー
ビスのあり方について検討を行う「旅客施設等における視覚・聴覚障害者等に対応するＩＣＴを活
用した情報提供・案内に関する調査検討委員会」を開催し、対応の方向性をとりまとめた。
　バス・タクシーについては、バリアフリー法に基づき、予算･税制措置によりバス･タクシー事業
者の実施するバリアフリー車両の整備に対し支援を実施するとともに、空港アクセスバスにおける
リフト付バスを導入した実証運行等を通して、バリアフリー化の推進を図った。
　鉄道については、バリアフリー法に基づき、予算・税制措置により自治体と連携し、鉄道事業者
の実施するバリアフリー施設・車両の整備を促進するとともに、エレベーターを整備するためにこ
線橋や通路の新設といった大がかりな改築が必要となる鉄道駅の大規模なバリアフリー化に対し支
援を実施した。また、大開口等の新しいホームドアに対応する視覚障害者誘導用ブロックの敷設に
ついては、その対応方法が確立していないため、「新型ホームドアに対応する視覚障害者誘導用ブ
ロックの敷設方法に関する調査検討委員会」を開催し、新型ホームドアに対応する視覚障害者誘導
用ブロックの敷設方法のあり方について検討を行うとともに、2017年度に最終的な結論を出すこと
としている。
　全国の主要駅、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、高齢者・障害者をはじめとする誰もが
安心して通行できるよう、幅の広い歩道の整備、歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚
障害者用ブロックの整備、音響式信号機、経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩車分離式信号等
のバリアフリー対応型信号機の整備、高輝度標識、エスコートゾーン等の見やすく分かりやすい道
路標識・道路標示の整備等、歩行空間のバリアフリー化を推進した。
　旅客船及び旅客船ターミナルについては、地域公共交通確保維持改善事業補助金等を活用してバ
リアフリー化を推進した。また、ユニバーサルデザイン2020最終とりまとめを踏まえ、１日の乗降
客数が3,000人以上の旅客船ターミナルについて、旅客船の乗降口から公共バス・タクシー等の乗
降場所までの連続的なバリアフリー化の対応状況を点検するとともに、旅客船についてバリアフ
リー優良事例を収集し、情報発信を行った。
　航空旅客ターミナルについては、ターミナルビル会社
に対する指導を行うとともに、段差の解消や視覚障害者
誘導用ブロックの整備を推進する等、必要な取組を行っ
た。
　路外駐車場については、基本方針において特定路外駐
車場のバリアフリー化の目標を掲げており、目標達成に
向け、自治体及び関係団体等に対して周知の徹底を図る
とともに、都市・地域交通戦略推進事業等において、整
備・改築と合わせた特定路外駐車場のバリアフリー化の
支援を行った。

＜数値指標の状況＞
［７］車両のバリアフリー化

①鉄軌道車両　      　　65％      （2016年３月末時点）
②ノンステップバス　　50％      （2016年３月末時点）
③リフト付きバス等　　 6％      （2016年３月末時点）
④旅客船　　　　　　　37％      （2016年３月末時点）
⑤航空機　　　　　　　96％      （2016年３月末時点）
⑥福祉タクシー車両　　15,026台 （2016年３月末時点）

エスコートゾーン音響式信号機

第
Ⅲ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策

第１章 豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

交通政策白書146



（２）ホームドアの設置とベビーカーの利用環境改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 大都市等において、高齢者や障害者、妊産婦等の自立した日常生活や社会生活を確保するため、ホー
ムドアの設置やベビーカーの利用環境改善等、必要な対策を深化する。特に、視覚障害者団体からの
要望が高い鉄道駅及び１日当たりの平均利用者数が10万人以上の鉄道駅について、「移動等円滑化の
促進に関する基本方針」に則り、ホームドア又は内方線付きJIS規格化点状ブロックによる転落防止
設備の優先的な整備を行う。

　　　　［９］ホームドアの設置数　　　　　　　　　【2013年度　583駅　 　2020年度　約800駅】

　鉄道駅のホームにおける視覚障害者等の接触・
転落等を防止するための設備として非常に効果が
高いホームドア施設について、自治体と連携し、
予算・税制措置により整備を推進した。
　また、ベビーカーの安全な使用やベビーカー利
用への理解・配慮の普及啓発のため、2014・2015
年度に引き続き５月にベビーカーキャンペーンを
実施し、鉄道駅や車両へのポスターの掲示やチラシの配布を行った。
　さらに、ベビーカーマークに関する国民の意識を把握することを目
的として、2016年９月、国土交通省インターネットモニターアンケー
トを実施した。調査の結果、公共交通機関で原則的にベビーカーを折
りたたまずに使用できることについて、８割以上の人が「賛成」と感
じているという結果となった。また、ベビーカーマークを「見た、も

＜数値指標の状況＞
［８］旅客施設等のバリアフリー化
①段差解消率
　鉄軌道駅 86％ （2016年３月末時点）
　バスターミナル 90％ （2016年３月末時点）
　旅客船ターミナル 100％ （2016年３月末時点）
　航空旅客ターミナル 86％ （2016年３月末時点）
②視覚障害者誘導用ブロックの整備率
　鉄軌道駅 94％ （2016年３月末時点）
　バスターミナル 85％ （2016年３月末時点）
　旅客船ターミナル 71％ （2016年３月末時点）
　航空旅客ターミナル 100％ （2016年３月末時点）
③障害者対応トイレの設置率
　鉄軌道駅 83％ （2016年３月末時点）
　バスターミナル 68％ （2016年３月末時点）
　旅客船ターミナル 92％ （2016年３月末時点）
　航空旅客ターミナル 100％ （2016年３月末時点）
④特定道路におけるバリアフリー化率 86％　（2016年３月末時点）
⑤特定路外駐車場におけるバリアフリー化率 58％　（2016年３月末時点）
⑥主要な生活関連経路における信号機等のバリアフリー化率 約99％　（2016年３月末時点）

ベビーカーマーク

ベビーカーキャンペーン用ポスター
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しくは知っていた」と回答した人は４割弱となった。同年12月８日に開催した第７回「公共交通機
関等におけるベビーカー利用に関する協議会」では、こうした取組の結果を報告するとともに、課
題を整理し、今後の取組に向けた検討を行った。

（３）外出しやすく歩きやすい歩行空間の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 沿道景観の充実や休憩施設の配置などと一体となった、外出しやすく歩きやすい歩行空間の整備を推
進する。

　急速に進む高齢社会を背景に高齢者をはじめとする多くの国民がより活動的に暮らせるまちづく
りの推進を目的に策定された｢健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン｣（2014年８月発出）
について、街路事業促進協議会等において周知を図った。また、社会資本整備総合交付金等により、
地方公共団体による歩行空間の整備等に対する支援を行った。

（４）「心のバリアフリー」の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 施設面・設備面における取組に加えて、交通事業の現場においてすべての事業従事者や利用者が高
齢者、障害者、妊産婦、子ども連れの人等の困難を自らの問題として認識するよう、「心のバリアフ
リー」対策を推進する。

　公共交通事業者の協力を得つつ、国民に対し高齢者・障害者等
の置かれた状況を疑似体験する等の啓発活動を内容とする「バリ
アフリー教室」の開催や「鉄道利用マナーＵＰキャンペーン（「ひ
と声マナー」はじめよう。）」を実施した。
　タクシー関係では、「ユニバーサルドライバー研修」が普及・
促進されるよう、業界団体と連携を行い、必要な助言等を行った。
　また、引き続き、公共交通事業者の協力を得つつ「バリアフリー
教室」を実施するとともに、バリアフリー教育のための学校用副
教材及び教師用解説書の作成を進めた。

（５）「言葉のバリアフリー」の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ また、訪日外国人旅行者等の移動の容易化のため、交通施設や公共交通機関における多言語対応の
改善・強化等の「言葉のバリアフリー」対策を推進する。

　多言語対応ガイドライン（2014年３月）に基づき、多言語対応の統一性・連続性の確保に向けて
必要な積極的取組を訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金等も活用して引き続き推
進した。また、2015年に引き続き、外国人旅行者に対する分かりやすい道案内を実現できるよう、
公共交通機関や観光案内パンフレット等と連携した更なる道路案内標識の充実を図るとともに、「多
言語対応の取組方針」に基づいて多言語対応を進めた。
　高速道路については、高速道路に路線番号を付すことにより、わかりやすい道案内を実現するた

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［９］ホームドアの設置数　665駅

鉄道利用マナーUPキャンペーン用ポスター
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め、2016年４月に「高速道路ナンバリング検討委員会」を開催し、同年10月
に「高速道路ナンバリングの実現に向けた提言」をとりまとめた。加えて、
2017年２月に「高速道路番号」の標識の新設等を行う「道路標識、区画線及
び道路標示に関する命令」の改正を行い、圏央道開通区間（境古河ＩＣ～つ
くば中央ＩＣ）において、我が国で初めて高速道路ナンバリングに係る標識
を設置した。標識については、2020年の概成に向けて全国の高速道路等にお
いて整備を進めている。さらに、利用者の利便性向上のため、同年２月に官
民の各主体が協調し、高速道路ナンバリングの表示方法（道路標識における
表示方法を除く。）、読み方の統一を図るガイドラインを定めた。
　道路における訪日外国人への適切な案内誘導については、全国の主要観光
地49拠点等において、各機関の案内看板等とも連携し、道路案内標識の英語表記改善を推進した。
また、東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県内を対象に策定された「2020年東京オリンピック･パラ
リンピック競技大会に向けた道路標識改善の取組方針」に基づき、英語表記改善、路線番号の活用、
ピクトグラム･反転文字の活用、通称名表記･文字サイズ拡大、歩行者系標識の充実など道路標識の
改善を推進した。
　観光地における道路案内については、観光地に隣接する又は観光地へのアクセス道路の入口の交
差点にある交差点名標識に観光地名称を表示することにより、旅行者にとって観光地へのわかりや
すい案内となるよう改善に取り組んでいる。また、道路案内標識と国土地理院が作成予定の英語版
地図（100万分１）に用いる「道路関連施設」や「山等の自然地名」の英語表記の整合を図るため、
各都道府県の道路標識適正化委員会において、観光関係者を含む関係機関との調整を実施した。
　主要駅ターミナル等における案内表示の連続性等の確保については、関係者間の取組を推進して
いる。具体的には、「新宿ターミナル協議会案内サイン分科会」や「オリンピック・パラリンピッ
クを見据えたバリアフリー化のあり方に関する検討会」において、取組方針等のとりまとめが行わ
れたことから、鉄道についても、引き続き鉄道会社との意見交換等の場を通じて、鉄道事業者間の
案内表示の連続性やわかりやすさ等の取組の促進を働きかけた。また、多言語対応の改善・強化等
に向けて鉄道事業者に働きかけを行った。
　タクシーについては、多言語によるコミュニケーションの充実を図り、利用者利便の向上を図る
ため、配車アプリの多言語化の取組に対する支援を行った。
　クルーズ船関係でも、訪日クルーズ旅客を受け入れる施設等において、無料公衆無線ＬＡＮ環境
の提供、多言語案内表示を行うなど、「言葉のバリアフリー」対策を推進した。
　このほか、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」や「国内観光の振興・
国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等の利用促進に関する当面の取組方針」に基づき、訪日
外国人等が高速バスを利用しやすい環境を整備するため、訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高
速バス情報プラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」を開設した他、鉄道駅・バス路線のナンバリ
ングを推進した。

（６）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたさらなるバリアフリー化

【交通政策基本計画における記載】
○ 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、鉄道駅・空港における複数ルートのバリアフリー
化や観光地周辺の鉄道駅のバリアフリー化、視覚・聴覚など様々な面での障害者・高齢者の立場からの線
的・面的なバリアフリー化、バス停のバリアフリー化など、さらなるバリアフリー化の推進を検討する。

　東京大会を契機として、競技会場等にとどまることなく、地方を含め、街づくりにおけるユニバー
サルデザインに取り組むとともに、いわゆる「心のバリアフリー」に取り組み、共生社会を次世代
に誇れるレガシーとして創り出すべく、定期的に「ユニバーサルデザイン2020関係府省等連絡会議」
を開催し、同連絡会議が格上げされた「2017年２月にユニバーサルデザイン2020関係閣僚会議」に
おいて、2017年２月に「ユニバーサルデザイン2020行動計画」が策定された。
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　また、2015年度に実施したバリアフリー化の推進に関する調査研究のとりまとめ結果等に基づき、
旅客施設等における視覚・聴覚障害者、高齢者、外国人等、各種情報の取得に制約のある者に対応
した情報提供・案内サービスや新型ホームドアに対応する視覚障害者誘導用ブロックの敷設方法に
関する検討会を開催し、そのあり方についてとりまとめた。
　羽田・成田両空港におけるアクセスバスにおいては、リフト付バスを導入した実証運行等を通し
て、バリアフリー化の推進を図った。さらに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
の開催に向けて、国民的機運の醸成、意識の高揚を図るとともに、バス・タクシー等のバリアフリー
化をはじめとした交通サービスの整備を促進する観点から、2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会エンブレムと背景図柄を施した大会特別仕様ナンバープレートを、2017年10月頃から
2020年までの間、全国において交付することとし、その交付に向けて、大会組織委員会と連携しつ
つ、背景図柄のデザイン公募、デザイン選考等を行った。
　以上に加えて、都市・地域交通戦略推進事業において、交通施設のバリアフリー化や計画策定に
対する支援を行った。

（７）コストダウンの促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関のバリアフリー化や福祉車両の導入に係る費用を低減することで、さらなるバリアフ
リー化を促進するため、技術開発や関係基準の見直しなど、コストダウンの促進について検討する。

　2015年度に引き続き、車両ドア位置の相違やコスト低減等の課題に対応可能な新たなタイプの
ホームドア（昇降バー式ホームドア、マルチドア対応ホームドア）の技術開発に対して支援を行った。
また、駅ホームにおける安全性向上のための検討会の中間とりまとめに基づき、新型ホームドアの
普及促進のための手引き書を作成したほか、新型ホームドアの情報共有を図るワーキンググループ
を開催した。
　また、ノンステップバスの標準仕様について、高齢者と車椅子使用者をはじめとする障害者にとっ
て、より優しいバスのバリアフリー化を進めるため、また、利用者・事業者の意見を基により利便
性を高いものとすべく、一層の室内移動性、乗降利便性の向上を図ることとしたノンステップバス
標準仕様の改正を行った。

昇降ロープ式ホームドア マルチドア対応ホームドア
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（１）都市鉄道ネットワークの拡大・利便性向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 都市鉄道の利用を促進するため、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しながら、大都市圏にお
ける連絡線の整備や相互直通化、鉄道駅を中心とした交通ターミナル機能の向上を図る等、都市鉄
道のネットワークの拡大・利便性の向上を推進する。

　　　　［10］東京圏の鉄道路線における最混雑区間のピーク時間帯混雑率
　　　　　　　　①主要31区間の平均値 【2013年度　165％　 　2015年度　150％】
　　　　　　　　②180％超の混雑率となっている区間数 【2013年度　14区間　 　2015年度　０区間】
　　　　［11］東京圏の相互直通運転の路線延長 【2013年度　880km　 　2020年度　947km】

　2016年４月に「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」の答申がとりまとめられた。
また、都市鉄道ネットワークの充実や一層の利便性の向上を推進するため、同答申を踏まえた既存
の都市鉄道施設の有効活用による都市鉄道の路線間の連絡線整備や相互直通化、地下鉄の整備、輸
送障害対策の検討等を行った。

（２）円滑な道路交通の実現

【交通政策基本計画における記載】
○幹線道路等において信号制御の高度化を行い、より円滑な道路交通の実現を目指す。
　　　　［12］信号制御の高度化による通過時間の短縮（2011年度比）

【2013年度　約4,900万人時間／年短縮　 　2016年度　約9,000万人時間／年短縮】
　　　　　　★信号制御の改良による通過時間の短縮

【2020年度までに約5,000万人時間／年短縮】

　幹線道路の機能の維持向上のため、信号機の集中制御化、系統化、感応化、
多現示化等の改良を推進した。

第４節　旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる高みへ引き上げる

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［10］東京圏の鉄道路線における最混雑区間のピーク時間帯混雑率

①主要31区間の平均値　164%
②180％超の混雑率となっている区間数　12区間

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［11］東京圏の相互直通運転の路線延長　880km 

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［12］信号制御の改良による通過時間の短縮　428万人時間／年短縮

信号機の多現示化
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（３）先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・実用化・普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 先進技術を利用してドライバーの運転を支援し、ドライバーの負荷を軽減するため、車両単体での
運転支援システムや、通信を利用した運転支援システム等の先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・
普及を促進する。

　　　　［13］大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキの装着率 【2012年度　54.4％　 　2020年度　90％】

　衝突被害軽減ブレーキ等の実用化されたＡＳＶ11技術について、補助制度及び税制特例を実施す
るとともに、対歩行者衝突被害軽減ブレーキ性能の評価を導入するなど自動車アセスメントを拡充
して実施した。また、路肩退避型等発展型ドライバー異常時対応システム等のさらなるＡＳＶ技術
の開発・実用化の促進のため、第６期ＡＳＶ推進計画（2016年度～2020年度）を開始した。

（４）サービスレベルの見える化

【交通政策基本計画における記載】
○ 旅客交通等のサービスレベルの向上のため、公共交通機関における定時性や快適性などのサービス
レベルの見える化を検討する。

　国内交通のサービス水準について、可能な限り客観的に評価できるように、数値データの集約を
推進した。例えば、三大都市圏における鉄道、バス等の公共交通機関の利用実態を把握するため「第
12回大都市交通センサス」の調査結果について集計･分析するとともに、我が国の物流動向を把握
するための「第10回全国貨物純流動調査（物流センサス）」の調査結果についても同様に、集計･分
析を実施した。
　また、地域公共交通サービスの利用しやすさについて、地域公共交通の「サービスのアクセシビ
リティ指標」評価手法を改良するとともに、改良した本手法に基づいた市町村毎の交通サービスの
比較結果等について、昨年度に引き続き市町村へ共有を図った。
　さらに、2016年４月にとりまとめられた「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」の
答申を踏まえ、鉄道の遅延の見える化を進めた。

（５）ビッグデータの活用による交通計画の策定支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 自治体が策定する地域公共交通ネットワークに関する計画や事業者が策定する運行計画等の効果的・
効率的な作成を促進するため、交通関連のビッグデータの活用による交通計画の策定支援策を検討
する。

　ビッグデータ等を活用してバス事業の経営分析を行い、バス路線・ダイヤの再編や経営改善策を
計画するとともに、経営革新を図るための支援策として2015年度に策定した、「地方路線バス事業
の経営革新ビジネスモデル実施マニュアル」及び「データ収集・分析ツール」について、一般への
提供を行うとともに、当該ツールについては、発展・高度化に向けた、新たなビッグデータ（人口
流動統計）の活用についての検討を行った。

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［13］大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキの装着率　60.3％

11 Advanced Safety Vehicleの略
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（６）交通系ＩＣカードの普及・利便性向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関の利用者利便の向上のため、交通系ICカードの利用エリアの拡大や事業者間での共通利
用、エリア間での相互利用の推進策を検討する。

　　　　［14］相互利用可能な交通系ICカードが導入されていない都道府県の数
【2013年度　12県　 　2020年度　０県】

　公共交通機関における交通系IC
カードについては、2001年にＪＲ東
日本がSuicaを導入した後、全国的
に普及が進んできている。特に、
2013年 ３ 月23日 か ら はKitaca、
S u i c a、 PA SMO、TO I CA、
mana c a、ICOCA、P iTaPa、
SUGOCA、nimoca、はやかけんの
10の交通系ＩＣカードの全国相互利
用ができるようになっている。
　これらの交通系ＩＣカードの利用
拡大を図るため、訪日外国人旅行者
受入環境整備緊急対策事業により、
鉄道事業者、バス事業者等における
交通系ＩＣカードの導入等を、支援
するとともに、「交通系ＩＣカードの普及・利便性拡大に向けた検討会」とりまとめた結果（2015
年７月）に関して、カードの未導入地域の関係事業者へ積極的に周知する等、各地域でのカード導
入に向けた取組の後押しを行った。また、2017年３月、民間事業者等による構築が円滑に進むため
の環境整備を目的として、交通系ＩＣカード事業者等を構成員とした検討会（「片利用共通接続シ
ステム」の構築に向けた検討会）を開催し、同システムの構築に関する基本的な方向性をとりまと
めた。

（７）スマートフォン等を利用した交通に関する情報の提供

【交通政策基本計画における記載】
○ 歩行者や公共交通機関の利用者に対してバリアフリー情報、経路情報等の交通に関する情報を低コ
ストで分かりやすく提供するため、スマートフォンや各種情報案内設備等を利用した交通に関する
情報の提供方策を検討する。

　　　　［15］ バスロケーションシステムが導入された系統数（うちインターネットからバスの位置情報が閲覧
可能な系統数）　　　【2012年度　11,684系統（10,152系統）　 　2020年度　17,000系統】

　バスの利用環境改善を促進するため、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業等により、交
通事業者に対してバスロケーションシステムの導入費等の支援を実施した。
　加えて、高精度の運行情報の利用者への提供による乗継ぎ円滑化等に資する技術開発として、高
精度の測位技術を活用した車載器の開発を進めるとともに、高精度・リアルタイムな運行情報を事
業者間で共有し、利用者に一元的に提供するシステムの構築のための技術的検討を行った。

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［14］相互利用可能な交通系ICカードが導入されていない都道府県の数　６県

交通系ICカード空白地域の状況（2017年３月末現在）

：交通系ICカードが導入されていない県

：地域独自カードは導入されているが
　10カードは利用できない県

Kitaca
JR北海道

島根
鳥取

徳島愛媛

高知

沖縄

10カードの利用可能エリアと空白地域［都道府県レベル］の状況

福岡SUGOCAエリア
はやかけんエリア
nimocaエリア

SUGOCA
JR九州

はやかけん
福岡市交通局

nimoca
西鉄

長崎SUGOCAエリア

鹿児島SUGOCAエリア

SUGOCA
JR九州

SUGOCA
JR九州

Kitacaエリア

Suica
JR東日本

仙台Suicaエリア

首都圏Suicaエリア
PASMOエリア

Suica
JR東日本

PASMO
民鉄系

TOICA
JR東海

manaca
民鉄系

TOICAエリア
manacaエリア

ICOCA
JR西日本

PiTaPa
民鉄系

近畿ICOCAエリア
PiTaPaエリア

SUGOCA
JR九州

宮崎SUGOCAエリア

ICOCA
JR西日本

PiTaPa
民鉄系

岡山・広島・山陰・香川ICOCAエリア
PiTaPaエリア

新潟Suicaエリア

Suica
JR東日本

青森

秋田
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　また、高齢者や障害者、訪日外国人旅行者等も含め、誰もが屋内外をストレス無く自由に活動で
きるユニバーサル社会の構築に向け、ＩＣＴを活用した歩行者移動支援の取組を推進している。「Ｉ
ＣＴを活用した歩行者移動支援の普及促進検討委員会」（委員長：坂村健東洋大学情報連携学部Ｉ
ＮＩＡＤ学部長）の提言を踏まえ、多様な主体によるサービス創出に向けたオープンデータ推進等
の環境整備を行っている。2017年３月には、サービス構築に必要となる施設や経路のバリアフリー
情報に関するデータの仕様を改訂した。また、東京駅周辺・新宿駅周辺・成田空港・横浜国際総合
競技場（日産スタジアム）をモデルケースとして、屋内電子地図や測位環境を整備し、2016年11月
から2017年2月まで、車いす使用者等に対応した移動支援サービスの実証実験を実施した。
　さらには、全国の公共交通機関を網羅した経路検索について、外国語対応を含め対応可能とする
ため、交通事業者とコンテンツプロバイダー等の情報利用者との間で、効率的に経路検索に必要な
情報の受渡しが可能となる手法等について関係者による検討を開始した。

（８）既存の道路ネットワークの最適利用

【交通政策基本計画における記載】
○ ITS技術を用いて収集したビッグデータを活用し、高密度で安定的な道路交通を実現するために交通容
量の最適化等を行うとともに、交通量を精緻にコントロールすることによって、渋滞の発生を抑制する
など、既存のネットワークの最適利用を図るためのきめ細やかな対策を検討する。

　生産性の向上による経済成長の実現や交通安全確保の観点から、必要なネットワークの整備とあ
わせ、今ある道路の運用改善や小規模な改良等により、道路ネットワーク全体の機能を最大限に発
揮する賢く使う取組を推進する。特に2015年８月より本格的な導入が開始されたＥＴＣ2.0がその
取組を支えている。
　ＥＴＣ2.0とは、全国の高速道路上に約1,700箇所設置された路側器と走行車両が双方向で情報通
信を行うことにより、これまでのＥＴＣと比べて、
　・大量の情報の送受信が可能となる
　・ＩＣの出入り情報だけでなく、経路情報の把握が可能となる
　など、格段と進化した機能を有し、ＩＴＳ12推進に大きく寄与するシステムである。
　首都圏の高速道路料金については、都心の渋滞緩和を目指した新たな料金を2016年４月より導入
し、都心通過から外側の環状道路へ交通が転換するなどの効果を引き続き検証している。また、高
速道路ネットワークを賢く使う取組の一環として、休憩施設の不足に対応し、良好な運転環境を実
現するため、全国３箇所の道の駅において、高速道路からの一時退出を可能とする「賢い料金」の
試行を実施している。さらに、ＥＴＣが基本とするストレスのない「賢い料金所」の導入に向け、
圏央道の入口料金所等の料金所にてＥＴＣバーの開放運用実験を実施するとともに、首都高速入口
におけるＥＴＣレーンを主流化する取組について、対象箇所の工事を実施している。
　また、今あるネットワークの効果を、最小コストで最大限発揮させる取組として、上り坂やトン
ネルなどの構造上の要因で、速度の低下や交通の集中が発生する箇所を、ＥＴＣ2.0等により収集
したきめ細かい旅行速度データや加減速データ等のビッグデータにより特定し、効果的に対策する
ピンポイント渋滞対策を実施している。これまで、東名高速道路の海老名ジャンクション等３箇所
で、既存の道路幅員の中で、付加車線等を設置する運用を開始している。現在、東名高速道路の大
和トンネル付近等14箇所で、ピンポイント渋滞対策を実施している。速度低下に対応した付加車線

＜数値指標の状況（2015年３月末）＞
［15］ バスロケーションシステムが導入された系統数（うちインターネットからバスの位置情

報が閲覧可能な系統数） 13,342系統

12 Intelligent Transport Systems （高度道路交通システム）
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の機動的な設置について全国４路線で検証を行うとともに、正面衝突事故防止対策としてワイヤ
ロープの設置検証を全国約100kmで実施する。
　さらに、プローブ情報を収集する高度化光ビーコン等を整備するなど、渋滞情報、旅行時間情報
その他の交通情報を収集・提供するためのシステム、ネットワーク等の整備を推進し、適正な交通
流・交通量の誘導及び分散を行った。

（９）自動走行システムの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 渋滞の解消・緩和や高齢者等の移動支援、運転の快適性の向上などを図るため、「官民ITS構想・ロー
ドマップ」を踏まえ、自動走行システムの実現に向けた技術開発や制度整備等を検討する。

　安全で環境性能の高い自動車の普及の観点から、自動車の安全・環境基準の国際的な調和等を目
的とする国連自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ2913）の自動運転分科会及び自動操舵専門家会
議において、それぞれ議長国として、自動運転に関するセキュリティガイドライン及び高速道路で
の自動運転を可能とする自動操舵に必要な技術基準の整備を主導した。また、2015年度に引き続き、
国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会の道路交通安全作業部会（ＷＰ１）
及びその非公式会合において、自動運転と国際条約との整合性等についての国際的議論に積極的に
参画し、議論に貢献した。
　「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ14）」の「自動走行システム」においては、2017
年度から実施予定の公道での大規模実証実験の検討、企画、準備など、自動走行システムの実用化
に向けた取組に着手した。また、2015年度に引き続き、電波を活用して自動車に対して自動車の見
通し外を含めた周囲の状況等の交通情報をリアルタイムに提供する安全運転支援システムの高度化
や道路交通情報を自動車に提供するシステムの検討等を行った。
　また、2016年５月、交通の安全と円滑を図る観点から留意すべき事項等を示す「自動走行システ
ムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を策定・公表するとともに、完全自動走行の実現
を目指し、法制度面を含む各種課題に関する検討を進めた。
　「自動運転の段階的実現に向けた調査検討委員会」においては、交通の安全と円滑を図る観点から、
自動運転の段階的実現に向けた環境の整備を図ることを目的として、高速道路での準自動パイロッ

ETC2.0による広域的な渋滞情報の提供等

13 World Forum for Harmonization of Vehicle Regulationsの略
14 Cross-ministrerial l Strategic Innovation Promotion Programの略
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トの実用化に向けた運用上の課題に関する検討、限定地域での遠隔型自動走行システムによる無人
自動走行移動サービスの公道実証実験の実施に向けた現行制度の特例措置の必要性及び安全確保措
置に関する検討等を行った。そのほか、自動走行システムに係るセキュリティ技術への対応等の取
組を継続するとともに、高度な自動走行システムの実証等を通じてその社会実装に必要な技術や事
業環境等を整備した。また、市街路を模した自動走行用の評価拠点の整備を支援し、複雑な交通環
境に対応できる高度な自動走行の実現に必要な技術やシステムの安全性の評価を可能にした。
　また、自動運転中に自動走行システムに異常が発生した場合においても重大事故を可能な限り避
ける設計手法の確立に向けた研究開発等を継続するとともに、２台目以降の後続車両は無人のト
ラック隊列走行等、高度な自動走行システムの実証を通じてその社会実装に必要な技術や事業環境
等の整備を開始した。さらに、複雑な交通環境に対応できる高度な自動走行の実現に必要な技術や
システムの安全性の評価を可能にするため、市街路を模した自動走行用の評価拠点の整備を支援し
た。
　さらに、信号情報を自動車に提供する信号情報活用運転支援システムの開発・整備を行った結果、
2016年５月には高度化光ビーコンから提供される信号情報を受信する車両が市場化された。
　加えて、2015年度の「官民ITS構想・ロードマップ2015」の策定に引き続き、急速に進展する自
動走行システムに関する技術・産業の動きを踏まえ、「官民ITS構想・ロードマップ2016」の策定
を行うとともに、2016年度、国土交通大臣を本部長とする「国土交通省自動運転戦略本部」を立ち
上げ、物流や中山間地域をはじめとする公共交通への活用戦略、インフラ整備、車両の技術基準等、
自動運転にまつわる重要事項に関する国土交通省の方針の検討を行った。

（10）公共交通機関における運賃の活用

【交通政策基本計画における記載】
○公共交通機関における混雑緩和や需要喚起のため、運賃の活用を検討する。

　海外の主要都市に比べて高い水準にあるタクシーの初乗り運賃引下げについて、訪日外国人の観
光需要や高齢者等の日常生活需要の喚起を図る効果があると期待されることから、2016年８月から
９月にかけて東京都内４カ所で実証実験を行い、2017年１月30日より、東京地区におけるタクシー
初乗り運賃の引き下げを行った。

（11）都市鉄道における遅延対策

【交通政策基本計画における記載】
○ ラッシュ時間帯における高頻度の列車運行や相互直通運転の拡大など、都市鉄道におけるサービスの
高度化に伴い、慢性的に発生する遅延等に対応するための方策を検討する。

　2016年４月にとりまとめられた「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」の答申を踏
まえ、遅延の現状を公表し、ハード、ソフトにわたる遅延対策を鉄道事業者に働きかけるとともに、
利用者の行動判断に資する、より的確な情報提供を行うため、鉄道事業者と議論を行った。

（12）空港の利用環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の空港の利便性・競争力の向上を図るため、空港処理能力の拡大、空港アクセスの改善等と
あわせて、空港自体の魅力向上、乗継時間の更なる短縮、深夜早朝時間帯の受入体制の確保など、
空港の利用環境改善を検討する。

　空港運営の効率化や利用者利便の向上を図ることを目的として、空港満足度調査を実施し、調査
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結果や前回調査からの改善状況等についてとりまとめるとともに、こうした結果を参考に空港利用
者利便向上協議会等において利用者利便向上策を見直し、実施した。
　空港の利用促進活動については、空港利用者利便向上協議会等を活用し、自治体をはじめとする
空港関係者と連携、協力して航空路線や地域の観光ＰＲ活動等を実施するとともに、空港でのイベ
ント活動や空港利用者の利便性の向上等の取組を実施した。
　また、首都圏空港（東京国際空港・成田国際空港）について、東京国際空港の飛行経路の見直し、
成田国際空港の高速離脱誘導路の整備等により、2020年までに両空港の空港処理能力をそれぞれ約
４万回拡大するための取組を進めた。特に、東京国際空港については、2016年７月に、環境影響等
に配慮した方策を策定し、機能強化に必要となる施設整備に係る工事費、環境対策費を国が予算措
置することについて、関係自治体から理解を得た。その後、飛行経路の見直しに必要な施設整備に
着手するとともに、2017年１月より説明会を順次開催した。2020年以降については、成田国際空港
の第３滑走路の整備等の更なる機能強化策について、地域住民に説明することが2016年９月の地元
自治体との協議会において了承されたことを受け、地域への説明を行った。

（13）空間の質や景観の向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道駅、空港、バス停などの交通施設、車両、船舶などの乗り物の快適性・デザイン性の向上など、
空間の質や景観を向上させるための方策を検討する。

　2016年４月にとりまとめられた交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に
ついて」を踏まえ、関係者が連携して駅に係る課題解決に取り組む「駅まちマネジメント」の推進
により、駅空間の質的進化のための取組を進めた。

（14）自動車関連情報の利活用の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車関連産業に係る膨大かつ多様な情報の利活用を推進し、イノベーションの活性化による新サー
ビスの創出・産業革新等を図るための方策を検討する。

　2015年１月に策定・公表した「自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン」に基づき、引き
続き、個人情報保護制度の改正にあわせた自動車
関連情報の取扱方針を検討・策定するとともに、
自動車関連情報の利活用による新サービスの創
出・産業革新等を推進するため、具体的なサービ
ス・メニュー等の実現に向けた効果検証や実証的
試行サービスに取組を行った。

［各サービス・メニューの実現に向けた具体的な
取組について］
① 「安全ＯＢＤに対応したスキャンツールの共通
化」を通じた次世代自動車等の安全使用の推進
・ 2015年度の調査結果を踏まえ、検討会において、
新たな標準仕様案について故障診断や修理調整
に係るフィージビリティスタディを実施した。
② テレマティクス等を活用した新たな保険サービ
スによる安全運転の促進事故の削減
・ 引き続き、テレマティクス保険の周知を行うと
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ともに、関係者の協力の下、検証結果情報の共有化を行い、運転情報を活用した新たなサービス
について検討を行った。
③ 自動車の履歴情報を収集・活用したトレーサビリティ・サービスの展開による自動車流通市場の
活性化
・ トレーサビリティ・サービスに必要な情報について情報の収集・管理・提供の枠組みの検討を行
い、当該枠組みに係るフィージビリスタディを実施するとともに、トレーサビリティ・サービス
に必要な情報の電子化が促進するようなインセンティブの検討を行った。
④ 検査と整備の相関分析等を通じた検査・整備の高度化・効率化
・ 国の検査窓口において、点検整備記録簿を電子的に収集するためのシステム整備を進め、分析方
法を検討した。
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（１）我が国の国際航空ネットワークの一層の拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ 2014年度中の年間合計発着枠75万回化達成が見込まれる首都圏空港や関西空港・中部空港における
訪日外国人旅行者等の受入れのゲートウェイとしての機能強化、那覇空港滑走路増設事業の推進、福
岡空港の抜本的な空港能力向上、我が国との往来の増加が見込まれる国・地域へのオープンスカイの
拡大、三大都市圏環状道路や空港アクセス道路等の重点的な整備等により、我が国の国際航空ネット
ワークの一層の拡充を目指す。

　　　　［16］首都圏空港の国際線就航都市数（旅客便）
 【2013年　88都市　 　2020年　アジア主要空港並】
　　　　［17］三大都市圏環状道路整備率 【2013年度　63％　 　2016年度　約75％】
 ★【2014年度　68％　 　2020年度　約80％】

　2015年度に引き続き、国際競争力強
化のために必要な整備等を重点的に実
施した。
　首都圏空港（東京国際空港・成田国
際空港）については、東京国際空港の
飛行経路の見直し、成田国際空港の高
速離脱誘導路の整備等により、2020年
までに両空港の空港処理能力をそれぞ
れ約４万回拡大するための取組を進め
た。特に、東京国際空港については、
2016年７月に、環境影響等に配慮した
方策を策定し、機能強化に必要となる
施設整備に係る工事費、環境対策費を
国が予算措置することについて、関係自治体から理解を得た。その後、飛行経路の見直しに必要な
施設整備に着手するとともに、2017年１月より説明会を順次開催した。2020年以降については、成
田国際空港の第３滑走路の整備等の更なる機能強化策について、地域住民に説明することが2016年
９月の地元自治体との協議会において了承されたことを受け、地域への説明を行った。
　東京国際空港については、空港処理能力を拡大するための取組を進めたほか、深夜早朝時間帯の
アクセスバスの運行を継続するなど、空港アクセスの利便性向上を図るとともに、着陸料の軽減措
置とあわせて、深夜早朝時間帯の更なる就航促進を図った。
　関西国際空港については、訪日外国人旅客の増加に対応して受入体制の強化を図るため、第１ター
ミナルにおいては、入国審査場を拡張し、さらなる審査ブースの増設を実施するとともに、2017年
１月、新たなＬＣＣ専用ターミナル（第２ターミナル（国際線））の供用を開始した。
　中部国際空港については、ＬＣＣ等の新規就航などに対応するために整備していた増設エプロン
を2017年３月に供用開始した。また、ＬＣＣの拠点化を推進するため、ＬＣＣターミナルの整備に
着手した（2019年度供用開始予定）。
　沖縄県と国内外とを結ぶ人流・物流の拠点として極めて重要な役割を果たしている那覇空港につ
いては、更なる沖縄振興を図るため、滑走路増設事業を推進した。また、福岡空港については、慢
性的に発生しているピーク時の航空機混雑を抜本的に解消するため、滑走路増設事業を推進した。
さらに、新千歳空港については、2016年10月下旬から外国航空機の乗入れを大幅に拡大したほか、

第２章　 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流
ネットワークの構築

第１節　我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する

羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直し案（南風時） 
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2017年３月下旬から１時間当たりの発着枠を32回から42回へ拡大した。
　以上に加え、三大都市圏環状道路や空港へのアクセス道路等の整備を引き続き推進した。具体的
には、2016年８月11日に新名神高速道路（四日市ＪＣＴ～新四日市ＪＣＴ）、東海環状自動車道（新
四日市ＪＣＴ～東員ＩＣ）、2017年２月26日に圏央道（境古河ＩＣ～つくば中央ＩＣ）、2017年３月
18日に、京奈和自動車道紀北西道路（岩出根来ＩＣ～和歌山ＪＣＴ）が開通した。これらの開通に
より、観光周遊の促進や物流効率化による生産性向上が期待される。

（２）　ＬＣＣやビジネスジェットの利用環境の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ LCCの特徴である低コストかつ高頻度運航の両面を促す観点から、専用ターミナル整備や空港利用
に不可欠なコストの低減、就航率・稼働率の向上等を図るとともに、ビジネスジェットの利用環境
の改善のため、特に乗り入れ希望の多い成田・羽田両空港における動線整備等を行う。さらに、地
方空港におけるLCC等による国際航空ネットワークの拡充を図り、地方空港から入国する外国人数
の大幅増を目指す。

　　　　［18］我が国空港を利用する国際線旅客のうちLCC旅客の占める割合
【2013年　７％　 　2020年　17％】

　2015年度に引き続き、国際競争力強化のために必要な整備等を重点的に実施した。
　関西国際空港においては、2017年１月、新たなＬＣＣ専用ターミナル（第２ターミナル（国際線））
の供用を開始した。
　中部国際空港においては、ＬＣＣの拠点化を推進するため、ＬＣＣターミナルの整備に着手した
（2019年度供用開始予定）。
　空港の利便性向上や航空機の慢性的な遅延の緩和等を目的として、新千歳空港、福岡空港及び那
覇空港において、ターミナル地域再編事業を実施するとともに、その他の地方空港においても、航
空機の増便や新規就航等に対応するため、エプロン拡張等を実施した。
　このほか、ビジネスジェットについては、首都圏におけるビジネスジェットの受入環境の改善を
図るべく、2016年４月、東京国際空港においては、ビジネスジェット用の発着枠の拡大（発着上限
８回/日→16回/日、到着上限４回/日→撤廃）や、発着枠内の優先順位の引き上げ等を実施し、あ
わせて、個々のスポットの稼働率を高めるための駐機可能期間の短縮を実施するとともに駐機可能
スポットの増設に向け、整備を進めた。

＜数値指標の状況（2016年時点）＞
［16］首都圏空港の国際線就航都市数 （旅客便）100都市※

　　　※首都圏周辺の空港（静岡、茨城）の実績を含む
［アジア主要空港の国際線就航都市数］
　ソウル：136都市　　香港：140都市　　シンガポール：125都市
　北　京：109都市　　上海：87都市

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［17］三大都市圏環状道路整備率　74%

＜数値指標の状況（2015年時点）＞
［18］我が国空港を利用する国際線旅客のうちLCC旅客の占める割合　14％
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（３）管制処理能力の向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 管制空域の上下分離や複数の空港周辺の空域（ターミナル空域）の統合を行う等の空域の抜本的再編
及び業務実施体制の強化により管制処理能力を向上し、航空需要の増大に対応できる基盤を構築する。

　空域の抜本的再編の基盤として整備する新たな管制情報処理システムについて、既存のシステム
を統合した新たな管制情報処理システムの整備を引き続き進めていく。
　2016年度は、函館及び仙台空港における管制情報処理システムの運用開始に向けて、システムの
整備及び管制官の訓練等を実施した。

（４）首都圏空港のさらなる機能強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アジアを始めとする世界の成長力を取り込み、首都圏の国際競争力の向上や日本経済の一層の発展
を図る観点から、75万回化達成以降の首都圏空港の更なる機能強化を図る必要があるため、東京オ
リンピック・パラリンピック開催までを目途に、首都圏空港の発着枠を約８万回増枠させることを
含め、更なる機能強化の具体化に向けて関係自治体等と協議・検討する。

［19］首都圏空港の年間合計発着枠
　　　 ★首都圏空港の空港処理能力
 【2013年度　71.7万回　 　2020年度　74.7万回＋最大7.9万回】

　本節（１）と同じ（首都圏空港に関する部分に限る）。

（５）　国際拠点空港のアクセス強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アクセス鉄道網の充実や、安価で充実したバスアクセス網の構築と深夜早朝時間帯におけるアクセス
の充実等、利用者の視点からの国際拠点空港のアクセスの強化を検討する。

　アクセス鉄道網については、2016年４月にとりまとめられた交通政策審議会答申「東京圏におけ
る今後の都市鉄道のあり方について」を踏まえ、国際拠点空港等への鉄道アクセスの更なる改善の
ため、空港アクセス乗換駅等のバリアフリー化の推進を図るほか、主要な首都圏空港、関西国際空
港等へのアクセス線の整備等に向け、事業主体や事業スキーム等について関係者間の具体的な検討
を促進した。東京国際空港については、バスアクセス網に関して、引き続き深夜早朝時間帯の東京
国際空港と都心方面等を結ぶアクセスバスの運行を継続するなど、深夜早朝時間帯のアクセス改善
を図った。
　成田国際空港については、「成田空港のアクセス利便性向上等に関する連絡協議会」において、
悪天候等における大規模滞留者発生時のアクセス確保対策として、貸切バスの手配及びタクシーの
配車要請の仕組みを構築した。あわせて、交通事業者との共同ＰＲの継続、空港から都心へアクセ
ス中に、鉄道駅やバス車内で利用可能なWi-Fiに関する情報をまとめたリーフレットを発行した。
　関西国際空港においては、深夜早朝時間帯におけるリムジンバスの運行を継続するなど、アクセ
スの充実を図った。
　中部国際空港においては、リムジンバスの増便や深夜早朝便に対応した新たな空港アクセスバス

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［19］首都圏空港の空港処理能力　74.7万回
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の運行開始等によりアクセスが強化された。また、福岡空港においては、国家戦略特区の枠組にお
ける規制緩和を通じて、空港アクセスバスの充実に取り組んだ。

（６）航空物流の機能強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アジア＝北米間等の国際トランジット貨物の積極的な取込みや、総合特区に指定された地域等の成長
産業の重点的な育成・振興を支える航空物流の機能強化を図るため、ボトルネックとなっている制度
の見直し等を検討する。

　2015年度に引き続き、更なる航空物流の機能強化を図るため、航空物流関係者等と実施した意見
交換の中で出た課題解決に向けた具体的な方策等について検討を進めた。

（７）我が国の公租公課等の見直し

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の航空企業の国際競争力強化のため、ユニットコスト全体の低減を進める中で、我が国の公租
公課等について、旅客数変動リスクの多くを航空会社が負担する構造の適正化等を図るため、徴収方
式の見直しを検討する。

　我が国の航空会社の運航コストの低減を通じて国際線・国内線ネットワークの維持拡充を図るた
め、各種の着陸料軽減措置を2016年度においても継続した。
 また、2016年度末で期限の到来する航空機燃料税の軽減措置について、2017年度から３年間の延
長を決定した。

（８）国際コンテナ戦略港湾政策の深化

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の産業立地競争力の強化を図るため、広域からの貨物集約（集貨）、港湾周辺における流通加
工機能の強化（創貨）、さらに港湾運営会社への政府の出資、大水深コンテナターミナルの機能強化（競
争力強化）による国際コンテナ戦略港湾政策の深化を図るとともに、三大都市圏環状道路や港湾への
アクセス道路等の重点的な整備、埠頭周辺における渋滞対策等による効率的な物流の実現を目指す。

　　　　［20］国際コンテナ戦略港湾における大水深コンテナターミナルの整備数
【2013年度　３バース　 　2016年度　12バース】

　　　　［21］国際コンテナ戦略港湾へ寄港する国際基幹航路の便数
　　　　　　　①北米基幹航路　【2013年度　デイリー寄港（京浜港 週30便、阪神港 週12便）

　2018年度　デイリー寄港を維持・拡大】
　　　　　　　②欧州基幹航路 【2013年度　週2便　 　2018年度　週3便】

　2010年８月に、阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定して以降、大水深岸壁の整
備や効率的な港湾運営等、ハード・ソフト一体となった総合
的な施策を実施してきた。しかし、この間にも、さらなる船
舶の大型化や船社間の連携の進展により、国際基幹航路の寄
港地の絞り込み等が進んでいる状況を踏まえ、2014年１月の
「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会」の最終とりまとめ
において「集貨」、「創貨」、「競争力強化」の３本の柱を打ち
出し、この柱に沿って施策を展開している。
　「集貨」については、港湾運営会社が実施する集貨事業に
対して国が補助する「国際戦略港湾競争力強化対策事業」に 横浜港南本牧コンテナターミナル
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より、西日本諸港と阪神港を結ぶ国際フィーダー航路が68便／週（2014年４月）から99便／週（2017
年２月）へ約５割増加し、また、2016年の神戸港のコンテナ貨物取扱個数が阪神・淡路大震災以降
２年連続過去最高を記録するなど、成果が現れ始めている。
　「創貨」については、コンテナ貨物の需要創出に資する流通加工機能を備えた物流施設に対する
無利子貸付制度が横浜港で活用されたほか、物流施設を再編・高度化する補助制度が神戸港で活用
されているところであり、創貨効果が期待されている。
　「競争力強化」については、日本再興戦略に掲げられた「2016年度までに国際コンテナ戦略港湾
における大水深コンテナターミナルを12バースにする」という目標を達成するなど大水深コンテナ
ターミナルの機能強化を図ったほか、コンテナターミナルの高度化を図るため荷役機械の遠隔操作
化や情報通信技術を活用したゲート処理や荷役作業の効率化に関する実証事業を行った。
　以上に加え、三大都市圏環状道路や港湾へのアクセス道路等の整備を引き続き推進した。具体的
には、 2016年８月11日に新名神高速道路（四日市ＪＣＴ～新四日市ＪＣＴ）、東海環状自動車道（新
四日市ＪＣＴ～東員ＩＣ）、2017年２月26日に圏央道（境古河ＩＣ～つくば中央ＩＣ）、2017年３月
18日に、京奈和自動車道紀北西道路（岩出根来ＩＣ～和歌山ＪＣＴ）が開通した。これらの開通に
より、物流効率化による生産性向上が期待される。

（９）　大型のばら積み貨物船に対応した港湾機能の拠点的確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネルギー、食糧の安定的かつ安価な輸入を実現する
ため、大型のばら積み貨物船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、安定的
かつ効率的な海上輸送網の形成を図る。

　　　　［22］国際海上コンテナ・バルク貨物の輸送コスト低減率（2010年度比）
【2012年度　1.21％減　 　2016年度　５％減】

★【2014年度　0.6％減　 　2020年度　５％減（2013年度比）】

　ばら積み貨物の安定的かつ効率的な輸入を確保するため、2011年５月に国際バルク戦略港湾とし
て全国10港を選定し、港湾管理者と連携して民の視点を取り込んだ効率的な運営体制の確立や、港
湾間や企業間の連携について取組を進め、小名浜港及び釧路港を特定貨物輸入拠点港湾に指定して
いる。2016年度は、小名浜港及び釧路港での国際物流ターミナルの整備に加え、徳山下松港におい
て国際物流ターミナルの整備に着手し、海上輸送ネットワークの拠点となる港湾において官民連携
による輸入拠点としての機能の向上を図っている。また、民間による荷役効率を上げる機械の整備
等を促進するため、荷役機械等の取得に係る固定資産税等の税制特例措置を2018年度までの２年間
の延長措置を講じた。

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［20］国際コンテナ戦略港湾における大水深コンテナターミナルの整備数　12バース

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［21］国際コンテナ戦略港湾へ寄港する国際基幹航路の便数

①北米基幹航路　デイリー寄港を維持（京浜港　週22便、阪神港　週８便）
②欧州基幹航路　週２便
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（10）　地域経済を支える港湾の積極的活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 各地域において、自動車等の地域経済を支える産業に係る物流の効率化及び企業活動の活性化を促進
する港湾を積極的に活用する。

　三河港、金沢港等において、我が国経済を牽引する地域基幹産業を支える産業物流の効率化及び
企業活動の活性化に直結する港湾施設を整備することにより、産業の立地・投資環境の向上を図り、
地域の雇用、所得の維持・創出を促進した。

（11）エネルギー調達の多様化等に対応した安定的な輸送の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 北米からパナマ運河を経由したシェールガス輸送、豪州からの液化水素輸送等、エネルギー調達の多
様化や新たな輸送ルートに対応した安定的な輸送を実現するため、技術開発や専用船の建造等を推進
する。

　2015年度に引き続き、ＬＮＧ15輸送の増加に対応した、新たなエネルギー輸送ルートにおける安
全かつ効率的な輸入を可能とする海上輸送・受入体制の確立や水素サプライチェーンの構築に向け
た取組の推進を図った。
　また、国際海事機関（ＩＭＯ16）において、液化水素運搬船の安全基準の国際基準化を主導し、
暫定勧告として採択された。また、戦略的イノベーション創造プログラム（エネルギーキャリア）｣
（内閣府）において、地上設備と液化水素運搬船との間を効率的かつ安全に積荷・揚荷するための
ローディングシステムの開発及びルール整備の検討を行った。
　さらに、「未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築実証事業」（経済産業省・国土交通省
連携事業）において、豪州の未利用エネルギーである褐炭を用いて水素を製造し、貯蔵・輸送・利
用までが一体となった液化水素サプライチェーンの構築にむけた技術実証プロジェクト、「豪州褐
炭水素プロジェクト」を2015年に引き続き進めた。また、経済産業省とオーストラリアの産業イノ
ベーション科学省との間で、本プロジェクトを含む複数のイノベーションプロジェクトの推進を両
国で進めていく旨などを明記した日豪イノベーション協力の覚書を締結するなど、政府間の連携を
強化した。

（12）新たな航路を通じたエネルギー輸送に係る課題の解決

【交通政策基本計画における記載】
○ 2015年末に完成予定のパナマ運河の拡張や北極海航路等、新たな航路を通じたエネルギー輸送に的
確に対応するため、通航・航行要件や料金改訂の手続きの透明化等の課題の解決を図る。

　パナマ運河庁主催の新運河開通式典（2016年６月下旬）に日本政府特派大使及び国交省幹部が出
席し、同国大統領との会談の場において両国の二国間関係強化に向けた意見交換を行った。

＜数値指標の状況（2015年度速報値）＞
［22］国際海上コンテナ・バルク貨物の輸送コスト低減効果（2013年度比）　1.2％減

15 Liquid Natural Gas（液化天然ガス）の略
16 International Maritime Organizationの略
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　また、北極海航路に関する情報収集を行うとともに、「北極海航路に係る官民連携協議会」を開
催し、海運事業者や関係省庁等と北極海航路に関する情報の共有を行った。
　さらに、国際海事機関における極海コード17の船員の資格要件に関する議論に参加するとともに、
極海コードの安全要件及び環境保護要件については発効を踏まえた国内法令の整備を行った。加え
て、船員の資格の新設等を内容とする「海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案」を2017年
２月に国会に提出した。

（13）コンテナラウンドユースの促進等による国際海上物流システムの改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 物流面で我が国の産業競争力の強化を図るため、国際海上コンテナ輸送における内航の活用促進、海
上輸送と鉄道輸送を組み合わせたSea　&　Railなどのモード横断的な輸送の積極的導入、コンテナ
ラウンドユースの促進により、国際海上物流システムの改善を図る。

　2015年３月にとりまとめた「輸出入コンテナ貨物の鉄道輸送促進に向けた調査会」の報告を踏ま
え、40フィート国際海上背高コンテナの鉄道輸送を促進するため、既存トンネルの高さの制約に対
応する低床化した貨車の開発を支援した。
　また、荷主や物流事業者に対して引き続きコンテナラウンドユースの取組への協力を働きかける
とともに、コンテナラウンドユースの取組推進に向けた補助事業の支援措置を講じた。

（14）アジアにおける国内外一体となったシームレスな物流

【交通政策基本計画における記載】
○ 日中韓でのシャーシの相互通行による海陸一貫輸送、フェリー・RORO船を活用した海陸複合一貫輸
送に対応した港湾施設整備、さらに北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）の
ASEAN諸国等への拡大、パレット等物流機材のリターナブルユースの促進等により、国内外一体と
なったシームレスな物流を推進する。

　2016年７月に中国杭州において第６回日中韓物流大臣会合を開催した。当会合における共同声明
に基づき、シャーシの相互通行、Sea & Railに関する協力、ＮＥＡＬ-ＮＥＴ18の拡大、パレット等
の標準化等の取組を推進した。具体的には、日中間でのシャーシの相互通行について、物流事業者
との情報交換や中国に対する実施に向けた働きかけを行った。あわせて日中韓のSea & Railに関す
る情報共有を行うための共同研究プロジェクトを開始した。
　ＮＥＡＬ-ＮＥＴについては専門家会合を通じて日中韓とＡＳＥＡＮ諸国、ＥＵ等との接続可能
性や対象港湾の拡大等について協議を行い、さらなるサービスレベル向上のためのユーザーヒアリ
ングを実施した。また、パレット等物流機材の繰り返し利用（リターナブルユース）の促進につい
ては、日中韓でパレットを含むリターナブル物流資機材の普及促進に向けた調査を行った。
　以上に加え、東予港等において、シームレスな物流の推進に資する複合一貫輸送ターミナルの整
備等を推進した。

17  極海コード：極海特有の厳しい気象・海象条件を勘案し、海上人命安全条約（SOLAS条約）、海洋汚染防止条約（MARPOL条約）
及び船員訓練・資格証明・当直基準条約（STCW条約）の規定に係る『上乗せ要件』を定めたもの。

18  Northeast Asia Logistics Information Service Networkの略
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（15）日本商船隊の競争基盤の強化

【交通政策基本計画における記載】
○我が国の安定的な国際海上輸送を確保するため、日本商船隊の競争基盤強化のための方策を検討する。

　我が国商船隊による安定的な国際海上輸送の確保を目的として、トン数標準税制等を通じて、対
外船舶運航事業者による「日本船舶・船員確保計画」の実行を支援するとともに、国際船舶に係る
登録免許税の特例措置について延長・拡充を行い、我が国経済や国民生活を支える基盤である日本
船舶等の増加を図った。
　さらに、安定的な国際海上輸送の確保を通じた経済安全保障の早期確立等を図るため、準日本船
舶の認定対象の追加等を内容とする「海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案」を2017年２
月に国会に提出した。

（16）農林水産物等の輸出や中小企業の海外展開の物流面からの支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 2020年に輸出額１兆円を目標とする農林水産物・食品の輸出や、高い技術力を有する地域中小企業
の海外展開を物流面から支援するための枠組みを検討する。

　2016年11月に政府の農林水産業・地域の活力創造本部にて改訂された「農林水産業・地域の活力
創造プラン」では、2019年までに農林水産物・食品の輸出額を１兆円とする目標の達成を目指して
いる。
 このため、輸送中の荷傷みを防ぎ鮮度を維持する技術・機材等の普及促進や、クール宅配便サー
ビスの国際標準化に向けた取組の推進等を行った。
　さらに、2015年度に引き続き、「輸出戦略実行委員会物流部会」においては、輸出拡大に向けて
鮮度保持輸送技術の普及や混載の推進等に向けた取組を行った。

（１）ＬＣＣの参入促進など我が国国内航空ネットワークの拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ LCCの参入促進等により低コストで利用しやすい地方航空路線の拡充を図る等、我が国の国内航空
ネットワークについても拡充を目指す。

　　　　［23］国内線旅客のうちLCC旅客の占める割合 【2013年　６％　 　2020年　14％】

　主要空港におけるＬＣＣターミナル運用に向けた整備又は検討を継続した。
　関西国際空港においては、2017年１月、国内線ＬＣＣ専用ターミナルと一体的な新たなＬＣＣ専
用ターミナル（第２ターミナル（国際線））の供用を開始した。
　中部国際空港においては、ＬＣＣの拠点化を推進するため、ＬＣＣターミナルの整備に着手した
（2019年度供用開始予定）。
　また、地方航空ネットワークの維持・充実を図る観点から、引き続き、地方航空路線におけるモ
デル的取組を支援する「地方航空路線活性化プログラム」を実施し、取組内容の改善に向けた評価・
検証を行うとともに、小型機材に係る着陸料の軽減等の必要な措置を講じた。
　さらに、「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等の利用促進協議会」に
おいてとりまとめられた、ＬＣＣ等の利用促進のため当面緊急的に取り組むべき事項の具体的な取
組方針に基づき、関係者による更なるＬＣＣ利用促進に関する取組が進められている。

第２節　地域間のヒト・モノの流動を拡大する
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（２）　新幹線ネットワークの着実な整備と地域鉄道等との連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 整備新幹線（北海道新幹線、北陸新幹線、九州新幹線）の整備を着実に進めるとともに、リニア中央
新幹線については、建設主体であるJR東海による整備が着実に進められるよう、必要な連携、協力
を行う。これら新幹線ネットワークの整備と合わせた新駅の設置など地域鉄道等との連携を促進する。

　　　　［24］北陸新幹線・北海道新幹線の開業を通じた交流人口の拡大
 ①北陸新幹線　　【2014年度　 　2017年度　20％増】
 ②北海道新幹線　【2015年度　 　2018年度　10％増】

　2016年３月26日に北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）が開業した。
　リニア中央新幹線については、品川・名古屋間の工事に財政投融資を活用
することにより、大阪までの全線開業を2045年から最大８年間前倒すことと
し、2016年の臨時国会における「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構法の一部を改正する法律」（平成28年法律第79号）の成立を受けて、同
年11月から、同機構より、建設主体であるＪＲ東海に対して、財政融資資金
の貸付けが行われているところである。

（３）フリーゲージトレインの実用化

【交通政策基本計画における記載】
○ 九州新幹線新八代駅付近における耐久走行試験をはじめ、フリーゲージトレインの実用化に向けた技
術開発を着実に推進する。

　九州新幹線（西九州ルート）への導入に向けた耐久性の向上に資する技術開発を実施するととも
に、北陸新幹線への導入に向けた雪対策（耐雪・耐寒化）に関する技術開発を実施した。
　2016年11月に開催された軌間可変技術評価委員会において、車軸の摩耗対策等を検証するための
「検証走行試験」やコスト削減策などの「経済性の検討」を実施することが了承され、同年12月よ
り九州新幹線等において検証走行試験を開始した。

（４）高速道路ネットワークの整備と既存の道路ネットワークの有効活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域活性化や物流効率化を図るため、安全でクリーンな高速道路ネットワークの整備を推進するとと
もに、スマートインターチェンジの整備や渋滞ボトルネック箇所への集中的対策を行うなど、既存の
道路ネットワークの有効活用を推進する。

　　　　［25］道路による都市間速達性の確保率 【2012年度　48％　 　2016年度　約50％】
 ★【2013年度　49％　 　2020年度　約55％】

　高規格幹線道路をはじめとする道路ネットワークの整備を促進した。なお、高規格幹線道路の延

＜数値指標の状況（2016年時点）＞
［23］国内線旅客のうちLCC旅客の占める割合　10％

新黒部駅
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長については、2016年度は新たに138キロメートルが開通し、合計11,404キロメートル（2017年３
月末時点）となった。

　スマートインターチェンジの整備に当たっては、2016年度は新たに12箇所が開通し、合計96箇所
（2017年３月末時点）となった。
　さらに、渋滞ボトルネック箇所でのピンポイント対策を推進し、2016年度は新たに、関越道、京
葉道路、中央道、東名阪道における付加車線設置などの対策の実施を決定した。

（５）　安全で利用しやすい高速バスネットワークの拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ 関越道高速ツアーバス事故を踏まえて創設した新高速乗合バス制度を適確に運用し、柔軟な供給量調
整や価格設定が可能な同制度の積極的な活用を通じて、安全確保施策とも連携しつつ、安全で利用し
やすい高速バスネットワークの拡充を図る。

　　　　［26］高速バスの輸送人員 【2011年度　約11,000万人　 　2020年度　約12,000万人】

　2015年度に引き続き、「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」の各措置の実効性を確保して
いくとともに、「事業用自動車総合安全プラン2009」に基づくバス事業の安全性向上・信頼の回復
に向けた取組を推進していく。
　具体的な取組としては、2016年１月に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、「軽井沢スキー
バス事故対策検討委員会」において同年６月３日に「安全・安心な貸切バスの運行を実現するため
の総合的な対策」をとりまとめ、再発防止策を明示した。内容としては、貸切バス事業者が安全に
事業を遂行する能力を有するかどうか５年ごとにチェックする貸切バス事業許可に係る更新制の導
入、事業の許可や運行管理者の資格者証の交付に対する欠格事由の拡充、監査機能の強化と自主的
改善の促進に向けて民間指定機関が巡回指導等を行うための負担金制度の創設、輸送の安全確保命
令に従わないバス事業者に対する法定刑の強化、法人重科の創設等の措置を講じた。また「安全・
安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」を着実に実行した。
　高速バスネットワークについては、多様な交通モードが選択可能で利用しやすい環境を創出し、
人とモノの流れや地域の活性化を促進するため、バスを中心とした交通モード間の接続（モーダル
コネクト）の強化を推進している。我が国のバスの利用環境は、鉄道や航空あるいは諸外国と比較

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［25］道路による都市間速達性の確保率　53％
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し、ユーザー目線から程遠く、あまりにも貧弱である。今後、ストック効果を高める利用重視の道
路施策を進めていく上で、地域における高速道路、鉄道・新幹線等のネットワークの状況を踏まえ
ながら、バスを含めた公共交通の利便性を向上する取組を道路施策としても加速する必要がある。
　このような中、バスを中心とした取組として、ＩＴＳとＰＰＰ19をフル活用しながら、 バス利用
拠点の利便性を向上するための『バスタプロジェクト』を展開することにより、多様な交通モード
間の接続（モーダルコネクト）を強化し、地域の活性化、生産性の向上、災害対応の強化を実現し
ている。具体的には、千葉県市原市及び静岡県浜松市においては、高速バス停周辺の駐車場にカー
シェアリング車両を配備し、高速バスとカーシェアリングの連携を強化させることで、高速バス利
用者の行動圏の拡大による観光振興や地域活性化の可能性を検証する社会実験を実施している。そ
の他、2016年４月には、新宿駅南口に日本最大級のバスターミナルであるバスタ新宿が開業した。
バスタ新宿は道路事業（国道20号）で基盤整備を行い、民間バスターミナルが施設運営を行う官民
連携事業により整備がなされ、鉄道と直結し、新宿駅西口周辺に19箇所点在していた高速バス停が
集約された。
　その他、2016年３月に公表された「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ
等の利用促進に関する当面の取組方針」を踏まえ、訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バ
ス情報プラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」を開設するとともに、関係者によるフリーパスの
充実が図られる等、さらなる高速バス利用促進に関する取組が進められている。

（６）　空港経営改革の着実な推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 国内外の交流人口拡大等による地域活性化を図るため、仙台空港をはじめとした「民間の能力を活
用した国管理空港等の運営等に関する法律」等に基づく公共施設等運営事業の活用拡大や、顧客満
足向上のための仕組みの導入や空港別収支の早期公表を行う等、空港経営改革を着実に推進する。

　仙台空港については、2016年２月に公共施設等運営権者によるビル事業の運営が開始され、それ
に続き、同年７月に空港運営事業が開始された。
　高松空港については、2016年７月に実施方針を公表、同年９月に公共施設等運営権者の選定プロ
セスを開始し、福岡空港についても、同年７月から民間投資意向調査を実施した。
　北海道内の空港については、地方空港ゲートウェイ機能を強化し、広域的な観光振興を図るため、
複数空港の一体運営の実現に向けて滑走路や空港ビル等のデューデリジェンスを実施したところで
ある。
　関西国際空港・大阪国際空港については、新関西国際空港株式会社において、2015年12月に関西
エアポート株式会社と公共施設等運営権実施契約を締結し、2016年４月に同社による運営が開始さ
れた。
　また、空港満足度調査を実施し、調査結果や前回調査からの改善状況等についてとりまとめると
ともに、こうした結果を参考に、空港利用者利便向上協議会等において利用者利便向上策を見直し、
実施した。さらに、空港別収支については、昨年より４か月前倒しの2016年11月に公表した。

＜数値指標の状況（2014年度時点）＞
［26］高速バスの輸送人員　11,570万人

19  Public‒Private‒Partnershipの略
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（７）複合一貫輸送に対応した国内物流拠点等の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 輸送効率が高く環境負荷の少ない国内海上輸送の利用促進を図るため、陸上輸送と海上輸送が円滑か
つ迅速に結ばれた複合一貫輸送に対応した国内物流拠点等の整備を着実に推進する。

　　　　［27］国内海上貨物輸送コスト低減率（2010年度比）
 【2012年度　0.6％減　 　2016年度　約３％減】
 ★【2014年度　0.1％減　 　2020年度　約３％減（2013年度比）】

　2015年度に引き続き、東予港等において、国内海上輸送の利用促進に資する複合一貫輸送ターミ
ナル（岸壁、航路、泊地等）の整備等を推進した。

（８）　ヒト・モノの移動が地域の隅々まで行き渡るような国内交通ネットワークの形成

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域間でのヒト・モノの移動が地域の隅々まで行き渡るような国内交通ネットワークを形成するた
め、幹線交通と地域内交通の活性化とともに、両交通間の連携促進、地域間交流拡大のための運賃の
活用を検討する。

　離島住民が日常生活を行う上で必要不可欠な離島航路・航空路の確保・維持を図るため、地域公
共交通確保維持改善事業において、航路・航空路事業者に対して運営費補助による支援を行った。
　さらに、2016年３月に公表された「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ
等の利用促進に関する当面の取組方針」を踏まえ、訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バ
ス情報プラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」を開設するとともに、関係者によるフリーパスの
充実が図られる等高速バス･ＬＣＣの利用促進に関する取組が進められている。

（９）零細内航海運事業者の基盤強化

【交通政策基本計画における記載】
○ 零細内航海運事業者の規模の拡大や経営の安定化を図るため、船舶管理会社を活用したグループ化・
集約化に加え、さらなる基盤強化を検討する。

　交通政策審議会海事分科会基本政策部会のとりまとめ等を踏まえ、2016年４月から「内航海運の
活性化に向けた今後の方向性検討会」を開催し、内航海運が安全・良質な輸送サービスを持続的に
提供できる産業として発展していくために取り組むべき方向性について議論を開始し、７月には、
早急に着手すべき取組を中間とりまとめとして整理した。
　また、2015年度に引き続き、船舶共有建造制度を通じて、船舶管理会社を活用したグループ化等
を行う内航海運事業者に対して優遇金利を適用するとともに、船舶の特別償却、買換特例及び中小
企業投資促進税制等の税制特例措置を活用し、内航海運事業者のさらなる基盤強化を図った。

＜数値指標の状況（2015年度速報値）＞
［27］国内海上貨物輸送コスト低減率（2013年度比）　1.0％減
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（10）鉄道による貨物輸送の拡大

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道による海上コンテナ輸送の円滑化、小口荷量の混載の推進等、大量輸送機関である鉄道による
貨物輸送の拡大を検討する。

　鉄道による海上コンテナ輸送の円滑化については、本章第１節（13）に同じ。
　また、「モーダルシフト促進のための貨物鉄道の輸送障害時の代替輸送に係る諸課題に関する検
討会」報告書に基づき、関係者の連携を促した。

（１）交通関連分野での訪日外国人旅行者の受入環境整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 訪日外国人旅行者数2,000万人に向けて、空港や鉄道駅などのターミナル施設内、さらには列車やバ
スの車内などでも円滑な情報収集・発信が可能となる無料公衆無線LANの整備促進、交通施設や公共
交通機関内における多言語対応の徹底、タクシー・レンタカー等における外国語対応の改善・強化、
出入国手続きの迅速化・円滑化等のためのCIQ体制の充実等、交通関連分野での訪日外国人旅行者の
受入環境を整備する。

　　　　［28］空港、鉄道駅における無料公衆無線LAN（Wi-Fi）の導入
 ①主要空港　　 　　【2013年度　87％　 　2020年度　100％】
 ②新幹線主要停車駅【2013年度　52％　 　2020年度　100％】
　　　　［29］国際空港における入国審査に要する最長待ち時間
 【2013年　最長27分　 　2016年度　最長20分以下】

　訪日外国人旅行者がストレスなく、快適に観
光を満喫できる環境を整備するため、訪日外国
人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金等
により、公共交通機関、宿泊施設、外国人観光
案内所等における多言語対応、無料公衆無線Ｌ
ＡＮ環境の整備などに対する支援を行った。ま
た、通訳ガイドの量の確保・質の向上等や地域を巡る旅行の促進に係る制度の創設を内容とする「通
訳案内士法及び旅行業法の一部を改正する法律案」を2017年３月に国会へ提出した。
　無料公衆無線LANの整備促進については、「無料公衆無線LAN整備促進協議会」を通じて、①事
業者の垣根を越えた認証手続の簡素化、②無料公衆無線LAN整備の促進、③共通シンボルマーク
（「Japan. Free Wi-Fi」マーク）の普及・活用による「見える化」のさらなる推進とウェブサイト
による無料公衆無線ＬＡＮの利用可能場所等の情報提供を行った。
　多言語対応については、多言語対応ガイドライン（2014年３月）に基づき、多言語対応の統一性・
連続性の確保に向けて必要な取組を、引き続き推進した。とくに鉄道については、「新宿ターミナ
ル協議会案内サイン分科会」や東京駅における案内・誘導サインのあり方の検討ＷＧに参画し、取
組方針等を決定したことを踏まえ、引き続き鉄道会社との意見交換等の場を通じて、鉄道事業者間
の案内表示の連続性やわかりやすさ等の取組の促進を働きかけた。また、これまで訪日外国人旅行
者が出発前に海外の限られた旅行代理店でしか購入できなかった「ジャパン・レールパス」の日本
到着後の購入を可能にするため、各旅客鉄道会社において2017年３月８日から実証実験を開始した。
　交通関連分野での訪日外国人旅行者の受入環境整備について分野別にみると、鉄道については、
訪日外国人旅行者の受入環境整備のために、鉄道事業者に働きかけを行い、2016年度中に、東京23
区内の鉄道全駅での駅ナンバリングが完成した。

第３節　訪日外客4000万人に向け、観光施策と連携した取組を強める
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　タクシーについては、海外の主要都市に比べて高い水準にあるタクシーの初乗り運賃について、
2016年８月から９月にかけて東京都内４カ所で実証実験を行い、2017年１月30日より、東京地区に
おけるタクシー初乗り運賃の引き下げを行った。
　そのほか、過疎地域等において、主として観光客を中心とした運送需要に対応するため、自家用
車の活用拡大すること等を内容とする「国家戦略特別区域法の一部を改正する法律」（平成28年法
律第55号）が2016年９月に施行された。
　バスについては、貸切バスの営業区域に係る弾力化措置について、2016年１月15日に発生した軽
井沢スキーバス事故を契機とした再発防止策検討との関係に留意しつつ、弾力化措置の恒久化も含
め検討した結果、本制度の利用実態（輸送実績、具体的な事例）の把握、事故の要因分析等を踏ま
え、2017年３月末まで再延長とした。
　船舶については、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業等により、訪日外国人旅行者に対
応するために必要な無料公衆無線ＬＡＮの整備、案内標識・ホームページの多言語化、船内座席の
個室寝台化等の支援を行った。
　港湾については、外国人クルーズ客が利用する旅客船ターミナル等において、案内標識等の統一
化や多言語化、無料公衆無線ＬＡＮ環境の提供を推進するとともに、民間事業者によるＣＩＱ等の
場となる旅客施設の整備に対する無利子貸付制度を創設した。また「水のまち東京における舟運活
性化に関する関係者連絡会」を通して、訪日外国人向けの舟運の旅行商品の開発等を検討し、陸上
交通事業者等の関係者を含めた協議会を立ち上げ、多言語やピクトグラムの整備の促進を図る。
　空港については、、成田国際空港・関西国際空港において既に設置されているファーストレーン
の対象範囲の拡大等による利用促進を図るとともに、東京国際空港をはじめとする国内の他の主要
空港における導入についても、両空港の運用状況を見ながら検討を進めた。また、地上取扱業務実
施体制の拡充を支援するため、車両運転許可に係る講習・試験のあり方や運転資格要件の見直しを
行い、制限区域内立入りに必要なランプパスについて、新千歳空港で臨時ランプパスを試験導入し
た。
　また、税関・出入国管理・検疫（ＣＩＱ）については、これら関係省庁と連携の上、必要な人的・
物的体制の計画的な整備を進めた。
　さらには、地方運輸局毎に設置した地方ブロック別連絡会議においては、各地方ブロックの地方
運輸局、地方整備局、地方航空局等が連携し、訪日外国人旅行者の受入環境整備に関する課題の整
理や対策に向けた検討を行うとともに、国の予算事業等も活用しながら、課題解決に向けた取組を
実施した。
　道路標識については、国民と訪日外国人の双方にとって分かりやすい道路標識の在り方について
検討した。
　道路案内標識については、第１章第３節（５）の道路案内標識に係る記載に同じ。

＜数値指標の状況（2016年12月時点）＞
［28］空港、鉄道駅における無料公衆無線LAN（Wi-Fi）の導入

①主要空港　96％　　②新幹線主要停車駅　86％　　

＜数値指標の状況（2016年時点）＞
［29］国際空港における入国審査に要する最長待ち時間　35分
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（２）　わかりやすい道案内の取組推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路の案内表示について、鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点における他の機関が設置する案
内看板と連携した案内標識の設置や、観光案内ガイドブックやパンフレット等と連携したわかりや
すい道案内の取組を推進する。あわせて、カーナビの多言語化を進める。

　第１章第３節（５）の道路案内標識に係る記載に同じ。

（３）クルーズ振興を通じた地域の活性化

【交通政策基本計画における記載】
○ クルーズ振興を通じた地域の活性化を図るため、クルーズ船の大型化への対応等の旅客船ターミナル
の機能強化、港湾施設の諸元や寄港地周辺の観光情報を発信するウェブサイトの充実、外航クルーズ
客に地域の観光情報等を提供する場として「みなとオアシス」の活用等を図る。

　　　　［30］全国の港湾からクルーズ船で入国する外国人旅客数
 【2013年　17.4万人　 　2020年　100万人】

　「明日の日本を支える観光ビジョン」において、「ク
ルーズ船受入の更なる拡充」が盛り込まれ、「訪日ク
ルーズ旅客を2020年に500万人」という目標が掲げら
れた。
　この目標の実現のため、既存ストックを活用して大
型クルーズ船を受け入れるための係船柱・防舷材等の
整備やクルーズ船社と港湾管理者の「マッチング」を
図る「クルーズ船寄港地マッチングサービス」の提供
開始など、クルーズ船寄港の「お断りゼロ」に向けた
取組を行った。
　また、新たに創設した民間事業者による旅客施設の
整備等に対する無利子貸付制度の活用を促進するとともに、国土交通大臣が指定した国際旅客船拠
点形成港湾において、旅客施設等を整備し一般公衆の利用に供する民間事業者に対し、岸壁の優先
的な利用を認める協定制度の創設等を内容とする「港湾法の一部を改正する法律案」を2017年３月
に国会に提出した。
　さらに、「全国クルーズ活性化会議」と連携して、クルーズ船社と港湾管理者等との商談会の開
催や、港湾施設の諸元や寄港地周辺の観光情報を一元的に発信するウェブサイトの充実を図った。

（４）　訪日外国人旅行者の国内各地への訪問促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 国際拠点空港における内・際の乗り継ぎ利便性の向上などにより、訪日外国人旅行者の国内各地への
訪問を促進する。

　東京国際空港における乗り継ぎ利便性の向上のため、国際線地区と国内線地区を結ぶトンネル（際
内トンネル）の整備を推進した。

＜数値指標の状況（2016年12時点）＞
［30］全国の港湾からクルーズ船で入国する外国人旅客数　199.2万人
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道の駅「川場田園プラザ」（群馬県川場村）

（５）「手ぶら観光」の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 訪日外国人旅行者の受入環境整備として、全国各地の免税店舗数の飛躍的拡大を推進し、あわせて、
こうした店舗での購入商品やスーツケースなど、訪日外国人旅行者の荷物を持ち運ぶ負担を減らす
ため、日本の優れた宅配運送サービスに関する多言語での分かりやすい情報提供や外国人向けサー
ビス内容の充実を図るなど、訪日外国人旅行者の「手ぶら観光」を促進する。

　「手ぶら観光」の共通ロゴマークの承認基準を満たす手ぶら観光
カウンター数について、163箇所（2017年３月31日現在）に増加さ
せるとともに、日本政府観光局（ＪＮＴＯ20）を通じた「手ぶら
観光」の広報活動をあわせて実施し、訪日外国人への更なる利用
促進を図った。
　外国人旅行者向け消費税免税制度については、2016年５月１日より、一般物品の免税販売の対象
となる購入下限額を「10,000円超」から「5,000円以上」へ引き下げる等の改正を行い、事業者等に
拡充内容の周知等を行うことで、消費税免税店のさらなる拡大を図った。また、免税品を海外へ直
送する場合の免税手続きを簡素化したことを踏まえ、免税品を国内のホテルや商業施設等から海外
の空港や自宅まで直送する「国際手ぶら観光サービス」の本格実施に向けた実証実験を新千歳、成
田・羽田、関西国際、那覇の各空港において実施した。
　この他、貨物用トラックと比べて定時性が高く、多頻度の運行である公共交通機関を活用するこ
とによる受付時間や当日配送範囲の拡大、海外からのオンラインサービス予約システムの構築（予
め申込・決済を済ませ、日本における手続を簡素化する）等のサービス向上について、事業者への
働きかけ、関係者調整等を行った。

（６）「道の駅」のゲートウェイ機能強化・充実と観光地周辺の自転車利用環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 観光情報提供の拠点となる「道の駅」を選定して重点的な整備を行うなど、クルマ観光における道の
駅のゲートウェイ機能の強化・充実を図る。また、自転車通行空間の整備等による観光地周辺の自転
車利用環境の改善を図る。

　「道の駅」は道路の沿線にあり、駐車場、トイレ等の「休憩機能」、
道路情報や地域情報の「情報発信機能」、地域と道路利用者や地
域間の交流を促進する「地域の連携機能」の３つを併せ持つ施
設で、制度発足から25年が経過しており、全国に1,117箇所（2017
年４月時点）が登録されている。
　近年、地元の名物や観光資源を活かして、多くの人々を迎え、
地域の雇用創出や経済の活性化、住民サービスの向上にも貢献
するなど、全国各地で「道の駅」を地域活性化の拠点とする取
組が進展しており、これらの取組を応援するため、重点「道の駅」
制度を2015年１月に創設したところ。2016年度は"住民サービス"をテーマ（部門）とし、特定テーマ型
モデル「道の駅」として６駅の選定を行った。さらに、道路情報の提供やインバウンドも含めた観光
案内を充実するため、無料公衆無線ＬＡＮ（道の駅ＳＰＯＴ）の整備や、観光案内所の配置を推進した。
　また、自転車ネットワーク計画の作成やその整備を促進するため、国土交通省と警察庁は共同して
有識者による検討委員会での検討を進め、2016年７月に「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドラ
イン」を改定し、その周知を図るとともに技術的助言等を実施した。2016年12月には、自転車活用推

「手ぶら観光」共通ロゴマーク

20 Japan National Tourist Organizationの略
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進法（平成28年法律第113号）が公布されたところであり、車道通行を基本とする自転車通行空間の整
備や自転車を活用した地域の観光振興に資する情報発信等、自転車の活用の推進に関する取組を進め
た。

（７）交通系ＩＣカードの利用エリア拡大、企画乗車券の導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通系ICカードの利用エリアの拡大、広範な地域における鉄道・バス等の多様な公共交通機関の相互
利用が可能な企画乗車券の導入、海外からの予約・発券、国内到着後のスムーズな購入・引換え、自
国で発行されたクレジットカードが利用できる駅窓口の拡充や券売機の配置等の促進策を検討する。

○ 旅行者の利便性向上、移動の円滑化、旅行費用の低廉化等を図るため、各公共交通機関、美術館・博
物館、観光施設等で相互利用可能な共通パスの導入を検討する。

　交通系ＩＣカードの利用エリアの拡大については、第１章第４節（６）に同じ。
　また、2016年３月に公表された「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等
の利用促進に関する当面の取組方針」を踏まえ、訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バス
情報プラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」を開設するとともに、関係者によるフリーパスの充
実が図られる等高速バス･ＬＣＣの利用促進に関する取組が進められている。さらに、2016年３月
に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、乗り放題きっぷ等の造成を促進して
いる。

（８）広域的な連携による国内外の観光客の呼び込み

【交通政策基本計画における記載】
○ 北陸新幹線（長野・金沢間）、北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開通による首都圏等とのア
クセス時間短縮を最大限活用し、地域の商工会議所や自治体、地方運輸局など沿線関係者が一丸と
なった広域的な連携による国内外の観光客の呼び込みのための方策を検討する。

　2015年度に引き続き、地方公共団体等が連携して行うプロモーションに対して支援を行った。
2016年度は、特に、北陸新幹線を活用した地域の取組や北海道新幹線の開通を契機とした地域の取
組についても支援を行った。

（９）航空会社の新規路線開設・就航の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ ビザ要件の緩和と一体的に行う航空路線の展開に対する支援や、地方空港への国際チャーター便に
対する支援など、航空会社の新規路線開設・就航を促す方策を検討する。

　国際チャーター便の就航促進のため、東京国際空港以外の国管理空港・共用空港における国際
チャーター便の着陸料を1/2に軽減する措置を継続して実施するとともに、東京国際空港以外の国
管理空港・共用空港における国際定期便の着陸料を7/10に軽減する措置を継続して実施した。
また、地方の国管理空港・共用空港において新規就航等の際に、地域の同規模・同期間支援と協調
して着陸料を更に1/2に軽減する措置を新設するとともに、地方空港を発着する国際包括旅行チャー
ター便の個札販売に係る規制緩和を行った。
　このほか、2016年３月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、ＬＣＣ等の
航空会社の新規路線開設・就航を促すため、各国の主要な航空会社や空港等が参加する商談会であ
る「World Routes 2016」に2016年９月に出展し、商談を実施。また、2017年３月に沖縄で開催さ
れる「Routes Asia 2017」には自治体等とともに出展し、商談を実施した。
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（10）広域周遊ルートの形成

【交通政策基本計画における記載】
○ 広域周遊ルートの形成を促すため、複数の空港とその間を結ぶ鉄道等が広域で連携して訪日外国人
旅行者を誘致する取組を促す方策を検討する。

　2015年度に引き続き、｢広域観光周遊ルート形成促進事業」において、訪日外国人旅行者の地方
誘客に資するテーマ・ストーリーを持った広域観光周遊ルートの形成を促進するため、2015年度に
認定した全国７ルートに関して、具体的なモデルコースを中心に、地域の観光資源を活かした滞在
コンテンツの充実、ターゲット市場へのプロモーション等、外国人旅行者の周遊促進の取組を支援
した。また、2016年度に新たに全国で４ルートを認定し、同様の取り組みに着手した。

（注）上段「 」はルートの名称、下段（ ）は計画の実施主体

広域観光周遊ルート

（11）　交通そのものを観光資源とする取組の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通機関自体の魅力向上による観光需要の創出を図るため、地域鉄道の魅力を高める観光列車、２
階建て観光バス、水上バスをはじめとした観光用の河川舟運など、交通そのものを観光資源とする
取組の促進方策を検討する。

　「地域資源を活用した観光地魅力創造事業」において、地域の観光資源を活かした着地型旅行商
品の造成や、マーケティング、受入環境整備、二次交通の充実等の施策を一体で実施することで、
魅力あふれる観光地域づくりを推進している地域を支援した。特に今年度は、舟運による活性化を
目指す東京都品川区において、舟運の社会実験に合わせて、発着場である桟橋への案内サインの統
一や、舟運に係るパンフレットの作成・ホームページの多言語化などのプロモーションを実施した。
　また、「船旅活性化協議会」の議論を受けて、旅客船とセットで楽しめる全国各地のサイクリン
グコースのＰＲを行うとともに、船旅に係る新サービス創出の促進を図るため、2016年４月より、
観光利用に特化した航路を「船旅旅活性化モデル地区」として設定し、地区内での旅客船事業の規
制を弾力化する運用を開始した（2017年２月現在10地区を設定）。
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（12）「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」の改定への対応

【交通政策基本計画における記載】
○ 観光施策との連携を一層充実強化する観点から、内外の旅行者が周遊しやすい環境を作るための２
次交通の充実など、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014」の今後の改定に柔軟に
対応しつつ交通分野の連携方策を検討する。

　2016年３月に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」の短期的な行動計画として、2016年
５月13日の観光立国推進閣僚会議にて、「観光ビジョン実現プログラム2016」を決定し、これに基
づいて施策を推進した。

（13）「日ＡＳＥＡＮクルーズ振興プロジェクト」

【交通政策基本計画における記載】
○ 「日ASEANクルーズ振興プロジェクト」に基づいた、我が国への外国クルーズ船の戦略的な誘致方
策を検討する。

　日本とＡＳＥＡＮを結ぶ魅力的なクルーズ商品の造成の促進等を図るため、2017年１月に、シン
ガポール及びタイにて現地旅行会社等を対象としたセミナーを開催するとともに、今後の訪日ク
ルーズ商品の開発・販売に関する課題の抽出等を行った。

（１）　交通関連技術・ノウハウの輸出の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 「インフラシステム輸出戦略」に基づき、我が国の高い交通関連技術・ノウハウのシステムとして
の一体的な輸出を推進する。

　　　　［31］交通分野における日本企業の海外受注額推計
 【2010年　約0.45兆円　 　2020年　７兆円】

　近隣のＡＳＥＡＮ諸国をはじめとして諸外国のインフラ需要は急速に拡大し、競合国との獲得競
争は熾烈化している。我が国は、安倍総理が発表した「質の高いインフラパートナーシップ」を実
現すべく、受注を目指した抜本的な制度拡充を行う等、政府を挙げた取組みを強化している。我が
国のインフラ海外展開における国土交通省の占める役割は極めて大きく、現行の取組みを継続、強
化しつつ、この制度拡充を最大限活用する等、現下の状況変化に応じた新たな取組みも行っていく
必要がある。このため、今般、相手国の状況や政治・経済状況等の進展を踏まえ、2016年３月に策
定した「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画」を2017年３月に改定した。特に、今回の
改定に当たっては、国土交通省の取組みが一層効果的なものとなるよう、我が国の競争力の強化、
推進体制の強化、民間資金の一層の活用、新技術等の活用、国土・地域開発計画等の上流計画形成
への積極的関与、他国と連携した第三国への取組の推進の６つの点について、新たに強化していく
こととした。今後、国土交通省として、本行動計画に沿って「質の高いインフラシステム海外展開」
を最も効果的なタイミングで戦略的に行っていく。
　また、トップセールスについては、2016年度において、国土交通大臣は、マレーシア、シンガポー
ル、インドネシア等計８カ国を歴訪し、相手国のトップや国土交通分野を担当する閣僚との協議・
意見交換を行うことにより、我が国インフラシステムのトップセールスに取り組んだ。また、副大

第４節　 我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービスを
グローバルに展開する
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臣・大臣政務官においては、ケニアやペルー、フィリピン等12カ国を訪問し、インフラニーズの見
込める国に対して、我が国インフラシステムのアピールを行った。このほか、諸外国の大臣等要人
の来日・表敬といった機会、セミナーの開催等を通じ、我が国インフラシステムの優位性に関する
発信に積極的に取り組んだ。
　さらに、2016年９月に長野県軽井沢町において、「Ｇ７長野県・軽井沢交通大臣会合」を開催し、
本会合では、2015年９月にドイツにおいて開催されたＧ７交通大臣会合における議論を踏まえ、「自
動車及び道路に関する最新技術の開発・普及」及び「交通インフラ整備と老朽化への対応のための
基本的戦略」の二つのテーマについて議論を行い、それぞれ大臣宣言を発表した。

（２）　交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 2014年10月に設立された株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）を活用し、需要リス
クに対応した出資と事業参画を一体的に行うことで、交通事業・都市開発事業の海外市場への我が
国事業者の参入を促進する。

　我が国企業の交通事業・都市開発事業の海外市場への参入促進を図るため、需要リスクに対応し
「出資」と「事業参画」を一体的に行う株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（ＪＯＩＮ21）が、
以下の３案件について支援を決定した。
　①ミャンマー・ヤンゴン複合都市開発事業
　　 ミャンマー・ヤンゴンの中央駅近傍において、ランドマークとなる複合施設の建設・運営を行っ
ていく本邦企業初の大規模複合都市開発事業（ＪＯＩＮ出資決定額：約45億円）。

　②インドネシア・ジャカルタ郊外複合都市開発事業
　　 インドネシア・ジャカルタ郊外で戸建住宅と商業施設の開発を行う事業（ＪＯＩＮ出資決定額：
約34億円）。

　③インドネシア・冷凍冷蔵倉庫整備・運営事業
　　 インドネシア・ジャカルタ郊外で冷凍冷蔵倉庫の整備・運営を行う事業（ＪＯＩＮ出資決定額：
約９億円）。

　また、安倍総理より2016年５月に発表された「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」を受
けて、政令改正や「最大出資者基準」の運用緩和など、質の高いインフラ輸出のための更なる制度
改善を行った。さらに、シンガポールやアルゼンチンなどの民間企業・政府関係機関との間で覚書
を締結した。

（３）交通分野における我が国の規格、基準、システム等の国際標準化

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車、鉄道、海運、航空、物流、港湾等の各交通分野について、安全面、環境面、効率面に関す
る我が国の規格、基準、システム等の国際標準化を推進し、我が国の交通産業の成長を目指す。

　我が国規格・基準の国際規格等への反映を目指し、国際規格等の制定に向けた議論に積極的に参
加するとともに、我が国規格等のデファクト・スタンダード化を進めた。

＜数値指標の状況（2014年時点）＞
［31］交通分野における日本企業の海外受注額　１兆円

21 Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport & Urban Developmentの略

第
Ⅲ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策

第２章 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築

交通政策白書178



　自動車分野では、国連自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ29）において、自動運転技術を取り
扱う分科会等の共同議長を我が国が務め、自動操舵の基準を提案するなど、我が国制度・技術の国
際標準化を推進した。また、官民共同フォーラムの開催等を通じ、2015年に日ＡＳＥＡＮ交通大臣
会合にて承認された「自動車基準・認証制度をはじめとした包括的な交通安全・環境施策に関する
ＡＳＥＡＮ新協力プログラム」を推進した。
　道路分野では、引き続き、ＩＴＳの国際標準化に関する専門委員会（ＩＳＯ22／ＴＣ23204）に参
画し、ＥＴＣ2.0で収集したプローブ情報の活用等に関する標準化に向けた活動を行った。さらに、
日ＡＳＥＡＮ交通連携の枠組みを活用した国際的な道路網を支える舗装技術や過積載管理技術の共
同研究を、ＡＳＥＡＮ各国の専門家と連携して推進した。
　鉄道分野では、日本からＩＳＯの鉄道分野専門委員会（ＴＣ269）に１件、ＩＥＣ24の鉄道電気
設備とシステム専門委員会（ＴＣ９）に１件の国際規格を提案したほか、国際規格の認証機関であ
る交通安全環境研究所において、認証対象規格の拡充を図った。
　海運分野では、国際海事機関（ＩＭＯ）において、燃料消費実績報告制度の策定、船舶バラスト
水規制管理条約発効に向けた議論、旅客船の安全基準の見直し、海事サイバーセキュリティのリス
クマネジメントに関する暫定ガイドラインの策定、液化水素タンカーの安全要件に関する暫定勧告
の策定等に積極的に貢献した。
　物流分野では、我が国の質の高い物流システムの海外展開を推進し、アジア物流圏の効率化を図
るため、ＡＳＥＡＮ各国との物流政策対話（2016年10月：ミャンマー、2017年１月：タイ）及び「イ
ンドにおける貨物鉄道輸送利用の促進に向けた実証事業」（同年１月）などのパイロットプロジェ
クト等を実施した。また、2015年度より開催している国際標準化に関する連絡検討会の場を活用し、
官民で我が国物流システムの国際標準化に向けた取組を推進し、2017年２月には我が国保冷サービ
スを基にした世界初の国際規格が発行された。
　港湾分野では、2014年に署名した「港湾施設の国家技術基準の策定に関する協力に係る覚書（Ｍ
ＯＵ25）」に基づき、引き続き、我が国のノウハウを活用し、過年度に策定したベトナムの港湾施
設の国家技術基準素案（設計の総則、荷重と作用、防波堤、施工）の同国内での審査支援や当該基
準に沿った設計条件設定を協力して作成するなど、幅広い分野における取組を推進した。

（４）洋上ロジスティックハブ等の開発支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 拡大する海洋開発市場への我が国企業の進出を促進するため、人員・物資等の輸送の中継基地とな
る洋上ロジスティックハブ等の開発支援を行う。

　世界的なエネルギー需要の高まりにより中長期的に拡大することが期待される海洋開発市場への
我が国の海運、造船等の企業の進出を促進するため、洋上における人員・物資等の輸送に資する構
造物等の要素技術（高精度位置保持システム等）の開発に対する支援を実施した。

（５）海上輸送の安全確保への積極的な参画

【交通政策基本計画における記載】
○ 海上交通の要衝であるマラッカ・シンガポール海峡等における海上輸送の安全確保に積極的に参画
する。

22 International Organization for Standardizationの略
23 Technical Committeeの略
24 International Electrotechnical Commission（国際電気標準会議の略）
25 Memorandum of Understanding（了解覚書）の略

第
Ⅲ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策

第２章成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築

交通政策白書 179



　2015年度に引き続き、マラッカ・シンガポール海峡における航行援助施設の維持・管理のための
事前調査、これらの航行援助施設の維持・管理のための人材育成セミナー及び、我が国と沿岸３国
（インドネシア、マレーシア及びシンガポール）による同海峡の共同水路測量調査を実施した。
以上に加え、国際協力機構（ＪＩＣＡ26）による事業への協力として、インドネシアへの専門家の
派遣及びカウンターパート研修を実施し、船舶通航サービス（ＶＴＳ27）の運用能力向上など海上
安全に関する技術支援を実施した。

（６）我が国の交通関連企業の進出先での人材の確保・育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の交通関連企業の海外進出に当たり、進出先の国・地域において我が国の質の高い交通シス
テムがスムーズに導入・運用されるよう、現地の人材や日本で勉学する留学生に対する研修・セミナー
の実施など、現地の有能な人材の確保・育成を検討する。

　専門家派遣、ＪＩＣＡ研修への協力、セミナーの開催等を通じ、建設、鉄道、道路、航空、港湾、
物流、船員等の幅広い分野において、相手国の制度整備や、相手国のインフラの整備・運営・維持
管理を担う技術者及び船員教育者の育成支援を積極的に実施した。

26 Japan International Cooperation Agencyの略
27 Vessel Traffic Serviceの略
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（１）交通インフラの耐震対策、津波対策、浸水対策、土砂災害対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道、道路、港湾、空港等の交通インフラの耐震対策、津波対策、浸水対策、土砂災害対策等を確実
に実施する。

　　　　［32］主要な交通施設の耐震化
① 首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主要
鉄道路線の耐震化率 【2012年度　91％　 　2017年度　概ね100％】

②緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率 【2012年度　79％　 　2016年度　82％】
 ★【2013年度　75％　 　2020年度　81％】
③大規模地震が特に懸念される地域における港湾による緊急物資供給可能人口
 【2013年度　約2,810万人　 　2016年度　約2,950万人】
★ 災害時における海上からの緊急物資等の輸送体制がハード・ソフト一体として構築さ
れている港湾（重要港湾以上）の割合

 【2014年度　31％　 　2020年度　80％】
④ 航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能
を有する空港から一定範囲に居住する人口

 【2012年度　7,600万人　 　2016年度　9,500万人】
 ★【2014年度　9,400万人　 　2020年度　約１億700万人】
　　　　［33］航路標識の災害対策
 ①航路標識の耐震補強の整備率　　【2013年度　75％　 　2020年度　100％】
 ②航路標識の耐波浪補強の整備率　【2013年度　74％　 　2020年度　100％】
 ③航路標識の自立型電源導入率　　【2013年度　84％　 　2016年度　 86％】
　　　　［34］社会経済上重要な施設の保全のための土砂災害対策実施率（重要交通網にかかる箇所）
 【2013年度　約48％　 　2016年度　約51％】

★重要交通網にかかる箇所における土砂災害対策実施率
 【2014年度　約49％　 　2020年度　約54％】
　　　　［35］道路斜面や盛土等の要対策箇所の対策率
 【2012年度　60％　 　2016年度　68％】
 ★【2013年度　62％　 　2020年度　75％】

　2011年３月に発生した東日本大震災は未だ記憶に新しいが、2016年も熊本地方を震源とする最大
震度７の地震が４月14、16日に立て続けに発生するとともに、北海道・東北地方に相次いで台風が
来襲する等、多数の災害が日本列島を襲った。こうした様々な自然災害が発生した場合においても
交通の機能が最大限に維持されるよう、各種交通インフラの災害対策を実施した。
　鉄道については、防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南海トラフ地
震に備えて、国土強靱化の観点から地震時における鉄道網の確保を図るとともに、一時避難場所や
緊急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、鉄軌道事業者が実施する主要駅や高架橋等の鉄道施
設の耐震補強について、補助や固定資産税の優遇措置等を講じた。
　また、ＪＲ四国及びＪＲ九州が行う海岸保全、落石・なだれ等対策のための施設の整備のうち、
一般の安全確保にも寄与する事業について支援を行うとともに、各地方公共団体が定めるハザード
マップにより浸水被害が想定される地域の地下駅又はトンネルの出入口の中で早期に対策が必要な
箇所の防水扉や止水板等について支援を行った。
　道路については、地震による被災時に円滑な救急・救援活動、緊急物資の輸送、復旧活動に不可
欠な緊急輸送を確保するため、緊急輸送道路等の重要な道路に対し優先的に橋梁の耐震補強対策や

第３章　持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

第１節　大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする
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無電柱化を実施するとともに、道路斜面や盛土等の防災対策を実施した。
　港湾については、大規模地震が発生した際においても海上からの緊急物資や人員等を輸送できる
災害に強い海上輸送ネットワークの構築を図るため、港湾施設の耐震性の向上やコンビナート港湾
の強靱化を推進するとともに、大規模な津波の発生時にも港湾機能を維持するため、"粘り強い構
造"の防波堤の整備等の防災・減災対策を推進した。
　空港については、航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点として
最低限必要となる基本施設等並びに管制施設等の耐震対策を実施した。また、津波リスクの高い10
空港において、津波避難計画に基づいた津波避難訓練を実施した。さらに、2015年度に策定した「空
港における地震・津波に対応する避難計画・早期復旧計画ひな型」に基づき、地震・津波に対する
避難計画・早期復旧計画の策定を推進した。
　航路標識については、南海トラフ地震等の大規模災害が発生した場合においてもその機能を維持
するため、引き続き、耐震補強、耐波浪補強及び自立型電源化の整備を実施した。

＜数値指標の状況（①③④は2016年３月末時点、②は2016年10月末時点）＞
［32］主要な交通施設の耐震化

① 首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主
要鉄道路線の耐震化率　96％
② 緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率　76％
③ 災害時における海上からの緊急物資等の輸送体制がハード・ソフト一体として構築
されている港湾（重要港湾以上）の割合　45％
④ 航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機
能を有する空港から一定範囲に居住する人口　約9,500万人

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［33］航路標識の災害対策

①航路標識の耐震補強の整備率　　80％
②航路標識の耐波浪補強の整備率　81％
③航路標識の自立型電源導入率　　87％

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［34］重要交通網にかかる箇所における土砂災害対策実施率　約49％
［35］道路斜面や盛土等の要対策箇所の対策率　66％
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（２）信号機電源付加装置の整備、環状交差点の活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害発生時における混乱を最小限に抑える観点から、停電による信号機の機能停止を防止する信号
機電源付加装置の整備を推進するとともに、交通量等が一定の条件を満たす場合において安全かつ
円滑な道路交通を確保できる環状交差点の活用を図る。

　　　　［36］信号機電源付加装置の整備台数 
【2013年度　約5,400台　 　2016年度　約6,400台】

★信号機電源付加装置の整備台数
 【2020年度までに約2,000台】

　災害発生時における道路交通の混乱を最小限に抑える観点から、停電による信号機の機能停止を
防止する信号機電源付加装置の整備を推進した。
　また、交通量等が一定の条件を満たす場合において安全かつ円滑な道路交通を確保できる環状交
差点について、適切な箇所への導入を推進し、2016年度末に19都府県61か所で導入された。

（３）無電柱化の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興等の観点から、
無電柱化を推進する。

　　　　［37］市街地等の幹線道路の無電柱化率 【2013年度　15.6％　 　2016年度　18％】
 ★【2014年度　16％　 　2020年度　20％】

　地震等の災害発生時に電柱が倒壊することによる緊急車両等の通行への支障を回避するなど、道
路の防災性の向上や安全で快適な通行空間の確保を図り、良好な景観の形成や観光振興等につなげ
る観点から、道路における無電柱化を推進した。
　また、道路の新設又は拡幅を行う際に同時整備を推進するとともに、低コスト手法の導入に向け
たモデル施工を実施した。さらに、緊急輸送道路を対象に電柱の新設を禁止や固定資産税の特例措
置を実施した。なお、2016年12月に「無電柱化の推進に関する法律」（平成28年法律第112号）が成
立・施行された。

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［36］信号機電源付加装置の整備台数　444台
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（４）交通インフラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 「インフラ長寿命化基本計画」　に基づく行動計画及び個別施設計画を策定するとともに、道路・港
湾施設等の長寿命化対策の実施、鉄道施設の長寿命化に資する改良への支援等により、交通インフ
ラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策を推進する。

　　　　［38］主要な交通施設の長寿命化
①全国道路橋の長寿命化計画策定率 【2013年度　96％　 　2016年度　100％】
　★個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率（道路（橋梁））
 【2014年度　 －　　 　2020年度　100％】
②長寿命化計画に基づく港湾施設の対策実施率
 【2013年度　36％　 　2016年度　100％】
　★個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率（港湾）

 【2014年度　97％　 　2017年度　100％】

　各インフラの管理者による個別施設計画の策定を推進するとともに、各インフラの長寿命化に資
する改良等に支援を行った。また、2015年度に引き続き、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行
動計画）」のフォローアップを実施し、進捗状況を把握、公表した。
　道路については、2013年度の道路法改正により、予防保全の観点も踏まえて点検を行うべきこと
の明確化や道路構造物への影響が大きい大型車両の通行を誘導する道路を指定する制度の創設、制
限違反車両の取り締まりの強化等、その適切な管理を図るための枠組みが構築された。これを踏ま
えた2014年７月の橋やトンネルなどについて５年に一度の近接目視点検を行うことを内容とする省
令の施行にともない、点検及び点検結果に基づく措置を計画的に実施した。また、財政、人員、技
術面で課題を抱えている市町村に対しては、全都道府県に設置された「道路メンテナンス会議」を
活用した定期点検の着実な推進、地域単位での点検業務の一括発注、自治体職員向けの研修など、
自治体が行う道路の老朽化対策に対する支援を実施している。
　このほか、自動車道事業者に対し、自動車道の長寿命化に資する検査等の実施により、交通イン
フラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策を推進したのに加え、分野ごとのデータベースから共
有すべき情報を集積し、分野横断的に示す「社会資本情報プラットフォーム」が作成されるのに伴
い、自動車道にかかる情報を収集・掲載し、効率的な横断的情報の対外的な提示等に支援した。
　港湾については、施設ごとに作成する維持管理計画や港湾単位で作成する維持管理・更新計画（予
防保全計画）に基づいて、老朽化や社会情勢の変化に伴って機能が低下した施設の統廃合やスペッ
クの見直し等を計画的に進め、より効率的なふ頭へ再編するなど、戦略的なストックマネジメント
による老朽化対策を推進した。このほか、2016年４月から施設の点検・診断維持管理業務の省力化・
効率化に資することを目的とした港湾施設の維持管理情報データベースの運用を開始した。また、
各地方整備局において、港湾管理者を対象とした維持管理に関する研修の実施、港湾等メンテナン
ス会議を開催するとともに、老朽化が特に著しい施設については、老朽化対策を講じるまでの間に、
一時的に利用を制限するなど安全性を確保するための取組を推進した。
　鉄道については、鉄軌道事業者におけるインフラ長寿命化計画及び個別施設ごとのインフラ長寿
命化計画に基づく取組を推進するとともに、鉄道施設の劣化等による被害を事前に防ぐための橋
りょう、トンネルの大規模な改良や、鉄道施設の長寿命化に資する改良への支援措置について、必
要な予算を確保し、戦略的な維持管理・更新を推進した。
　空港については、公共用の空港において、長期的視点に立ち策定した維持管理・更新計画に基づ
き、定期的な点検・診断を行うことで、施設の破損、故障等を未然に防ぐ予防保全的維持管理を推
進した。また、空港舗装体内の変状把握システムなど点検手法等の技術研究開発を推進するととも

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［37］市街地等の幹線道路の無電柱化率　16％
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に、維持管理に関する研修の内容充実や自治体からの参加者への門戸開放など人材育成についても
推進した。さらに、地方公共団体等への技術的支援では、空港施設メンテナンスブロック会議を全
国２ブロックで開催し、維持管理に係る課題解決に向けた連携・支援を行った。
　航路標識については、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を踏まえ策定した「航路
標識等の長寿命化計画」に基づき、点検・診断を実施した。また、これまでに点検・診断を実施し
た航路標識のうち、修繕・更新等の必要な標識の整備を実施した。

（５）地震発生時の安全な列車の停止

【交通政策基本計画における記載】
○地震発生時に列車を安全に止めるための対策（新幹線においては更に脱線・逸脱の防止）を実施する。

　地震発生時における新幹線の脱線・逸脱防止対策として、列車を脱線させない、また、万一脱線して
も車両が軌道から大きくはみ出すことを防止する装置の設置を進めているところであり、新幹線の脱線被
害が大きいと想定される区間に対してこのような脱線・逸脱防止装置の設置の実施を推進した。
　また、各鉄軌道事業者の緊急地震速報の活用状況等の調査確認を行い、地震発生時の列車の安全停
止に向け、必要に応じ指導等を行った。

（６）新幹線の大規模改修への対応

【交通政策基本計画における記載】
○開業50年が経過した東海道新幹線をはじめとして、新幹線の大規模改修への対応を推進する。

　ＪＲ東海において東海道新幹線の大規模改修工事に必要な費用として2002年度から2012年度まで
積み立てた引当金を取り崩し、2013年度から大規模改修工事が実施されており、2016年度において
もその進捗状況を確認するとともに、必要に応じ指導・助言を実施した。

（７）避難・緊急輸送のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害時に被災地の支援を国全体で可及的速やかに実施するため、代替ルートを確保するとともに、
輸送モード間の連携を促進する。

　災害時の避難ルートの確保や救援・復旧活動に資する緊急輸送体制を確立するとともに、道路、
鉄道、港湾、空港等の交通施設の災害への耐性を高めるため、輸送モードや交通ネットワークの多
重性、代替性等を確保し、災害発生時の全国的な輸送活動への影響の最少化や交通機関の利用者の
安全確保に努めた。大規模災害発生時における緊急支援物資輸送が円滑に実現するよう、関係省庁・
地方自治体・指定公共機関等と連携し、基幹的広域防災拠点（堺泉北港堺２区）を活用した広域的
な物資輸送訓練を実施し、関係機関との連携体制や輸送調整方法等についてあらかじめ定めた「即
応型　災害支援物資輸送の実施方策」を策定した。
　道路ネットワークについては、大規模災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、代替
性確保のためのミッシングリンクの整備、防災対策（斜面・盛土対策等）、震災対策（耐震補強等）、
雪寒対策（防雪施設の整備等）、道路施設への防災機能強化（道の駅及びＳＡ・ＰＡの防災機能の

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［38］主要な交通施設の長寿命化

②個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率（港湾）　98％
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付加、避難路・避難階段の整備）を推進した。
　鉄道については、貨物鉄道事業者に対し、ＢＣＰ28の策定促進を図るとともに、鉄製まくら木へ
の交換等の被災回避にも資する老朽化施設の更新を支援し、災害に強い貨物鉄道の強化を図った。
　船舶については、南海トラフ地震及び首都直下地震発災時において、迅速に広域応援部隊を輸送
するため、警察庁、消防庁、防衛省及び民間フェリー事業者等と連携して「広域応援部隊進出のた
めの民間フェリー利用に関する問題検討会」を設置した。2016年12月に「広域応援部隊進出におけ
る海上輸送対策」をとりまとめるとともに、広域応援部隊の輸送に係る要請がなされた場合に、通
常の輸送に優先して対応するよう、国土交通大臣から民間フェリー事業者等に対し協力を要請した。
　輸送モード間の連携については、本節（８）に同じ。

（８）災害発生時における輸送手段の確保や円滑な支援物資輸送

【交通政策基本計画における記載】
○ 迅速な輸送経路啓開等の輸送手段確保や円滑な支援物資輸送に向けて、関係機関の連携等により装備
資機材の充実、燃料の確保、訓練の実施、情報収集・共有等必要な体制整備を図る。

　　　　［39］ 国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾における港湾の事業継続計画（港湾BCP）が策
定されている港湾の割合 【2012年度　３％　 　2016年度　100％】

　　　　［40］航路啓開計画が策定されている緊急確保航路の割合
 【2013年度　０％　 　2016年度　100％】
　　　　［41］空港の津波早期復旧計画の策定空港数 【2013年度　４空港　 　2016年度　７空港】
　　　　［42］支援物資輸送の広域物資拠点として機能すべき特定流通業務施設の選定率
 【2013年度　28％　 　2016年度　100％】
　　　　［43］ 首都直下地震又は南海トラフ地震の影響が想定される地域における国、自治体、有識者

及び多様な物流事業者からなる協議会の設置地域率
 【2013年度　０％　 　2017年度　100％】

　道路については、速やかな道路啓開の実施のための道路管理者と民間企業等とによる災害協定の
締結や、道路管理者間の協議会による啓開体制の構築を推進した。首都直下地震及び南海トラフ巨
大地震については、道路啓開計画の実効性確保のため、道路管理者間及び実働部隊との連携強化、
実動訓練による対応能力向上等を図った。また、速やかな道路啓開に資するため、道路管理者によ
る円滑な車両移動のための人員・資機材等の体制を強化した。
　港湾については、港湾の事業継続計画（港湾ＢＣＰ）の策定促進や瀬戸内海における緊急確保航
路の指定、航路啓開計画の策定促進及び海上からの緊急物資輸送訓練等を実施し、国、港湾管理者、
港湾利用者等の連携・協働による港湾機能の継続及び早期復旧のための協力体制の構築を推進した。
また、大規模災害発生時に緊急物資輸送の中継拠点や広域支援部隊のベースキャンプとして機能す
る基幹的広域防災拠点の運用体制の強化を図った。
　空港については、2015年度に引き続き、津波早期復旧計画に基づく、関係機関との協力体制強化
等を実施した。また、2015年度に策定した「空港における地震・津波に対応する避難計画・早期復
旧計画　ひな型」に基づき、地震・津波に対応する早期復旧計画の策定を推進した。
　また、中国・四国・九州ブロックにおいては、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時の、多様な
輸送手段を活用した支援物資輸送における広域連携体制の構築に向けて、鉄道、内航海運等の多様
な関係者から構成される「中国、四国、九州地域における大規模災害時の多様な輸送手段の活用に
よる支援物資物流システムの構築に関する協議会」を開催し、関係者間の調整事項や共有情報を整
理するとともに、緊急支援物資輸送に関する情報伝達訓練を実施した。
　以上に加え、2016年４月に発生した熊本地震の教訓を踏まえ、地方ブロックごとに開催している
国、自治体、倉庫業者・トラック事業者等の関係者が参画する協議会等において、自治体と物流事
業者団体との物流専門家の派遣を含む災害時協力協定の締結促進や、既に選定されている民間物資

28  Business Continuity Planの略
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拠点の特性把握や活用方法の整理をするとともに、新たな施設の選定も引き続き行った。
　貨物鉄道・船舶に関する取組は、本節（７）に同じ。

（９）避難誘導のための適切な情報発信、船舶やバス車両等の活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道、バス、旅客船ターミナル、空港等において、災害発生時に利用客を混乱なく避難誘導できる
よう、適切な情報発信等の対策を行うとともに、災害発生時に船舶やバス車両等を効率的・効果的
に避難や緊急輸送に活用するため、活用可能な船舶・車両の確保等について、枠組みの構築を進める。

　鉄道については、鉄道事業者に対する監査等を通じて、利用者を混乱なく避難誘導できるよう、
避難訓練や適切な情報提供の対応状況を確認し、必要に応じ改善を促した。
　バスについては、2013年５月に事業者団体により災害発生時の初動対応や必要な事前の備えを定
めた「大規模災害基本対応マニュアル」が策定されており、同マニュアルについて事業者へ配布・
周知された。また、発災時に適切かつ迅速な対応が行えるよう、旅客自動車運送事業者と自治体と
の災害時の緊急輸送等に関する協定について、締結状況の把握を行った。
　港湾については、港湾の特殊性を考慮した津波避難計画の策定を推進した。また、避難機能を備
えた物流施設等を整備する民間事業者に対して、（一財）民間都市開発推進機構が支援する特定民
間都市開発事業を四日市港で実施し、同港での避難機能の向上を図った。
　空港については、津波リスクの高い10空港において、各空港で津波避難計画に基づく津波避難訓
練を実施するとともに、2015年度に策定した「空港における地震・津波に対応する避難計画・早期
復旧計画ひな型」に基づき、地震・津波に対応する避難計画の策定を推進した。
　船舶における取組は、本節（７）に同じ。

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［39］ 国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾における港湾の事業継続計画（港湾BCP）が 

策定されている港湾の割合　55％

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［40］航路啓開計画が策定されている緊急確保航路の割合　67％

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［41］空港の津波早期復旧計画の策定空港数　７空港

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［42］支援物資輸送の広域物資拠点として機能すべき特定流通業務施設の選定率　69％

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［43］ 首都直下地震又は南海トラフ地震の影響が想定される地域における国、自治体、 

有識者及び多様な物流事業者からなる協議会の設置地域率　83％
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（10）帰宅困難者・避難者等の安全確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 主要駅周辺等における帰宅困難者・避難者等の安全を確保するための取組について、自治体や民間
企業が連携し、協力体制を構築するための支援を行う。

　人口・都市機能が集積する大都市の主要駅周辺等において、大規模な地震が発生した場合におけ
る滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を図るため、官民協議会による都市再生安全確保計画等
の作成や同計画に基づくソフト・ハード両面の取組に対する支援を実施するとともに、主体的に帰
宅困難者対策に取り組んでいる団体等への支援を追加することにより、計画策定を促進した。また、
鉄道駅における帰宅困難者への対応体制を確認するため、鉄道事業者に対する監査を実施し、必要
に応じて改善を促した。

（11）港湾等における船舶の避難誘導等

【交通政策基本計画における記載】
○ 港湾等において、災害発生時に船舶を混乱なく避難誘導するとともに、発災後の輸送経路啓開区域
の明示による緊急輸送船舶の航行支援など適切な情報発信等を行う。

　通報の一本化や災害発生時における移動命令等の制度を整備するため、「海上交通安全法等の一
部を改正する法律」（平成28年法律第42号）が公布されるとともに、東京湾における一元的な海上
交通管制の構築を図るため、レーダーなどの関連施設の整備等を推進した。

平時において、船舶の管制信号待ちや渋滞を
緩和し物流の一層の効率化を図る
⇒国際競争力の向上を実現

大規模災害発生時において、海難発生の極小化、海上輸
送機能の確保及びサプライチェーンの寸断の防止を図る
⇒災害発生時の海上交通機能の維持、ダメージの最小化

油流出海域
の明示

統合

千葉海上保安部
港内交通管制室

川崎海上保安署
港内交通管制室

横浜海上保安部
港内交通管制室

新海上交通センター
（横浜第2合同庁舎）

東京海上保安部
港内交通管制室

東京湾海上交通センター
と４つの港内交通管制室
を一つに統合

東京港

千葉港

川崎港

観音埼

【海上交通管制の一元化のイメージ】

横浜港

東京湾海上交通センター
（観音埼）

沈没船海域
の明示

避難経路
の明示

ＡＩＳ仮想航路標識
避難海域

（凡例）

海上交通管制の一元化イメージ
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（12）防災気象情報の改善や適時・的確な提供

【交通政策基本計画における記載】
○ 自然災害による陸上、海上及び航空交通の被害の軽減に資するよう、観測・監視の強化や予測精度
の向上を図り、防災気象情報の改善や適時・的確な提供を推進する。

　自然災害による陸上、海上及び航空交通の被害の軽減に資するよう、2016年11月には静止気象衛
星ひまわり９号の打ち上げを実施するとともに、次世代スーパーコンピュータシステムの整備や火
山監視・評価及び情報提供体制の強化に向けたシステム整備等に着手するなど、観測・監視の強化、
予測精度の向上を図るための情報システムの整備を行った。
　また、緊急地震速報の精度向上や、2015年７月の交通政策審議会気象分科会における提言を踏ま
えて、メッシュ情報を充実する等、防災気象情報の改善を順次行った。

（13）「津波救命艇」の普及

【交通政策基本計画における記載】
○近隣に避難場所がない地域における津波対策として、「津波救命艇」の普及を図る。

　近隣に避難場所がない地域等における津波対策として、船舶用救命艇の技術を活用し開発された
津波救命艇について、地方運輸局による地方自治体への働きかけや2016年11月５日に高知県で開催
された「平成28年度　大規模津波防災総合訓練」等における広報活動を行った。これらの活動の結
果、地方自治体等において新たに４艇設置されることとなった。

（14）災害時の機能維持のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害時においても我が国の社会経済活動ができる限り維持されるよう、代替ルートを確保するとと
もに、輸送モード間の連携を促進する。

　本節（７）に同じ。

（15）災害に強い交通関係情報システムの構築

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害発生時において、電源確保、バックアップ機能の強化等により、災害に強い交通関係情報シス
テムを構築する。

　自動車登録検査業務電子情報処理システム等について、2014年度に実施した耐震性能や立地条件
等見直しに係る調査の結果を、システム更改の設計・開発等に反映し、2017年１月４日より新シス
テムを稼働開始させた。また、2015年度に運輸支局等を拡大して実施した代行訓練について、2016
年度は地方運輸局等間をまたぐ代行訓練も対象とした訓練を実施し、災害時における運用体制の一
層の強化を図った。
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（16）災害に強い物流システムの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ サプライチェーン維持に資する災害に強い物流システムの実現のため、広域的な観点による多様な
輸送手段の活用や、物流事業者の事業継続体制の構築を官民連携で推進する。

　2014年度に作成した「荷主と物流事業者の連携したＢＣＰ策定のためのガイドライン」等の周知を物
流事業者等関係者に対して行った。

（17）老朽化車両・船舶の更新

【交通政策基本計画における記載】
○ 厳しい経営状況にある地方の交通関連事業者による老朽化車両・船舶の更新への新たな支援策等を
検討する。

　鉄道車両については、安全な鉄道輸送の確保のため、地域公共交通確保維持改善事業等により、
安全性の向上に資する設備の更新等を支援した。
　バス車両については、減価償却費等補助金や公有民営方式補助金を活用するとともに、地域公共
交通再編実施計画に基づく事業に対して、車両の購入時一括補助化の特例を創設し、厳しい経営状
況にある乗合バス事業者の負担軽減や老朽車両の代替による安全確保及び利用者利便の向上を推進
した。
　船舶については、老朽化船舶の更新に対する支援を実施した。また、鉄道・運輸機構の船舶共有
建造制度により、内航海運のグリーン化に資する船舶や離島航路等の維持・活性化に資する船舶等
の代替建造を支援した。また、鉄道・運輸機構の船舶共有建造の対象とする範囲を拡充し、内航海
運暫定措置事業に係る建造等納付金に関する事業者負担の軽減を行った。

（18）交通インフラの維持管理と交通以外のインフラの維持管理との連携強化

【交通政策基本計画における記載】
○交通インフラの維持管理と交通以外のインフラの維持管理との連携強化について検討する。

　2016年４月の熊本地震発生により被害を受けた南阿蘇鉄道株式会社では、立野駅～高森駅間の
17.7キロの全区間で運休となったが、南阿蘇鉄道による復旧作業や関係者による協力等もあり、同
年7月31日より、比較的被害の少ない中松駅～高森駅間の約７キロで、部分運転を再開した。

（19）平成28年熊本地震への対応

　2016年４月14日夜以降、熊本県から大分県にかけて大規模な地震が連続的に発生した。これを受
けて、全日本トラック協会等の業界団体や、鉄道貨物事業者・海運事業者・航空事業者等と輸送手
段を調整するとともに、佐賀県鳥栖市・福岡県久山町の民間物流施設を支援物資搬出入拠点として
活用する等、物流事業者等と連携し、支援物資輸送を行った。また、道路陥没や土砂崩落等によっ
て通行不能となった県・市町村道の応急復旧を行い、熊本市内から南阿蘇方面への緊急輸送道路の
代替路となるミルクロード、グリーンロードの啓開を行う等、支援物資等の輸送路の確保に迅速に
対応した。さらに、県道熊本高森線においては、国が復旧事業を代行し迂回路を介した熊本市内と
南阿蘇村方面への東西方向の通行経路を2016年12月24日に確保した。
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（１）監査の充実強化

【交通政策基本計画における記載】
○事業者に対する監査の充実強化により、悪質事業者の排除等監査・処分の実効性を向上させる。

　鉄道事業者への保安監査については、ＪＲ北海道問題を踏まえて2014年度に実施した保安監査の
在り方の見直しに係る検討結果に基づき、計画的な保安監査のほか、同種トラブルの発生等の際に
臨時保安監査を行うなど、メリハリの効いたより効果的な保安監査を実施した。なお、2015年度は、
65事業者に対し78回の保安監査を実施し、施設及び車両の保守管理状況、運転取扱いの状況、乗務
員等に対する教育訓練の状況、安全管理体制等について、37事業者に対し39件の行政指導を行った。
　自動車運送事業者については、悪質違反を犯した事業者や重大事故を引き起こした事業者等に対
する監査の徹底及び法令違反が疑われる事業者に対する重点的かつ優先的な監査を実施するととも
に、軽井沢スキーバス事故を受け、2016年６月にとりまとめられた総合的な対策に基づき、法令違
反を早期に是正させる仕組みや行政処分を厳格化して違反を繰り返す事業者を退出させるなどの措
置を同年12月より実施した。また、監査情報や事故情報等の統合及び分析機能の強化を図り、事故
を惹起するおそれの高い事業者を抽出することにより、事故の未然防止のための監査機能の強化を
図るため、「事業用自動車総合安全情報システム」の運用を開始した。
　2016年４月に発覚した自動車の型式指定審査における燃費試験の不正行為を受け、国土交通省で
は、「自動車の型式指定審査においてメーカーの不正行為を防止するためのタスクフォース」のと
りまとめに基づき、審査方法改善・厳格化等の見直しを行った。また、不正の手段によりなされた
型式指定を取り消すことができることとするとともに、虚偽の報告等を行った者に対する罰則を強
化するための「道路運送車両法の一部を改正する法律案」を2017年３月に国会に提出した。
　海運事業者については、海運事業者等に対し運航労務監理官は、ヒューマンエラーによる事故の
防止、ふくそう海域における大規模海難の防止、旅客船事故の防止、人命救助体制の強化、船員災
害の予防の対策を推進した。また、監査等を通じて、事故の原因究明及び再発防止に係る指導監督
の強化を図っており、2015年度には6,976件の監査等を実施し、406件の行政処分等を行った。行政
処分等のうち、海上運送法（昭和24年法律第187号）及び内航海運業法（昭和27年法律第151号）に
基づくものについては、改善結果を確認した。さらに、2015年７月に発生したフェリー火災事故を
受け、旅客フェリーにおける消防設備の点検、実戦的な消火訓練の実施などについて、ハード・ソ
フト両面から重点的に指導を行った。
　航空運送事業者については、航空会社の事業形態の複雑化・多様化を踏まえ、国土交通省航空局
及び地方航空局に監査専従職員を配置し、本邦特定本邦航空事業者に対して抜き打ちを含む立入検
査など厳正かつ体系的な監査を実施した。2016年度は、特定本邦航空運送事業者全15社の本社及び
基地に対し、335の安全監査を実施し、不適切と認められた事項に対しては、発生の背景・要因に
ついて分析を行い個別の対応を行うだけでなく、同種事案発生の防止を図るため、必要に応じて関
係各社への水平展開・対応状況確認をあわせて実施した。

第２節　 交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に万全
を期する
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（２）運輸安全マネジメント制度

【交通政策基本計画における記載】
○ 事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運輸安全マ
ネジメント制度については、評価対象事業者を従来拡大してきたところ、今後はさらに制度の実効
性向上を図るとともに、そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を
図る。

　　　　［44］運輸安全マネジメントの普及
①運輸安全マネジメント評価実施事業者数
 【2013年度　6,105事業者　 　2020年度　10,000事業者】
②運輸安全マネジメントセミナー及び認定セミナー等の受講者数
 【2013年度　17,799人　 　2020年度　50,000人】

　運輸安全マネジメント制度は、
運輸事業者が経営トップのリー
ダーシップにより全ての現場に至
るまで一丸となった安全管理体制
を構築することを支援する目的で、
保安監査と相互補完させる形で
2006年10月に導入された。その内
容は、安全管理規程の作成、安全
統括管理者の選任等の義務付け、
運輸安全マネジメント評価（国の
評価チームが経営トップから取組
状況を直接確認し、更なる改善に
向けての助言等を行う）からなる。
同制度の実施義務付け対象事業者
は順次拡大し、2013年10月の全貸
切バス事業者等への拡大により合
計9,657者（2016年４月１日時点）となった。
　運輸安全マネジメント評価実施事業者数については、2016年度は、932者（鉄道59者、自動車640
者、海運223者、航空10者）であり、累計では8,039者となった。
　10月には同制度の導入から10年が経過したことを受け、「運輸安全マネジメント10周年強化月間」
と位置づけ、「運輸事業の安全に関するシンポジウム2016～運輸安全マネジメント制度導入後10年
の総括と今後10年の方向性について～」や「運輸安全マネジメント10周年記念セミナー」等、今後
のあり方を巡る議論も含め、制度の更なる浸透・定着に向け、取組を行った。さらに、同制度の効
果と課題を総括し、今後の展開のあり方を検討するため、運輸審議会運輸安全確保部会において議
論が開始された。
　また、運輸安全マネジメント制度の理解向上を目的として、国が定期的に実施する「運輸安全マ
ネジメントセミナー」及び国が認定した民間機関等が実施するセミナーである「認定セミナー」の
実施により、運輸事業者に対する本制度の普及啓発を推進しており、これらのセミナーの受講者数
については、2016年度は10,133人であり、累計では50,281人となった。

＜数値指標の状況（2017年3月末時点）＞
［44］運輸安全マネジメントの普及

①運輸安全マネジメント評価実施事業者数　8,039者
②運輸安全マネジメントセミナー及び認定セミナー等の受講者数　50,281人

運輸安全マネジメント制度の概要
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10 5000

 運輸安全マネジメント制度の概要
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（３）新技術の活用や設備投資への支援

【交通政策基本計画における記載】
○ より効率的で安全な交通の実現にも資する新技術の活用や設備整備への支援等により、事業者による
信頼性の高い安定的な運行を確保するための方策の充実を図る。

　　　　［45］鉄道の対象曲線部等における速度制限機能付きATS等の整備率
 【2013年度　89％　 　2016年６月　100％】
　　　　［46］鉄道の対象車両における安全装置の整備率
 ①運転士異常時列車停止装置【2013年度　98％　 　2016年６月　100％】
 ②運転状況記録装置 　　　　【2013年度　94％　 　2016年６月　100％】

　鉄道については、地域公共交通確保維持改善事業等により、安全性の向上に資する設備の更新等
を支援するとともに、技術基準省令対象の曲線部等における速度制限機能付きＡＴＳ29等について、
2016年６月30日の設置期限までに100％設置が完了したことを確認した。

神戸電鉄鈴蘭台駅～鈴蘭台西口の曲線部における速度制限機能付きATS等の整備前（左）と後（右）

　自動車運送事業者に対しては、事業者による交通事故防止のための取組を促進するため、衝突被
害軽減ブレーキ等のＡＳＶ装置、デジタル式運行記録計等の運行管理の高度化に資する機器の導入
に対する支援を行うとともに、健康や過労運転に起因した事故の未然防止のため、運転特性や体調
管理等に関する情報について、ビッグデータとして集積、活用し、運転者の体調に即した運行経路
の設定が可能になる等の事故防止運行モデルの検討を開始した。
　船舶の分野については、情報通信技術の発展により新しい価値・サービスを提供するＩｏＴ30/
ビッグデータ時代を迎える中、我が国海事産業が高い国際競争力を維持していくため、海事生産性
革命（i-shipping）として、当該技術の活用により、船舶の運航や造船・舶用分野の設計・生産の
効率化、高度化を図るための技術開発に対する支援等を実施するとともに、先進船舶導入等計画の
認定制度の創設などを内容とする「海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案」を2017年２月
に国会に提出した。
　航空の分野については、空の交通量が増大していく中でも安全かつ効率的な運航を実現するため、
航空交通システムの高度化に向けて産学官の連携の下、技術的な検討、研究開発を行った。現在直
線に限定されている精密進入経路の曲線化等を実現し、安全性や利便性の向上を図るため、地上型
衛星航法補強システム（ＧＢＡＳ31）の導入に向けた検討を進めている。さらに、航空情報を世界
的に共有するための新たなネットワーク網についての検討も引き続き実施している。
　そのほか、小型無人機については、基本的なルールを定めた改正航空法が2015年12月10日施行さ
れ、施行後１年間（2015年12月10日～2016年12月９日）に、人口集中地区上空での飛行等によるも
の及び空撮を目的とするものなど、10,120件の許可・承認を行った。また、関係府省庁、メーカー、
利用者等から構成される「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」において、2018年頃に
離島や山間部等への荷物配送、2020年代頃に都市を含む地域における物流にも小型無人機を本格化

29 Automatic Train Stop（自動列車停止装置）の略
30 Internet ot Thingsの略
31 Ground-Based Augmentation Systemの略
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させる仕組みを導入すること等を目指す「小型無人機の利活用と技術開発のロードマップ」を決定
した。また「小型無人機の更なる安全確保に向けた制度設計の方向性」もとりまとめられた。これ
らを踏まえ、2017年１月12日には、福島県南相馬市の海岸において、完全自律制御による回転翼ド
ローンでの長距離荷物配送の飛行実証試験を実施した。また、常時目視しなくとも、自律かつ安全
な離着陸や荷物の取卸しを可能とする物流用ドローンポートシステムの研究開発に着手し、ドロー
ンポートシステムの機能検証のため同年２月28日に神奈川県座間市において、ドローンポートを使
用した荷物輸送の課題の検討等のため同年３月３日に長野県伊那市で検証実験を実施した。
　気象の分野については、2016年度の取組としては、「ひまわり８号」の高い観測能力を活用し、
判別が困難であった現象の可視化や積乱雲に関する情報の領域を拡大した情報提供に向けた取組を
進めることとした。

（４）交通事業者に対する事故発生時の対処方策の徹底

【交通政策基本計画における記載】
○乗客の避難誘導を最優先させるなど、交通従事者に対する事故発生時の対処方策の徹底を行う。

　鉄道事業者に対しては、事故、災害等が発生した場合の対応に関して事業者ごとに定める安全管
理規程の取組状況を監査等により確認し、必要に応じ指導を実施した。
　自動車運送事業者に対しては、年末年始の輸送等に関する安全総点検等において、事故発生時に
おける乗客の避難誘導体制や連絡通報体制等の点検を行った。
　船舶運航事業者に対しては、夏季安全総点検及び年末年始の輸送等に関する安全総点検等におい
て、事故発生時における乗客の避難誘導体制や連絡通報体制等の点検を行った。特に、津波発生時
の旅客や船舶の避難体制を万全のものとするため、同点検において「津波対応シート」等の船舶津
波避難マニュアルの作成とともに、作成したマニュアルに基づいた訓練の実施を促した。
　航空運送事業者に対しては、安全監査、立入検査を通じて日常の安全確保の現状を的確に把握し、
各事業者の実態を踏まえた監督・指導を行った。2016年度は、特定本邦航空運送事業者全15社の本
社及び基地に対し335件の安全監査を実施し、不適切と認められた事項に対しては、発生の背景・
要因について分析を行い個別の対応を行うだけでなく、必要に応じて、他事業者への水平展開・対
応状況確認をあわせて実施し同種事案発生の防止を図った。

（５）交通分野でのテロ対策の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通機関の各事業者や施設管理者に対し、巡回警備の強化や監視カメラの増設等を要請する等、テ
ロ対策を推進する。

　米国同時多発テロ事件（2001年９月）以降、ロンドン同時爆発テロ事件（2005年７月）、インド・

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［45］鉄道の対象曲線部等における速度制限機能付きATS等の整備率　100%

＜数値指標の状況（2016年６月末時点）＞
［46］鉄道の対象車両における安全装置の整備率

①運転士異常時列車停止装置　100％
②運転状況記録装置　　　　　100％
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ムンバイ連続テロ事件（2008年11月）など、交通機関等を標的としたテロ事件が世界各地で発生し
ている。また、最近では、シリア邦人殺害事件や、日本人も犠牲となったチュニジアでのテロ事件、
フランス及びベルギーでの連続テロ事件、イスタンブールのアタチュルク国際空港での自爆テロが
発生するなど、国際テロの脅威が高まっている。
　関係団体、事業者等に対し、主にゴールデンウィーク、夏休み、年末年始等の多客期間に、自主
的なテロ対策に取り組むよう注意喚起を行うとともに、伊勢志摩サミット（2016年５月）等の開催
や国際的な治安情勢等を踏まえ、テロ対策・意識の向上を図るべく、事業者において自主的な教育・
訓練を実施するよう働きかけた。
　また、港湾においては、出入管理情報システムを適切に運用することにより、確実かつ円滑な出
入管理を推進するとともに、同システム導入ターミナルの拡大、また、同システムを使用する際に
必要となるＰＳ（Port Security）カードの普及を促進した。
　さらに、東京国際空港において、監視カメラの機能の高度化を図るための計画的な更新を行うと
ともに、東京国際、成田国際、関西国際、中部国際、新千歳、福岡など８空港にボディスキャナー
を導入した。

（６）交通関連事業の基盤強化と適正な競争環境の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通サービスの安定的な運行と安全確保に資するため、地域公共交通事業者等の交通関連事業につ
いて、生産性向上や人材確保も含めた基盤強化方策や適正な競争環境の整備を検討する。

　バス運転者については、引き続き、作成した手引書の展開・普及促進を図るとともに、地方運輸
局等による高等学校訪問を行い、バス運転者の魅力向上のＰＲ等を行った。
　タクシー事業については、供給過剰又はそのおそれのある地域について、特定地域及び準特定地
域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成21年法律第
64号）に基づき特定地域又は準特定地域として指定し、タクシー事業の適正化・活性化を促進する
とともに、サービス・ニーズに見合った運賃・料金の設定について運賃制度ＷＧの中で検討し、運
転者の勤務・キャリア構築の環境改善・透明化に向けた取組や地域公共交通の維持・活性化に向け
た自治体施策との連携など、先進的な事例の収集及び情報のフィードバックを実施した。
　トラック事業については、2015年度から開催されている「トラック輸送における取引環境・労働
時間改善協議会」の枠組みの中で、トラック運送事業者と荷主との協働による待機時間の削減など
長時間労働改善のためのパイロット事業を実施した。また、同協議会における取引環境改善に向け
た議論に先立ち、適正運賃・料金収受に関する議論の論点整理や方向性に関する助言を行うための
場として、「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」を開催した。さらに、「下請等中小企業の取
引条件改善に関する関係府省等連絡会議」と連携して、トラック事業者の取引条件の改善を図った。
加えて、不規則な就業形態や長時間労働の解消に向けて、中継輸送の普及・実用化に向けた実証実
験を実施し、とりまとめた報告書についてトラック事業者等への周知を図るとともに、トラック事
業における生産性向上に向けて、荷主業界ごとの商慣行・商慣習、事業の共同化による積載率向上
等に係る調査事業を実施し、とりまとめた手引き等についてトラック事業者等への周知を図った。
　鉄道事業については、鉄道施設等に係る固定資産税の減免、買換特例、地球温暖化対策税の還付
措置等の税制特例措置により施設整備、車両導入等に対する支援を行った。また、鉄道事業の生産
性向上に資する、鉄道インフラのＩｏＴ化や次世代型車両の開発等に対して、鉄道技術開発費補助
金による支援を行うなど、鉄道生産性革命に係る取組を進めた。なお、一方、安定的な経営基盤が
確立されたJR九州については、2016年10月25日に株式を上場し、完全民営化された。
　旅客船事業については、基盤強化を図るため、船舶共有建造制度や船舶の特別償却、買換特例及
び地球温暖化対策税の還付措置等の税制特例措置により船舶建造等に対する支援を行った。
　物流全般としては、物流事業の労働生産性を2020年度までに２割程度向上させることを目標とし、
物流事業の大幅な効率化・高度化を図る物流生産革命を推進した。
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　海事産業の生産性向上や人材確保については、本節（３）及び本章３節（２）に同じ。

（７）我が国の交通を支える自動車産業に関する取組

【交通政策基本計画における記載】
○ 二輪車、バス、トラックを含めた我が国の交通を支える自動車産業に関し、環境等の社会的課題への
対応や利用環境の整備に向けた取組を検討する。

　2015年度に引き続き、「自動車産業戦略2014」を踏まえ、官民会合の場などを活用しながら具体的な検
討を進めるほか、安全運転啓発・教育、不正改造防止、利用者マナー向上、その他駐車違反を削減させ
る駐車場利用環境整備、モデル自治体における二輪車利用環境整備推進等の施策を進める。
　また、二輪車については、「二輪車産業政策ロードマップ」（2014年５月策定）に基づき、安全運転啓発・
教育、不正改造防止、利用者マナー向上、駐車違反を削減させる駐車場利用環境整備、モデル自治体に
おける二輪車利用環境整備推進などの施策を進めた。トラックについては、物流の効率化等を図るため、
車両情報の利活用に向けた調査を実施した。

（８）航空機整備事業（MRO）の国内実施の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 航空運送事業の安定化・効率化に資する航空機整備事業（MRO（整備・修理・オーバーホール））の
国内実施について、質の向上を図りつつ、促進するための方策を検討する。

　長期にわたり高い安全性を確保することが必要な航空機にとって、定期的な整備及びオーバー
ホール並びに故障時の修理等を行うＭＲＯ32は必要不可欠である。我が国においてＭＲＯが発展す
ることは、機体整備の工期短縮、整備計画の柔軟性向上など利便性が増し、ひいては我が国航空会
社のサービス及び国際競争力の向上につながるものである。またＭＲＯ市場は、ＭＲＯを外部に委
託するＬＣＣの増加や世界的な航空機の運航機数の増加を背景に年々拡大しており、国内に外需を
取り込めるような競争力のあるＭＲＯの実現を推進していく必要がある。
　こうした航空機のＭＲＯについて、関係省庁が連携して実施した「航空機ＭＲＯ産業の実現可能
性等調査」の結果を踏まえ、産業の推進に向け施策を進めた。　
　具体的には、現在、我が国の整備事業者が外国航空会社から整備を受託する際には、我が国の認
定とは別に当該外国政府から認定を受けることが必要であるため、この認定手続きを簡素化し、我
が国のＭＲＯの市場を拡大するため、整備分野に係る航空安全に関する相互承認（ＢＡＳＡ33）の
新規締結・拡大に向けて、米国、欧州等の諸外国と協議・調整を実施した。また、整備士・製造技
術者の供給拡大を図っていくため、子ども霞が関見学デーでのＰＲや女性向け講演会の開催等、若
年層の関心を高める裾野拡大の取組を実施した。

32 Maintenance, Repair and Overhaul（整備・修理・オーバーホール）の略
33 Bilateral Aviation Safety Agreementの略
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（９）自動車事故被害者に対する支援の充実

【交通政策基本計画における記載】
○ 独立行政法人自動車事故対策機構における自動車事故被害者等からの要望把握に係る体制の整備等
を通じ、より効果的な被害者支援の充実方策について検討する。

　　　　［47］自動車事故による重度後遺障害者に対するケアの充実
①訪問支援サービスの実施割合 【2013年度　49.5％　 　2016年度　 60％】
②短期入所を受け入れる施設の全国カバー率
 【2013年度　12.8％　 　2020年度　100％】

　独立行政法人自動車事故対策機構において、自動車事故により在宅介護生活を送る重度後遺障害
者（介護料受給者）やその家族に対する支援を充実させるため、引き続き訪問支援を実施した。ま
た療護施設については、新たに関東西部地区（湘南東部総合病院）において平成28年５月に委託病
床を開設し、入院患者の受け入れを開始した。さらに療護センターにおいて、在宅介護への移行の
支援に係るリハビリ機器（訓練用の浴室、洗面台、トイレなど）の導入や入院患者・家族の支援体
制の充実を図るためＭＳＷ34機能を強化した。
　このほか、短期入所協力施設について、近畿ブロックにおける拡大を図った（2017年３月現在６
府県、22施設）。

（１）輸送を支える人材の確保や労働条件・職場環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 航空機操縦士や航空機整備士、船員、バス・トラック運転手等、輸送を支える技能者、技術者の確
保や労働条件・職場環境の改善に向けた施策を実施する。（航空機操縦士・航空機整備士の民間養成
機関の供給能力拡充、船員のトライアル雇用助成金　等）

　　　　［48］主要航空会社の航空機操縦士の人数
 【2012年　約5,600人　 　2020年　約6,700人】
　　　　［49］主要航空会社への航空機操縦士の年間新規供給数
 【2012年　　  120人　 　2020年　約  210人】
　　　　［50］海運業における船員採用者数（１事業者平均）
 【2011年度　1.83人　 　毎年度　1.83人以上を維持】

　航空機操縦士については、「明日の日本を支える観光ビジョン」における訪日外国人旅行者数目
標の倍増（2020年に4,000万人）の達成に必要な操縦士の確保に向けて、航空大学校の養成規模を
2018年度から現在の72名から108名に拡大することとし、学生寮や格納庫の整備に着手した。また、
民間養成機関における学生等の技量レベルを向上させるため、民間養成機関と航空会社との間で訓

＜数値指標の状況（2017年３月末時点）＞
［47］自動車事故による重度後遺障害者に対するケアの充実

①訪問支援サービスの実施割合　　　　　　　　66.3％
②短期入所を受け入れる施設の全国カバー率　　87.2％

第３節　交通を担う人材を確保し、育てる

34 Ｍedical Social Workerの略
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練内容の共有や就職後学生の操縦技量に関するフィードバックを行う会議を開催した。さらに、航
空会社における操縦士の健康管理体制に係る基準を策定したほか、航空会社における自社養成を促
進するため、航空会社が柔軟に訓練・審査プログラムを策定することが可能となる制度の導入につ
いて検討を行った。
　航空機整備士については、若年層の関心を高めるため、子ども霞が関見学デーでのＰＲや女性向
け講演会の開催等、裾野拡大の取組を実施した。
　船員については、船員供給体制の強化を図るため、船員教育機関を卒業していない者を対象とし
た短期養成課程への支援等の就業ルートの拡大に取り組んだ。また、新人船員の就業機会の拡大を
図るため、新人船員を計画的に確保・育成する事業者への支援を実施するとともに、新卒者向け就
職面接会の開催回数を増やすことにより、より多くの学生等の船員就業を促進した。
　バス運転者については、2014年７月の「バスの運転者の確保及び育成に向けた検討会」のとりま
とめの内容を踏まえ、若年層や女性の新規就労等に資する効果的な取組をまとめた手引書を作成し、
広く展開を図るとともに、地方運輸局等において、高等学校を訪問してバス運転者の職業としての
魅力のＰＲを行うなど、きめ細かな対応を行った。
　タクシー運転者については、「タクシー革新プラン2016～選ばれるタクシー～」や「新しいタクシー
のあり方検討会」の最終とりまとめを踏まえ、賃金等の改善度や目標達成度を通じて、事業者等の
取組を評価・公表するための調査を開始した。
　トラック運転者については、2015年度にとりまとめられた「トラックドライバーの人材確保・育
成に向けて」に基づき、中継輸送の普及・実用化に向けた実証実験の実施及び報告書の周知、「ト
ラガール促進プロジェクトサイト」を通じた普及啓発・情報発信等を行った。
　物流分野の人材については、フォローアップの結果に基づき「物流分野における労働力不足対策
アクションプラン」の改訂を行った。また、トラック運転者の賃金等の待遇の改善に向けた運賃・
料金の適正収受等の促進、荷役及び手待ち時間に係る商慣行等の見直しなどアクションプラン及び
2015年12月の社会資本整備審議会・交通政策審議会の答申に掲げられた施策についても推進を図っ
た。
　自動車整備士については、産学官が協力して高等学校の校長等を訪問し、自動車整備業の仕事に
ついてパンフレットを用いてＰＲを実施するとともに、2015年度に実施した労働条件・職場環境に
関する実態調査及び改善に向けた対策等の検討結果を広く周知するとともに、業界と連携して、イ
ンターンシップ等の職場体験学習受入れ等の取組を進めている。

＜数値指標の状況（2016年時点）＞
［48］主要航空会社の航空機操縦士の人数　6,151人

＜数値指標の状況（2016年度時点）＞
［49］主要航空会社への航空機操縦士の年間新規供給数　193人

＜数値指標の状況（2014年度）＞
［50］海運業における船員採用者数（１事業者平均）　3.45人
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（２） 交通事業における若年層、女性、高齢者の活用と海洋開発人材（海洋開発関連技術者）の
育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通事業の人材確保に向けて若年層、女性、高齢者の活用方策を検討するとともに、交通事業の担
い手の高齢化の状況に鑑み、運転や車両整備、造船等の技術の維持・継承方策を検討する。また、
海洋産業の戦略的な育成に向けて、海洋開発人材（海洋開発関連技術者）育成に関する方策を検討
する。

　　　　［51］道路運送事業等に従事する女性労働者数 【2009-13年度　 　2020年度　倍増】
 ①バス運転者　　　　　【2011年度　約 1,200人　 　2020年度　約 2,500人】
 ②タクシー運転者　　　【2013年度　約 6,700人　 　2020年度　約14,000人】
 ③トラック運転者　　　【2013年度　約20,000人　 　2020年度　約40,000人】
 ④自動車整備士（２級）【2009年度　約 2,400人　 　2020年度　約 4,800人】
　　　　［52］海洋開発関連産業に専従する技術者数
 【2013年度　約   560人　 　2020年度　約 2,400人】

　タクシー運転者については、女性の新規就労・定
着に向け、女性ドライバーの採用に向けた取組や、
子育て中の女性が働き続けることのできる環境整備
を行っている事業者を支援・ＰＲするため、2016年
６月に「女性ドライバー応援企業」認定制度を創設
した。また、「タクシー革新プラン2016～選ばれるタ
クシー～」や「新しいタクシーのあり方検討会」の
最終とりまとめを踏まえ、賃金等の改善度や目標達
成度を通じて、事業者等の取組を評価・公表するた
めの調査を開始した。
　トラック運転者については、「トラガール促進プロジェクトサイト」を通じた普及啓発・情報発
信を行うとともに、宅配やコンビニ等の集配に多く用いられる総重量7.5トンまでの車を18歳（高
校卒業直後）から運転することができる「準中型自動車免許」が新たに創設された旨の周知等を行っ
た。
　自動車整備士については、2015年度に引き続き、女性にも訴求効果のある自動車整備士のＰＲポ
スターの作成及び掲示を実施する。また、自動車整備事業における女性の活躍を促進するための環
境整備等の調査を実施し、これらを周知する取組を行った。
　航空機操縦士及び航空機整備士については、子ども霞が関デーでのＰＲや現役の女性操縦士、女
性整備士による講演会の開催等、若年層の関心を高めるためのキャンペーンや女性操縦士等の増加
に向けた取組等を実施した。また、航空会社における操縦士の健康管理体制に係る基準を策定した。
　鉄道分野の人材については、鉄道分野における技術の維持・継承のため、国が参画して作成した
テキストを活用し、関係協会等との連携による保守管理に係る合同研修会を車両と土木分野におい
て開催した。
　造船分野の人材については、産学官からなる検討会において取組を検討し、推進している。国土
交通省の具体的な取組として、2015年度に開始した中小造船事業者の地域連携による高校生・大学
生を対象とした造船所でのインターンシップや高校教員等を対象とした造船研究会のトライアル事
業を実施し、地域の造船企業と教育機関のネットワーク強化のためのガイダンスをとりまとめた。
さらに、新たな取組として、高校生向けの魅力ある造船の教材の作成を行い、造船教育の強化を推
進した。
　また、造船業において、2015年４月から2020年度末までの緊急かつ時限的措置として、即戦力と
なる技能実習修了者に対して、最大３年間の国内就労を認める外国人造船就労者受入事業を実施し
ており、2016年12月までに約1,900人の外国人材を受け入れた。
　海洋産業における人材については、「民間事業者の海洋資源開発関連分野への参入促進に向けた
環境整備のためのアクションプラン」に掲げられた各種施策を、工程表に基づき適切に実施した。

トラガール促進プロジェクトサイト
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2016年度は、国土交通省生産性革命プロジェクトのひとつに海事生産性革命（j-Ocean）を位置づけ、
海洋開発人材（海洋開発関連技術者）育成システムの構築をはじめとする海洋開発分野の競争力強
化の取組を強力に推進することとし、2015年度に引き続き、大学教育向けの教材の作成を進めると
ともに、2015年度の検討を踏まえて海洋構造物の挙動再現シミュレータプログラムの開発を進めた。
さらに、海外の大学への留学や企業へのインターンシップ派遣を促進すべく、留学のモデルケース
の構築に向けた調査等を実施した。また、産学官公の連携により、海洋開発人材の育成を推進する
組織「日本財団オーシャンイノベーションコンソーシアム」が2016年10月に設立され、大学・大学
院生や企業の若手技術者の育成に向けた取組が進められた。
　物流分野の人材に関する取組は、本節（１）に同じ。
　バス運転者の人材に関する取組は、本節（１）に同じ。

（３）モーダルシフト等による物流の省労働力化

【交通政策基本計画における記載】
○モーダルシフト等による物流の省労働力化のための方策を検討する。
　　　　［53］モーダルシフトに関する指標

①鉄道による貨物輸送トンキロ
 【2012年度　187億トンキロ　 　2020年度　221億トンキロ】
②内航海運による貨物輸送トンキロ

 【2012年度　333億トンキロ　 　2020年度　367億トンキロ】

　モーダルシフトについては、改正された流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成
17年法律第85号）に基づいた総合効率化計画の認定制度を活用し支援を行った。また、同法に規定
する総合効率化計画の策定のための調査事業に係る計画策定経費の一部補助及び同法による認定を
受けた総合効率化計画に基づくモーダルシフトに係る運行経費の一部補助を行うとともに、船舶共
有建造制度を活用したモーダルシフトに資する船舶の建造支援も実施した。さらに、31フィートコ
ンテナ、トレーラー、シャーシ等の設備導入経費の一部補助を行うとともに、「エコレールマーク」、
「エコシップマーク」の普及促進や、「グリーン物流パートナーシップ会議」において国土交通大
臣表彰等４件の表彰を実施した。その他、エコシップマークについては、2016年７月に貢献度の高
い優良事業者20社に対して表彰を実施した。
　また、輸出入コンテナ貨物の国内輸送においては、
40フィート国際海上背高コンテナの鉄道輸送を促進す
るため、既存トンネルの高さの制約に対応する低床化
した貨車の開発を支援した。
　さらに、物流の省労働力化を推進するため、2015年
３月に策定した「物流分野における労働力不足対策ア
クションプラン」に基づき、宅配便の再配達の削減に
向けた受取方法の多様化の促進等について、関係者に
よる取組を促した。また、「宅配の再配達の削減に向

＜数値指標の状況＞
［51］道路運送事業等に従事する女性労働者数

①バス運転者　　　　　　約 1,300人　（2014年度）
②タクシー運転者　　　　約 6,900人　（2014年度）
③トラック運転者　　　　約20,000人　（2015年度）
④自動車整備士（２級）　 約 3,600人　（2016年３月末時点）

31フィートコンテナの導入促進
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けた受取方法の多様化の促進等に関する検討会」の報告書を踏まえ、宅配ロッカーの普及啓発を図
るため、2016年７月から１か月間、国土交通省庁舎に宅配ロッカーを設置する等、同報告書の方向
性に沿って宅配便の再配達の削減を推進した。

（４）地域の交通計画づくりを担う人材の育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域における交通ネットワークの自立的な構築に向けて、地方運輸局、地方整備局等の人的資源も
最大限活用しつつ、自治体の交通担当部門などの地域の交通計画づくりを担う人材の育成方策を検
討する。

　自治体の交通担当部門などの地域の交通計画づくりを担う人材の育成の観点から地方公共団体の
職員向けの研修の充実を行った。
　また、地方運輸局においては、公共交通マイスター制度等による先進自治体、学識経験者等の人
材紹介や地域公共交通の活性化・再生に関するセミナーやシンポジウム等の開催のほか、近畿運輸
局による「地域連携サポートプラン」の締結など、地域の抱える課題を解決する方策を、地域と二
人三脚で模索し、持続可能な地域公共交通の実現を図っていく取組が進められた。

（１）次世代自動車の一層の普及

【交通政策基本計画における記載】
○ ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、
CNG自動車等の次世代自動車の一層の普及を図る。また、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の基盤
となる充電インフラや燃料電池自動車の市場投入を踏まえた水素ステーションの整備のための支援策を講じる。

　　　　［54］新車販売に占める次世代自動車の割合  【2013年度　23.2％　 　2020年度　50％】

　2015年度に引き続き、次世代自動車の普及促進を図るため、次世代自動車等の環境性能に優れた自動
車を対象としたエコカー減税やグリーン化特例などの税制上の優遇措置や次世代自動車を導入する者に
対する補助を実施した。
　水素ステーション整備については、四大都市圏を中心に民間事業者の水素ステーション整備費用の補
助を行った。また、2015年度より地方公共団体等の再生可能エネルギー由来水素ステーション導入費用
の補助を開始している。さらに水素ステーションの適切な整備・運営方法の確立に向けては、水素供給
設備を活用して行う、燃料電池自動車の新たな需要創出等に必要な活動費用の補助もあわせて行った。
　電気自動車等については、必要な充電設備の整備に対して充電設備費や設置工事費の補助を実施した。
また、2016年度より市場投入が開始されている燃料電池自動車バスや大型天然ガストラックをはじめ、

＜数値指標の状況（2015年度時点）＞
［53］モーダルシフトに関する指標

①鉄道による貨物輸送トンキロ　　　200億トンキロ
②内航海運による貨物輸送トンキロ　340億トンキロ

第４節　さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める
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地域や事業者による集中的導入などについても支援を行うとともに、電気自動車の二酸化炭素排出削減
効果や蓄電機能などの防災時における活用方法を周知した。
　特に、地域や事業者による電気自動車の集中的導入について、日本初となる営業用燃料電池バスの導
入、東京都港区における電気乗合バスの導入等、他の地域や事業者による導入を誘発・促進するような
先駆的取組を重点的に支援した。

（２）自動車を排出源とするＣＯ２の削減

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車を排出源とするCO２の削減に向けて、燃費基準の段階的強化、エコドライブの啓発、効率的
な配車による待機タクシーの削減、公共交通の利用促進、荷主と物流事業者の連携強化によるトラッ
ク輸送の効率化、信号制御の高度化等を推進する。

　　　　［55］一定規模以上の輸送能力を有する輸送事業者の省エネ改善率
 【毎年度　直近５年間の改善率の年平均－１％】
　　　　［56］信号制御の高度化によるCO2の排出抑止（2011年度比）
 【2013年度　約９万７千t-CO2／年を抑止　 　2016年度　約18万t-CO2／年を抑止】

★信号制御の改良によるCO2の排出抑止量
 【2020年度までに約10万t-CO2／年抑止】

　燃費基準については、乗用車等の国際調和排出ガス・燃費試験法（ＷＬＴＰ）を国内燃費試験法
に導入するため、2016年10月31日に関連法令の改正を施行するとともに、次期重量車燃費基準及び
走行環境に応じた燃費表示の導入について、自動車燃費基準小委員会（交通政策審議会の下部委員
会）等で検討を進めた。
　エコドライブの啓発については、警察庁、経済産業省、国土交通省、環境省で構成するエコドラ
イブ普及連絡会において、行楽シーズンであり自動車に乗る機会が多くなる11月を「エコドライブ
推進月間」とし、シンポジウムの開催や全国各地でのイベント等を連携して推進し、積極的な広報
を行った。併せて、同連絡会が作成した「エコドライブ10のすすめ」の普及・推進に努めた。
　また、トラック運送事業者の環境対応車両への代替支援や、大型シャーシ導入に対する支援、Ｅ
ＭＳ35（エコドライブ管理システム）機器の普及支援を実施するとともに、トラック運送事業者に
おけるエコドライブ評価制度の策定に向けた検討等を行った。
　公共交通の利用促進については、マイカーからＣＯ２排出量の少ない公共交通へのシフトを促進
することを目的とした計画の策定及び、当該計画の具体化
のために必要となる事業に対し、補助を実施した。
　また、エコ通勤優良事業所認証制度により事業所単位で
のエコ通勤の取組を推進するとともに、国土交通省におい
て公共交通利用促進キャラクター「のりたろう」をＰＲす
るなど、国民の意識高揚を図った。
　トラック輸送の効率化については、改正された流通業務
の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成17年法律第
85号）に基づいた総合効率化計画の認定制度を活用し、支援を行った。また、同法に規定する総合
効率化計画の策定のための調査事業に係る計画策定経費の一部補助を行った。さらに、共同輸配送
を実施する際に必要な設備導入経費の一部補助を行った。また、グリーン物流パートナーシップ会

＜数値指標の状況（2016年度）＞
［54］新車販売に占める次世代自動車の割合　35.6％

「のりたろう」

35 Eco-drive Management Systemの略
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議において、物流事業者や荷主企業等の関係者の連携によるトラック輸送の効率化に関する取組を
促進し、物流事業者や荷主企業等の多様な関係者の連携による物流ネットワーク全体の省力化・効
率化を進めた。
　信号制御の改良については、交通状況に応じた信号制御の導入による交通の円滑化、きめ細かな
交通情報の提供による交通流・交通量の誘導及び分散、ＰＴＰＳの導入によるマイカー需要の低減
と交通総量の抑制等の諸対策を推進した。

（３）環境に優しいエネルギーの安定的な輸送の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 天然ガスや水素等の環境に優しいエネルギーの安定的な輸送を実現するため、技術開発や専用船の
建造等を推進する。

　第２章第１節（11）に同じ。

（４）自動車等の排出ガス規制と交通騒音対策

【交通政策基本計画における記載】
○自動車等の排出ガス規制とともに、交通騒音の発生源対策や周辺対策を推進する。

　自動車の排出ガス規制については、中央環境審議会において答申された「今後の自動車排出ガス低減
対策のあり方について（第十二次答申）」に基づき、乗用車等の国際調和排出ガス・燃費試験法を導入
するため、関係法令の改正を行った。
　また、フォルクスワーゲン社の排出ガス不正事案に関しては、ディーゼル乗用車等の検査方法等の見
直しに係る有識者検討会において2015年４月に中間とりまとめを行い、不正ソフトの検証に加え、実走行
環境での排出ガス低減を図るため、路上走行検査を導入すること、及び、低温時等にエンジン等の損傷
を防止するための保護制御について、真に必要な作動範囲の指針を策定することとの提言がなされてい
る。これを踏まえ、2015年10月及び2016年２月に検討会を開催し、路上走行検査方法及び保護制御ガイ
ドラインの具体的内容について検討を進めた。
　道路については、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低
下させてエンジン音や振動を低く抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道
から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を推進した。
　また、空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校・住宅等の防音工事、移転補償などを講じ
ることで航空機騒音による障害の防止・軽減、生活環境の改善を図った。
　さらに、交通騒音対策のうち、新幹線（東海道・山陽、東北・上越）については、鉄道沿線の住宅密
集地域等における騒音レベルを75デシベル以下とする「75デシベル対策」を推進した。また、2015年に
開業した北陸新幹線長野・金沢間において、新幹線鉄道騒音に係る環境基準が達成されていない地域に
対する騒音対策を推進した。
　自動車から発生する騒音については、中央環境審議会において答申された「今後の自動車単体騒音低
減対策のあり方について（第三次答申）」に基づき、四輪車の加速時等に発生する騒音に係る国際基準

＜数値指標の状況（2014年度時点）＞
［55］一定規模以上の輸送能力を有する輸送事業者の省エネ改善率　－１％

＜数値指標の状況（2016年３月末時点）＞
［56］信号制御の改良によるＣＯ２の排出抑止量　8,585t-CO2／年

第
Ⅲ
部
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策

第３章持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

交通政策白書 203



を国内導入するため、関係法令の改正を行った。また、毎年実施されている不正改造車を排除する運動
において、騒音の原因となっている違法な消音器への不正改造を防止するための啓発活動を実施した。

（５）バラスト水管理の円滑な実施

【交通政策基本計画における記載】
○ 外航船舶から排出される有害なバラスト水による生態系破壊等の防止に向けて、条約の早期発効及
びバラスト水管理の円滑な実施を推進する。

　船舶バラスト水規制管理条約の未締結国に対し、同条約の早期締結の呼びかけを行ってきたとこ
ろ、2016年９月８日に発効要件を充足し、2017年９月８日に発効することとなった。また、国内に
おける船舶検査体制の整備等を行った。

（６）道路交通における交通流・環境対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路ネットワークを賢く使い、渋滞なく円滑に走行できる道路とするための交通流対策やLED道路
照明灯の整備を推進する。

　都市部における交通混雑を解消させるため、都心部を通過する交通の迂回路を確保し都心部への
流入の抑制等の効果がある環状道路等の幹線道路ネットワークの強化、交差点の立体化、開かずの
踏切等を解消する連続立体交差事業等を推進するとともに、円滑かつ安全な交通サービスの実現の
ため、今ある道路の運用改善や小規模な改良等により、道路ネットワーク全体の機能を最大限に発
揮する「賢く使う」取組を推進した。
　また、交通管制技術の高度化を推進し、交通状況に応じた信号制御の導入による交通の円滑化、
きめ細かな交通情報の提供による交通流・交通量の誘導及び分散、ＰＴＰＳの導入によるマイカー
需要の低減と交通総量の抑制等の諸対策を推進した。
　さらに、自転車利用環境の整備を推進するとともに、道路施設の低炭素化を進めるため、ＬＥＤ36

道路照明灯の整備や道路施設における太陽光発電等による再生可能エネルギーの活用を実施した。

（７）蓄電池車両やハイブリッド車両の導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道の更なる環境負荷の低減を図るため、蓄電池車両やハイブリッド車両等のエネルギー効率の良
い車両の導入や鉄道施設への省エネ設備及び再生可能エネルギーを利用した発電設備の導入等を促
進するとともに、環境性能の向上に資する鉄道システムの技術開発を推進する。

　2015年度に引き続き、エネルギー効率の良い車両の導入、鉄道施設への省エネ設備等の導入、パ
ンタグラフとディーゼル発電機を搭載し１両編成で電化／非電化区間を安定して走行できる次世代
ハイブリッド車両等の技術開発を推進した。

（８）燃料電池自動車の本格的な普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 燃料電池自動車の本格的な普及に向けて、車両の保安基準の見直し、認証の相互承認の実現及び普
及のための支援策について検討する。

36 Light Emitting Diodeの略
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　2015年度に引き続き、水素・燃料電池の四輪自動車の国際的な相互承認に関する「水素及び燃料
電池の四輪自動車に関する国連規則（ＵＮＲ）」の採用について関連法令の整備を進め、2016年６
月に国内導入を行った。また引き続き、地域や事業者による燃料電池自動車の導入について先駆的
取組を重点的に支援し、燃料電池自動車の初期需要の創出を図るとともに、他の事業者などによる
導入を誘発・促進する。

（９）天然ガス燃料船や水素燃料電池船の導入・普及等

【交通政策基本計画における記載】
○ 環境負荷低減に優れた天然ガス燃料船の早期導入・普及の推進や水素燃料電池船の導入・普及に向
けた取組とともに、航空分野におけるバイオジェット燃料の導入についても検討する。

　天然ガス燃料船については、普及に向けた技術課題等の調査を行い、燃料の供給方法に関して、
既存の３方式とは異なる新たな方式についての安全ガイドライン策定に向けた検討会を開催した。
　また、2016年10月に国際海事機関（ＩＭＯ）において一般海域におけるＳＯx規制が2020年から
強化されることが決まるなど、排出ガスのクリーンなＬＮＧ（液化天然ガス）を燃料とする船舶の
増加が見込まれており、ＬＮＧバンカリング（燃料供給）拠点の有無が港湾の国際競争力を左右す
る状況となっている。我が国は世界最大のＬＮＧ輸入国であり、ＬＮＧ基地が近接して立地する横
浜港をモデルケースとして、ＬＮＧバンカリング拠点の整備方策に関する検討会を2016年６月に開
催し、同年12月にとりまとめを行った。
　海事分野における水素の利用促進を図るため、高い環境特性を有する燃料電池船の実用化に向け
て、引き続き、安全ガイドラインの策定に関する取組など民間企業が参画できる基盤の整備を行っ
た。
　また、航空分野におけるバイオジェット燃料の導入については、2015年度に引き続き、「2020年
東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたバイオジェット燃料の導入までの道筋検討委
員会」を通じてバイオジェット燃料の普及促進に向けた課題の整理等を行い、2016年９月にアクショ
ンプランをとりまとめた。なお、航空分野のＣＯ２排出削減に向けた国際的枠組作りの議論を主導
しており、2016年10月に行われた国際民間航空機関（ＩＣＡＯ37）総会において合意された、国際
航空分野における排出権取引制度（ＧＭＢＭ38）のとりまとめに向け、主要国と連携し議論を主導
した。

（10）環境に優しいグリーン物流の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 更なるモーダルシフトの推進や輸送の省エネ化など、環境に優しいグリーン物流の実現方策を検討
する。

　船舶の特別償却等の税制特例措置や船舶共有建造制度の活用により、環境負荷低減や物流の効率
化に資する船舶等の普及促進を行い、エネルギー効率の一層の改善を図った。
　環境に優しいグリーン物流を実現するための鉄道、海運へのモーダルシフトについては、本章第
３節（３）に同じ。

37 Light Emitting Diodeの略
38 Global Market-Based Measuresの略
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平成 29 年度

交通施策

第193回国会 （常会） 提出





第１章　豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現  1
第 １節　自治体中心に、コンパクトシティ化等まちづくり施策と連携し、地域交通ネットワー
クを再構築する   1
（１）　地域公共交通ネットワークの再構築   1
（２）　まちづくりと連携した鉄道駅の整備   2
（３）　条件不利地域における生活交通ネットワークの確保・維持   3
（４）　地域公共交通事業の基盤強化   3
（５）　過疎地物流の確保   3
（６）　支援の多様化   4
第２節　地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開を後押しする   4
（１）　バス交通の利便性向上とLRT、BRT等の導入   4
（２）　コミュニティバスやデマンド交通の効果的な導入等   4
（３）　自転車の利用環境の創出   5
（４）　超小型モビリティの普及   5
（５）　レンタカーの活用   5
（６）　バスフロート船の開発など海と陸のシームレスな輸送サービスの実現   6
第３節　バリアフリーをより一層身近なものにする   7
（１）　現行の整備目標等の着実な実現   7
（２）　ホームドアの設置とベビーカーの利用環境改善   8
（３）　外出しやすく歩きやすい歩行空間の整備   8
（４）　「心のバリアフリー」の推進   9
（５）　「言葉のバリアフリー」の推進   9
（６）　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたさらなるバリアフリー化  10
（７）　コストダウンの促進  10
第４節　旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる高みへ引き上げる  10
（１）　都市鉄道ネットワークの拡大・利便性向上  10
（２）　円滑な道路交通の実現  11
（３）　先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及  11
（４）　サービスレベルの見える化  11
（５）　ビッグデータの活用による交通計画の策定支援  11
（６）　交通系ICカードの普及・利便性向上  12
（７）　スマートフォン等を利用した交通に関する情報の提供  12
（８）　既存の道路ネットワークの最適利用  12
（９）　自動走行システムの実現  13
（10）　公共交通機関における運賃の活用  13
（11）　都市鉄道における遅延対策  14
（12）　空港の利用環境の改善  14
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（13）　空間の質や景観の向上  14
（14）　自動車関連情報の利活用の推進  14

第 ２章　成長と繁栄の基盤となる国際 ･地域間の旅客交通 ･物流ネット
ワークの構築  16
第１節　我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する  16
（１）　我が国の国際航空ネットワークの一層の拡充  16
（２）　LCCやビジネスジェットの利用環境の整備  17
（３）　管制処理能力の向上  17
（４）　首都圏空港のさらなる機能強化  17
（５）　国際拠点空港のアクセス強化  18
（６）　航空物流の機能強化  18
（７）　我が国の公租公課等の見直し  18
（８）　国際コンテナ戦略港湾政策の深化  19
（９）　大型のばら積み貨物船に対応した港湾機能の拠点的確保  19
（10）　地域経済を支える港湾の積極的活用  19
（11）　エネルギー調達の多様化等に対応した安定的な輸送の実現  20
（12）　新たな航路を通じたエネルギー輸送に係る課題の解決  20
（13）　コンテナラウンドユースの促進等による国際海上物流システムの改善  20
（14）　アジアにおける国内外一体となったシームレスな物流  20
（15）　日本商船隊の競争基盤の強化  21
（16）　農林水産物等の輸出や中小企業の海外展開の物流面からの支援  21
第２節　地域間のヒト・モノの流動を拡大する  21
（１）　LCCの参入促進など我が国国内航空ネットワークの拡充  21
（２）　新幹線ネットワークの着実な整備と地域鉄道等との連携  22
（３）　フリーゲージトレインの実用化  22
（４）　高速道路ネットワークの整備と既存の道路ネットワークの有効活用  22
（５）　安全で利用しやすい高速バスネットワークの拡充  23
（６）　空港経営改革の着実な推進  23
（７）　複合一貫輸送に対応した国内物流拠点等の整備  23
（８）　ヒト・モノの移動が地域の隅々まで行き渡るような国内交通ネットワークの形成  24
（９）　零細内航海運事業者の基盤強化  24
（10）　鉄道による貨物輸送の拡大  24
第３節　訪日外客4000万人に向け、観光施策と連携した取組を強める  25
（１）　交通関連分野での訪日外国人旅行者の受入環境整備  25
（２）　わかりやすい道案内の取組推進  26
（３）　クルーズ振興を通じた地域の活性化  26
（４）　訪日外国人旅行者の国内各地への訪問促進  26
（５）　「手ぶら観光」の促進  27
（６）　「道の駅」のゲートウェイ機能強化・充実と観光地周辺の自転車利用環境の改善  27
（７）　交通系ICカードの利用エリア拡大、企画乗車券の導入等  27
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（８）　広域的な連携による国内外の観光客の呼び込み  28
（９）　航空会社の新規路線開設・就航の促進  28
（10）　広域観光周遊ルートの形成  28
（11）　交通そのものを観光資源とする取組の促進  29
（12）　「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」の改定への対応  29
（13）　「日ASEANクルーズ振興プロジェクト」  29
第４節　我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービスをグローバルに展開する
　  30
（１）　交通関連技術・ノウハウの輸出の推進  30
（２）　交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進  30
（３）　交通分野における我が国の規格、基準、システム等の国際標準化  30
（４）　洋上ロジスティックハブ等の開発支援  31
（５）　海上輸送の安全確保への積極的な参画  31
（６）　我が国の交通関連企業の進出先での人材の確保・育成  31

第３章　持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり  33
第１節　大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする  33
（１）　交通インフラの耐震対策、津波対策、浸水対策、土砂災害対策  33
（２）　信号機電源付加装置の整備、環状交差点の活用  33
（３）　無電柱化の推進  34
（４）　交通インフラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策  34
（５）　地震発生時の安全な列車の停止  35
（６）　新幹線の大規模改修への対応  35
（７）　避難・緊急輸送のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携  35
（８）　災害発生時における輸送手段の確保や円滑な支援物資輸送  36
（９）　避難誘導のための適切な情報発信、船舶やバス車両等の活用  36
（10）　帰宅困難者・避難者等の安全確保  37
（11）　港湾等における船舶の避難誘導等  37
（12）　防災気象情報の改善や適時・的確な提供  37
（13）　「津波救命艇」の普及  37
（14）　災害時の機能維持のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携  37
（15）　災害に強い交通関係情報システムの構築  38
（16）　災害に強い物流システムの実現  38
（17）　老朽化車両・船舶の更新  38
（18）　交通インフラの維持管理と交通以外のインフラの維持管理との連携強化  38
（19）　平成28年熊本地震への対応  38
第２節　交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に万全を期する  39
（１）　監査の充実強化等  39
（２）　運輸安全マネジメント制度  39
（３）　新技術の活用や設備投資への支援  40
（４）　交通事業者に対する事故発生時の対処方策の徹底  40
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（５）　交通分野でのテロ対策の推進  40
（６）　交通関連事業の基盤強化と適正な競争環境の整備  41
（７）　我が国の交通を支える自動車産業に関する取組  41
（８）　航空機整備事業（MRO）の国内実施の促進  42
（９）　自動車事故被害者に対する支援の充実  42
第３節　交通を担う人材を確保し、育てる  42
（１）　輸送を支える人材の確保や労働条件・職場環境の改善  42
（２）　 交通事業における若年層、女性、高齢者の活用と海洋開発人材（海洋開発関連技術者）

の育成  43
（３）　モーダルシフト等による物流の省労働力化  44
（４）　地域の交通計画づくりを担う人材の育成  44
第４節　さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める  45
（１）　次世代自動車の一層の普及  45
（２）　自動車を排出源とするCO2の削減  45
（３）　環境に優しいエネルギーの安定的な輸送の実現  46
（４）　自動車等の排出ガス規制と交通騒音対策  46
（５）　バラスト水管理の円滑な実施  46
（６）　道路交通における交通流・環境対策  47
（７）　蓄電池車両やハイブリッド車両の導入等  47
（８）　燃料電池自動車の本格的な普及  47
（９）　天然ガス燃料船や水素燃料電池船の導入・普及等  47
（10）　環境に優しいグリーン物流の実現  48

 
第Ⅳ部の構成は、「交通政策基本計画」（2015年２月13日閣議決定）の構成に準じている。

（注）本文書に掲載した我が国の地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すものではない。

交通政策白書IV



　第Ⅳ部においては、交通政策基本計画に盛り込まれた各施策について、2017年度における取組方
針を記載する。なお、第Ⅲ部同様、「交通政策基本計画における記載」については、「これまでの取
組を更に推進していくもの」は 、「取組内容を今後新たに検討するもの」は の枠で囲って
いる。また、「交通政策基本計画における記載」のうち、数値指標については、2015年９月の社会
資本整備重点計画の改訂等により見直されたものは、見直し後の数値指標を併せて記載することと
した（見直し後の数値指標は「★」で記載。なお、数値指標の基準時について記載のないものは、
2015年度から指標となる数値を起算している。）。

第１章　豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

（１）地域公共交通ネットワークの再構築

【交通政策基本計画における記載】
○ 居住や医療・福祉、商業等の各種機能の立地について都市全体の観点からコンパクト化され、各地域
がネットワークで結ばれた「コンパクト＋ネットワーク」の形成に資するため、2014年に改正され
た「都市再生特別措置法」等及び「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき、「立地
適正化計画」及び「地域公共交通網形成計画」を作成する自治体を総合的に支援する体制を構築し、
それらの計画の着実な策定を促し成功例の積み上げにつなげる。

　　　　［１］　改正法に基づく地域公共交通網形成計画の策定総数
 【2013年度　―　 　2020年度　100件】

　2016年度に引き続き、関係府省庁で構成する「コンパクトシティ形成支援チーム」を通じ、コン
パクト＋ネットワークの実現に向け、地方公共団体の課題・ニーズに即した支援施策の充実・連携
強化、優良な取組に対する省庁横断的な支援・モデル都市の形成等、地方公共団体の取組の状況や
成果、課題などを関係府省庁で横断的にモニタリング・検証し、実効的なＰＤＣＡサイクルの構築
などを進めていく。また、公共交通の利便性を向上させるため、経路検索の可能化などに取り組む
ほか、人の属性ごとの行動データの把握に関する分析手法をプログラム化したシステムの開発に取
り組み、オープンなシステムとして運用し、その普及を図るとともに、都市計画情報の標準化・オー
プン化についても取り組んでいく。
　これらの支援に加え、「立地適正化計画作成の手引き」及び「地域公共交通網形成計画及び地域
公共交通再編実施計画作成のための手引き」の記載内容の充実等を通じ、立地適正化計画及び地域
公共交通網形成計画等を作成する地方公共団体を総合的に支援していく。
　加えて、地域公共交通確保維持改善事業においては、地域公共交通ネットワークの再編の推進に
向け、現行制度の浸透・定着を図りつつ、引き続き着実な支援を実施する。

第Ⅳ部　平成29（2017）年度交通に関して講じようとする施策

第１節　 自治体中心に、コンパクトシティ化等まちづくり施策と連携し、
地域交通ネットワークを再構築する
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【交通政策基本計画における記載】
○ その際、自治体と民間事業者の役割分担を明確にした上で、公有民営方式やデマンド交通、教育、社
会福祉施策との連携など多様な手法・交通手段を活用し、駐車場の適正配置等とも組み合わせながら、
それぞれの地域における徒歩や自転車も含めたベストミックスを実現することを目指す。

　　　　［２］鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定件数
 【2013年度　４件　 　2020年度　10件】
　　　　［３］デマンド交通の導入数 【2013年度　311市町村　 　2020年度　700市町村】

　2016年度に引き続き、地域公共交通網形成計画等の作成を支援することにより、多様な交通モー
ドが連携した持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を図る。また、地域公共交通確保維持改
善事業において、地域公共交通ネットワークの再編の推進に向け、現行制度の浸透・定着を図りつ
つ、引き続き着実な支援を実施する。
　さらに、鉄道事業再構築実施計画の策定を検討している自治体及び事業者に対する適切な助言を
行うとともに、2018年４月１日に廃止される予定であるＪＲ西日本の三江線沿線地域については、
鉄道廃止後の公共交通を確保するため、2016年度に引き続き、地域公共交通の活性化及び再生に関
する法律（平成19年法律第59号）に基づき、地域公共交通網形成計画の策定に向けて開催されてい
る三江線沿線地域公共交通活性化協議会へ参画するとともに、廃止後の代替交通機関の確保等を目
的とした協議会を開催する。
　また、地域公共交通確保維持改善事業において、一般旅客定期航路事業からデマンド運航事業へ
の転換を図る地域の計画策定のための助言を行うとともに、転換した航路に対する運航費補助を実
施してデマンド化を促進するほか、2016年度に引き続き、旅客定期航路事業からデマンド運航事業
への転換による利用者の利便性向上・事業者の経営改善を図るため、地域公共交通再編実施計画の
認定を受け策定し、デマンド運航への転換を行う航路事業者に対し、運営費補助による支援を行う。
　そのほか、2016年度に引き続き、各種制度の周知や取組事例等の紹介、技術的助言を実施してい
くとともに、社会資本整備総合交付金等により駐車場整備等に対する支援を行っていく。

（２）まちづくりと連携した鉄道駅の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道駅が、交通結節機能に加え、駅空間の有効活用により多くの人が集まる都市の拠点としての機
能を発揮し、効果的なまちづくりと一体になって、住民にとって利用しやすい公共交通ネットワー
クを実現するため、まちづくりと相互に連携した駅の設置・総合的な改善や駅機能の高度化を推進
する。

　公共交通やまちづくりの拠点としての鉄道駅の役割の重
要性が増大している中、駅の施設整備に対するニーズは多
様であり、駅の特性に応じた様々な機能が期待されている
ことから、駅空間の質的進化を目指し、まちとの一体感が
あり、全ての利用者にやさしく、分かりやすく、心地よく、
ゆとりある次世代ステーションの創造を図るために、バリ
アフリー化、ホームやコンコースの拡幅等の鉄道駅の改良
や保育施設等の生活支援機能施設等の一体的な整備に対し
て支援を実施する。また、2016年度に引き続き、幹線鉄道活性化事業費補助により、地域鉄道の利
用促進や地域の活性化を図るべく、新駅の設置等、鉄道の利便性向上のための施設設備に対し、支
援を行う。さらに、自治体を対象とした街路事業に関する全国会議等において、交通結節点整備事
業等を紹介する普及啓発活動や交通結節点事業を整備するにあたっての留意点等を説明するととも
に、社会資本整備総合交付金等の活用により、自治体による駅自由通路や駅前広場の整備等、交通
結節点整備に対する支援を行う。

東急電鉄株式会社 池上駅の整備イメージ
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（３）条件不利地域における生活交通ネットワークの確保・維持

【交通政策基本計画における記載】
○ 過疎地や離島などの条件不利地域について、それぞれの地域の特性や実情に応じた最適な生活交通
ネットワークを確保・維持するため、「小さな拠点」の形成等の施策との連携や多様な関係者の連携
による交通基盤の構築に向けた取組を支援する。

　　　　［４］航路、航空路が確保されている有人離島の割合
 ①航路　　【2012年度　100％　 　2020年度　100％】
 ②航空路　【2012年度　100％　 　2020年度　100％】

　引き続き、地域公共交通確保維持改善事業により、地方路線バス、自家用有償旅客運送等の運行
に必要な支援を実施する。また、地方交付税についても、2016年度に引き続き、地方バス路線や自
家用有償運送の運行維持等に関し必要な措置を講じる。
　また、鉄道については、地域公共交通確保維持改善事業等により、地域鉄道事業者に対して必要
な支援を実施する。
　さらに、離島住民が日常生活を行う上で必要不可欠な離島航路・航空路の確保・維持を図るため、
地域公共交通確保維持改善事業において、航路・航空路事業者に対し運営費補助による支援を引き
続き行う。

（４）地域公共交通事業の基盤強化

【交通政策基本計画における記載】
○ 厳しい経営状況にある事業者が中長期的にサービス提供を維持できるようにするため、生産性向上や
人材確保も含め、鉄道事業やバス事業、旅客船事業等の基盤強化策を検討する。

　鉄道については、地域公共交通確保維持改善事業等により、地域鉄道事業者に対して必要な支援
を実施する。また、ＪＲ北海道の事業範囲の見直しについては、北海道庁と連携しながら、ＪＲ北
海道と地域との協議に参画し、地域における持続可能な交通体系の構築に向けた対応につき、検討
していく。
　バス事業については、バス運転者の確保に向け、作成した手引書の展開・普及促進を行うととも
に、地方運輸局等による高等学校訪問を行い、魅力のＰＲ等を行う。
　タクシー事業については、2017年度にＩＣＴを活用した新しいタクシーサービスの実現に向け、
制度設計のための実証実験等を行い、低迷するタクシーの需要喚起を図るとともに運送の効率化に
よる生産性の向上を目指す。
　旅客船事業については、基盤強化を図るため、船舶共有建造制度や税制特例措置等による船舶建
造等の支援を行う。

（５）過疎地物流の確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 過疎地域等において日常の買い物等が困難な状況に置かれる者への対応や宅配ネットワークの維持
のため、「小さな拠点」の形成等の施策との連携を図りつつ、貨客混載や自治体、NPO法人等関係者
との連携など過疎地物流の確保策を検討する。

　過疎地域等における物流の確保については、2016年10月に施行された「流通業務の総合化及び効
率化の促進に関する法律」（平成17年法律第85号）による支援等を活用し、過疎地域等における地
域内配送共同化の取組を進める。
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（６）支援の多様化

【交通政策基本計画における記載】
○ 持続可能な地域交通ネットワークの構築のため、公共交通空白地域を中心としてNPO法人や住民団
体等の様々な主体の活用を検討するとともに、交通分野に関係する様々な資金の活用等支援の多様化
を検討する。

　2015年８月26日に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律及び独立行政法人鉄
道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第28号）による認定を受
けた地域公共交通ネットワークの再構築を図る事業に対する鉄道・運輸支援機構を通じた出資等の
制度について、引き続き活用を進める。

（１）バス交通の利便性向上とＬＲＴ、ＢＲＴ等の導入

【交通政策基本計画における記載】
○ コンパクトシティ化などの都市構造転換等に併せ、自家用車から公共交通機関への転換による道路
交通の円滑化を促進するため、バス交通の利便性向上を図るとともに、道路交通を補完・代替する
公共交通機関であるLRT・BRT等の導入を推進する。

　　　　［５］LRTの導入割合（低床式路面電車の導入割合） 【2013年度　24.6％　 　2020年度　35％】

　2016年度に引き続き、都市・地域交通戦略推進事業、地域公共交通確保維持改善事業等により、
バス交通の利便性向上を図る事業及びＬＲＴの導入等事業に対し支援を行う。また、国際競争拠点
都市整備事業により、ＢＲＴの整備を追加支援する。
　さらに、引き続き、個別の交通実態等を勘案しつつ、バスや路面電車の定時運行を確保するため
の交通規制の見直しや公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）、バス専用通行帯等の整備を行うなど、
関係機関・団体等と連携して、公共交通機関の定時性・利便性の向上に資する取組を推進する。

（２）コミュニティバスやデマンド交通の効果的な導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 人口減少や少子高齢化に伴い地域の生活交通の維持が困難となる中で、生活交通ネットワークを確
保・維持するため、民間事業者のバス路線の再編等による活性化、コミュニティバスやデマンド交
通の効果的な導入を促進する。

　2016年度に引き続き、地域公共交通網形成計画の作成を支援することで、コミュニティバスやデ
マンド交通の効果的な導入を促進する。
　また、「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」を開催し、高齢者が安心して移動できる環境
の整備に向け、中間とりまとめを行う。
　地域公共交通ネットワークの確保･維持や再構築の取組については、本章第１節（１）及び（３）
並びに第２節（１）に同じ。

第２節　地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開を後押しする
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（３）自転車の利用環境の創出

【交通政策基本計画における記載】
○ 自転車の利用環境を創出するため、安全確保施策と連携しつつ、駐輪場・自転車道等の整備、コミュ
ニティサイクルの活用・普及、サイクルトレイン等の普及、各種マーク制度（BAAマーク、SBAAマー
ク等）の普及など、自転車の活用に向けた取組を推進する。

　　　　［６］コミュニティサイクルの導入数 【2013年度　54市町村　 　2020年度　100市町村】

　自転車活用推進法（平成28年法律第113号）を踏まえ、交通体系における自転車による交通の役
割を拡大することを旨として、自転車の活用の推進を図る。
　このため、2016年度に引き続き、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を周知する
とともに、本ガイドラインに基づく自転車ネットワーク計画の策定や車道通行を基本とする自転車
通行空間の整備等、安全で快適な自転車利用環境の創出に関する取組を推進する。また、自転車と
公共交通機関との連携促進を図るため、課題を整理するとともに、道路空間の有効活用によるコミュ
ニティサイクルの導入支援等、自転車の活用の推進に関する取組を進める。
　以上に加え、引き続き、自転車の活用に関する取組について、地方公共団体への技術的助言を行
うとともに、社会資本整備総合交付金等による自転車等駐車場の整備等に対する支援を行う。サイ
クルトレインについては、その最新の実施状況について把握するため、調査を実施するとともにベ
ストプラクティスの共有を図る。

（４）超小型モビリティの普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 高齢者を含むあらゆる世代に新たな地域の手軽な足を提供し、生活・移動の質の向上をもたらすため、
新たな交通手段である「超小型モビリティ」の普及を推進する。

　2016年度に引き続き、自治体・事業者等が実施する優れた取組について重点的に支援を行うなど、超
小型モビリティの補助を通じその普及を推進する。また、2016年12月に開催した「地域と共生する超小型
モビリティ勉強会」を2017年度も開催し、普及のために求められる課題の解決方策等について議論してい
く。

（５）レンタカーの活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関を補完するものとして自動車を効率的に保有・利用するため、レンタカーの更なる利便
性の向上や、レンタカーを活用したカーシェアリングの活用を検討する。

　ワンウェイ方式によるレンタカー型カーシェアリングについて、より幅広く実施･利用がなされ
るよう手続きや取扱いについて検討を行うとともに、公共交通機関を補完するレンタカーの貸渡し・
返却を行う場所に係る多様かつ柔軟な取扱いについて検討する。
　2016年度に引き続き、カーシェアリング等の新たな交通モードについて、道路空間の有効活用に
よる公共交通との連携を強化させる取組や道路利用者の利便性向上に向けた検討を進める。
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（６）バスフロート船の開発など海と陸のシームレスな輸送サービスの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ また、特に高齢化が進む離島航路の周辺における住民の日常の交通手段の確保や観光旅客需要喚起に
よる地域の活性化のため、陸上の交通機関と旅客船との乗り継ぎの負担を軽減する海陸連結型バス交
通システム（バスフロート船）の開発、旅客船におけるデマンド交通の効果的な活用、本土側のアク
セス交通の向上等によるシームレスな輸送サービスの実現を検討する。

　2016年度に引き続き、海陸連結型バス交通システム（バスフロート船）の安全要件（安全管理規
程の策定指針）に基づき、適切に審査を実施するとともに、バスフロート船運航を目指すフェリー
事業者に対し、助言、説明及び指導を行っていく。
　また、一般旅客定期航路事業からデマンド運航事業への転換による利用者の利便性向上・事業者
の経営改善を図るため、地域公共交通再編実施計画を策定し、デマンド運航への転換を行う航路事
業者に対し、運営費補助による支援を引き続き行う。
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（１）現行の整備目標等の着実な実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき2011年に改訂された「移動等
円滑化の促進に関する基本方針」に定められた現行の整備目標等を着実に実現する。

　　　　［７］車両のバリアフリー化
 ①鉄軌道車両 【2013年度　60％　 　2020年度　約70％】
 ②ノンステップバス 【2013年度　44％　 　2020年度　約70％】
 ③リフト付きバス等 【2013年度　 4％　 　2020年度　約25％】
 ④旅客船 【2013年度　29％　 　2020年度　約50％】
 ⑤航空機 【2013年度　93％　 　2020年度　 100％】
 ⑥福祉タクシー車両 【2013年度　13,978台　 　2020年度　約28,000台】
　　　　［８］旅客施設等のバリアフリー化
　　　　　　　①段差解消率 【2013年度 鉄軌道駅  83％　 　2020年度　約100％】
  バスターミナル  82％
  旅客船ターミナル  88％
  航空旅客ターミナル  85％
　　　　　　　②視覚障害者誘導用ブロックの整備率
 【2013年度 鉄軌道駅  93％　 　2020年度　約100％】
  バスターミナル  80％
  旅客船ターミナル  69％
  航空旅客ターミナル  94％
　　　　　　　③障害者対応トイレの設置率
 【2013年度 鉄軌道駅  80％　 　2020年度　約100％】
  バスターミナル  63％
  旅客船ターミナル  71％
  航空旅客ターミナル 100％
　　　　　　　④特定道路におけるバリアフリー化率
 【2013年度　　83％　 　2020年度　約100％】
 ★【2013年度　　83％　 　2020年度　　100％】
　　　　　　　⑤特定路外駐車場におけるバリアフリー化率
 【2012年度　　51％　 　2020年度　約 70％】
　　　　　　　⑥主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等のバリアフリー化率
 【2013年度　約98％　 　2016年度　　100％】
　　　　　　　　★主要な生活関連経路における信号機等のバリアフリー化率
 【2014年度　約98％　 　2020年度　　100％】

　2016年度に引き続き、駅や駅前広場、バスターミナル、駅周辺等の道路、路外駐車場、旅客船ター
ミナル等において、幅の広い歩道の整備、歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、バリアフリー
対応型信号機、見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備、視覚障害者用ブロックの整備、
障害者対応型トイレの設置等による連続的・面的なバリアフリー化を推進する。
　交通分野におけるバリアフリー化については、バリアフリー法に基づく「移動等円滑化の促進に
関する基本方針」を踏まえ、地域公共交通確保維持改善事業等による支援を通じて取組を推進して
いる。基本方針では、2020年までに１日の乗降客数が平均3,000人以上の旅客施設の原則すべてに
ついて段差解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備及び障害者対応トイレの設置を達成する等の目
標を掲げているが、交通政策基本計画においても、当該目標を着実に実現することとしている。
　バス・タクシーについては、引き続き、バリアフリー法に基づき、予算・税制措置によりバス・
タクシー事業者の実施するバリアフリー車両の整備に対し支援を実施するとともに、 空港アクセス
バスにおけるリフト付きバスの実証運行等により得られた課題等を踏まえ、バリアフリー車両の効

第３節　バリアフリーをより一層身近なものにする
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率的な運用等を検討しつつ、バリアフリー化を推進する。
　鉄道についても、引き続き、バリアフリー法に基づき、予算・税制措置により鉄道事業者の実施
するバリアフリー施設の整備を促進するとともに、エレベーターを整備するために、跨線橋や通路
の新設といった大がかりな改築が必要となる鉄道駅の大規模なバリアフリー化に対する支援を行う。
　旅客船・旅客ターミナルについては、地域公共交通確保維持改善事業補助金等を活用して、旅客
船及び旅客船ターミナルの連続的・面的なバリアフリー化を推進する。また、航空旅客ターミナル
についても、同補助金等を活用しバリアフリー化を推進する。
　道路については、引き続き、全国の主要駅、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、高齢者・
障害者をはじめとする誰もが安心して通行できるよう、幅の広い歩道の整備、歩道の段差・傾斜・
勾配の改善、無電柱化、視覚障害者用ブロックの整備、バリアフリー対応型信号機、見やすく分か
りやすい道路標識・道路標示等の整備等の歩行空間のバリアフリー化を推進する。加えて、アクセ
シブルルートを含む協議会場等と周辺の駅を結ぶ道路について連続的・面的なバリアフリー化を推
進する。
　路外駐車場については、引き続き、都市・地域交通戦略推進事業等において、整備・改築と合わ
せた特定路外駐車場のバリアフリー化の支援を行う。

（２）ホームドアの設置とベビーカーの利用環境改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 大都市等において、高齢者や障害者、妊産婦等の自立した日常生活や社会生活を確保するため、ホー
ムドアの設置やベビーカーの利用環境改善等、必要な対策を深化する。特に、視覚障害者団体から
の要望が高い鉄道駅及び１日当たりの平均利用者数が10万人以上の鉄道駅について、「移動等円滑化
の促進に関する基本方針」に則り、ホームドア又は内方線付きJIS規格化点状ブロックによる転落防
止設備の優先的な整備を行う。

　　　　［９］ホームドアの設置数 【2013年度　583駅　 　2020年度　約800駅】

　2016年12月に「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」中間とりまとめがなされたところ
であり、引き続き、目標の着実な達成に向け、鉄道駅のホームにおける視覚障害者等の接触・転落
等を防止するための設備として非常に効果が高いホームドア施設について、自治体と連携し、予算・
税制措置により整備を推進する。
　また、引き続き、ベビーカーの安全な使用やベビーカー利用への理解・配慮の普及啓発を図ると
ともに、ベビーカーマークの認知度を向上させるための施策を推進する。

（３）外出しやすく歩きやすい歩行空間の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 沿道景観の充実や休憩施設の配置などと一体となった、外出しやすく歩きやすい歩行空間の整備を推
進する。

　2016年度に引き続き、｢健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン｣に基づき、地方公共
団体への技術的助言を行うとともに、社会資本整備総合交付金等により歩行空間の整備等に対する
支援を行う。
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（４）「心のバリアフリー」の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 施設面・設備面における取組に加えて、交通事業の現場においてすべての事業従事者や利用者が高
齢者、障害者、妊産婦、子ども連れの人等の困難を自らの問題として認識するよう、「心のバリアフ
リー」対策を推進する。

　2016年度に引き続き、「バリアフリー教室」の実施、2016年度に作成した学校教育用副教材及び
教師用解説書の内容の充実を図るとともに、交通事業者向け接遇ガイドラインを策定し、職員教育
の充実を図る。
　鉄道関係では、障害者のニーズをとらえたテーマに改めたうえで、鉄道事業者等の協力を得つつ、
国民に広く「心のバリアフリー」の啓発活動を図る。
　タクシー関係では、引き続き「ユニバーサルドライバー研修」が普及促進されるよう業界団体と
連携を行い、必要な助言等を行う。

（５）「言葉のバリアフリー」の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ また、訪日外国人旅行者等の移動の容易化のため、交通施設や公共交通機関における多言語対応の
改善・強化等の「言葉のバリアフリー」対策を推進する。

　多言語対応ガイドライン（2014年３月）に基づき、多言語対応の統一性・連続性の確保に向けて
必要な積極的取組を訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金も活用して引き続き推進
する。
　多言語対応の改善・強化等に向けて鉄道事業者に働きかけを行うほか、クルーズ船関係では、引
き続きクルーズ船の受入を円滑化するための無料公衆無線ＬＡＮ環境の提供や多言語案内表示の提
供に向けた取組を推進する。
　高速道路について、2020年の概成に向けて全国の高速道路等において高速道路ナンバリングに係
る標識の整備を推進する。加えて、利用者の利便性向上のため、高速道路ナンバリングの表示方法
（道路標識における表示方法を除く。）、読み方の統一を図るガイドラインに基づき、官民の各主体
は、民間企業と連携し、地図、カーナビ、ウェブサイト、紙媒体における路線番号等の表示の取組
を推進する。
　道路における訪日外国人への適切な案内誘導については、全国の主要観光地49拠点等において、
各機関の案内看板等とも連携し、道路案内標識の英語表記改善を推進する。東京都、千葉県、埼玉
県、神奈川県内を対象に策定された「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた
道路標識改善の取組方針」に基づき、英語表記改善、路線番号の活用、ピクトグラム・反転文字の
活用、通称名表記・文字サイズ拡大、歩行者系標識の充実など道路標識の改善を推進する。
　観光地における道路案内については、観光地に隣接する又は観光地へのアクセス道路の入口の交
差点にある交差点名標識に観光地名称を表示することにより、旅行者にとって観光地へのわかりや
すい案内となるよう改善を推進する。また、道路案内標識と国土地理院が作成予定の英語版地図（100
万分１）に用いる「道路関連施設」や「山等の自然地名」の英語表記の整合を図るため、各都道府
県の道路標識適正化委員会において、観光関係者を含む関係機関との調整を実施する。
　このほか、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、2020年目途
での大都市バス路線におけるナンバリングの実施に向けた検討を進めるほか、訪日外国人等が高速
バスを利用しやすい環境を整備するための訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バス情報プ
ラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」のＰＲを行う。
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（６）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたさらなるバリアフリー化

【交通政策基本計画における記載】
○ 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、鉄道駅・空港における複数ルートのバリアフ
リー化や観光地周辺の鉄道駅のバリアフリー化、視覚・聴覚など様々な面での障害者・高齢者の立場から
の線的・面的なバリアフリー化、バス停のバリアフリー化など、さらなるバリアフリー化の推進を検討する。

　2016年度にとりまとめられた政府の「ユニバーサルデザイン2020行動計画」を踏まえ、東京大会
に向けた重点的なバリアフリー化と、全国各地における高い水準のバリアフリー化に取り組む。ま
た、2016年度に引き続き、2017年10月頃からの2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
特別仕様ナンバープレートの交付に向けて、大会組織委員会と連携しつつ、背景図柄の決定、交付
申込システムの整備等を行うとともに、同ナンバープレートによる寄付金の活用を前提に、バス・
タクシー車両のバリアフリー化を推進する。
　このほか、引き続き、都市・地域交通戦略推進事業において、交通施設のバリアフリー化や計画
策定に対する支援を行うとともに、空港アクセスバスにおけるリフト付きバスの実証運行等により
得られた課題等を踏まえ、バリアフリー車両の効率的な運用等を検討しつつ、予算・税制措置によ
る支援制度も活用してバリアフリー化を推進する。

（７）コストダウンの促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関のバリアフリー化や福祉車両の導入に係る費用を低減することで、さらなるバリアフ
リー化を促進するため、技術開発や関係基準の見直しなど、コストダウンの促進について検討する。

　2016年度に引き続き、車両ドア位置の相違やコスト低減等の課題に対応可能な新たなタイプの
ホームドア（昇降バー式ホームドア、マルチドア対応ホームドア）の技術開発に対して支援を行う
とともに、新型ホームドアに関する技術ワーキンググループ等を活用して普及促進を図る。

（１）都市鉄道ネットワークの拡大・利便性向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 都市鉄道の利用を促進するため、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しながら、大都市圏にお
ける連絡線の整備や相互直通化、鉄道駅を中心とした交通ターミナル機能の向上を図る等、都市鉄
道のネットワークの拡大・利便性の向上を推進する。

　　　　［10］東京圏の鉄道路線における最混雑区間のピーク時間帯混雑率
　　　　　　　　①主要31区間の平均値 【2013年度　165％　 　2015年度　150％】
　　　　　　　　②180％超の混雑率となっている区間数
 【2013年度　14区間　 　2015年度　０区間】
　　　　［11］東京圏の相互直通運転の路線延長 【2013年度　880km　 　2020年度　947km】

　既存の都市鉄道施設の有効活用による都市鉄道の路線間の連絡線整備や相互直通化、地下鉄の整
備、輸送障害対策等を推進することにより、都市鉄道ネットワークの充実や一層の利便性の向上を
図るとともに、2016年４月にとりまとめられた交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄
道のあり方について」に記載された東京圏の都市鉄道が目指すべき姿の実現に向けた取組を進める。

第４節　旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる高みへ引き上げる
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（２）円滑な道路交通の実現

【交通政策基本計画における記載】
○幹線道路等において信号制御の高度化を行い、より円滑な道路交通の実現を目指す。
　　　　［12］信号制御の高度化による通過時間の短縮（2011年度比）
 【2013年度　約4,900万人時間／年短縮　 　2016年度　約9,000万人時間／年短縮】
　　　　　　 ★信号制御の改良による通過時間の短縮
 【2020年度までに約5,000万人時間／年短縮】

　2016年度に引き続き、幹線道路の機能の維持向上のため、信号機の集中制御化、系統化、感応化、
多現示化等の改良を推進する。

（３）先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・実用化・普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 先進技術を利用してドライバーの運転を支援し、ドライバーの負荷を軽減するため、車両単体で
の運転支援システムや、通信を利用した運転支援システム等の先進安全自動車（ASV）の開発・
実用化・普及を促進する。

　　　　［13］大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキの装着率
 【2012年度　54.4％　 　2020年度　90％】

　2016年度に引き続き、実用化されたＡＳＶ技術について、補助制度及び税制特例を実施するとと
もに、車線維持支援制御装置の評価を導入するなど自動車アセスメントを拡充して実施する。また、
路肩退避型等発展型ドライバー異常時対応システム等のさらなるＡＳＶ技術の開発・実用化の促進
のため、第６期ＡＳＶ推進計画（2016年度～2020年度）を実施する。

（４）サービスレベルの見える化

【交通政策基本計画における記載】
○ 旅客交通等のサービスレベルの向上のため、公共交通機関における定時性や快適性などのサービス
レベルの見える化を検討する。

　「第12回大都市交通センサス」について、2015年度調査結果を踏まえて、三大都市圏における公
共交通機関の最新の利用実態をさらに把握・分析する。
　以上に加え、2016年４月にとりまとめられた「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」
の答申を踏まえ、引き続き、鉄道の遅延の見える化を行う。

（５）ビッグデータの活用による交通計画の策定支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 自治体が策定する地域公共交通ネットワークに関する計画や事業者が策定する運行計画等の効果的・
効率的な作成を促進するため、交通関連のビッグデータの活用による交通計画の策定支援策を検討
する。

　2016年度の検討結果を基に、新たなビッグデータ（人口流動統計）の活用に向けて、「データ収集・
分析ツール」の発展・高度化への取組を行う。
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（６）交通系ＩＣカードの普及・利便性向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 公共交通機関の利用者利便の向上のため、交通系ICカードの利用エリアの拡大や事業者間での共通
利用、エリア間での相互利用の推進策を検討する。

　　　　［14］相互利用可能な交通系ICカードが導入されていない都道府県の数
 【2013年度　12県　 　2020年度　０県】

　訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業により、鉄道事業者、バス事業者等における交通系
ＩＣカードの導入等を支援するとともに、2015年度に実施した「交通系ＩＣカードの普及・利便性
拡大に向けた検討会」のとりまとめにおいて、交通系ＩＣカードの普及方策の一つとして示された
「片利用共通接続システム」の構築に向けた取組を進める。また、交通系ＩＣカードが未導入地域
における説明会等により、地域における導入気運を高める等、地域での取組の後押しを行う。

（７）スマートフォン等を利用した交通に関する情報の提供

【交通政策基本計画における記載】
○ 歩行者や公共交通機関の利用者に対してバリアフリー情報、経路情報等の交通に関する情報を低
コストで分かりやすく提供するため、スマートフォンや各種情報案内設備等を利用した交通に関
する情報の提供方策を検討する。

　　　　［15］ バスロケーションシステムが導入された系統数（うちインターネットからバスの位
置情報が閲覧可能な系統数）

 【2012年度　11,684系統（10,152系統）　 　2020年度　17,000系統】

　高精度な公共交通機関の運行情報の利用者への提供による乗継ぎ円滑化等に資する技術開発とし
て、高精度の測位技術を活用した車載器の開発を進めるとともに、高精度・リアルタイムな運行情
報を事業者間で共有し、利用者に一元的に提供するシステムの構築のための技術的検討を行う。
　また、民間事業者等が経路検索等の歩行者や公共交通利用者への多様な移動支援サービスを提供
するため、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会会場周辺エリア等において、施設や
経路のバリアフリー情報等の移動に必要なオープンデータ化を進める。さらに、実証を通じて視覚
障害者への対応等サービス内容の充実を図るとともに、民間事業者との連携を強化し、移動支援サー
ビスの普及を促進する。
　そのほか、交通事業者とコンテンツプロバイダ等の情報利用者との間で、簡単に情報の受渡しが
可能な「標準的なバス情報フォーマット」に関して、バス事業者をはじめとする関係者への働きか
けを積極的に行い、経路検索に必要な情報の整備を促進する。

（８）既存の道路ネットワークの最適利用

【交通政策基本計画における記載】
○ ITS技術を用いて収集したビッグデータを活用し、高密度で安定的な道路交通を実現するために交通
容量の最適化等を行うとともに、交通量を精緻にコントロールすることによって、渋滞の発生を抑
制するなど、既存のネットワークの最適利用を図るためのきめ細やかな対策を検討する。

　2016年度に引き続き、生産性の向上による経済成長の実現や交通安全確保の観点から、必要なネッ
トワークの整備と合わせ、今ある道路の運用改善や小規模な改良等により、道路ネットワーク全体
の機能を最大限に発揮する賢く使う取組を推進する。
　近畿圏の新たな高速道路料金については、2016年12月16日に公表した「近畿圏の新たな高速道路
料金に関する具体方針（案）」等を踏まえ、2017年６月から導入する。
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　全国の渋滞箇所において効果的な対策を推進するため、都道府県単位等で道路管理者、警察等か
ら構成される渋滞対策協議会を設置し、必要な対策を検討・実施しており、今後は、トラックやバ
ス等の利用者団体との連携を強化し、利用者目線で必要な対策箇所を特定し、必要な対策を促進し
ていく。
　また、引き続き、高度化光ビーコン等を整備するなど、渋滞情報、旅行時間情報その他の交通情
報を収集・提供するためのシステム、ネットワーク等の整備を推進し、適正な交通流・交通量の誘
導及び分散を行う。

（９）自動走行システムの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 渋滞の解消・緩和や高齢者等の移動支援、運転の快適性の向上などを図るため、「官民ITS構想・ロー
ドマップ」を踏まえ、自動走行システムの実現に向けた技術開発や制度整備等を検討する。

　2016年度の「官民ITS構想・ロードマップ2016」の策定に引き続き、急速に進展する自動走行シ
ステムに関する技術・産業の動きを踏まえ、「官民ITS構想・ロードマップ2017」の策定を行う。
　また、2016年度に引き続き、国連自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ29）の自動運転分科会及
び自動操舵専門家会議において、それぞれ議長国として、自動運転に関するセキュリティガイドラ
イン及び高速道路での自動運転を可能とする自動操舵に必要な技術基準の整備を主導する。また、
2016年度に引き続き、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会の道路交通安
全作業部会（ＷＰ1）及びその非公式会合において、自動運転と国際条約との整合性等についての
国際的議論に積極的に参画し、議論に貢献する。
　国内では、「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」の「自動走行システム」において、
高度な自動走行システムの実現に向けた研究開発を引き続き進めるとともに、2017年度から実施予
定の公道での大規模実証実験の検討、企画、準備などを推進し、2017年秋から関東地方等で所要の
技術検証を開始する。
　さらに、2016年度に立ち上げた「国土交通省自動運転戦略本部」においては、引き続き、物流や
中山間地域をはじめとする公共交通への活用戦略、インフラ整備、車両の技術基準等、自動運転に
まつわる重要事項に関する検討を行い、夏までに中間とりまとめを行う。特に、超高齢化等が進行
する中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を夏頃より開始する。
　あわせて、限定地域での遠隔型自動走行システムによる無人自動走行移動サービスの公道実証実
験の実施に向けた現行制度の特例措置及び安全確保措置を整理・公表する。
　交通の安全と円滑を図る観点から、自動運転の段階的実現に向けた環境の整備を図ることを目的
とした検討等を行う。
　今後の自動走行の実現に向けた技術開発としては、引き続き、安全運転支援システムの高度化や
道路交通情報を自動車に提供するシステムの検討等を行う。
　以上のことに加えて、引き続き、安全性・社会受容性・経済性の観点や、国際動向等を踏まえつ
つ、協調領域の基盤技術の研究開発を進めるとともに、高度な自動走行システムの実証等を通じて
世界に先駆けた社会実装に必要な技術や事業環境等の整備を行う。

（10）公共交通機関における運賃の活用

【交通政策基本計画における記載】
○公共交通機関における混雑緩和や需要喚起のため、運賃の活用を検討する。

　タクシーに関して、2017年度にＩＣＴを活用した新しいタクシーサービスの実現に向け、制度設
計のための実証実験等を行い、低迷するタクシーの需要喚起を図るとともに運送の効率化による生
産性の向上を目指す。
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（11）都市鉄道における遅延対策

【交通政策基本計画における記載】
○ ラッシュ時間帯における高頻度の列車運行や相互直通運転の拡大など、都市鉄道におけるサービス
の高度化に伴い、慢性的に発生する遅延等に対応するための方策を検討する。

　2016年４月にとりまとめられた「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」の答申を踏
まえ、遅延の現状と改善の状況を公表し、引き続き、ハード、ソフトにわたる遅延対策を鉄道事業
者に働きかけるとともに、利用者の行動判断に資するより的確な情報提供を行うため、鉄道事業者
と議論を行う。

（12）空港の利用環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の空港の利便性・競争力の向上を図るため、空港処理能力の拡大、空港アクセスの改善等とあ
わせて、空港自体の魅力向上、乗継時間の更なる短縮、深夜早朝時間帯の受入体制の確保など、空港
の利用環境改善を検討する。

　2016年度に実施した空港満足度調査の調査結果や前回調査からの改善状況等を参考に、前年度よ
り引き続き空港利用者利便向上協議会等において検討を行い、利用者利便向上策を見直し、実施し
ていく。
　首都圏空港（東京国際空港・成田国際空港）については、引き続き、東京国際空港の飛行経路の
見直し、成田国際空港の高速離脱誘導路の整備等により、2020年までに両空港の空港処理能力をそ
れぞれ約４万回拡大するための取組を進める。特に、東京国際空港については、飛行経路の見直し
に必要となる航空保安施設や誘導路等の施設整備、環境対策を着実に進めるとともに、引き続き説
明会を開催するなど、丁寧な情報提供を行う。拡大される約４万回の発着容量は、観光ビジョンで
掲げた訪日外国人旅行者数の目標達成を戦略的に進めるために重要な路線や、我が国の国際競争力
の強化に資する日本発の直行需要の高い路線に活用することを主眼とし、就航を希望する相手国政
府との協議に向けた準備を進める。また、2020年以降の成田国際空港の第３滑走路の整備等につい
て、地元自治体からの要望等を踏まえ、今後の対応について関係機関とともに速やかに検討を進め、
更なる機能強化の実現に向けて取り組む。

（13）空間の質や景観の向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道駅、空港、バス停などの交通施設、車両、船舶などの乗り物の快適性・デザイン性の向上など、
空間の質や景観を向上させるための方策を検討する。

　2016年４月にとりまとめられた交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に
ついて」を踏まえ、次世代ステーションの創造による駅空間の質的進化に向け、関係者が連携して
駅に係る課題解決に取り組む「駅まちマネジメント」の推進を図る。

（14）自動車関連情報の利活用の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車関連産業に係る膨大かつ多様な情報の利活用を推進し、イノベーションの活性化による新サー
ビスの創出・産業革新等を図るための方策を検討する。
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　2015年１月に策定・公表し
た「自動車関連情報の利活用
に関する将来ビジョン」に基
づき、引き続き、個人情報保
護制度の改正にあわせた自動
車関連情報の取扱方針を検
討・策定するとともに、自動
車関連情報の利活用による新
サービスの創出・産業革新等
を推進するため、具体的な
サービス・メニュー等の実現
に向けた効果検証や実証的試
行サービスに取り組む。
［各サービス・メニューの実
現に向けた具体的な取組につ
いて］
　① 「安全ＯＢＤに対応した
スキャンツールの共通化」を通じた次世代自動車等の安全使用の推進

　・ 欧米において提供されている診断機能や対象システムとその提供方法及び汎用スキャンツール
の活用に係る教育カリキュラムの調査を行い、新たな情報提供手法を調査・検討する。

　② テレマティクス等を活用した新たな保険サービスによる安全運転の促進事故の削減
　・ 引き続き、テレマティクス保険の周知を行うとともに、関係者の協力の下、運転情報を活用し
た新たなサービスについて検討を行う。

　③ 自動車の履歴情報を収集・活用したトレーサビリティ・サービスの展開による自動車流通市場
の活性化

　・ 車両履歴情報を収集する仕組みの実証実験等を行い、車両履歴情報の提供に係る各種要件（利
用者管理方法、データフォーマットの統一化等）の整備を行う。

　④検査と整備の相関分析等を通じた検査・整備の高度化・効率化
　・ ７箇所の運輸支局等において、点検整備記録簿情報の収集体制を構築し、検査情報と合わせて
分析を開始し、車種毎の不具合傾向を把握した上で検査機関や整備事業者への情報提供方法及
び高度な分析方法の検討を行う。

①「安全OBDに対応したスキャンツールの
共通化」を通じた次世代自動車等の安全
使用の推進

②　テレマティクス等を活用した新たな保険
サービスによる安全運転の促進事故の削減

③　自動車の履歴情報を収集・活用したトレー
サビリティ・サービスの展開による自動車流
通市場の活性化

④　検査と整備の相関分析等を通じた検査・
整備の高度化・効率化

各サービス・メニューの実現に向けた具体的な取組みについて

・2015年度の調査結果を踏まえ、検討会に
おいて、新たな標準仕様案について故障
診断や修理調整に係るフィージビリティス
タディを実施する。

・引き続き、テレマティクス保険の周知を行
うとともに、関係者の協力の下、検証結果
情報の共有化を行い、運転情報を活用した
新たなサービスについて検討を行う。

・トレーサビリティ・サービスに必要な情報に
ついて情報の収集・管理・提供の枠組みの検
討を行い、当該枠組みに係るフィージビリス
タディを実施するとともに、トレーサビリテ
ィー・サービスに必要な情報の電子化が促進
するようなインセンティブの検討を行う。

・国の検査窓口において、点検整備記録簿を電
子的に収集するためのシステム整備を進め、
分析方法を検討する。
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第２章　 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流
ネットワークの構築

（１）我が国の国際航空ネットワークの一層の拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ 2014年度中の年間合計発着枠75万回化達成が見込まれる首都圏空港や関西空港・中部空港における
訪日外国人旅行者等の受入れのゲートウェイとしての機能強化、那覇空港滑走路増設事業の推進、
福岡空港の抜本的な空港能力向上、我が国との往来の増加が見込まれる国・地域へのオープンスカ
イの拡大、三大都市圏環状道路や空港アクセス道路等の重点的な整備等により、我が国の国際航空
ネットワークの一層の拡充を目指す。

　　　　［16］首都圏空港の国際線就航都市数（旅客便）
 【2013年　88都市　 　2020年　アジア主要空港並】
　　　　［17］三大都市圏環状道路整備率 【2013年度　63％　 　2016年度　約75％】
 ★【2014年度　68％　 　2020年度　約80％】

　2016年度に引き続き、国際競争力確保のために必要な整備等を重点的に実施する。
　首都圏空港（東京国際空港・成田国際空港）については、引き続き、東京国際空港の飛行経路の
見直し、成田国際空港の高速離脱誘導路の整備等により、2020年までに両空港の空港処理能力をそ
れぞれ約４万回拡大するための取組を進める。特に、東京国際空港については、飛行経路の見直し
に必要となる航空保安施設や誘導路等の施設整備、環境対策を着実に進めるとともに、引き続き、
説明会を開催するなど、丁寧な情報提供を行う。拡大される約４万回の発着容量は、観光ビジョン
で掲げた訪日外国人旅行者数の目標達成を戦略的に進めるために重要な路線や、我が国の国際競争
力の強化に資する日本発の直行需要の高い路線に活用することを主眼とし、就航を希望する相手国
政府との協議に向けた準備を進める。また、2020年以降の成田国際空港の第３滑走路の整備等につ
いて、地元自治体からの要望等を踏まえ、今後の対応について関係機関とともに速やかに検討を進
め、更なる機能強化の実現に向けて取り組む。
　東京国際空港については、空港処理能力を拡大するための取組を進めるほか、深夜早朝時間帯の
アクセスバスの運行及び着陸料の軽減措置を実施し、引き続き深夜早朝時間帯の更なる就航促進を
図る。
　中部国際空港においては、2019年度供用開始に向け、ＬＣＣターミナル整備を推進する。
　福岡空港については、慢性的に発生しているピーク時の航空機混雑を抜本的に解消するため、滑
走路増設事業を推進する。
　新千歳空港においては、2016年度の国際航空便の乗入れ制限の緩和及び１時間当たりの発着枠の
拡大に伴う国際航空便の増加に適切に対応できるよう、受入体制の強化を行う。
　沖縄県と国内外とを結ぶ人流・物流の拠点として極めて重要な役割を果たしている那覇空港につ
いては、更なる沖縄振興を図るため、滑走路増設事業を推進する。
　以上に加え、三大都市圏環状道路や空港へのアクセス道路等の整備を引き続き推進していく。

第１節　我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する
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（２） ＬＣＣやビジネスジェットの利用環境の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ LCCの特徴である低コストかつ高頻度運航の両面を促す観点から、専用ターミナル整備や空港利用
に不可欠なコストの低減、就航率・稼働率の向上等を図るとともに、ビジネスジェットの利用環境の
改善のため、特に乗り入れ希望の多い成田・羽田両空港における動線整備等を行う。さらに、地方空
港におけるLCC等による国際航空ネットワークの拡充を図り、地方空港から入国する外国人数の大
幅増を目指す。

　　　　［18］我が国空港を利用する国際線旅客のうちLCC旅客の占める割合
 【2013年　７％　 　2020年　17％】

　2016年度に引き続き、国際競争力強化のために必要な整備等を重点的に実施する。
　中部国際空港においては、2019年度供用開始に向け、ＬＣＣターミナルの整備を推進するととも
に、空港の利便性向上や航空機の慢性的な遅延の緩和等を目的として、新千歳空港、福岡空港及び
那覇空港において、ターミナル地域再編事業を実施する。また、その他の地方空港においても、航
空機の増便や新規就航等に対応するため、エプロン拡張やＣＩＱ施設の整備等を実施する。
　ビジネスジェットについては、首都圏におけるビジネスジェットの受入環境の改善を図るべく、
スポットの増設等による駐機可能数の増加等、更なる受入環境改善の検討を進める。また、2020年
東京オリンピック・パラリンピック競技大会期間中におけるビジネスジェット受入体制について、
過去の大会の実態を踏まえつつ検討を進める。

（３）管制処理能力の向上

【交通政策基本計画における記載】
○ 管制空域の上下分離や複数の空港周辺の空域（ターミナル空域）の統合を行う等の空域の抜本的再
編及び業務実施体制の強化により管制処理能力を向上し、航空需要の増大に対応できる基盤を構築
する。

　空域の抜本的再編の基盤として整備する新たな管制情報処理システムについて、現行の複数のシ
ステムが持つ機能を統合した航空交通管制情報処理システムの整備を引き続き継続していく。

（４）首都圏空港のさらなる機能強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アジアを始めとする世界の成長力を取り込み、首都圏の国際競争力の向上や日本経済の一層の発展
を図る観点から、75万回化達成以降の首都圏空港の更なる機能強化を図る必要があるため、東京オ
リンピック・パラリンピック開催までを目途に、首都圏空港の発着枠を約８万回増枠させることを
含め、更なる機能強化の具体化に向けて関係自治体等と協議・検討する。

　　　　［19］首都圏空港の年間合計発着枠
　★首都圏空港の空港処理能力

 【2013年度　71.7万回　 　2020年度　74.7万回＋最大7.9万回】

　本章第１節（１）と同じ（首都圏空港に関する部分に限る）
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（５）国際拠点空港のアクセス強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アクセス鉄道網の充実や、安価で充実したバスアクセス網の構築と深夜早朝時間帯におけるアクセ
スの充実等、利用者の視点からの国際拠点空港のアクセスの強化を検討する。

　アクセス鉄道網については、2016年４月にとりまとめられた交通政策審議会答申「東京圏におけ
る今後の都市鉄道のあり方について」を踏まえ、国際拠点空港等への鉄道アクセスの更なる改善の
ため、空港アクセス乗換駅等のバリアフリー化の推進を図るほか、主要な首都圏空港、関西国際空
港等へのアクセス線の整備等に向け、事業主体や事業スキーム等について関係者間の具体的な検討
を促進する。
　バスアクセス網については、東京国際空港において、引き続き、深夜早朝時間帯のアクセスバス
の運行を継続し、停留所数の拡大や運行ルートの効率化に取り組むなど、深夜早朝時間帯のアクセ
ス改善を図る。成田国際空港においては、空港アクセスに係る事業者横断的な課題等を協議会で検
討・協議し、空港アクセスの更なる利便性向上に向け、サービスの改善・拡充の取組を進める。
　また、国家戦略特区の枠組みにおける規制緩和を通じて、空港アクセスバスの充実に取り組む。

（６）航空物流の機能強化

【交通政策基本計画における記載】
○ アジア＝北米間等の国際トランジット貨物の積極的な取込みや、総合特区に指定された地域等の成
長産業の重点的な育成・振興を支える航空物流の機能強化を図るため、ボトルネックとなっている
制度の見直し等を検討する。

　2016年度に引き続き、更なる航空物流の機能強化を図るため、課題解決に向けた調査作業の準備
等を行うとともに、航空物流関係者等と意見交換を継続して実施していく。

（７）我が国の公租公課等の見直し

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の航空企業の国際競争力強化のため、ユニットコスト全体の低減を進める中で、我が国の公
租公課等について、旅客数変動リスクの多くを航空会社が負担する構造の適正化等を図るため、徴
収方式の見直しを検討する。

　着陸料については、我が国の航空会社の運航コストの低減を通じて国際線・国内線ネットワーク
の維持拡充を図るため、従来の軽減措置の延長に加え、地方と東京国際空港を結ぶ路線の着陸料軽
減措置を拡充するなどの措置を講じる。
　また、2016年度末で期限の到来した航空機燃料税の軽減措置について、2017年度から３年間の延
長を行う。
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（８）国際コンテナ戦略港湾政策の深化

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の産業立地競争力の強化を図るため、広域からの貨物集約（集貨）、港湾周辺における流通加
工機能の強化（創貨）、さらに港湾運営会社への政府の出資、大水深コンテナターミナルの機能強化（競
争力強化）による国際コンテナ戦略港湾政策の深化を図るとともに、三大都市圏環状道路や港湾へ
のアクセス道路等の重点的な整備、埠頭周辺における渋滞対策等による効率的な物流の実現を目指す。

　　　　［20］国際コンテナ戦略港湾における大水深コンテナターミナルの整備数
 【2013年度　３バース　 　2016年度　12バース】
　　　　［21］国際コンテナ戦略港湾へ寄港する国際基幹航路の便数
　　　　　　　 ①北米基幹航路　【2013年度　デイリー寄港（京浜港 週30便、阪神港 週12便）

　2018年度　デイリー寄港を維持・拡大】
　　　　　　　 ②欧州基幹航路 【2013年度　週２便　 　2018年度　週３便】

　2016年度に引き続き、「集貨」については、国内貨物の国際コンテナ戦略港湾への集約を進める
とともに、国際基幹航路の維持・拡大をより強力に推進するため、アジアからの広域集貨にも取り
組む。また、「創貨」については、コンテナ貨物の需要創出に資する流通加工機能を備えた物流施
設に対する無利子貸付制度を活用し、国際コンテナ戦略港湾背後への産業集積を進める。さらに、
「競争力強化」については、引き続き、大水深コンテナターミナルの機能強化や、コンテナターミ
ナルの高度化を図るため荷役機械の遠隔操作化や情報通信技術を活用したゲート処理や荷役作業の
効率化に関する実証事業を行う。
　そのほか、三大都市圏環状道路や港湾へのアクセス道路等の整備を引き続き推進していく。

（９）大型のばら積み貨物船に対応した港湾機能の拠点的確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネルギー、食糧の安定的かつ安価な輸入を実現する
ため、大型のばら積み貨物船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、安定的
かつ効率的な海上輸送網の形成を図る。

　　　　［22］国際海上コンテナ・バルク貨物の輸送コスト低減率（2010年度比）
 【2012年度　1.2％減　 　2016年度　５％減】
 ★【2014年度　0.6％減　 　2020年度　５％減（2013年度比）】

　2016年度に引き続き、ばら積み貨物の安定的かつ効率的な輸入を確保するため、海上輸送ネット
ワークの拠点となる港湾において官民連携による輸入拠点としての機能の向上を図っていく。

（10）地域経済を支える港湾の積極的活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 各地域において、自動車等の地域経済を支える産業に係る物流の効率化及び企業活動の活性化を促
進する港湾を積極的に活用する。

　三河港、名古屋港等において、我が国経済を牽引する地域基幹産業を支える産業物流の効率化及
び企業活動の活性化に直結する港湾施設を整備することにより、産業の立地・投資環境の向上を図
り、地域の雇用、所得の維持・創出を促進する。
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（11）エネルギー調達の多様化等に対応した安定的な輸送の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 北米からパナマ運河を経由したシェールガス輸送、豪州からの液化水素輸送等、エネルギー調達の
多様化や新たな輸送ルートに対応した安定的な輸送を実現するため、技術開発や専用船の建造等を
推進する。

　2016年度に引き続き、「未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築実証事業」（経済産業省・
国土交通省連携事業）において、豪州の未利用エネルギーである褐炭を用いて水素を製造し、貯蔵・
輸送・利用までが一体となった液化水素サプライチェーンの構築にむけた技術実証プロジェクト、
「豪州褐炭水素プロジェクト」を進めていく。
　また、国際海事機関（ＩＭＯ）において、暫定勧告として採択された液化水素タンカーの安全基
準を踏まえ、関係する国内基準を整備するなど、建造に向けた検討を引き続き行う。加えて、地上
設備と液化水素タンカーとの間を効率的かつ安全に積荷・揚荷するためのローディングシステムの
開発及びルール整備の検討を引き続き行う。

（12）新たな航路を通じたエネルギー輸送に係る課題の解決

【交通政策基本計画における記載】
○ 2015年末に完成予定のパナマ運河の拡張や北極海航路等、新たな航路を通じたエネルギー輸送に的
確に対応するため、通航・航行要件や料金改訂の手続きの透明化等の課題の解決を図る。

　新運河の運用状況、海事政策の最新動向等を踏まえ、日・パナマ海事政策対話の開催を検討する。
　また、北極海航路に関する情報収集を行うとともに、「北極海航路に係る官民連携協議会」を開
催し、海運事業者や関係省庁等と北極海航路に関する情報の共有を行う。

（13）コンテナラウンドユースの促進等による国際海上物流システムの改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 物流面で我が国の産業競争力の強化を図るため、国際海上コンテナ輸送における内航の活用促進、
海上輸送と鉄道輸送を組み合わせたSea & Railなどのモード横断的な輸送の積極的導入、コンテナラ
ウンドユースの促進により、国際海上物流システムの改善を図る。

　2016年度に引き続き、荷主や物流事業者に対して、コンテナラウンドユースの取組への協力を働
きかける。

（14）アジアにおける国内外一体となったシームレスな物流

【交通政策基本計画における記載】
○ 日中韓でのシャーシの相互通行による海陸一貫輸送、フェリー・RORO船を活用した海陸複合一貫輸
送に対応した港湾施設整備、さらに北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）の
ASEAN諸国等への拡大、パレット等物流機材のリターナブルユースの促進等により、国内外一体と
なったシームレスな物流を推進する。

　2016年度に引き続き、日中韓物流大臣会合において合意した事項について取り組む。
　具体的には、日中韓でのシャーシの相互通行による海陸一貫輸送について、日中間で相互通行の
実施に向けた協議を深化させるとともに、日韓間では荷主と物流企業のニーズを考慮し、既存のパ
イロットプロジェクトを拡大していく。Sea & Railに関する共同プロジェクトでは、ワークショッ
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プにおいて潜在的なニーズの分析と実施のための調査を行う。
　また、ＮＥＡＬ-ＮＥＴについて、引き続き専門家会合で対象港湾の拡大や他モードへの展開等
に加え、サービスレベル向上のための取組を一層進めていく。さらにパレット等物流機材の繰り返
し利用（リターナブルユース）の促進については、前年度の調査に基づきさらなる調査事業等を行う。
　加えて、2016年度に引き続き、東予港等において、シームレスな物流の推進に資する複合一貫輸
送ターミナルの整備等を推進する。

（15）日本商船隊の競争基盤の強化

【交通政策基本計画における記載】
○我が国の安定的な国際海上輸送を確保するため、日本商船隊の競争基盤強化のための方策を検討する。

　我が国商船隊による安定的な国際海上輸送の確保を目的として、トン数標準税制等を通じて、対
外船舶運航事業者による「日本船舶・船員確保計画」の実行を支援し、我が国経済や国民生活を支
える基盤である日本船舶等の増加を図る。また、船舶に係る特別償却制度及び買換特例制度につい
て、適用要件を見直した上で延長し、環境性能に優れた船舶の増加・代替建造を図る。

（16）農林水産物等の輸出や中小企業の海外展開の物流面からの支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 2020年に輸出額１兆円を目標とする農林水産物・食品の輸出や、高い技術力を有する地域中小企業
の海外展開を物流面から支援するための枠組みを検討する。

　2019年までに農林水産物・食品の輸出額を１兆円とする目標の達成するため、引き続き、輸送中
の荷傷みを防ぎ鮮度を維持する技術・機材等の普及促進や、クール宅配便サービスの国際標準化に
向けた取組の推進等、農林水産物・食品の輸出力強化に資する取組を推進する。

（１） ＬＣＣの参入促進など我が国国内航空ネットワークの拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ LCCの参入促進等により低コストで利用しやすい地方航空路線の拡充を図る等、我が国の国内航空
ネットワークについても拡充を目指す。

　　　　［23］国内線旅客のうちLCC旅客の占める割合 【2013年　６％　 　2020年　14％】

　中部国際空港においては、2019年度供用開始に向け、ＬＣＣターミナルの整備を推進する。
　また、地方航空ネットワークの維持・充実を図る観点から、発地着地両側の地域連携（ペアリン
グ）による実証調査や地域と地域をつなぐ場（プラットフォーム）を設置し、情報の展開を行う「地
方航空路線活性化プラットフォーム事業」を実施する。また、引き続き、小型機材に係る着陸料の
軽減等の必要な措置を講じる。

第２節　地域間のヒト・モノの流動を拡大する
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（２）新幹線ネットワークの着実な整備と地域鉄道等との連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 整備新幹線（北海道新幹線、北陸新幹線、九州新幹線）の整備を着実に進めるとともに、リニア中央
新幹線については、建設主体であるJR東海による整備が着実に進められるよう、必要な連携、協力
を行う。これら新幹線ネットワークの整備と合わせた新駅の設置など地域鉄道等との連携を促進する。

　　　　［24］北陸新幹線・北海道新幹線の開業を通じた交流人口の拡大
 ①北陸新幹線　　【2014年度　 　2017年度　20％増】
 ②北海道新幹線　【2015年度　 　2018年度　10％増】

　北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線（武雄温泉・長
崎間）について、着実に整備を推進する。リニア中央新幹線については、品川・名古屋間の工事に
財政投融資を活用することにより、大阪までの全線開業を2045年から最大８年間前倒すこととし、
2016年の臨時国会における「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法
律」（平成28年法律第79号）の成立を受けて、同年11月から、同機構より、建設主体であるＪＲ東
海に対して、財政融資資金の貸付けが行われているところであり、今年度においても1.5兆円の貸
付けが行われる。

（３）フリーゲージトレインの実用化

【交通政策基本計画における記載】
○ 九州新幹線新八代駅付近における耐久走行試験をはじめ、フリーゲージトレインの実用化に向けた技
術開発を着実に推進する。

　軌間可変技術評価委員会（平成28年11月開催）による審議を踏まえ、九州新幹線西九州ルートへ
の導入に向け、耐久性の向上に資する技術開発やコスト削減に向けた検討を実施するとともに、北
陸新幹線への導入に向け、更なる安全性の向上に資する雪対策（耐雪・耐寒化）に関する技術開発
を推進する。

（４）高速道路ネットワークの整備と既存の道路ネットワークの有効活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域活性化や物流効率化を図るため、安全でクリーンな高速道路ネットワークの整備を推進するとと
もに、スマートインターチェンジの整備や渋滞ボトルネック箇所への集中的対策を行うなど、既存の
道路ネットワークの有効活用を推進する。

　　　　［25］道路による都市間速達性の確保率 【2012年度　48％　 　2016年度　約50％】
 ★【2013年度　49％　 　2016年度　約50％】

　2016年度に引き続き、高規格幹線道路を始めとする道路ネットワークの整備を促進していく。ま
た、地域と一体となったコンパクトな拠点形成の支援を実施するため、スマートインターチェンジ
の整備を促進する。さらに、渋滞ボトルネック箇所への集中的対策を推進していく。
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（５）安全で利用しやすい高速バスネットワークの拡充

【交通政策基本計画における記載】
○ 関越道高速ツアーバス事故を踏まえて創設した新高速乗合バス制度を適確に運用し、柔軟な供給量調
整や価格設定が可能な同制度の積極的な活用を通じて、安全確保施策とも連携しつつ、安全で利用し
やすい高速バスネットワークの拡充を図る。

　　　　［26］高速バスの輸送人員 【2011年度　約11,000万人　 　2020年度　約12,000万人】

　2016年度に引き続き、「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」の各措置の実効性を確保して
いくとともに、「事業用自動車総合安全プラン2009」に基づくバス事業の安全性向上・信頼の回復
に向けた取組を推進していく。2016年１月に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、「安全・安
心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」をとりまとめ、講じられた再発防止策のフォ
ローアップを着実に進めていく。
　また、多様な交通モードが選択可能で利用しやすい環境を創出し、人とモノの流れや地域の活性
化を促進するため、バスを中心とした交通モード間の接続（モーダルコネクト）の強化を推進して
いく。具体的には、新宿駅南口に2016年４月に開業したバスタ新宿では、今後は、利用者の意見も
踏まえながら、コンビニの本格営業やベンチの増設等の利便性の更なる向上や、国道20号の渋滞対
策の強化を推進していく。
　そのほか、2016年３月に公表された「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・LCC
等の利用促進に関する当面の取組方針」等を踏まえ、訪日外国人等が高速バスを利用しやすい環境
を整備するための訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バス情報プラットフォーム- Japan 
Bus-Gateway -」のPRを行う等、高速バス利用者の利便性等の向上方策等について推進する。

（６）空港経営改革の着実な推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 国内外の交流人口拡大等による地域活性化を図るため、仙台空港をはじめとした「民間の能力を活
用した国管理空港等の運営等に関する法律」等に基づく公共施設等運営事業の活用拡大や、顧客満
足向上のための仕組みの導入や空港別収支の早期公表を行う等、空港経営改革を着実に推進する。

　高松空港については、2018年４月からの公共施設等運営権者による運営の開始に向けて手続きを
進めるとともに、福岡空港についても、2019年４月からの公共施設等運営権者による運営の開始に
向けて引き続き手続きを進める。また、北海道内の空港については、2020年度からの複数空港の一
体運営委託に向けて、引き続き手続きを進める。
　さらに、2016年度に実施した空港満足度調査の調査結果や前回調査からの改善状況等を参考に、
前年度より引き続き空港利用者利便向上協議会等において検討を行い、利用者利便向上策を見直し、
実施していく。また、空港別収支については、より早期に公表できるように検討を進める。

（７）複合一貫輸送に対応した国内物流拠点等の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 輸送効率が高く環境負荷の少ない国内海上輸送の利用促進を図るため、陸上輸送と海上輸送が円滑
かつ迅速に結ばれた複合一貫輸送に対応した国内物流拠点等の整備を着実に推進する。

　　　　［27］国内海上貨物輸送コスト低減率（2010年度比）
 【2012年度　0.6％減　 　2016年度　約３％減】
 ★【2014年度　0.1％減　 　2016年度　約３％減（2013年度比）】

　2016年度に引き続き、東予港等において、国内海上輸送の利用促進に資する複合一貫輸送ターミ
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ナル（岸壁、航路、泊地等）の整備等を推進する。

（８）ヒト・モノの移動が地域の隅々まで行き渡るような国内交通ネットワークの形成

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域間でのヒト・モノの移動が地域の隅々まで行き渡るような国内交通ネットワークを形成するた
め、幹線交通と地域内交通の活性化とともに、両交通間の連携促進、地域間交流拡大のための運賃
の活用を検討する。

　2016年度に引き続き、離島住民が日常生活を行う上で必要不可欠な離島航路・航空路の確保・維
持を図るため、地域公共交通確保維持改善事業において、航路・航空路事業者に対して運営費補助
による支援を行う。
　「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等の利用促進協議会」における今
後の取組方針を踏まえて、引き続きフリーパス等の開発・普及促進のための意見交換等を行い、事
業者による開発・普及促進につなげる。
　また、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、観光地周辺での
交通の充実等を促進する。

（９）零細内航海運事業者の基盤強化

【交通政策基本計画における記載】
○ 零細内航海運事業者の規模の拡大や経営の安定化を図るため、船舶管理会社を活用したグループ化・
集約化に加え、さらなる基盤強化を検討する。

　「内航海運の活性化に向けた今後の方向性検討会」において「安定的輸送の確保」「生産性向上」
を中・長期的に目指すべき方向性の軸として、これを実現させるための具体的な取組について議論
を進め、2017年６月頃を目途に検討会の議論をとりまとめる予定としている。
　また、2017年度より船舶共有建造制度について船舶管理会社を活用したグループ化等を行った内
航海運事業者に対して、優遇金利の適用対象を拡充する等、引き続き、船舶共有建造制度や税制特
例措置を活用して内航海運事業者のさらなる基盤強化を図る。

（10）鉄道による貨物輸送の拡大

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道による海上コンテナ輸送の円滑化、小口荷量の混載の推進等、大量輸送機関である鉄道による
貨物輸送の拡大を検討する。

　鉄道用鮮度保持コンテナや新型コンテナ貨車等の導入補助を行い、大量輸送機関である鉄道によ
る貨物輸送の拡大を促進する。
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（１）交通関連分野での訪日外国人旅行者の受入環境整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 訪日外国人旅行者数２,000万人に向けて、空港や鉄道駅などのターミナル施設内、さらには列車や
バスの車内などでも円滑な情報収集・発信が可能となる無料公衆無線LANの整備促進、交通施設や
公共交通機関内における多言語対応の徹底、タクシー・レンタカー等における外国語対応の改善・
強化、出入国手続きの迅速化・円滑化等のためのCIQ体制の充実等、交通関連分野での訪日外国人旅
行者の受入環境を整備する。

　　　　［28］空港、鉄道駅における無料公衆無線LAN （Wi-Fi）の導入
 ①主要空港　　　　 【2013年度　87％　 　2020年度　100％】
 ②新幹線主要停車駅【2013年度　52％　 　2020年度　100％】
　　　　［29］国際空港における入国審査に要する最長待ち時間
 【2013年　最長27分　 　2016年度　最長20分以下】

　訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金により、公共交通機関、宿泊施設、外国人
観光案内所などにおける多言語対応、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備などに対する支援を引き続き
行っていく。
　無料公衆無線ＬＡＮの整備促進については、引き続き「無料公衆無線ＬＡＮ整備促進協議会」を
通じて、①事業者の垣根を越えた認証手続の簡素化、②無料公衆無線ＬＡＮ整備の促進、③共通シ
ンボルマーク（「Japan. Free Wi-Fi」マーク）の普及・活用による「見える化」のさらなる推進とウェ
ブサイトによる無料公衆無線ＬＡＮの利用可能場所等の情報提供を行っていく。
　多言語対応については、多言語対応ガイドライン（2014年３月）に基づき、多言語対応の統一性・
連続性の確保に向けて必要な積極的取組を、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金
も活用して引き続き推進する。また、各地域における観光ビジョン掲載施策の具体的な取組の推進
を図るべく、既存の地方ブロック別連絡会を発展的に改組し、関係する国の地方支分部局等を構成
員とする「観光ビジョン推進地方ブロック戦略会議」を2017年度より設置・開催する。
　鉄道については、引き続き、訪日外国人旅行者の受入環境整備のため、多言語対応徹底などを鉄
道事業者に働きかける。また、「ジャパン・レールパス」の日本到着後の購入を可能にするため、
各旅客鉄道会社において実証実験の結果を踏まえて、本格導入に向けて取り組む。
　タクシーについて、2017年１月にタクシーの初乗り運賃の引下げを行い、国際的な主要都市間と
同程度の初乗り運賃を実現することにより、訪日外国人旅行者の受け入れ環境を整備した。また、
インバウンド需要等に対応するための富裕層向けサービスの向上を図る。
　バスについては、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、2020
年度目途での大都市バス路線におけるナンバリングの実施に向け検討を進める。
　船舶については、2016年度に引き続き、旅客船分野での訪日外国人旅行者の受入環境の整備を図
るため、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業を通じて無料公衆無線ＬＡＮの整備や案内標
識・ホームページの多言語化、船内座席の個室寝台化等を促進する。
　港湾については、外国人クルーズ客が利用する旅客船ターミナル等で、案内標識等の統一化や多
言語化、無料公衆無線ＬＡＮ環境の提供を推進する。
　空港については、国際会議の参加者や重要ビジネス旅客の空港での入国手続の迅速化を図るため、
2015 年度にファーストレーン設置が実現した成田国際空港・関西国際空港の運用状況を見ながら、
更なる対象範囲の拡大等利用者の利便性改善に努めるとともに、東京国際空港をはじめとする国内
の他の主要空港における早期導入の検討を進める。また、地上取扱業務実施体制の拡充を支援する
ため、全空港への臨時ランプパスの正式導入などの検討を進める。
　また、税関・出入国管理・検疫（ＣＩＱ）については、これら関係省庁と連携の上、必要な人的・
物的体制の計画的な整備を進める。
　さらに、2017年４月に改正された「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」に基づき、英

第３節　訪日外客4000万人に向け、観光施策と連携した取組を強める
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字を併記する規制標識「一時停止」等を、更新時期に合わせて順次整備する。
　道路案内標識に関する訪日外国人旅行者の受入環境整備の施策については、第１章第３節（５）
の係る記載に同じ。

（２）わかりやすい道案内の取組推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路の案内表示について、鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点における他の機関が設置する案
内看板と連携した案内標識の設置や、観光案内ガイドブックやパンフレット等と連携したわかりや
すい道案内の取組を推進する。あわせて、カーナビの多言語化を進める。

　第１章第３節（５）の道路案内標識に係る記載に同じ。

（３）クルーズ振興を通じた地域の活性化

【交通政策基本計画における記載】
○ クルーズ振興を通じた地域の活性化を図るため、クルーズ船の大型化への対応等の旅客船ターミナ
ルの機能強化、港湾施設の諸元や寄港地周辺の観光情報を発信するウェブサイトの充実、外航クルー
ズ客に地域の観光情報等を提供する場として「みなとオアシス」の活用等を図る。

　　　　［30］全国の港湾からクルーズ船で入国する外国人旅客数
 【2013年　17.4万人　 　2020年　100万人】

　2016年度に引き続き、「訪日クルーズ旅客を2020年に500万人」という目標実現に向け、国土交通
大臣が指定した国際旅客船拠点形成港湾において、旅客施設等を整備し、一般公衆の利用に供する
民間事業者に対し、岸壁の優先的な利用を認めることや、官民の連携による国際旅客船の受入れの
促進を図るための協定制度を創設するなど、クルーズ船の受入環境の整備を推進し、クルーズ船の
寄港を活かした地方創生を図る。
　また、クルーズ旅客の利便性、安全性の確保等を図る事業を行う地方公共団体等に対する補助制
度を創設する。

（４）訪日外国人旅行者の国内各地への訪問促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 国際拠点空港における内・際の乗り継ぎ利便性の向上などにより、訪日外国人旅行者の国内各地への
訪問を促進する。

　2016年度に引き続き、東京国際空港における際内トンネルの整備を推進する。

第
Ⅳ
部
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策

第２章 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築

交通政策白書26



（５）「手ぶら観光」の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 訪日外国人旅行者の受入環境整備として、全国各地の免税店舗数の飛躍的拡大を推進し、あわせて、
こうした店舗での購入商品やスーツケースなど、訪日外国人旅行者の荷物を持ち運ぶ負担を減らす
ため、日本の優れた宅配運送サービスに関する多言語での分かりやすい情報提供や外国人向けサー
ビス内容の充実を図るなど、訪日外国人旅行者の「手ぶら観光」を促進する。

　2020年までに手ぶら観光カウンターの全主要交通
結節点への設置に向けて、引き続き訪日外国人旅行
者受入環境整備事業を活用し、カウンターの設置を
促進する。
　また、2020年までに免税品の海外直送を本格実施
するため、2016年度に実施した「国際手ぶら観光サービス」の実証実験を踏まえて、引き続き検討
を行う。

（６）「道の駅」のゲートウェイ機能強化・充実と観光地周辺の自転車利用環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 観光情報提供の拠点となる「道の駅」を選定して重点的な整備を行うなど、クルマ観光における道
の駅のゲートウェイ機能の強化・充実を図る。また、自転車通行空間の整備等による観光地周辺の
自転車利用環境の改善を図る。

　2016年度に引き続き「道の駅」の登録を行うとともに、特定テーマ型モデル重点「道の駅」を選
定していくこととする。
　また、道路情報の提供やインバウンドも含めた観光案内を充実するため、無料公衆無線ＬＡＮ（道
の駅ＳＰＯＴ）の整備や、観光庁と連携した観光案内所の配置を引き続き推進していくこととする。
　さらに、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を周知するとともに、本ガイドライ
ンに基づく自転車ネットワーク計画の策定を推進し、安全で快適な自転車通行空間の整備を図る。
加えて、自転車を活用した地域の観光振興に資する情報発信等、自転車の活用の推進に関する取組
を進める。

（７）交通系ＩＣカードの利用エリア拡大、企画乗車券の導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通系ICカードの利用エリアの拡大、広範な地域における鉄道・バス等の多様な公共交通機関の相互
利用が可能な企画乗車券の導入、海外からの予約・発券、国内到着後のスムーズな購入・引換え、自
国で発行されたクレジットカードが利用できる駅窓口の拡充や券売機の配置等の促進策を検討する。

○ 旅行者の利便性向上、移動の円滑化、旅行費用の低廉化等を図るため、各公共交通機関、美術館・
博物館、観光施設等で相互利用可能な共通パスの導入を検討する。

　交通系ＩＣカードの利用エリアの拡大については、第１章第４節（６）に同じ。
　また、2016年３月に公表された「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等
の利用促進に関する当面の取組方針」等を踏まえ、訪日外国人等が高速バスを利用しやすい環境を
整備するための訪日外国人等向け高速バス情報サイト「高速バス情報プラットフォーム- Japan 
Bus-Gateway -」のＰＲを引き続き行う。
　さらに、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、乗り放題きっ
ぷ等の造成を促進する。

「手ぶら観光」共通ロゴマーク
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（８）広域的な連携による国内外の観光客の呼び込み

【交通政策基本計画における記載】
○ 北陸新幹線（長野・金沢間）、北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開通による首都圏等とのア
クセス時間短縮を最大限活用し、地域の商工会議所や自治体、地方運輸局など沿線関係者が一丸と
なった広域的な連携による国内外の観光客の呼び込みのための方策を検討する。

　2016年度に引き続き、地方公共団体等が連携して行うプロモーションへの支援等を行い、北陸新
幹線や北海道新幹線を活用とした地域の取組についても支援を行う。

（９）航空会社の新規路線開設・就航の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ ビザ要件の緩和と一体的に行う航空路線の展開に対する支援や、地方空港への国際チャーター便に
対する支援など、航空会社の新規路線開設・就航を促す方策を検討する。

　国際チャーター便･国際定期便に係る既存の国管理・共用空港の着陸料軽減措置を継続して実施
する。また、地方空港へのＬＣＣ等の国際線の就航を強力に推進するため、高いレベルの誘客・就
航促進の取組を行うと認定された空港（訪日誘客支援空港）において、新規就航等の際に、地域の
同規模・同期間支援と協調して、国管理・共用空港における着陸料の更なる軽減、コンセッション
空港・地方管理空港における着陸料補助、新規就航等に必要な経費の支援等を行う。
　さらに、「明日の日本を支える観光ビジョン」や「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高
速バス・ＬＣＣ等の利用促進に関する当面の取組方針」等を踏まえ、引き続き、自治体と連携し、
各国の主要な航空会社や空港等が参加する商談会である「World Routes」や「Routes Asia」等の
場を活用し、海外の航空会社に対し、ＬＣＣ等の新規就航や増便を働きかける。

（10）広域観光周遊ルートの形成

【交通政策基本計画における記載】
○ 広域周遊ルートの形成を促すため、複数の空港とその間を結ぶ鉄道等が広域で連携して訪日外国人
旅行者を誘致する取組を促す方策を検討する。

　2016年度に引き続き、｢広域観光周遊ルート形成促進事業」において、訪日外国人旅行者の地方
誘客に資するテーマ・ストーリーを持った広域観光周遊ルートの形成を促進するため、全国11ルー
トにおける具体的なモデルコースを中心に、地域の観光資源を活かした滞在コンテンツの充実、ター
ゲット市場へのプロモーション等、外国人旅行者の周遊促進の取組を支援する。
　また、高速バスの利便向上については、2016年３月に公表された「明日の日本を支える観光ビジョ
ン」や「国内観光の振興・国際観光の拡大に向けた高速バス・ＬＣＣ等の利用促進に関する当面の
取組方針」に基づき、訪日外国人等が高速バスを利用しやすい環境を整備するための訪日外国人等
向け高速バス情報サイト「高速バス情報プラットフォーム- Japan Bus-Gateway -」のＰＲを引き続
き行う。

第
Ⅳ
部
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策

第２章 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築

交通政策白書28



（注）上段「 」はルートの名称、下段（ ）は計画の実施主体

広域観光周遊ルート

（11）交通そのものを観光資源とする取組の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通機関自体の魅力向上による観光需要の創出を図るため、地域鉄道の魅力を高める観光列車、２
階建て観光バス、水上バスをはじめとした観光用の河川舟運など、交通そのものを観光資源とする
取組の促進方策を検討する。

　「地域資源を活用した観光地魅力創造事業」において、地域の資源を活用し、魅力あふれる観光地域
づくりを推進する取組を支援するとともに、引き続き、「船旅活性化モデル地区」制度の運用により、船
旅に係る新サービス創出の促進を図る。

（12）「観光ビジョン実現プログラム2016」の改定への対応

【交通政策基本計画における記載】
○ 観光施策との連携を一層充実強化する観点から、内外の旅行者が周遊しやすい環境を作るための２
次交通の充実など、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014」の今後の改定に柔軟に
対応しつつ交通分野の連携方策を検討する。

　「観光ビジョン実現プログラム2016」の改定に対応した交通分野の連携方策を検討・実施する等、
観光先進国の実現に向け、政府一丸、官民一体となって実行する。

（13）「日ASEANクルーズ振興プロジェクト」

【交通政策基本計画における記載】
○ 「日ASEANクルーズ振興プロジェクト」に基づいた、我が国への外国クルーズ船の戦略的な誘致方
策を検討する。

　日本とＡＳＥＡＮとを結ぶ魅力的なクルーズ商品の造成の促進等を図るため、ＡＳＥＡＮの現地旅
行会社を対象としたセミナーの開催や今後の訪日クルーズ商品の開発・販売に関する課題の抽出等
を引き続き行う。
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（１）交通関連技術・ノウハウの輸出の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 「インフラシステム輸出戦略」に基づき、我が国の高い交通関連技術・ノウハウのシステムとしての
一体的な輸出を推進する。

　　　　［31］交通分野における日本企業の海外受注額推計
 【2010年　約0.45兆円　 　2020年　７兆円】

　2016年３月に策定した「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画」を2017年３月に改定し
た。特に、今回の改定に当たっては、国土交通省の取組みが一層効果的なものとなるよう、我が国
の競争力の強化、推進体制の強化、民間資金の一層の活用、新技術等の活用、国土・地域開発計画
等の上流計画形成への積極的関与、他国と連携した第三国への取組の推進の６つの点について、新
たに強化していくこととした。国土交通省は、今後、この「国土交通省インフラシステム海外展開
行動計画2017」に基づき、インフラ海外展開の取組を強化していくこととする。

（２）交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 2014年10月に設立された株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）を活用し、需要リス
クに対応した出資と事業参画を一体的に行うことで、交通事業・都市開発事業の海外市場への我が
国事業者の参入を促進する。

　財政投融資を1137億円（産業投資649億円、政府保証488億円）計上しており、2016年度に引き続
き、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（ＪＯＩＮ）を積極的に活用し、幅広い分野・地域
での案件を支援し、我が国企業の海外展開を促進する。

（３）交通分野における我が国の規格、基準、システム等の国際標準化

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車、鉄道、海運、航空、物流、港湾等の各交通分野について、安全面、環境面、効率面に関す
る我が国の規格、基準、システム等の国際標準化を推進し、我が国の交通産業の成長を目指す。

　2016年度に引き続き、国際規格等の制定に向けた議論に積極的に参加することで我が国規格・基
準の反映を目指すとともに、我が国規格等のデファクト・スタンダード化などを推進する。
　自動車分野では、国連自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ29）の下、引き続き、自動運転技術
等、世界に誇る日本の自動車技術に関する国際基準の議論を主導する。
　「自動車基準・認証をはじめとした包括的な交通安全・環境施策に関するＡＳＥＡＮ新協力プロ
グラム」のもと、引き続き、ＡＳＥＡＮ域内の製品流通の円滑化に資する自動車基準の統一と認証
の相互承認等を推進する。
　道路分野では、引き続き、ＩＴＳの国際標準化に関する専門委員会（ＩＳＯ／ＴＣ204）に参画し、
ＥＴＣ2.0で収集したプローブ情報の活用等に関する標準化活動を行う。また、日ＡＳＥＡＮ交通
連携の枠組みを活用した国際的な道路網を支える舗装技術や過積載管理技術の共同研究を、ＡＳＥ
ＡＮ各国の専門家と連携して推進する。
　鉄道分野では、ＩＳＯの鉄道分野専門委員会（ＴＣ269）やＩＥＣの鉄道電気設備とシステム専
門委員会（ＴＣ９）の国際会議等における我が国プレゼンスを高め、我が国鉄道技術の国際標準化

第４節　 我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービスを
グローバルに展開する
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を引き続き推進する。
　海運分野では、2016年度に引き続き、ＩＭＯでの基準策定等に積極的に貢献していく。具体的に
は、以下のような分野を想定している。
　・旅客フェリーの火災安全対策
　・ ＩＭＯ温室効果ガス（ＧＨＧ）削減戦略の策定及び船舶バラスト水規制管理条約の発効に向け
た議論の主導。

　物流分野では、引き続き、ＡＳＥＡＮ各国との物流政策対話及びアジア地域におけるパイロット
プロジェクト等を通じて、我が国の質の高い物流システムの海外展開を推進し、アジア物流圏の効
率化に向けた取組を実施する。また2016年度に引き続き、我が国物流システムの国際標準化に向け
た取組を実施する。
　港湾分野では、2014年に署名した「港湾施設の国家技術基準の策定に関する協力に係る覚書（Ｍ
ＯＵ）」に基づき、引き続き、我が国のノウハウを活用し、過年度までに策定したベトナムの港湾
施設の国家技術基準素案の同国内での審査支援（設計の材料条件、基礎、係留施設）、及び新たに
地盤改良設計を対象とした国家技術基準素案を協力して作成するなど、幅広い分野における取組を
推進する。

（４）洋上ロジスティックハブ等の開発支援

【交通政策基本計画における記載】
○ 拡大する海洋開発市場への我が国企業の進出を促進するため、人員・物資等の輸送の中継基地とな
る洋上ロジスティックハブ等の開発支援を行う。

　2016年度に引き続き、洋上における人員・物資等の輸送に資する構造物等の要素技術（高精度位
置保持システム等）の開発に対する支援を実施する。

（５）海上輸送の安全確保への積極的な参画

【交通政策基本計画における記載】
○ 海上交通の要衝であるマラッカ・シンガポール海峡等における海上輸送の安全確保に積極的に参画
する。

　2016年度に引き続き、マラッカ・シンガポール海峡における航行援助施設の維持・管理のための
事前調査、これらの航行援助施設の維持・管理のための人材育成セミナーを実施するとともに、Ｊ
ＡＩＦ（日ＡＳＥＡＮ統合基金）の資金により同海峡における共同水路測量調査を実施する。
　また、国際協力機構による事業への協力として、インドネシアへの専門家の派遣及びカウンター
パート研修を実施する。

（６）我が国の交通関連企業の進出先での人材の確保・育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 我が国の交通関連企業の海外進出に当たり、進出先の国・地域において我が国の質の高い交通シス
テムがスムーズに導入・運用されるよう、現地の人材や日本で勉学する留学生に対する研修・セミナー
の実施など、現地の有能な人材の確保・育成を検討する。

　建設、鉄道、道路、防災、航空、港湾、造船、船員教育、物流、自動車整備、海上交通、気象等、
極めて多岐に渡る分野において国土交通省に人材育成支援の要請があり、海外展開の拡大に伴い、
相手国からの要請が急速に拡大しつつある。こうした相手国からの要請等に迅速かつ的確に対応で
きるよう、人材育成支援に係る取組を強化していく。 
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　2016年度に引き続き、このため、研修員受け入れ、専門家派遣、ＪＩＣＡ研修への協力、セミナー
の開催、留学経験者等との人的ネットワークの構築等に加え、我が国の経験・ノウハウ等に基づく
人材育成をセットにした総合的かつきめ細やかなインフラプロジェクトの支援等を通じて、相手国
の制度整備や、相手国の国土・地域開発計画等の政策立案、インフラ整備・運営・維持管理を担う
政策立案者、技術者、検査官及び船員教育者の育成支援、長期的な協力関係の構築を積極的に実施
する。
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（１）交通インフラの耐震対策、津波対策、浸水対策、土砂災害対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道、道路、港湾、空港等の交通インフラの耐震対策、津波対策、浸水対策、土砂災害対策等を確実
に実施する。

　　　　［32］主要な交通施設の耐震化
① 首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主要
鉄道路線の耐震化率 【2012年度　91％　 　2017年度　概ね100％】

②緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率 【2012年度　79％　 　2016年度　82％】
 ★【2013年度　75％　 　2020年度　81％】

③大規模地震が特に懸念される地域における港湾による緊急物資供給可能人口
 【2013年度　約2,810万人　 　2016年度　約2,950万人】

★ 災害時における海上からの緊急物資等の輸送体制がハード・ソフト一体として構築さ
れている港湾（重要港湾以上）の割合

 【2014年度　31％　 　2020年度　80％】
④ 航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能
を有する空港から一定範囲に居住する人口

 【2012年度　7,600万人　 　2016年度　9,500万人】
 ★【2014年度　9,400万人　 　2020年度　約１億700万人】
　　　　［33］航路標識の災害対策

①航路標識の耐震補強の整備率 【2013年度　75％　 　2020年度　100％】
②航路標識の耐波浪補強の整備率 【2013年度　74％　 　2020年度　100％】
③航路標識の自立型電源導入率 【2013年度　84％　 　2016年度　 86％】

　　　　［34］社会経済上重要な施設の保全のための土砂災害対策実施率（重要交通網にかかる箇所）
 【2013年度　約48％　 　2016年度　約51％】

★重要交通網にかかる箇所における土砂災害対策実施率
 【2014年度　約49％　 　2020年度　約54％】
　　　　［35］道路斜面や盛土等の要対策箇所の対策率 【2012年度　60％　 　2016年度　68％】
 ★【2013年度　62％　 　2020年度　75％】

　2016年度に引き続き、鉄道、道路、港湾、空港、航路標識等の災害対策を推進する。
　特に、空港については、航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点
として最低限必要となる基本施設等並びに管制施設等の耐震対策を実施するとともに、津波リスク
の高い10空港において、津波避難計画に基づいた津波避難訓練を引き続き実施する。また「空港に
おける地震・津波に対応する避難計画・早期復旧計画ひな型」に基づき、地震・津波に対する避難
計画・早期復旧計画の策定を推進する。

（２）信号機電源付加装置の整備、環状交差点の活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害発生時における混乱を最小限に抑える観点から、停電による信号機の機能停止を防止する信号機
電源付加装置の整備を推進するとともに、交通量等が一定の条件を満たす場合において安全かつ円滑
な道路交通を確保できる環状交差点の活用を図る。

　　　　［36］信号機電源付加装置の整備台数 【2013年度　約5,400台　 　2016年度　約6,400台】
★信号機電源付加装置の整備台数 【2020年度までに約2,000台】

第３章　持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

第１節　大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする
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　2016年度に引き続き、信号機電源付加装置の整備や交通量等が一定の条件を満たす場合において
安全かつ円滑な道路交通を確保できる環状交差点の導入を推進する。

（３）無電柱化の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興等の観点から、
無電柱化を推進する。

　　　　［37］市街地等の幹線道路の無電柱化率 【2013年度　15.6％　 　2016年度　18％】
 ★【2014年度　16％　 　2020年度　20％】

　2016年度に引き続き、道路の防災性の向上や安全で快適な通行空間の確保を図るため、また、良
好な景観の形成や観光振興等につなげる観点から無電柱化を推進する。
　特に、「無電柱化の推進に関する法律」（平成28年法律第112号）に基づく無電柱化推進計画を国
や地方自治体で策定し、道路の新設、拡幅等を行う際に同時整備を推進するとともに、ＰＦＩ手法
等の活用等による既存の地中管路をより活用するための仕組みを構築する。また、緊急輸送道路を
対象に電柱の新設を禁止する措置、固定資産税の特例措置及び防災・安全交付金による重点的な支
援を実施するとともに、低コスト手法の導入へ向けたモデル施工や技術マニュアルを踏まえた普及
促進の取組を実施する。

（４）交通インフラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 「インフラ長寿命化基本計画」に基づく行動計画及び個別施設計画を策定するとともに、道路・港
湾施設等の長寿命化対策の実施、鉄道施設の長寿命化に資する改良への支援等により、交通インフ
ラの戦略的な維持管理・更新や老朽化対策を推進する。

　　　　［38］主要な交通施設の長寿命化
①全国道路橋の長寿命化計画策定率 【2013年度　96％　 　2016年度　100％】
★個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率（道路（橋梁））

 【2014年度　 － 　 　2020年度　100％】
②長寿命化計画に基づく港湾施設の対策実施率
 【2013年度　36％　 　2016年度　100％】
★個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率（港湾）

 【2014年度　97％　 　2017年度　100％】

　2016年度に引き続き、各インフラ管理者による個別施設ごとの計画策定を推進するとともに、民
間事業者による交通施設の長寿命化に資する改良に対する支援措置を講じる。
　道路については、2013年度の道路法改正により、予防保全の観点も踏まえて点検を行うべきこと
の明確化や道路構造物への影響が大きい大型車両の通行を誘導する道路を指定する制度の創設、制
限違反車両の取り締まりの強化等、その適切な管理を図るための枠組みが構築された。これを踏ま
えた2014年７月の橋やトンネルなどについて５年に一度の近接目視点検を行うことを内容とする省
令の施行にともない、点検及び点検結果に基づく措置を計画的に実施するとともに、財政、人員、
技術面で課題を抱えている市町村に対しては、全都道府県に設置された「道路メンテナンス会議」
を活用した定期点検の着実な推進、地域単位での点検業務の一括発注、自治体職員向けの研修など、
自治体が行う道路の老朽化対策に対する支援を引き続き実施する。
　港湾においては、維持管理計画の策定、点検の確実な実施、更新・修繕について「港湾等メンテ
ナンス会議」や研修を通じて港湾管理者に技術的助言を行うなど、港湾施設の機能を維持するため
の取組を推進する。また、港湾施設の維持管理情報データベースの活用により、港湾管理者等の維
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持管理業務の省力化・効率化を推進する。
　航路の安全確保の観点では、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を踏まえ策定した
「航路標識等の長寿命化計画」に基づき点検・診断を実施するとともに、点検・診断を実施した航
路標識について、修繕・更新等の必要な標識の整備を実施する。
　空港については、公共用の空港において、長期的視点に立ち策定した維持管理・更新計画に基づ
き、定期的な点検・診断を行うことで、施設の破損、故障等を未然に防ぐ予防保全的維持管理を推
進するとともに、空港舗装体内の変状把握システムなど点検手法等の技術研究開発を推進するとと
もに、維持管理に関する研修の内容充実や自治体からの参加者への門戸開放など人材育成について
も推進する。また、地方公共団体等への技術的支援では、空港施設メンテナンスブロック会議の開
催や、情報の共有化を図るため、空港施設管理情報システムを構築し、維持管理に係る課題解決に
向けた連携・支援を行う。

（５）地震発生時の安全な列車の停止

【交通政策基本計画における記載】
○ 地震発生時に列車を安全に止めるための対策（新幹線においては更に脱線・逸脱の防止）を実施する。

　2016年度に引き続き、鉄軌道事業者における緊急地震速報の活用状況等について調査を行い、地
震発生時の列車の安全停止に向けて、必要に応じ指導・助言を行うとともに、鉄道事業者において
実施する新幹線の脱線・逸脱防止装置の設置に対する取組を推進する。

（６）新幹線の大規模改修への対応

【交通政策基本計画における記載】
○開業50年が経過した東海道新幹線をはじめとして、新幹線の大規模改修への対応を推進する。

　2016年度に引き続き、大規模改修が適切に実施されるよう、必要に応じＪＲ東海に対する指導・
助言を行う。

（７）避難・緊急輸送のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害時に被災地の支援を国全体で可及的速やかに実施するため、代替ルートを確保するとともに、輸
送モード間の連携を促進する。

　2016年度に引き続き、輸送モードや交通ネットワークの多重性、
代替性等の確保方策の充実を図る。
　特に、道路については、大規模災害を想定し、関係府省、自治
体等との連携により、広域的な災害支援物資輸送訓練を実施し、
その結果も踏まえ、災害支援物資輸送計画を策定するとともに、
異常降雪等に備え、冬期道路交通を確保するための除雪体制等を
強化する。
　また、船舶については、南海トラフ地震及び首都直下地震発災
時において、迅速に広域応援部隊を輸送するため、国土交通省、警察庁、消防庁、防衛省及び民間
フェリー事業者等と連携し、民間フェリーを利用した広域応援部隊進出にかかる図上訓練等を実施
するとともに、鉄道ついては、貨物鉄道事業者のＢＣＰの深度化を促進するとともに、鉄製まくら
木への交換等の被災回避にも資する老朽化施設の更新を支援し、災害に強い貨物鉄道の強化を図る。
　輸送モード間の連携については、本節（８）に同じ。

異常降雪による立ち往生車両の状況
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（８）災害発生時における輸送手段の確保や円滑な支援物資輸送

【交通政策基本計画における記載】
○ 迅速な輸送経路啓開等の輸送手段確保や円滑な支援物資輸送に向けて、関係機関の連携等により装備
資機材の充実、燃料の確保、訓練の実施、情報収集・共有等必要な体制整備を図る。

　　　　［39］ 国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾における港湾の事業継続計画（港湾BCP）が策
定されている港湾の割合 【2012年度　３％　 　2016年度　100％】

　　　　［40］航路啓開計画が策定されている緊急確保航路の割合
 【2013年度　０％　 　2016年度　100％】
　　　　［41］空港の津波早期復旧計画の策定空港数 【2013年度　４空港　 　2016年度　７空港】
　　　　［42］支援物資輸送の広域物資拠点として機能すべき特定流通業務施設の選定率
 【2013年度　28％　 　2016年度　100％】
　　　　［43］ 首都直下地震又は南海トラフ地震の影響が想定される地域における国、自治体、有識者

及び多様な物流事業者からなる協議会の設置地域率
 【2013年度　０％　 　2017年度　100％】

　2016年度に引き続き、迅速な輸送経路啓開等の輸送手段確保や円滑な支援物資輸送に向けた取組
を推進する。
　モード間の連携としては、近畿ブロックにおいて、鉄道、内航海運等の多様な関係者から構成さ
れる協議会を開催し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時における多様な輸送手段の活用につい
て検討するとともに、災害時における円滑な支援物資物流を確保するため、引き続き、地方ブロッ
クごとに国、自治体、倉庫業者・トラック事業者等の関係者が参画する協議会等を開催し、物流専
門家の派遣を含む物流事業者団体との災害時協力協定が未締結な自治体に対する締結に向けた働き
かけを行うほか、新たな民間物資拠点の選定を促進する。
　道路については、首都直下地震及び南海トラフ巨大地震の実効性確保のため、道路管理者間及び
実動部隊との連携強化、実動訓練による対応能力向上等を図るとともに、他地域においても大規模
災害に備えた体制を構築する。
　空港に関する取組は、本節（１）に同じ。鉄道・船舶に関する取組は、本節（７）に同じ。

（９）避難誘導のための適切な情報発信、船舶やバス車両等の活用

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道、バス、旅客船ターミナル、空港等において、災害発生時に利用客を混乱なく避難誘導できるよ
う、適切な情報発信等の対策を行うとともに、災害発生時に船舶やバス車両等を効率的・効果的に避
難や緊急輸送に活用するため、活用可能な船舶・車両の確保等について、枠組みの構築を進める。

　鉄道ついては、鉄道事業者に対する監査等を通じて、利用者を混乱なく避難誘導できるよう、避
難訓練や適切な情報提供の対応状況を確認し、必要に応じ改善を促す。
　バスについては、発災時に適切かつ迅速な対応が行えるよう、旅客自動車運送事業者と自治体と
の災害時の緊急輸送等に関する協定について、締結状況の把握を行う。
　港湾については、港湾の特殊性を考慮した津波避難計画の策定を推進する。また、避難機能を備
えた物流施設等を整備する民間事業者に対して、（一財）民間都市開発推進機構による支援（特定
民間都市開発事業）を行い、港湾の避難機能の向上を図る。
　空港については、「空港における地震・津波に対応する避難計画・早期復旧計画ひな型」に基づき、
地震・津波に対応する避難計画の策定を推進するとともに、津波リスクの高い空港においては、津
波避難訓練を実施する。
　船舶における取組は、本節（７）に同じ。
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（10）帰宅困難者・避難者等の安全確保

【交通政策基本計画における記載】
○ 主要駅周辺等における帰宅困難者・避難者等の安全を確保するための取組について、自治体や民間企
業が連携し、協力体制を構築するための支援を行う。

　2016年度に引き続き、人口・都市機能が集積する大都市の主要駅周辺等において、大規模な地震
が発生した場合における滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を図るため、官民協議会による都
市再生安全確保計画等の作成や同計画に基づくソフト・ハード両面の取組に対する支援を実施する
とともに、指定都市、特別区、中核市、施行時特例市若しくは県庁所在都市の中心駅周辺地域を対
象地域に追加することにより、計画策定を促進する。また、鉄道駅における帰宅困難者への対応体
制を確認するため、鉄道事業者に対する監査を実施し、必要に応じて改善を促す。

（11）港湾等における船舶の避難誘導等

【交通政策基本計画における記載】
○ 港湾等において、災害発生時に船舶を混乱なく避難誘導するとともに、発災後の輸送経路啓開区域
の明示による緊急輸送船舶の航行支援など適切な情報発信等を行う。

　東京湾においては、2018年１月の運用開始を目指し、引き続き、一元的な海上交通管制の構築に
向けたレーダーなどの関連施設の整備、運用に係る制度・体制の整備等を推進する。

（12）防災気象情報の改善や適時・的確な提供

【交通政策基本計画における記載】
○ 自然災害による陸上、海上及び航空交通の被害の軽減に資するよう、観測・監視の強化や予測精度
の向上を図り、防災気象情報の改善や適時・的確な提供を推進する。

　2016年度に引き続き、自然災害による陸上、海上及び航空交通の被害の軽減に資するよう、次世
代スーパーコンピュータシステムの整備を進めるほか、地震に対する観測・監視体制の強化や火山
監視・評価及び情報提供体制の強化に向けたシステム整備を進めるなど、観測・監視の強化、予測
精度の向上を図るための情報システムの整備を推進する。
　また、2015年７月の交通政策審議会気象分科会における提言を踏まえて、警報級の現象になる可
能性に係る情報を提供する等、防災気象情報の改善等を推進する。

（13）「津波救命艇」の普及

【交通政策基本計画における記載】
○近隣に避難場所がない地域における津波対策として、「津波救命艇」の普及を図る。

　2016年度に引き続き、自治体等に働きかけを行い、津波救命艇の普及を促進する。

（14）災害時の機能維持のための代替ルートの確保・輸送モード間の連携

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害時においても我が国の社会経済活動ができる限り維持されるよう、代替ルートを確保するととも
に、輸送モード間の連携を促進する。
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　本節（７）に同じ。

（15）災害に強い交通関係情報システムの構築

【交通政策基本計画における記載】
○ 災害発生時において、電源確保、バックアップ機能の強化等により、災害に強い交通関係情報シス
テムを構築する。

　自動車登録検査業務電子情報処理システムの新システムにおいて、メインシステムのシステムダ
ウン等の被災を想定し、運用に影響しない公休日にバックアップシステムに切り替えた上で行う運
用訓練を本省・全国の地方運輸局等職員・運用事業者で実施する。さらに、運用手順等に関する机
上訓練を実施する。
　また、関係マニュアルを整備するとともに、システム運用訓練等の実施とマニュアル等の改訂に
よるＰＤＣＡサイクルを毎年継続して実施する。

（16）災害に強い物流システムの実現

【交通政策基本計画における記載】
○ サプライチェーン維持に資する災害に強い物流システムの実現のため、広域的な観点による多様な
輸送手段の活用や、物流事業者の事業継続体制の構築を官民連携で推進する。

　2014年度の検討会にて取りまとめたガイドライン、ベストプラクティス集、訓練マニュアルを引
き続き広く普及するとともに、荷主と物流事業者が連携したＢＣＰ策定促進を行う。

（17）老朽化車両・船舶の更新

【交通政策基本計画における記載】
○ 厳しい経営状況にある地方の交通関連事業者による老朽化車両・船舶の更新への新たな支援策等を検
討する。

　2016年度に引き続き、バスや鉄道における老朽化車両の更新に対する支援を実施する。
　船舶については、鉄道・運輸機構の船舶共有建造制度により、内航海運のグリーン化に資する船
舶や離島航路等の維持・活性化に資する船舶等の代替建造の支援を行う。また、2017年度より、モー
ダルシフト船の建造に対し、優遇金利の適用を拡充し、代替建造の促進を図る。

（18）交通インフラの維持管理と交通以外のインフラの維持管理との連携強化

【交通政策基本計画における記載】
○交通インフラの維持管理と交通以外のインフラの維持管理との連携強化について検討する。

　2016年度に引き続き、交通インフラと交通以外のインフラの維持管理の連携促進について検討を
深める。

（19）平成29年度 熊本地震への対応

　2016年４月に発生した熊本地震による大規模な斜面崩壊で通行不能となっている国道57号と国道
325号について、2020年度での国道57号北側復旧ルート及び国が代行している国道325号阿蘇大橋
ルートの全線開通を目標に復旧工事を進めていくこととしている。
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　また、阿蘇大橋が完成するまでの間の代替ルートとして、長陽大橋ルートは2017年夏を目標に、
応急復旧による開通を目指している。

（１）監査の充実強化等

【交通政策基本計画における記載】
○事業者に対する監査の充実強化により、悪質事業者の排除等監査・処分の実効性を向上させる。

　2016年度に引き続き、交通事業者に対する監査の充実強化を推進する。
　自動車運送事業者については、引き続き、悪質違反を犯した事業者や重大事故を引き起こした事
業者等に対する監査の徹底及び、法令違反が疑われる事業者に対する重点的かつ優先的な監査を実
施するとともに、ＩＣＴの活用により監査の効率化を図る。特に、貸切バス事業者については、事
業許可の更新制及び適正化実施機関による巡回指導と連携し、法令違反を早期に是正させる仕組み
や違反を繰り返す事業者を退出させるなどの総合的な対策に基づく措置を確実に実施する。また、
自動車の型式指定審査における自動車メーカーの不正行為の抑止・防止に引き続き取り組む。
　鉄道事業者に対しては、より効果的な保安監査が実施できるよう、監査の実施方法等の見直しを
行い、施設及び車両の保守管理状況、運転取扱いの状況、乗務員等に対する教育訓練の状況、安全
管理体制等の輸送の安全を確保するための取組について、監査を実施する。
　海運事業者等に対しては、海運事業者等に対し監査等を通じてフェリー火災を含む船舶事故の防
止を図るとともに、事故発生時の原因究明及び再発防止を図るための監督指導の強化を図っていく。
　航空運送事業者に対しては、航空会社の事業形態が複雑化・多様化する状況を踏まえ、抜き打ち
を含む厳正な立入検査を行うことにより航空会社における安全性の現状や将来のリスクを把握する
など体系的な監査を実施する。

（２）運輸安全マネジメント制度

【交通政策基本計画における記載】
○ 事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運輸安全マネ
ジメント制度については、評価対象事業者を従来拡大してきたところ、今後はさらに制度の実効性向
上を図るとともに、そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を図る。

　　　　［44］運輸安全マネジメントの普及
①運輸安全マネジメント評価実施事業者数

 【2013年度　6,105事業者　 　2020年度　10,000事業者】
②運輸安全マネジメントセミナー及び認定セミナー等の受講者数

 【2013年度　17,799人　 　2020年度　50,000人】

　2016年度に引き続き、運輸安全マネジメント制度の今後の展開のあり方について検討を行う。
また、「運輸安全マネジメントセミナー」及び「認定セミナー」の実施、「運輸事業の安全に関する
シンポジウム」の開催等により、制度の普及啓発を図り、運輸事業者の安全意識の更なる向上を目
指す。

第２節　 交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に万全
を期する
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（３）新技術の活用や設備投資への支援

【交通政策基本計画における記載】
○ より効率的で安全な交通の実現にも資する新技術の活用や設備整備への支援等により、事業者による
信頼性の高い安定的な運行を確保するための方策の充実を図る。

　　　　［45］鉄道の対象曲線部等における速度制限機能付きATS等の整備率
 【2013年度　89％　 　2016年６月　100％】
　　　　［46］鉄道の対象車両における安全装置の整備率

①運転士異常時列車停止装置 【2013年度　98％　 　2016年６月　100％】
②運転状況記録装置 【2013年度　94％　 　2016年６月　100％】

　鉄道については、鉄道施設総合安全対策事業費補助等により、安全性の向上に資する施設の更新
等を支援する。
　自動車については、引き続き、衝突被害軽減ブレーキやデジタル式運行記録計等の普及促進に努
めるとともに、自動車のＩＴ化の進展により取得可能になった運転情報や自動車運転者の生体情報
等を含むビッグデータを活用した事故防止運行モデル等、次世代運行管理の実現を目指す。
　航空については、引き続き、安全かつ効率的な運航を実現するため、航空交通システムの高度化
に向けて産学官の連携の下、技術的な検討、研究開発を行う。
　船舶については、引き続き、ＩｏＴ/ビッグデータ等の活用により、船舶の運航や造船・舶用分
野の設計・生産の効率化、高度化を図り、生産性向上を推進するための技術開発に対する支援等を
実施し、我が国海事産業の国際競争力強化を推進する。
　小型無人機については、早ければ2018年までに小型無人機による荷物配送を可能とする等のため、
「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」においてとりまとめられた、「小型無人機の更
なる安全確保に向けた制度設計の方向性」に沿って、安全を確保しつつ補助者を配置しない目視外
飛行等の実現に向けて必要な仕組みを検討するとともに、引き続き物流用ドローンポートシステム
の開発を進める。また、物流等に用いる小型無人機の性能評価基準を策定するとともに、複数の機
体が同時に活動することを可能とする運航管理システム、他の機体や建物等との衝突回避技術等の
開発を行い、関係行政機関や民間事業者と連携し、必要な技術開発や環境整備を図る。

（４）交通事業者に対する事故発生時の対処方策の徹底

【交通政策基本計画における記載】
○乗客の避難誘導を最優先させるなど、交通従事者に対する事故発生時の対処方策の徹底を行う。

　2016年度に引き続き、交通従事者の事故発生時の対処方策や事業者ごとに定める関連規程の取組
状況を年末年始の輸送等に関する安全総点検や監査により確認する等、必要に応じ指導・助言を実
施する。
　特に、船舶については、津波発生時の旅客や船舶の避難体制を万全のものとするため、同点検に
おいて「津波対応シート」等の船舶津波避難マニュアル作成及び訓練の実施を促していく。

（５）交通分野でのテロ対策の推進

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通機関の各事業者や施設管理者に対し、巡回警備の強化や監視カメラの増設等を要請する等、テ
ロ対策を推進する。

　2016年度に引き続き、各交通事業者や事業者団体に対し注意喚起を促す等、交通機関や交通施設
におけるテロ対策の徹底を図る。また、東京国際空港において、監視カメラの機能の高度化を図る
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ための計画的な更新を行うとともに、他の主要空港に監視カメラを導入するための設計業務を開始
する。さらに、那覇、鹿児島など８空港に新たにボディスキャナーを導入するとともに、高性能な
爆発物自動検出機器類については、東京国際空港をはじめ一部の主要空港等に新たに導入する。港
湾においては、出入管理情報システムによる効率的な出入管理の実施を推進するとともに、導入ター
ミナルの拡大、同システムを使用する際に必要となるＰＳ（Port Security）カードの普及を促進する。

（６）交通関連事業の基盤強化と適正な競争環境の整備

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通サービスの安定的な運行と安全確保に資するため、地域公共交通事業者等の交通関連事業につ
いて、生産性向上や人材確保も含めた基盤強化方策や適正な競争環境の整備を検討する。

　交通事業の基盤強化や適正な競争環境の整備を図るための検討を深める。
　バス運転者については、引き続き、手引書の展開・普及促進を行うとともに、地方運輸局等によ
る高等学校訪問を行い、バス運転者の魅力向上のＰＲ等を行う。
　また、タクシー事業については、供給過剰又はそのおそれのある地域について、特定地域及び準
特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成21年
法律第64号）に基づき特定地域又は準特定地域として指定し、タクシー事業の適正化・活性化を促
進するとともに、2017年度にＩＣＴを活用した新しいタクシーサービスの実現に向け、制度設計の
ための実証実験等を行い、低迷するタクシーの需要喚起を図るとともに運送の効率化による生産性
の向上を目指す。
　トラック事業については、「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」の枠組みの
中で、トラック運送事業者と荷主との協働による待機時間の削減など長時間労働改善のためのパイ
ロット事業を実施し、ベストプラクティスの創出とその普及促進を図る。また、適正運賃・料金の
収受に向けた具体的な方策について、引き続き「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」におい
て議論を行う。さらに、「下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議」と連携して、
トラック事業者の取引条件の改善を図る。加えて、中継輸送の普及・実用化等生産性向上に向けた
取組を行う。以上の施策を実施することにより、トラック事業における働き方改革を進める。
　鉄道事業については、2016年度に引き続き、税制特例措置による施設整備、車両導入等に対する
支援を行う。また、鉄道事業における生産性向上に資する、次世代型車両の開発に対して鉄道技術
開発費補助金による支援を行うとともに、「鉄道分野における新技術の活用に関する懇談会」を開
催し、鉄道生産性革命の取組を推進する。海事関係については、2016年度に引き続き、旅客船事業
者の基盤強化を図るため、船舶共有建造制度や税制特例等による船舶建造への支援を行う。
　海事産業の生産性向上や人材確保については、本節（３）及び本章３節（２）に同じ。

（７）我が国の交通を支える自動車産業に関する取組

【交通政策基本計画における記載】
○ 二輪車、バス、トラックを含めた我が国の交通を支える自動車産業に関し、環境等の社会的課題へ
の対応や利用環境の整備に向けた取組を検討する。

　2014年11月に策定した「自動車産業戦略2014」を踏まえ、2016年度に引き続き、官民会合の場な
どを活用しながら具体的な検討を進めるほか、安全運転啓発・教育、不正改造防止、利用者マナー
向上、その他、駐車違反を削減させる駐車場利用環境整備、モデル自治体における二輪車利用環境
整備推進などの施策を進める。
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（８）航空機整備事業（ＭＲＯ）の国内実施の促進

【交通政策基本計画における記載】
○ 航空運送事業の安定化・効率化に資する航空機整備事業（MRO（整備・修理・オーバーホール））の
国内実施について、質の向上を図りつつ、促進するための方策を検討する。

　2016年度に引き続き、米国、欧州等との航空安全に関する相互承認について、新規締結・拡大に
向けた協議・調整を実施する。
　また、整備士・製造技術者についても、引き続き、養成・確保策の実施を進めていく。

（９）自動車事故被害者に対する支援の充実

【交通政策基本計画における記載】
○ 独立行政法人自動車事故対策機構における自動車事故被害者等からの要望把握に係る体制の整備等
を通じ、より効果的な被害者支援の充実方策について検討する。

　　　　［47］自動車事故による重度後遺障害者に対するケアの充実
①訪問支援サービスの実施割合 【2013年度　49.5％　 　2016年度　 60％】
②短期入所を受け入れる施設の全国カバー率
 【2013年度　12.8％　 　2020年度　100％】

　自動車事故により在宅介護生活を送る重度後遺障害者（介護料受給者）やその家族に対する支援
を充実させるため、引き続き、訪問支援の実施割合を高める。また療護施設について、引き続き遷
延性意識障害者に対して公平な治療機会を確保しつつ、質の高い治療・看護を実施する。具体的に
は、
　① 急性期～亜急性期～慢性期において連続した治療・リハビリの臨床研究を行い、ガイドライン、
プログラム等を策定し、遷延性意識障害者のための治療・リハビリの検討、改善及び成果の普
及

　② 研究及び人材育成をするための必要な態勢を確保し、遷延性意識障害者に精通する脳外科医等
の育成を行う新たな「一貫症例研究型委託病床」を設置・運営する。

　このほか、短期入所協力施設について、一層の充実を図る。

（１）輸送を支える人材の確保や労働条件・職場環境の改善

【交通政策基本計画における記載】
○ 航空機操縦士や航空機整備士、船員、バス・トラック運転手等、輸送を支える技能者、技術者の確
保や労働条件・職場環境の改善に向けた施策を実施する。（航空機操縦士・航空機整備士の民間養成
機関の供給能力拡充、船員のトライアル雇用助成金　等）

　　　　［48］主要航空会社の航空機操縦士の人数 【2012年　約5,600人　 　2020年　約6,700人】
　　　　［49］主要航空会社への航空機操縦士の年間新規供給数
 【2012年　120人　 　2020年　約210人】
　　　　［50］海運業における船員採用者数（１事業者平均）
 【2011年度　1.83人　 　毎年度　1.83人以上を維持】

　2016年度に引き続き、交通サービスを担う人材の確保・育成等を図るための施策を推進する。
　物流分野の人材については、「物流分野における労働力不足対策アクションプラン」及び2015年
12月の社会資本整備審議会・交通政策審議会の答申に掲げられた施策について推進する。

第３節　交通を担う人材を確保し、育てる
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　タクシー運転者については、「タクシー革新プラン2016～選ばれるタクシー～」や「新しいタクシー
のあり方検討会」の最終とりまとめを踏まえてタクシー運転者についての賃金等の改善度等の調査
結果をとりまとめ、評価・公表する。
　トラック運転者については、2016年度にとりまとめた中継輸送実証実験に関する報告書の周知を
引き続き行うとともに、「トラガール促進プロジェクトサイト」を通じた普及啓発・情報発信等を
引き続き実施する。
　自動車整備士については、産学官が協力して高等学校の校長等を訪問し、自動車整備業の仕事に
ついてパンフレットを用いてＰＲを実施するとともに、2015年度に実施した労働条件・職場環境に
関する実態調査および改善に向けた対策等の検討結果を踏まえ、業界と連携して事業形態・規模等
に応じた対策を検討して取組を進める。
　航空機操縦士については、観光ビジョンにおける訪日外国人旅行者数目標の倍増（2020年に4,000
万人）の達成に向け、必要な操縦士の確保に向けた各種取組を進める。
　航空機整備士についても、引き続き、養成・確保策の実施を進めていく。
　船員については、船員供給体制の強化や船員就業の促進について引き続き取り組む。また、新た
な船員就業促進策として、事業者間の連携や規模拡大等を通じて船員の確保・育成に取り組む事業
者への支援を実施し、自立的な船員の確保・育成体制の構築を図る。

（２） 交通事業における若年層、女性、高齢者の活用と海洋開発人材（海洋開発関連技術者）の
育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 交通事業の人材確保に向けて若年層、女性、高齢者の活用方策を検討するとともに、交通事業の担
い手の高齢化の状況に鑑み、運転や車両整備、造船等の技術の維持・継承方策を検討する。また、
海洋産業の戦略的な育成に向けて、海洋開発人材（海洋開発関連技術者）育成に関する方策を検討
する。

　　　　［51］道路運送事業等に従事する女性労働者数 【2009-13年度　 　2020年度　倍増】
①バス運転者 【2011年度　約 1,200人　 　2020年度　約 2,500人】
②タクシー運転者 【2013年度　約 6,700人　 　2020年度　約14,000人】
③トラック運転者 【2013年度　約20,000人　 　2020年度　約40,000人】
④自動車整備士（２級） 【2009年度　約 2,400人　 　2020年度　約 4,800人】

　　　　［52］海洋開発関連産業に専従する技術者数
 【2013年度　約   560人　 　2020年度　約 2,400人】

　タクシー運転者については、「タクシー革新プラン2016～選ばれるタクシー～」や「新しいタクシー
のあり方検討会」の最終とりまとめを踏まえて実施するタクシー運転者についての賃金等の改善度
等の調査結果をとりまとめ、評価・公表する。
　トラック運転者については、2016年度に引き続き、「トラガール促進プロジェクトサイト」を通
じた普及啓発・情報発信や「準中型自動車免許」制度の周知等を実施する。
　自動車整備士については、産学官が協力して高等学校の校長等を訪問し、自動車整備業の仕事に
ついてパンフレットを用いてＰＲを実施するとともに、過去に実施した労働条件・職場環境に関す
る実態調査および対策等の検討結果や2016年度に実施した自動車整備事業における女性の活躍を促
進するための環境整備等の調査結果を踏まえ、業界と連携して事業形態・規模等に応じた対策を検
討して取組を進める。
　鉄道分野の人材については、技術の維持・継承のための取組を推進する。
　航空機操縦士及び航空機整備士について、引き続き、若年層の関心を高めるためのキャンペーン
や女性操縦士等の増加に向けた取組等を推進する。
　造船分野の人材については、2016年度に作成したガイダンスにより、造船所でのインターン生の
受入や高校教員等を対象とした造船研究会等の開催を促し、地域の造船企業と教育機関のネット
ワーク強化を図る。また、高校における造船教育強化と造船教員の持続的な養成体制の構築を図る
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べく造船教員の養成プログラム作成等を行う。即戦力確保のための外国人造船就労者受入について
は、引き続き適正な事業の実施を図る。
　さらに、海洋開発人材（海洋開発関連技術者）育成システムの構築に向けて、「民間事業者の海
洋資源開発関連分野への参入促進に向けた環境整備のためのアクションプラン」に掲げられた各種
施策を、工程表に基づき適切に実施する。また、海事生産性革命（j-Ocean）の一環として、2016
年度に引き続き、企業ニーズ等を踏まえた大学教育等における教材の整備、海洋構造物の挙動再現
シミュレーションプログラムの開発、インターンシップ制度の促進に向けた調査等の取組を実施す
る。
　物流分野の人材に関する取組は、本節（１）に同じ。バス運転者の人材に関する取組は、第２節
（６）に同じ。

（３）モーダルシフト等による物流の省労働力化

【交通政策基本計画における記載】
○モーダルシフト等による物流の省労働力化のための方策を検討する。
　　　　［53］モーダルシフトに関する指標

①鉄道による貨物輸送トンキロ
 【2012年度　187億トンキロ　 　2020年度　221億トンキロ】
②内航海運による貨物輸送トンキロ
 【2012年度　333億トンキロ　 　2020年度　367億トンキロ】

　2016年度に引き続き、モーダルシフトについては、改正された流通業務の総合化及び効率化の促
進に関する法律（平成17年法律第85号）に基づいた総合効率化計画の認定制度を活用し支援を行う
とともに、同法に規定する総合効率化計画の策定のための調査事業等に係る経費の一部補助及び同
法による認定を受けた総合効率化計画に基づくモーダルシフトに係る運行経費の一部補助を行う。
　また、新技術を活用した鮮度保持コンテナ、トレーラー、シャーシ等の設備導入経費の一部補助
や船舶共有建造制度を活用したモーダルシフトに資する船舶の建造支援を行うとともに、「エコレー
ルマーク」、「エコシップマーク」の普及促進や、「グリーン物流パートナーシップ会議」における
表彰を実施する。さらには、新たな輸送需要を掘り起こすため、モーダルシフトに資する船舶の情
報を一括して提供するシステムを構築する等、海上運送を利用しやすい環境の整備を図り、海上輸
送へのモーダルシフト促進に取り組む。
　このほか、物流の省労働力化を推進するため、2015年３月に策定した「物流分野における労働力
不足対策アクションプラン」に基づき、宅配便の再配達の削減に向けた受取方法の多様化の促進等
について、関係者による取組を促し、宅配の再配達削減に資するオープン型宅配ボックス等の設備
導入経費の一部補助を行う。

（４）地域の交通計画づくりを担う人材の育成

【交通政策基本計画における記載】
○ 地域における交通ネットワークの自立的な構築に向けて、地方運輸局、地方整備局等の人的資源も
最大限活用しつつ、自治体の交通担当部門などの地域の交通計画づくりを担う人材の育成方策を検
討する。

　2016年度に引き続き、「地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画作成のための手
引き」の充実や地方公共団体の職員向けの研修、地方運輸局におけるセミナーやシンポジウム等の
開催や能動的なサポートを通じ、持続可能な公共交通の実現を担う人材の育成を推進する。
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（１）次世代自動車の一層の普及

【交通政策基本計画における記載】
○ ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディー
ゼル車、CNG自動車等の次世代自動車の一層の普及を図る。また、電気自動車、プラグインハイブリッ
ド自動車の基盤となる充電インフラや燃料電池自動車の市場投入を踏まえた水素ステーションの整
備のための支援策を講じる。

　　　　［54］新車販売に占める次世代自動車の割合 【2013年度　23.2％　 　2020年度　50％】

　2016年度に引き続き、次世代自動車の普及促進を図るため、次世代自動車等の環境性能に優れた
自動車を対象としたエコカー減税やグリーン化特例などの税制上の優遇措置や次世代自動車を導入
する者に対する補助を実施した。また、電気自動車等に必要な充電設備の整備に対しても充電設備
費や設置工事費の補助を実施するとともに、四大都市圏を中心に民間事業者の水素ステーション整
備費用の補助を行う。なお、2015年度より地方公共団体等の再生可能エネルギー由来水素ステーショ
ン導入費用の補助を開始している。さらに、水素ステーションの適切な整備・運営方法の確立に向
けて、水素供給設備を活用して行う、燃料電池自動車の新たな需要創出等に必要な活動費用の補助
を行う。
　特に、2016年度より市場投入が開始された燃料電池バスや大型天然ガストラックをはじめ、地域
や事業者による集中的導入などについても支援を行うとともに、電気自動車の二酸化炭素排出削減
効果や蓄電機能などの防災時における活用方法を周知する。これらを通じて、電気自動車等次世代
自動車の一層の普及促進を図る。
　そのほか、2016年度に市販が開始された燃料電池バスの普及にあわせて、燃料電池バスにも対応
した水素ステーションの整備が必要となることから、これに対する導入支援を行う。

（２）自動車を排出源とするＣＯ２の削減

【交通政策基本計画における記載】
○ 自動車を排出源とするCO２の削減に向けて、燃費基準の段階的強化、エコドライブの啓発、効率的
な配車による待機タクシーの削減、公共交通の利用促進、荷主と物流事業者の連携強化によるトラッ
ク輸送の効率化、信号制御の高度化等を推進する。

　　　　［55］一定規模以上の輸送能力を有する輸送事業者の省エネ改善率
 【毎年度　直近５年間の改善率の年平均－１％】
　　　　［56］信号制御の高度化によるCO2の排出抑止（2011年度比）
 【2013年度　約９万７千t-CO2／年を抑止　 　2016年度　約18万t-CO2／年を抑止】
 ★信号制御の改良によるCO2の排出抑止量 　　【2020年度　約10万t-CO2／年を抑止】

　燃費基準については、走行環境に応じた燃費表示を導入するため、関係法令の改正を行う。また、
次期重量車燃費基準について審議結果をとりまとめる。
　トラック輸送の効率化については、トラック事業者に対して、車両動態管理システムを導入し、
車両の位置情報等を活用した輸送ルートの最適化などのトラック事業者と荷主との連携による省エ
ネ対策を実証する。また、引き続き、改正された流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律
（平成17年法律第85号）に基づいた総合効率化計画の認定制度を活用し支援を行うとともに、同法
に規定する総合効率化計画の策定のための調査事業に係る計画策定経費の一部補助及び同法による
認定を受けた総合効率化計画に基づく幹線輸送集約化に係る運行経費の一部補助を行う。さらに、
共同輸配送を実施する際に必要な設備導入経費の一部補助を行う。
　また、グリーン物流パートナーシップ会議において、物流事業者や荷主企業等の関係者の連携に
よるトラック輸送の効率化に関する取組を促進し、物流事業者や荷主企業等の多様な関係者の連携
による物流ネットワーク全体の省力化・効率化を進める。

第４節　さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める
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　さらに、タクシー事業においては、運送の効率化等を図る観点から、スマートフォン向けの配車
アプリを活用し、新たな運賃サービスの制度設計に向けた実証実験を行う。
　以上に加え、2016年度に引き続き、信号制御の改良等を実施するとともに、警察庁、経済産業省、
国土交通省、環境省で構成するエコドライブ普及連絡会において、シンポジウムの開催や全国各地
でのイベント等と連携し、エコドライブの普及・推進に努める。

（３）環境に優しいエネルギーの安定的な輸送の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 天然ガスや水素等の環境に優しいエネルギーの安定的な輸送を実現するため、技術開発や専用船の
建造等を推進する。

　第２章第１節（11）に同じ。

（４）自動車等の排出ガス規制と交通騒音対策

【交通政策基本計画における記載】
○自動車等の排出ガス規制とともに、交通騒音の発生源対策や周辺対策を推進する。

　自動車等の排出ガス規制として、中央環境審議会において審議が進められている「今後の自動車
排出ガス低減対策のあり方について（第十三次答申）」に基づき、必要な関係法令の改正を進める。
また、フォルクスワーゲン社の排出ガス不正問題に関し、有識者による検討会での提言や欧米の検
査方法の見直し状況を踏まえつつ、路上走行による排出ガス検査方法を導入するための検討を進め
る。
　また、自動車の交通騒音対策としては、2016年度に引き続き、沿道地域の交通公害の状況や道路
交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を低く抑えるための最高
速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策
を推進する。また、毎年実施される不正改造車を排除する運動において、騒音の原因となっている
違法な消音器への不正改造を防止するための啓発活動を実施する。
　その他、2016年度に引き続き、新幹線鉄道や道路の沿線地域、空港の周辺地域における騒音対策
を推進する。新幹線（東海道・山陽、東北・上越）については、鉄道沿線の住宅密集地域等におけ
る騒音レベルを75デシベル以下とする「75デシベル対策」を推進する。また、2015年に開業した北
陸新幹線長野・金沢間及び2016年に開業した北海道新幹線新青森・新函館北斗間において、新幹線
鉄道騒音に係る環境基準が達成されていない地域に対する騒音対策を推進する。

（５）バラスト水管理の円滑な実施

【交通政策基本計画における記載】
○ 外航船舶から排出される有害なバラスト水による生態系破壊等の防止に向けて、条約の早期発効及
びバラスト水管理の円滑な実施を推進する。

　船舶バラスト規制管理条約は、2017年９月８日に発効することとなっており、本条約の内容を適
切に実施するため、国内における船舶検査体制の整備等及び日本国籍船舶用のバラスト水処理設備
の承認に係る審査を進める。

第
Ⅳ
部
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
交
通
に
関
し
て
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策

第３章 持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

交通政策白書46



（６）道路交通における交通流・環境対策

【交通政策基本計画における記載】
○ 道路ネットワークを賢く使い、渋滞なく円滑に走行できる道路とするための交通流対策やLED道路
照明灯の整備を推進する。

　2016年度に引き続き、道路ネットワークを賢く使い、渋滞なく円滑に走行できる道路とするため
の交通流対策や交通管制技術の高度化、ＬＥＤ道路照明灯の整備等を推進する。

（７）蓄電池車両やハイブリッド車両の導入等

【交通政策基本計画における記載】
○ 鉄道の更なる環境負荷の低減を図るため、蓄電池車両やハイブリッド車両等のエネルギー効率の良
い車両の導入や鉄道施設への省エネ設備及び再生可能エネルギーを利用した発電設備の導入等を促
進するとともに、環境性能の向上に資する鉄道システムの技術開発を推進する。

　2017年度より、環境負荷低減に資する燃料電池鉄道車両の実用化に向けた、技術開発を推進する。

（８）燃料電池自動車の本格的な普及

【交通政策基本計画における記載】
○ 燃料電池自動車の本格的な普及に向けて、車両の保安基準の見直し、認証の相互承認の実現及び普及
のための支援策について検討する。

　2016年度に引き続き、燃料電池自動車を対象とした税制上の優遇措置や導入補助を実施する。

（９）天然ガス燃料船や水素燃料電池船の導入・普及等

【交通政策基本計画における記載】
○ 環境負荷低減に優れた天然ガス燃料船の早期導入・普及の推進や水素燃料電池船の導入・普及に向け
た取組とともに、航空分野におけるバイオジェット燃料の導入についても検討する。

　天然ガス燃料船については、技術課題等の調査や、建造支援などの普及に向けた取組を行う。加
えて、シンガポール港と連携しつつ、我が国がアジア地域において先導的にLNGバンカリング拠
点を形成し、我が国港湾へのコンテナ航路等の寄港増を図る。また、海事分野における水素の利用
促進を図るため、高い環境特性を有する燃料電池船の実用化に向けて、引き続き、安全ガイドライ
ンの策定に関する取組など民間企業が参画できる基盤の整備を行う。
　航空分野におけるバイオジェット燃料については、2016年９月にとりまとめられたアクションプ
ランに沿って、引き続き、「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたバイオジェッ
ト燃料導入までの道筋検討委員会」などの場を通じて、バイオジェット燃料の普及促進に向けた課
題の整理やその解決に向けた方策について検討を行う。なお、2016年10月に行われた国際民間航空
機関（ＩＣＡＯ）総会において合意された、国際航空分野における排出権取引制度（ＧＭＢＭ）の
詳細なルールについては、引き続き、環境保全委員会（ＣＡＥＰ）の下に設置されたタスクフォー
スで議論されるため、積極的に議論に参加する。
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（10）環境に優しいグリーン物流の実現

【交通政策基本計画における記載】
○ 更なるモーダルシフトの推進や輸送の省エネ化など、環境に優しいグリーン物流の実現方策を検討
する。

　船舶の特別償却制度について効率的な運航に資する「航海支援システム」を搭載した船舶への支
援を拡充する等、引き続き、税制特例措置や船舶共有建造制度を活用して環境性能に優れた船舶の
普及促進を行う。
　環境に優しいグリーン物流を実現するための鉄道、海運へのモーダルシフトについては、本章第
３節（３）に同じ。
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